
  

   

 

令和４年９月定例会 

( 2 0 2 2 年) 

 

 

 

 

市 議 会 議 案 
 

 

 

 

 

 

 

吹 田 市 





報告第１２号 損害賠償額の決定に関する専決処分について ５ －

報告第１３号 損害賠償額の決定に関する専決処分について ７ －

報告第１４号 損害賠償額の決定に関する専決処分について ９ －

報告第１５号 損害賠償額の決定に関する専決処分について １１ －

報告第１６号 損害賠償額の決定に関する専決処分について １３ －

報告第１７号 令和３年度吹田市一般会計繰越明許費繰越計算書について １５ －

報告第１８号
令和３年度吹田市公共用地先行取得特別会計繰越明許費繰
越計算書について

２１ －

報告第１９号 令和３年度吹田市水道事業会計予算繰越計算書について ２５ －

報告第２０号 令和３年度吹田市下水道事業会計予算繰越計算書について ２９ －

報告第２１号 地方独立行政法人市立吹田市民病院の経営状況について ３３ －

報告第２２号
地方独立行政法人市立吹田市民病院令和３年度の業務実績
に関する評価結果の報告について

１１３ －

報告第２３号
地方独立行政法人市立吹田市民病院第２期中期目標期間の
業務実績に関する評価結果の報告について

１９７ －

報告第２４号 債権の放棄について ２６９ －

議案第８０号 吹田市高年齢職員の部分休業に関する条例の制定について ３１１ ５

議案第８１号 吹田市学校給食費条例の制定について ３１５ １３

議案第８２号
吹田市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する
条例の制定について

３１７ １５

議案第８３号
吹田市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例の制
定について

３２５ ２７

議案第８４号
吹田市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改
正する条例の制定について

３２７ ２９

議案第８５号
吹田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例
の制定について

３２９ ３１

議案第８６号
吹田市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例の
制定について

３３５ ４１

議案第８７号
吹田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条
例の制定について

３４５ ５１

議案第８８号
吹田市職員の公益的法人等への派遣に関する条例等の一部
を改正する条例の制定について

３５１ ６１

議案第８９号 吹田市市税条例の一部を改正する条例の制定について ３５５ ６５

議案第９０号
吹田市立教育・保育施設条例の一部を改正する条例の制定
について

３５９ ８１

議案第９１号
吹田市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例
の制定について

３６１ ８３

議案第９２号 吹田市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について ３６３ ８７
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議事番号 事　　　　件　　　　名
議案書
ページ

参考資料
ページ
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議案第１０３号 令和４年度吹田市一般会計補正予算（第７号） ３９１ １５９
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議案第１０５号
令和４年度吹田市公共用地先行取得特別会計補正予算（第
１号）

４１７ １８９
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( 1 ) 

報告第１２号 

 

 

損害賠償額の決定に関する専決処分について 

 

 

市長の専決処分事項指定の議決に基づき次のとおり専決処分したので、地方自治法

第１８０条第２項の規定により報告します。 

 

令和４年９月１日 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

専決処分 

年月日 
損害賠償額 事 故 の 概 要 

令 和 ４ 年 

８ 月 ８ 日 

41,844円 令和４年３月２０日午後１時頃、桃山台市民

ホールの敷地内の樹木の枝が折れて落下し、同

敷地内広場を通行中の相手方個人に当たり、同

人が負傷されたものです。 
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( 1 ) 

報告第１３号 

 

 

損害賠償額の決定に関する専決処分について 

 

 

市長の専決処分事項指定の議決に基づき次のとおり専決処分したので、地方自治法

第１８０条第２項の規定により報告します。 

 

令和４年９月１日 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

専決処分 

年月日 
損害賠償額 事 故 の 概 要 

令 和 ４ 年 

７ 月 ２ ５ 日 

250,000円 令和４年４月１６日午後０時３０分頃、千里

第４緑地東側付近の吹田市山田西１丁目３３番

地先の市道において、街路樹の枝が折れて落下

し、走行中の相手方個人所有の普通乗用車に当

たり、同車が損傷したものです。 
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( 1 ) 

報告第１４号 

 

 

損害賠償額の決定に関する専決処分について 

 

 

市長の専決処分事項指定の議決に基づき次のとおり専決処分したので、地方自治法

第１８０条第２項の規定により報告します。 

 

令和４年９月１日 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

専決処分 

年月日 
損害賠償額 事 故 の 概 要 

令 和 ４ 年 

７ 月 １ 日 

442,706円 令和４年３月２７日午後３時頃、山田東中学

校の運動場において、野球部の部活動中に生徒

が打ったボールが運動場の防球ネットを越え、

同中学校南側のマンションの駐車場に駐車して

いた相手方個人所有の普通乗用車に当たり、同

車が損傷したものです。 
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( 1 ) 

報告第１５号 

 

 

損害賠償額の決定に関する専決処分について 

 

 

市長の専決処分事項指定の議決に基づき次のとおり専決処分したので、地方自治法

第１８０条第２項の規定により報告します。 

 

令和４年９月１日 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

専決処分 

年月日 
損害賠償額 事 故 の 概 要 

令 和 ４ 年 

７ 月 ２ ５ 日 

20,900円 令和４年４月２８日午前１１時頃、西山田中

学校において、教室に設置している天井扇のカ

バーが外れて落下し、相手方生徒に当たり、同

生徒の眼鏡が損傷したものです。 
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( 1 ) 

報告第１６号 

 

 

損害賠償額の決定に関する専決処分について 

 

 

市長の専決処分事項指定の議決に基づき次のとおり専決処分したので、地方自治法

第１８０条第２項の規定により報告します。 

 

令和４年９月１日 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

専決処分 

年月日 

損害賠償額 

及び相手方 
事 故 の 概 要 

令 和 ４ 年 

８ 月 １ ７ 日 

66,396円 

 

大阪市淀川区十三元

今里２丁目１９番 

１３号 

三星建工株式会社 

代表取締役 

猪子 文男 

令和４年６月２２日午後０時２０分頃、青

山台小学校において、同小学校職員が刈払機

を使用して除草作業を行っていたところ、飛

散した小石が駐車中の相手方法人所有の小型

貨物車に当たり、同車が損傷したものです。 
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（ １ ） 

報告第１７号 

 

令和３年度吹田市一般会計繰越明許費繰越計算書について 

 

令和３年度吹田市一般会計中一部翌年度繰越しに伴う繰越明許費繰越計算書に

ついて、地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により報告します。 

 

令和４年９月１日 

 

 

                 吹田市長  後 藤 圭 二 
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令和３年度吹田市一般会計繰越明許費繰越計算書

  円 円

2 総務費 3
戸籍住民登録
費

戸 籍 住 民 登 録 事 業 16,000,000 10,609,500

住 民 税 非 課 税 世 帯 等
臨 時 特 別 給 付 金 給 付 事 業

5,695,484,000 2,791,301,849

高 齢 者 福 祉 施 設 補 助 事 業 294,075,000 266,161,000

障害者福祉施設整備補助事業 68,750,000 68,750,000

子 育 て 世 帯 へ の 臨 時
特 別 給 付 金 事 業

991,313,000 228,674,000

北 千 里 小 学 校 跡 地 複 合 施 設
整 備 事 業 （ 児 童 会 館 ）

83,230,000 83,229,300

道 路 新 設 改 良 事 業 78,294,000 78,294,000

橋 梁 新 設 改 良 事 業 84,000,000 84,000,000

都 市 計 画 道 路 千 里 丘
朝 日 が 丘 線 道 路 新 設 事 業

25,219,000 25,219,000

佐 井 寺 西 土 地 区 画 整 理 事 業 272,919,000 272,919,000

上 の 川 周 辺 整 備 事 業 290,560,000 290,560,000

小 学 校 管 理 事 業 54,450,000 54,450,000

小 学 校 改 修 事 業 2,342,048,000 2,341,708,000

中 学 校 管 理 事 業 26,550,000 26,550,000

中 学 校 改 修 事 業 1,454,885,000 1,454,885,000

5 社会教育費
北 千 里 小 学 校 跡 地 複 合 施 設
整 備 事 業 （ 公 民 館 ）

121,028,000 121,027,800

3 中学校費

3 民生費

1 社会福祉費

2 児童福祉費

8 土木費

2

10 教育費

道路橋梁費

5 都市計画費

2 小学校費

款 項 事 業 名 金額 翌年度繰越額

（ 2 ）
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国 庫 支 出 金 府 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円

8,228,000 2,381,500

2,791,301,849

5,750,000 257,536,000 2,875,000

45,833,000 22,917,000

228,674,000

47,146,000 30,900,000 5,183,300

9,000,000 20,700,000 48,594,000

84,000,000

20,000,000 5,219,000

80,000,000 114,762,000 71,300,000 6,857,000

241,900,000 43,800,000 4,860,000

27,225,000 27,225,000

499,859,000 1,817,400,000 24,449,000

13,275,000 13,275,000

292,475,000 1,161,600,000 810,000

68,576,000 44,900,000 7,551,800

左 の 財 源 内 訳

既   収   入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

（ 3 ）
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令和３年度吹田市一般会計繰越明許費繰越計算書

  円 円

5 社会教育費
北 千 里 小 学 校 跡 地 複 合 施 設
整 備 事 業 （ 図 書 館 ）

173,973,000 173,972,900

6 保健体育費 小 学 校 給 食 事 業 11,148,000 11,148,000

12,083,926,000 8,383,459,349計

教育費10

款 項 事 業 名 金額 翌年度繰越額

（ 4 ）
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国 庫 支 出 金 府 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円

98,578,000 64,800,000 10,594,900

3,752,000 7,300,000 96,000

100,000,000 4,496,334,849 257,536,000 3,262,700,000 266,888,500

左 の 財 源 内 訳

既   収   入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

（ 5 ）

 19 



 20 



 

（ １ ） 

報告第１８号 

 

令和３年度吹田市公共用地先行取得特別会計繰越明許費繰越計算書について 

 

令和３年度吹田市公共用地先行取得特別会計中一部翌年度繰越しに伴う繰越明

許費繰越計算書について、地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により報告

します。 

 

令和４年９月１日 

 

 

                 吹田市長  後 藤 圭 二 
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令和３年度吹田市公共用地先行取得特別会計繰越明許費繰越計算書

  円 円

１ 用地取得費 1 用地取得費 千里丘朝日が丘線用地取得事業 2,250,000 2,164,300

2,250,000 2,164,300計

款 項 事 業 名 金額 翌年度繰越額

（ 2 ）
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国 庫 支 出 金 府 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円

2,164,300

2,164,300

左 の 財 源 内 訳

既   収   入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

（ 3 ）
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（ 1 ） 

 

報告第１９号 

 

 

令和３年度吹田市水道事業会計予算繰越計算書について 

 

 

 令和３年度吹田市水道事業会計中一部翌年度繰越しに伴う予算繰越計算書

について、地方公営企業法第２６条第３項の規定により報告します。 

 

 

  令和４年９月１日 

 

 

                  吹田市長  後 藤 圭 二 
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款 項 事 業 名 予 算 計 上 額 支払義務発生額 翌年度繰 越 額

　　　　　　 円 　　　　　  円 　　　　　  円

　

 

金田・広芝配水管整備実施設計業務

さく井掘削工事

津雲配水場場内管耐震化等整備工事（追加工事）

泉浄水所ろ過池操作盤更新工事

佐井寺配水場受変電設備更新工事

蓮間高区・低区流量計等設置工事

佐井寺配水場受水弁・緊急遮断弁更新工事（機械工事）

蓮間高区・低区配水幹線布設等工事

山田丘配水管布設工事

都市計画道路十三高槻線配水管布設工事（正雀工区）その３

日の出町配水管φ50㎜～φ150㎜布設替工事

 

令和３年度吹田市水道事業会計予算繰越計算書

　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

　（参　考）　翌年度繰越額の内訳

工　事　名

１建設改良費
上水道施設等

整備事業
3,399,424,000 2,424,925,846 797,840,000１資本的支出

（ 2 ）
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不 用 額

翌年度繰越額に係
る繰越を要するた
な卸資産の購入限
度額

説 明

　 　　　　　 　円 　　　　　　　 円 　　　　　　   円

企業債 214,000,000

損益勘定
留保資金等

583,840,000

円

43,408,000

91,770,000

72,105,000

55,095,000

49,360,000

23,243,000

20,443,000

293,175,000

81,875,000

42,874,000

24,492,000

 

　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

左 の 財 源 内 訳

繰 越 額

176,658,154 0
工事等が翌年
度に亘るため

（ 3 ）
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（ 1 ） 

 

報告第２０号 

 

 

令和３年度吹田市下水道事業会計予算繰越計算書について 

 

 

 令和３年度吹田市下水道事業会計中一部翌年度繰越しに伴う予算繰越計算書につい

て、地方公営企業法第２６条第３項の規定により報告します。 

 

 

  令和４年９月１日 

 

 

                   吹田市長  後 藤 圭 二 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 29 



　

円 円 円

１資本的支出 １建設改良費 管渠建設事業 1,930,366,000 1,505,048,477 377,680,000

処理場
建設事業

743,453,000 552,747,723 185,365,000

2,673,819,000 2,057,796,200 563,045,000

雨水レベルアップ整備工事　中の島・片山第２工区

雨水レベルアップ整備工事　中の島・片山第３工区

雨水レベルアップ整備工事　中の島・片山第３工区附帯工事（その５）

雨水レベルアップ整備工事　中の島・片山第３工区附帯工事（その４）

八丁排水区雨水管路改築工事実施設計業務

岸部排水区管渠修正設計ほか業務

千里丘排水区雨水管路整備工事第101工区

山田川排水区雨水管路耐震工事第１工区

高川排水区雨水・汚水管路耐震工事第２工区

南吹田下水処理場汚泥前処理機械設備工事

南吹田下水処理場汚泥前処理電気設備工事

　

 

（ ２ ）

令和３年度吹田市下水道事業会計予算繰越計算書

　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

事業名 予算計上額款 項

計

　（参　考）　翌年度繰越額の内訳

　支払義務
  発生額

翌年度
繰越額

工　事（業　務）名

 30 



企業債 国庫補助金
損益勘定留保
資金等

円 円 円 円 円

255,900,000 121,000,000 780,000 47,637,523 0
工事(業務）
が翌年度にわ
たるため

89,100,000 96,140,000 125,000 5,340,277 0
工事が翌年度
にわたるため

345,000,000 217,140,000 905,000 52,977,800 0

円

   

43,548,000

134,296,000

51,069,000

5,667,000

（ ３ ）

3,500,000

12,460,000

57,500,000

94,505,000

説明

　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

左　の　財　源　内　訳
翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

75,000,000

75,000,000

10,500,000

不用額

繰　越　額
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（1） 

 

報告第２１号 

 

 

   地方独立行政法人市立吹田市民病院の経営状況について 

 

 

 地方独立行政法人市立吹田市民病院の経営状況について、地方自治法第２４３条

の３第２項の規定により報告します。 

 

  令和４年９月１日 

 

 

                       吹田市長 後 藤 圭 二 
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(42) 
 

１ 地方独立行政法人市立吹田市民病院の概要 

（１）現況（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

①法人名  地方独立行政法人市立吹田市民病院 

②所在地  吹田市岸部新町 5 番 7 号 

③設立年月日  平成 26 年 4 月 1 日 

④役員の状況 

役職 氏名 備考 

理事長 矢野 雅彦  

副理事長 内藤 雅文 病院長 

理事 戎井 力 副院長 

理事 四宮 眞男 吹田市医師会裁定委員 

理事 鈴木 省三 副院長 

理事 前田 哲生 副院長 

理事 中筋 知美 副院長 

理事 木田 利明 事務局長 

監事 足立 光三 公認会計士 

監事 児玉 憲夫 弁護士 

⑤設置・運営する病院  市立吹田市民病院 

⑥職員数（正規職員） 633 名 

(内訳）医師 100 名、看護師 358 名、医療技術員 119 名、その他 56 名(うち派遣職員 12

名) 

 

（２）基本的な目標等 

吹田市内には当院のほか、国立循環器病研究センター、大阪大学医学部附属病院といった

特定機能病院や、済生会吹田病院、済生会千里病院などの急性期病院が整備されており、多

くの医療機関が集積している。 

 その中でも当院は、「市民とともに心ある医療を」の基本理念に基づき、急性期医療、高

度医療及び救急医療の提供を中心に、地域の中核病院としての機能を発揮することがこれ

からも期待される。 

今後更に公立病院としての役割を果たしていくためには、患者ニーズの変化を的確に捉

え、それに応じた良質な医療を提供するとともに、経営の効率化や経営基盤の安定化を図る

必要がある。 

 市民の生命と健康を守るという目的を達成するため、当院は地方独立行政法人としての

強みを発揮しながら、引き続き公立病院としての役割を果たすこと、医師をはじめ全職員の

経営に対する意識改革を図り、目標達成に向け一丸となった協力体制の構築に取り組むこ

と、そしてサービスの向上と効率的な運営を行うことに取り組むものとする。 
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２ 全体的な状況 

（１）総括 

 第2期中期計画期間の最終年度となる令和3年度は、依然、新型コロナウイルス感染症の

終息が見えない中、同感染症の対応など公立病院としての役割と急性期病院としての役割

の両立を図る必要があるため、経営状況の改善、病診連携の推進、職員の意識改革を最優先

課題とし効率的な運営に取り組んだ。 

経営改善については、新型コロナウイルス感染症患者の受入を行う病棟を設けたことで

病床数が制限され、新入院患者数は減少し目標達成には至らなかったものの、手術件数の確

保や平均在院日数の短縮などの取組を行うことにより、入院診療単価は対前年度より増と

なり、また、外来診療単価についても、化学療法件数の増加等が要因となり、対前年度より

増加し、いずれも目標を達成することができた。このような収益確保のための取組による診

療単価の上昇と新型コロナウイルス感染症に係る補助金等が主な要因となり経常収支比率

は目標を達成することができた。 

病診連携の推進では、当日の受入依頼について、返答までの時間を短縮するよう直接医師

に受入の可否を確認する体制の構築や、かかりつけ医の選定を目的として、患者向けの登録

医マップを院内 7 か所に掲示するなど整備を図ったことにより、登録医の数は前年度末か

ら 89 件増え、また、紹介件数、逆紹介件数はいずれも目標を達成し、紹介率は 72.1％、逆

紹介率は 70.0％と昨年度より上昇した。 

職員の意識改革については、毎月の業務状況や年度計画の進捗状況、収支状況などを全職

員が容易に閲覧できるようにしているほか、当院の財務状況が把握できるよう他病院の経

営管理指標を用いた財務分析研修を実施し、引き続き職員の経営参画意識の向上に努めた。

また、病院長のビデオメッセージにより病院経営に対する認識の共有化を図るとともに病

院への帰属意識の向上に努めた。 

令和4年度は新たな計画期間となるが、患者確保はもとより、診療単価の一層の上昇を図

り、人件費、材料費、経費等の費用と均衡のとれた収益を確保し、経営状況を改善すること

で、引き続き公立病院としての役割や地域医療構想を踏まえた役割を果たすことができる

よう、今後も必要な取組を行うものである。 

なお、年度評価実施要領第 3 条第 1 号に基づき、小項目ごとに 5 段階の自己評価を行っ

たことから、その内容を以下のとおり示す。 

 

（２）大項目ごとの特記事項 

 第１ 年度計画の期間 

  特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ための取組 

 市立病院として担うべき医療については、急性期医療、高度医療及び救急医療の提供を中

心に、地域の中核病院として必要な医療を提供した。救急医療については、新型コロナウイ
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ルス感染症が収束しない中、感染症患者やその疑いがある患者の診療対応と並行して 24 時

間 365 日の医療体制を引き続き確保に努めたものの、感染症の拡大により入院制限を実施

する等、患者受入を断らざるを得ない状況が続いたことにより時間外救急車搬送受入率、救

急車搬送受入件数ともに目標値には至らなかった。がん医療については、集学的治療の推進

を図り、化学療法は肺がんの患者数に増加が見られ、放射線治療件数は 5,665 件、手術件数

は 890 件となり、目標達成に至った。  

安心安全で患者満足度の高い医療の提供については、インシデント・アクシデントの発生

要因、再発防止策を検討し、職員へ周知を図るとともに意識向上に努めた。提供した医療に

起因する有害事象の報告をオカレンスレポートと定義し、令和３年 11 月から運用を開始し

た。コロナ禍における標準的対応方針として、職員の健康観察、黙食の徹底など予防対策に

取り組むとともに、大阪府のフェーズに合わせた院内対応方針に基づき、面会の許可制、会

議や研修の制限などの取組を徹底し、院内での感染拡大防止に努めた。 

本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくりについては、 

当日の受入依頼について、返答までの時間を短縮するよう直接医師に受入の可否を確認す

る体制を構築した。逆紹介先及びかかりつけ医の選定を目的として患者向けの登録医マッ

プを院内 7 か所に掲示した。登録医の数は 427 件となり、前年度末から 89 件増えた。紹介

件数は 17,181 件、逆紹介件数は 12,005 件となっており、目標値をクリアした。紹介率は

72.1％、逆紹介率は 70.0％と昨年度より上昇した。   

健都における総合病院としての役割については、診療科ごとに役割分担を整理し、国立循

環器病研究センターからの消化管出血をはじめ当院で対応可能な患者の受入を行ったほか、

救急対応協力のみならず同センターへの医師派遣を行った。また、同センターの PET-CT や

当院の内視鏡機器など医療機器の相互利用を進めた。同センターから当院への紹介件数は

832 件、当院からの紹介件数は 697 件であり、前年度と比較して増加した。電子カルテの相

互閲覧について、継続して連携が円滑に進むよう取り組み、連携患者数は 149 件となった。 

地域医療への貢献としては、吹田呼吸ケアを考える会において、新型コロナウイルス感 

染症に関するセミナーをオンデマンド配信で実施した。特別な配慮を必要とし、一般歯科医

院では対応が困難な患者の歯科診療について、新型コロナウイルス感染症対策を講じる等、

安全な体制のもと実施した。小児科医師（小児神経専門医）が、毎週 1 回市の施設（わかた

け園）に出向き診察を行った。 

                                                                                                                                                       

 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底について、中期計画や年度計画、当年度の重点方

針を全職員に通知するとともに、診療単価向上のための診療科別ヒアリングを実施し、各課

題に責任者を設定し進捗管理を行った。重点方針に掲げたもののうち、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響下においても紹介率 70％、逆紹介率 65％以上を達成することができた。

また、診療単価の目標を達成した。毎月の業務状況や年度計画の進捗状況、収支状況、院長

通知を電子カルテ端末上で全職員が容易に閲覧できるようにしているほか、入院患者数な

どの状況を電子カルテトップページ上で毎日更新し、引き続き職員の経営参画意識の向上
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に努めた。部長会において定期的な経営状況の報告を行ったほか、病院長のビデオメッセー

ジにより経営改善の必要性について全職員に周知した。 

働きやすい職場環境の整備について、専用タブレットを地域医療連携システムと接続し、 

令和 3 年 7 月から電子カルテが自宅でも閲覧可能となり、脳神経外科で運用を開始した。 

 

 第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための取組 

経営基盤の確立について、経営感覚に富む人材育成のため、新規採用職員に対し会計制度

等についての研修及び全職員に対しては経営状況についての研修を開催し、経営に関する

知識の向上を図った。新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、医業収支比率について

は目標達成ができなかったが、経営改善に努めたこと及び新型コロナウイルス感染症に係

る補助金等により経常収支比率の目標を達成することができた。 

収益の確保について、手術件数の確保や平均在院日数の短縮などを適切に行うことによ

り、入院診療単価は対前年度 5,466 円（8.5％）増となり、年度目標を達成することができ

た。新入院患者数については新型コロナウイルス感染症患者の受入を行う病棟を設けたこ

とで病床数が制限され対前年度で 253 人減少し目標達成には至らなかった。外来診療単価

については、化学療法件数の増加等が要因となり、対前年度で 936 円（5.0％）増加し、目

標を達成することができた。 

費用の節減について、給与費比率、経費比率については、削減に努めたものの新型コロ 

ナウイルス感染症拡大の影響による医業収益の減少が主な要因となり目標達成には至らな

かった。医薬品について、12 品目の後発医薬品を新たに採用したことによって、数量シェ

アベースにおける採用率を 90.3％まで引き上げることができた。医薬品・医療材料につい

て、ベンチマークシステムを活用しながら価格交渉を行い、購入単価は削減したが、高額薬

剤の使用数増加に伴い、購入総額が増加したことにより、材料費比率の目標値を達成するこ

とはできなかった。 

 

 第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するための取組 

情報の提供について、当院の特色ある診療内容を広く周知するために、病院だより、広 

報誌「ともに」での情報発信に加え、「内視鏡検査」、「産婦人科における産褥指導」の動画

をホームページ上に掲載するとともに「吹田呼吸ケアを考える会（SRCT）」の動画を希望

者へ配信した。「脳神経内科」、「脳神経外科」、「小児外科」のパンフレットを作成し、医療

連携を行う診療所等に引き続き設置し周知を図った。市民や患者が受診する際に安心して

利用できるよう周知を図った。  

環境に配慮した病院運営について、毎月ビルエネルギー管理システム（BEMS)によって 

蓄積されたデータを基に消費量を分析し、消費量が大幅に増加した部署へ消費抑制の注意

喚起を行った。また、クールヒートピットの熱効率を利用し、環境負荷を抑えている。光熱

水費の前年同月の比較表を院内ポータルサイトに掲載するとともに、節電・節水等の啓発ポ

スターを引き続き院内に掲示し、職員意識の啓発に努めた。  
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３ 項目別の状況 

第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 大阪府地域医療構想を踏まえて果たすべき役割 

  地域の医療機関との機能分担・連携を図りつつ、地域の診療所等では対応できない入

院・手術を中心とした医療を提供するとともに、総合病院として急性期医療の提供を行う

ことにより、より多様な医療需要に対応した。また、大阪府地域医療構想において不足し

ている回復期病床については、現病院への移転に伴い、一般病床の一部を回復期リハビリ

テーション病床（４５床）に転換しており、引き続き急性期から回復期までの患者の状態

像に応じた手厚いリハビリテーションを行った。 

  在宅医療の充実に向けた支援として、在宅医療に係る関係機関との円滑な連携による退

院支援を行った。また、在宅療養者の病状が急変した際の受入を行うなどの在宅医療の後

方支援を積極的に行うとともに、医療・介護・福祉のサービスが切れ目なく提供されるよ

う、地域医療ネットワークの連携の強化を図った。 

 

２ 市立病院として担うべき医療 

（１）総論 

 がん疾患については、外来化学療法及び放射線治療の実施など、集学的治療を推進し効果

的な治療に努めた。また、コロナ禍においても可能な範囲で内視鏡センターを活用し、がん

疾患のほか呼吸器疾患についても質の高い治療を行うことができた。整形外科系疾患にお

いては、リハビリテーション科で効果的なリハビリテーションを行った。 

 大阪府医療計画で推進が求められている５疾病（がん、脳血管疾患、心血管疾患、糖尿病、

精神疾患）、４事業（救急医療、災害医療、周産期医療、小児医療）については、公立病院

として必要とされる医療サービスを他の医療機関との機能分担・連携の下に適切に実施す

るとともに、質の高い医療の提供に努めた。 

 在宅医療については、在宅療養者の病状が急変した際には、地域のかかりつけ医と患者支

援センターの病床管理担当の看護師が連携して円滑な受入を行った。 

 新型コロナウイルス感染症への対応として、市及び関係機関と連携・協力し、発熱外来及

び地域外来検査センターを設置し、外来患者に対応したほか、専用病棟を設け、入院患者の

受入を行うなど、市立病院として役割を果たした。 

地域医療支援病院として、コロナ禍にあっても可能な範囲で開業医を訪問することで連

携を密にとり、紹介率の向上に努めた。また、地域連携パスを活用し、逆紹介を推進するこ

とにより、地域で切れ目ない医療の提供に努めた。  
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（２）救急医療 

ア 二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保 

（ア） 新型コロナウイルス感染症が収束しない中、感染症患者やその疑いがある患者の診

療対応と並行して 24 時間 365 日の医療体制を引き続き確保し、地域の医療機関及び三次救

急医療機関との連携・役割分担の下、地域における救急医療提供の中心的役割を果たせるよ

う努めた。 

 受け入れできなかった症例は救急部運営委員会において原因の検討を行ない、救急患者

を断らないよう努めた。令和 3 年 7 月から救急科医師を増員して受入体制を強化するとと

もに、頭部外傷の受入率向上のため、脳神経外科において専用タブレットを地域医療連携シ

ステムと接続することで、電子カルテが自宅でも閲覧可能となる環境を整備した。しかし、

感染症の拡大により入院制限を実施する等、患者受入を断らざるを得ない状況が続いたこ

とにより時間外救急車搬送受入率、救急車搬送受入件数ともに目標値には至らなかった。

（救急車搬送受入件数：2,544 件（前年度 2,917 件）、時間外救急車搬送受入率：54.8%（前

年度 68.8%）） 

 

（イ） 救急病床を活用する等、救急患者を円滑に受け入れるための救急応需体制を確保し

たが、新型コロナウイルス感染症の影響により、救急患者の受入率が減少した。（救急専用

病床稼働率 22.3%（前年度 29.0%）） 

 

（ウ） 時間内の救急搬送患者対応について、救急科部長を中心に救急隊からの受入要請に

対し、迅速に受入可否の判断をするとともに適切な診療科で対応するなどのスムーズな受

入体制で運用した。 

 

イ 初期救急医療における機能分担・連携 

地域の医療機関との連携推進やかかりつけ医定着の促進について、ホームページや広報

誌、患者への啓発用チラシの配布等、初期救急医療において地域の医療機関との機能分担を

図った。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

時間外救急車搬送受入率 年度計画

目標 
88.3％ 89.2％ 90.0％ 

【中期計画目標※】 

90.0% 
実績 77.5％ 68.8％ 54.8％ 

※平成 30 年度から令和 3 年度までの第 2 期中期計画期間の目標値。（以下同様） 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

救急車搬送受入件数 年度計画

目標 
4,230 件 4,270 件 4,320 件 

【中期計画目標】 

4,320 件 
実績 3,854 件 2,917 件 2,544 件 

うち時間内 年度計画

目標 
1,400 件 1,420 件 1,440 件 

  【中期計画目標】 

1,440 件 
実績 1,376 件 1,138 件 950 件 

うち時間外 年度計画

目標 
2,830 件 2,850 件 2,880 件 

  【中期計画目標】 

2,880 件 
実績 2,478 件 1,779 件 1,594 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

救急専用病床稼働率 年度計画

目標 
88.0％ 89.0％ 90.0％ 

【中期計画目標】 

90.0％ 
実績 43.0％ 29.0％ 22.3％ 

 

（３）小児医療、周産期医療 

 ア 小児医療 

 二次医療圏内の小児救急診療について、豊能広域こども急病センターの後送病院として

週４回の二次救急輪番を努め、地域に必要とされる役割を果たした。 

 

 

 

 

イ 周産期医療 

 陣痛から分娩後まで、部屋移動による負担が少なく安全なＬＤＲ（特別室）の活用に加え、

多職種から専門的なサポートを受けることが出来る助産師外来や、ははとこ健診、産後のア

ロマセラピーを導入し、妊娠から産後まで幅広い支援を行い、安心してお産できる環境を継

続して提供した。結果、前年度より分娩件数の増加に繋がった。 

 糖尿病等の合併症をもった妊婦、中程度のリスクのある分娩や開業医では対応の難しい

妊娠管理や分娩管理が必要な妊婦の受入体制を維持した。 

 分娩においてハイリスクを有する妊婦については、検診の段階で高次医療対応が可能な

周産期母子医療センターへ紹介するなどし、安心安全な周産期医療体制を確保した。 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

小児時間外救急搬送応需率 実績 95.7％ 97.3％ 92.2％ 
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【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小児科患者数 

（入院） 
実績 7,767 人 4,345 人 4,140 人 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小児科患者数 

（外来） 
実績 11,606 人 9,164 人 9,265 人 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小児救急搬送患者数 実績 625 人 273 人 442 人 

うち 

小児救急入院患者数 
実績 548 人 188 人 198 人 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

分娩件数 実績 309 件 293 件 312 件 

 

（４）災害医療 

 ア 市の災害医療センターとしての役割 

（ア） 災害対策訓練として、10 月に地震を想定した大規模災害訓練（医師 10 人、看護師

55 人、コメディカル 7 人、事務 13 人、計 85 人参加）を実施し、2 月に防火訓練を実施す

る予定であったが、院内における新型コロナウイルス感染症対応から、防火訓練は中止し、

火災時の通報、消火、避難、また消防設備の解説を収録した動画を作成し、全職員に周知し

た。併せて災害対策委員による模擬消火器消火訓練を実施した。また、院外での訓練、研修

参加については、10 月と 12 月にオンラインで行われた豊能二次医療圏大規模災害時医療

連携強化プロジェクト研修（延べ看護師 4 人、事務 6 人、計 10 人）に参加した。 

 DMAT 参加経験のある医師が赴任し、災害対策委員会のメンバーとなり、自身の体験か

らの発言により、委員会が活性化された。災害対策員会を 10 回開催し、訓練内容の検討及

び訓練結果の反省、防火動画の作成に取り組み、防災マニュアル及び事業継続計画（BCP）

の改訂を行った。 

 

（イ） 院内新型コロナウイルス感染症対応により、全部署が取り組むトリアージを含めた

災害体制の訓練実施は難しく、初動対応と災害対策本部機能の再確認を中心に大規模災害

を想定した実地訓練を 10 月に実施し、訓練を基に災害対策委員会にて初動対応の見直し、

新たに導入した安否確認システム、備蓄品等を追記し、防災マニュアルを改訂した。 

 防災マニュアルの改訂に併せて、事業継続計画（BCP）を改訂した。 
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イ 市及び地域の医療機関との連携体制 

（ア） 新型コロナウイルス感染症の影響により、10 月にオンラインで行われた豊能二次 

医療圏大規模災害時医療連携強化プロジェクト研修で EMIS（大阪府救急・災害医療情報シ

ステム）の情報伝達、トリアージ机上訓練、同研修の一環で 12 月に災害時新型コロナウイ

ルス感染患者の受入要請訓練を済生会千里病院と行った。また、大阪大学医学部附属病院で

の災害時新型コロナウイルス感染患者の受入訓練に見学参加した。 

 

（イ） 新型コロナウイルス感染症への対応として、市及び関係機関と連携・協力し、発熱

外来及び地域外来検査センターを設置し、外来患者に対応したほか、専用病棟を設け、入院

患者の受入を行うなど、市立病院として役割を果たした。また、吹田市からの要請により入

院待機ステーションの設置に協力した。ワクチン接種についても、地域の医療従事者、高齢

者や妊産婦等を対象に行った。 

 感染管理認定看護師が高齢者施設等に対して感染防止対策等の研修を計 3 回行うととも

に、クラスターの発生した医療機関や高齢者施設に対してラウンドや研修を行い、再発防止

に向けた支援を計 6 回行った。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

災害訓練回数 実績 2 回 2 回 1 回 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

災害訓練参加人数 実績 173 人 122 人 85 人 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

災害医療院外研修 

参加回数 
実績 2 回 1 回 2 回 

 

（５）がん医療 

 ア 大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 

（ア） 医師、看護師、コメディカル等がチームとして症例検討会を行い、他科と連携協力

し、患者にとって最良な治療方法となるよう集学的治療の推進を図った。また、緩和ケアチ

ームによる介入を行い、精神面等のフォローも積極的に行った。 

 化学療法は肺がんの患者数に増加が見られ、放射線治療は 5,665 件の実施を行った。手術

においても 890 件行い、目標達成に至った。 

 がん診療地域連携パスについては、開業医訪問の際に活用を促し、また、院内での各種委

員会等において活用を推進するなど、積極的な運用を行うように努めた。しかし、コロナ禍

における受診控えの影響で対象となる患者が減少していたこともあり、年度目標の 40 件に
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対して 23 件に留まった。 

 

（イ） 常勤放射線治療専門医や放射線治療における機器の精度管理を専従とする診療放

射線技師の配置を引き続き行い、質の高い放射線治療を提供できる体制を確保し、5,665 件

の放射線治療を実施した。 

 

（ウ） がんのリハビリテーションの推進を図るため、がんの専門的知識を有する技師を育

成し、療養生活の質の維持向上を目的とする質の高いリハビリテーションの提供に努めた。 

 がん情報コーナーの整備を行うとともに、院内にがん相談支援センターのポスター掲示、

リーフレットの設置など、がん相談支援センターの周知を図り情報提供及び相談支援に繋

げた。 

緩和ケアについては、入院時に疼痛のスクリーニングを実施し、週 1 回ラウンドを行う

など積極的に介入するとともに日本緩和医療学会 PEACE プログラムに基づき、緩和ケア

研修会を実施した。（17 名参加） 

 

イ がん予防医療の取組 

（ア） 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、肺がん検診及び大腸がん検診は実施

できなかったが、子宮がん検診、胃がん内視鏡検診及び乳がん検診は継続して実施した。 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

肺がん検診 実績 720 件 27 件 0 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

大腸がん検診 実績 597 件 23 件 0 件 

 

（イ） 市民公開講座をオンラインにて実施し、内視鏡検査における当院のがん治療及び 

がん検査の啓発について取り上げ、同内容の動画をホームページ上に掲載し、閲覧できるよ

うにした。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

がん入院患者件数 年度計画

目標 
2,040 件 2,080 件 2,120 件 

【中期計画目標】 

2,120 件 
実績 2,236 件 2,487 件 2,772 件 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

外来化学療法件数 年度計画

目標 
2,550 件 2,600 件 2,650 件 

【中期計画目標】 

2,650 件 
実績 3,135 件 3,322 件 3,771 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

放射線治療件数 年度計画

目標 
3,270 件 3,540 件 3,800 件 

【中期計画目標】 

3,800 件 
実績 5,578 件 4,978 件 5,665 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

がん手術件数 年度計画

目標 
680 件 690 件 700 件 

【中期計画目標】 

700 件 
実績 851 件 813 件 890 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

がん診療地域連携パス実

施件数 

年度計画

目標 
25 件 30 件 40 件 

【中期計画目標】 

40 件 
実績 25 件 18 件 23 件 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

がん患者リハビリテーシ

ョン単位数（※） 
実績 1,066 2,294 2,709 

（※）単位数とは、20 分を１単位とするリハビリテーションの実施数（以下同様） 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

がん相談件数 実績 584 件 772 件 759 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

緩和ケアチーム介入件数 実績 175 件 147 件 158 件 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

がん検診受診者数 実績 3,273 人 1,403 人 1,473 人 

 

（６）リハビリテーション医療 

ア 回復期リハビリテーション病棟を活用した在宅復帰への支援 

 急性期患者については、365 日のリハビリテーション実施体制の下、引き続き廃用症候

群の予防や早期離床を目的としたリハビリテーションを実施した。 

 他病院からの脳血管疾患の患者の受入が減少したため、脳血管疾患等リハビリテーショ

ンは減少したが、整形外科等の術後に回復期リハビリテーション病棟へ転棟する症例が増

加し、運動器リハビリテーション実施単位数の増加となった。 

 病床利用率は目標値には届かなかったものの前年度実績より大きく改善し、リハビリテ

ーション実施単位数は前年度実績と同等であった。 

 

イ 高齢化の増加に伴う疾患の増加への対応 

がん患者や呼吸器疾患患者について、早期にリハビリテーションの介入を実施し、患者の 

状態等を勘案して、最も適切なリハビリテーションを提供することで、患者の自立度向上に

取り組んだ。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

回復期リハビリテーシ

ョン病棟病床利用率 

年度計画

目標 
95.0％ 95.0％ 95.0％ 

【中期計画目標】 

95.0％ 
実績 73.3％ 75.1％ 84.0％ 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

回復期リハビリテーシ

ョン病棟在宅復帰率 

年度計画

目標 
70.0％ 80.0％ 80.0％ 

【中期計画目標】 

80.0％ 
実績 86.9％ 86.7％ 94.7％ 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

早期リハビリテーショ

ン単位数 
実績 41,938 54,646 55,029 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

がん患者リハビリテー

ション単位数（再掲） 
実績 1,066 2,294 2,759 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

呼吸器リハビリテーシ

ョン単位数 
実績 2,515 2,515 2,710 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

脳血管疾患等リハビ

リテーション単位数 
実績 57,011 75,509 63,786 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

運動器リハビリテー

ション単位数 
実績 43,077 50,056 59,558 

 

３ 安心安全で患者満足度の高い医療の提供 

（１）安心安全な医療の提供 

ア 医療の安全管理体制の確保 

（ア） 医療安全管理委員会等を毎月開催し、インシデント・アクシデントの発生要因、再

発防止策を検討し、検討結果を毎月の部長会を通じ、職員へ周知を図るとともに全職員を対

象に医療安全研修を２回行った。医療安全研修では、理事長自らがインシデント・アクシデ

ントの報告状況や他病院での医療事故の事例をもとにした当院の改善点についての講演を

行い、職員の医療安全管理体制に対する意識向上に努めた。さらに、医師の意識向上のため、

インシデント・アクシデント報告のうち、提供した医療に起因する有害事象の報告をオカレ

ンスレポートと定義し、令和３年 11 月から運用を開始した。 

高難度新規医療技術を用いた医療等に際し、新たに院内委員会を設置し、提供の適否を評

価するなど診療を適正に提供するための体制を整備した。 

 手術中のルールの見直しとして、緊急事態に国立循環器病研究センターに応援依頼を早 

急に行うためのホットラインを設置、緊急輸血マニュアルの策定等を行い、医療事故発生 

防止に努めた。 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

インシデント件数 実績 1,780 件 1,644 件 1,194 件 

アクシデント件数 実績 23 件 13 件 48 件 
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（イ） コロナ禍における標準的対応方針として、職員の健康観察、黙食の徹底など予防 

対策に取り組むとともに、大阪府のフェーズに合わせた院内対応方針に基づき、面会の許可

制、会議や研修の制限などの取組を徹底し、院内での感染拡大防止に努めた。 

 

イ 医療安全対策の徹底 

（ア） 病院機能評価の評価項目に基づき、患者の安全確保に関するマニュアルである「医

療事故防止マニュアル」を適宜改訂し、医療事故防止に努めた。また、院内でのインシデン

ト・アクシデントを収集し、医療事故防止対策委員会で再発防止のための検討を行い、改善

のため周知を行った。 

  

（イ） 医療の安全管理研修として、全職員を対象に２回、職種別に11回実施した。院外

においても医療安全室の職員を中心に19回の研修に参加した。院内感染防止対策として、

全職員を対象に3回、職種別に10回の研修を実施した。ウェブ配信による院外研修を積極

的に受講し、医療安全意識の向上に努めた。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

医療安全管理委員会

開催回数 
実績 12 回 12 回 12 回 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

医療安全関係院外研

修参加件数 
実績 20 件 9 件 19 件 

 

（２）チーム医療の充実 

ア チーム医療の仕組みを活用した質の高い診療・ケアの提供 

 多職種がそれぞれの専門スキルを活用し、チームで患者の療養生活のサポートを行うこ

とで質の高い診療・ケアを提供した。 

 認知症ケアチームにおいては、認知症を有する患者の担当看護師と共にカンファレンス

を実施し、認知症状の悪化の予防やケア、症状への改善に向けた介入を行った。 

 栄養サポートチームにおいては、コロナ禍における長期入院患者数の減、感染リスクを考

慮し、チームによる介入を制限したものの、低栄養の患者の把握や栄養管理の提案を行い、

病状の早期回復に努めた。 

 胃ろうの適応を考えるチーム（通称 JIP）では、退院後の生活状況や将来の療養場所の見

直しなど総合的に検討し、患者や家族に胃ろうの選択を考える際の支援を行った。 
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イ チーム医療の質の向上 

 多職種によるミーティングやラウンド等を通じて、課題の把握及び解決に努め、チーム医

療の質の向上を図った。 

 認知症ケアチームにおいては、研修会や委員会等を通じて、認知症に関する知識やケアの

目的の共有やスキルアップを図った。 

栄養サポートチームにおいては、個々の症例に関して治療効果の促進や合併症の回避を

目的として、病棟スタッフに対して、栄養療法や、栄養管理について助言を行い、チーム医

療の質の向上を図った。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

認知症ケアチーム介

入件数 
実績 295 件 425 件 408 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

栄養サポートチーム

介入件数 
実績 1,266 件 1,127 件 656 件 

 

（３）コンプライアンスの徹底 

ア 内部統制体制の整備 

 リスクへの適切な対応を行うため、令和 2 年度に実施したリスク評価をもとに業務にお

けるリスクを再確認し、適宜見直しを行った。また、市が選任した会計監査人による監査業

務（会計実務指導や内部統制等）に係る指摘についても適切に対応を行った。 

 

イ 職員の意識向上 

 個人情報保護の研修を実施するとともに、当日に参加できなかった職員向けに 院内ポータ

ルサイトに研修動画をアップし、個人情報保護に対する意識向上に努めたうえで、院内ポータ

ルサイトによる個人情報に関する自己点検を行った。 

個人情報保護推進委員会を開催し、今年度の研修結果を振り返り、来年度の個人情報保 

護研修内容について協議した。 

 

（４）患者サービスの向上 

ア 患者の視点に立ったサービスの提供 

（ア） 声の箱に寄せられた様々な要望・意見を医療改善委員会で検討し、患者サービスの

向上・改善を図った。 

 入院患者の患者満足度を把握するために退院患者アンケートや外来患者満足度調査を実

施した。令和３年度の退院患者アンケートでは、職員の接遇について「よい」の評価が 91.2％、
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「ふつう」が 8.7％、「わるい」が 0.1％との結果であった。 

 外来患者満足度調査について、全国の傾向（ベンチマーク）と比較して、診療の内容や診

察時間、医師・看護師の対応などについては満足度が高く、「親しい方にすすめられる病院」

と回答のあった結果が全国平均より高かった。 

 

（イ） 4 月に新規採用者を対象に接遇研修を実施し、21 名が参加した。患者対応におい

て常に親切・丁寧な説明を心掛け、患者サービスの向上に努めた。 

 

（ウ） 患者利便施設（売店、レストラン、カフェ、自動販売機）の事業者に対して、商 

品やメニューの要望、従業員の接遇改善など声の箱に寄せられた患者の意見を伝えて対策

を講じるよう要請している。主な改善例として感染対策の意見があり、レストランのテーブ

ルにアクリルによる遮へい板を設置した。また、利用者の要望でレストランでの営業開始時

間を早めモーニングサービスを開始した。 

 

（エ） 院内ポータルサイトで月毎の患者の待ち時間を周知し、待ち時間短縮の意識付けを

行った。また、令和４年１月より新たに皮膚科について、紹介患者・予約患者のみの紹介制

外来を導入した。 

 

イ 患者に寄り添ったサービスの提供 

 インフォームド・コンセントについては、当院のマニュアルに従い、分かりやすく丁寧な

説明を実施した。 

 他院へのセカンド・オピニオンについては、22 件であり、患者の希望の際には速やかに

対応した。当院へのセカンド・オピニオンについてはホームページ等で周知を図っており、

4 件であった。 

 

ウ 院内ボランティア活動への支援 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、院内のボランティア活動は自粛していた

が、屋上庭園の花の手入れについては新型コロナウイルス感染防止対策を講じながら実施

した。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

声の箱投書件数 実績 332 件 84 件 116 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

患者満足度調査結果 実績 
－ － 

1 回 

337/1,490 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

セカンド・オピニオン

対応件数 
実績 9 件 3 件 4 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

ボランティア登録人数 実績 59 人 60 人 61 人 

 

４ 本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくり 

（１）地域の医療機関（かかりつけ医等）との機能分担・連携 

 ア 紹介・逆紹介の徹底 

（ア）当日の受入依頼については、返答までの時間を短縮するよう直接医師に受入の可否を

確認する体制を構築した。また、開業医が当院ホームページから書類をダウンロードして活

用できるようにするなど紹介時の負担軽減を図った。 

 登録医数は 427 件で、前年度末から 89 件増加した。 

 逆紹介先及びかかりつけ医の選定を目的として患者向けの登録医マップを院内 7 か所に

掲示した。 

 紹介件数は 17,181 件、逆紹介件数は 12,005 件となっており、目標値をクリアした。紹

介率は 72.1％、逆紹介率は 70.0％と昨年度より上昇した。 

 

（イ） 逆紹介については、大腿骨頚部骨折等の地域連携パスを活用し、引き続き推進する

ことにより地域で切れ目なく医療の提供に努めるとともに逆紹介患者が急変した際にはコ

ロナ禍においても可能な限り受け入れに努めた。 

 地域連携パスの実施件数は 120 件となり目標を達成した。 

 

（ウ） 当院のカルテを閲覧するシステムについては、国立循環器病研究センターとの運用

を踏まえ、今年度から診療所との連携を試行開始した。 

 

イ かかりつけ医定着に関する啓発 

 逆紹介先及びかかりつけ医の選定を目的として登録医マップを作成し、院内 7 か所に掲

示するとともに、2 階に設置しているデジタルサイネージ（電光掲示板）において、かかり

つけ医定着の啓発ポスターを表示した。また、病院だよりにおいて、地域医療支援病院の取

得に関する記事を掲載し、当院とかかりつけ医の役割分担の必要性について啓発を行った。 

 登録医の数は 427 件となり、前年度末から 89 件増えた。 
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【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

紹介件数 年度計画

目標 
16,000 件 16,500 件 17,000 件 

【中期計画目標】 

17,000 件 
実績 19,827 件 17,286 件 17,181 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

逆紹介件数 年度計画

目標 
10,700 件 11,100 件 11,500 件 

【中期計画目標】 

11,500 件 
実績 13,863 件 12,287 件 12,005 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

紹介率 年度計画

目標 
58.0％ 61.0％ 64.0％ 

【中期計画目標】 

64.0％ 
実績 70.1％ 70.7％ 72.1％ 

紹介率=初診紹介件数/初診患者数 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

逆紹介率 年度計画

目標 
78.0％ 81.0％ 84.0％ 

【中期計画目標】 

84.0％ 
実績 57.7％ 65.0％ 70.0％ 

逆紹介率=逆紹介件数/初診患者数  

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

地域連携パス実施件数 年度計画

目標 
60 件 80 件 100 件 

【中期計画目標】 

100 件 
実績 120 件 126 件 120 件 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

登録医数 実績 284 件 338 件 427 件 
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 （２）在宅医療の充実に向けた支援 

ア 退院支援 

（ア） 訪問看護ステーションが主催した「多職種交流研修会」等、在宅医療の研修会に参

加し、医師、訪問看護師、介護支援専門員（ケアマネジャー）等と情報交換し連携を図った。 

 また、入院前から退院困難な患者を把握し、入院早期から入退院支援部門と医療福祉相談

部門が連携を図り、退院支援を行った。 

 

（イ） 入院患者の退院支援が円滑に進むよう入院診療計画に基づき、医師・看護師・リハ

ビリスタッフ等の多職種で療養の方針を検討するとともに、患者、家族の意向を面談等で確

認し、退院支援を行った。また、在宅医療の関係機関である、診療所の医師、介護支援専門

員、訪問看護ステーションと入院早期から十分に情報共有し調整を図った。 

 

（ウ） 入院前から介護支援専門員等と連携を図り、入院後は週 1 回院内の医師、看護師、

リハビリスタッフ等の多職種カンファレンスで方針の確認を行いながら退院支援を進める

とともに、在宅医療への移行が円滑に進むよう、退院前には、介護支援専門員、訪問看護師

等と、カンファレンスを行い、在宅医療体制のサポートを行った。また、退院後の患者に関

する相談窓口として、介護支援専門員や訪問看護師等からの問い合わせに対応するなどサ

ポートを行った。 

 

イ 在宅療養者の急変時の受入れ 

 在宅療養者が急変した場合、通常時間内では、患者支援センターの病床管理担当と地域医

療連携担当が連携し、円滑に受入を実施している。時間外では救急病棟を活用するなど、救

急科による受入を実施した。 

 

ウ 地域医療ネットワークの連携強化 

 吹田呼吸ケアを考える会において、地域の関係機関にアンケートを実施し、要望のあった

新型コロナウイルス感染症に関するセミナーをウェブで開催した。 

また、地域で開催される吹田市在宅医療・介護連携協議会、吹田市ケアネット実務者懇話

会等の会議に参加し、情報交換を行うことでネットワークの強化を図った。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

退院支援件数 実績 2,561 件 2,964 件 2,995 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

医療相談件数 実績 11,346 件 11,112 件 11,256 件 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

介護支援連携件数 実績 148 件 86 件 59 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

当日入院件数 

（紹介） 

実績 
1,651 件 1,287 件 1,062 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

吹田在宅ケアネット

開催数 
実績 2 回 0 回 0 回 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

吹田呼吸ケアを考え

る会開催数 
実績 1 回 0 回 1 回 

 

５ 健都における総合病院としての役割  

（１）国立循環器病研究センターとの機能分担・連携 

 ア 診療における連携 

 診療科ごとに役割分担を整理し、国立循環器病研究センターからの消化管出血をはじめ

当院で対応可能な患者の受入を行ったほか、救急対応協力のみならず同センターへの医師

派遣を行った。 

 また、同センターの PET-CT や当院の内視鏡機器など医療機器の相互利用を進めた。 

 同センターから当院への紹介件数は 832 件、当院からの紹介件数は 697 件であり、前年

度と比較して増加した。 

 

イ その他の連携 

 コロナ禍の状況下においてセミナーや勉強会での相互交流は進まなかった。 

 電子カルテの相互閲覧について、継続して連携が円滑に進むよう取り組み、連携患者数は

149 件となった。 

 

ウ 連携体制の周知 

 特定機能病院としての国立循環器病研究センターと総合病院としての市民病院がそれぞ

れのポテンシャルを発揮し、より良い医療提供ができるよう連携状況をホームページ等で

周知を行った。 
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【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

国立循環器病研究セン

ターからの紹介件数 
実績 571 件 760 件 832 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

国立循環器病研究セン

ターへの紹介件数 
実績 385 件 534 件 697 件 

 

（２）他の健都内事業者等との連携 

健都まちづくり連携会議に参加し、健都を構成する産学官民がそれぞれの特色を活かし、

共同で事業を行える基盤（共創プラットフォーム）について意見交換を行った。 

また、吹田市の施策である「たばこの煙のないまち（スモークフリーシティ）」の取組に

ついて、院内のデジタルサイネージにおいて、啓発動画を掲載した。 

 

（３）予防医療に関する取組 

ア 各種検（健）診の実施 

 令和２年度に引続き、新型コロナウイルス感染症拡大に対応するため特定健診を中止し

た。そうした中にあっても、マンモグラフィーなどの高度検査機器を用いた検診、また二次

検診としての精密検査を地域の医療機関との役割分担の下、積極的に実施し疾病の早期発

見に貢献した。 

 

イ 人間ドックの実施 

 人間ドックについて、新型コロナウイルス感染症対応のため、令和 2 年度に休止した影

響の回復に努めたものの目標の件数には至らなかった。（人間ドック実施件数 529 件（前年

度 156 件）、脳ドック実施件数 158 件（前年度 45 件）） 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

脳ドック 実績 188 件 45 件 158 件 

 

ウ 予防接種の実施 

 子宮頚がんワクチン 3 回実施。 

 高齢者や妊婦を対象に新型コロナワクチン接種を実施した。（1,501 回） 

 

エ 疾病予防に関する講演会等の開催 

ウェブ会議システムにて、市民公開講座は「内視鏡検査」をテーマとし、出張講座は「糖

尿病」をテーマとして開催した。また、広報誌「病院だより」にてかかりつけ医についての

記事を掲載し、かかりつけ医を持つことの意義や検診の大切さなどを周知した。 
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【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

人間ドック件数 年度計画

目標 
520 件 540 件 550 件 

【中期計画目標】 

550 件 
実績 616 件 156 件 529 件 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

国保特定健診件数 実績 601 件 24 件 0 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

後期高齢者特定健診件数 実績 240 件 0 件 0 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

市民公開講座実施回数 実績 1 回 0 回 1 回 

 

６ 地域医療への貢献 

（１）地域の医療従事者への支援 

ア 地域の診療所等への支援 

 新型コロナウイルス感染症拡大の状況下において、令和 3 年 10 月よりウェブ配信で臨床

セミナーを 5 回行った。（内容「免疫アレルギーが関連する病気」、「Advance Care Planning

について」、「認知症の症候学」等） 

 令和 4 年 2 月には登録医総会をウェブ配信で開催し、講演「当院の大腸がん治療につい

て」や各診療科紹介、意見交換等を実施した。また、令和 4 年 3 月には吹田呼吸ケアを考え

る会の研修会をオンデマンド配信にて実施した。 

 地域の医療従事者を対象とした研修を計 7 回実施し、参加者数は 239 人であった。 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、CT 等の高度検査機器の共同利用件数は

2,945 件で目標を下回った。（検査 2,944 件、共同診療 1 件） 

 

イ 地域の医療水準の向上 

地域の医療水準の質の向上を図るため、吹田呼吸ケアを考える会において、新型コロナウ 

イルス感染症に関するセミナーをオンデマンド配信で実施した。 
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【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

地域の医療従事者へ向け

た研修会開催回数 

年度計画

目標 
36 回 36 回 36 回 

【中期計画目標】 

36 回 
実績 31 回 6 回 7 回 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

地域の医療従事者へ向け

た研修会外部参加人数 

年度計画

目標 
900 人 900 人 900 人 

【中期計画目標】 

900 人 
実績 543 人 86 人 239 人 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

共同利用を行った件数 年度計画

目標 
3,500 件 3,600 件 3,700 件 

【中期計画目標】 

3,700 件 
実績 3,718 件 3,105 件 2,945 件 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

吹田臨床カンファレンス

開催回数 
実績 1 回 0 回 0 回 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

吹田在宅ケアネット開催

回数（再掲） 
実績 2 回 0 回 0 回 

 

項目 令和元年度 令和元年度 令和 3 年度 

吹田呼吸ケアを考える会

開催回数（再掲） 
実績 1 回 0 回 1 回 

 

（２）福祉保健施策への協力・連携 

ア 障がい者（児）歯科診療の実施 

 特別な配慮を必要とし、一般歯科医院では対応が困難な患者の歯科診療について、新型コ

ロナウイルス感染症対策を講じる等、安全な体制のもと実施した。 
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イ 小児科診療における協力・連携 

小児科医師（小児神経専門医）が、毎週 1 回市の施設（わかたけ園）に出向き診察を行っ

た。また、療養相談や関係者会議などに出席するなど、市の実施する療育事業への協力を行

った。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

障がい者歯科患者数 実績 1,599 人 1,486 人 1,669 人 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底 

ア 重点方針の共有及び目標達成に向けた取組 

 中期計画や年度計画、当年度の重点方針を全職員に通知するとともに、診療単価向上のた

めの診療科別ヒアリングを実施した。経営戦略会議において抽出された課題に対する解決

策を協議し、各課題に責任者を設定し進捗管理を行った。重点方針に掲げたもののうち、新

型コロナウイルス感染症拡大の影響下においても紹介率 70％、逆紹介率 65％以上を達成す

ることができた。また、診療単価の目標を達成した。 

 

イ 目標管理の徹底 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響がある状況においても、診療科別ヒアリングにて

平均在院日数の短縮等、収益改善のための方策を確認し、経営戦略会議等で進捗管理を行っ

た。また、診療科別ヒアリング時に確認された複数診療科または多職種にまたがるような案

件については、担当責任者として副院長を設定し、各種院内委員会等において検討し課題の

解決を図った。 

 

ウ 経営改善に向けた取組 

 毎月の業務状況や年度計画の進捗状況、収支状況、院長通知を電子カルテ端末上で全職員

が容易に閲覧できるようにしているほか、入院患者数などの状況を電子カルテトップペー

ジ上で毎日更新し、引き続き職員の経営参画意識の向上に努めた。 

 部長会において定期的な経営状況の報告を行ったほか、病院長のビデオメッセージによ

り経営改善の必要性について全職員に周知した。 

経営改善に向けた取組として、全職員を対象に当院の財務状況が把握できるように他 

病院の経営管理指標を用いた財務分析研修を実施した。 
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２ 働きやすい職場環境の整備 

（１）医療職の人材の確保・養成 

ア 働きやすい職場環境づくり 

（ア） 専用タブレットを地域医療連携システムと接続し、令和 3 年 7 月から電子カルテ

が自宅でも閲覧可能となり、脳神経外科で運用を開始した。 

 

（イ） 看護師を対象に誕生月は、休暇等を取得しやすくする取組を実施した。コロナ禍 

のため旅行等の制限があったことから来年度も引き続き取組を継続し、評価する。 

 

イ 医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 

（ア） 医療従事者等に対して、認定医等の資格取得や研修参加に係る費用への支援を行う

ことで医療の質の向上を図った。 

 

（イ） 研修内容だけでなく、研修医全般に関することについて、課題毎にワーキングチー

ムを編成することとした。優秀な医学生を募るために、研修医採用に係る情報発信力の強化

を目的としたホームページの改善をワーキングチームで検討を進めた。 

 

【目標指標】 

項目  令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

助産師看護師離職率 年度計画

目標 
11.5％ 10.6％ 

全国平均

以下 

【中期計画目標】 

全国平均以下 
実績 3.7％ 3.0％ 8.6％ 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

認定看護師数 実績 12 人 12 人 12 人 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

専門看護師数 実績 2 人 1 人 1 人 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

認定等資格更新支援件数 実績 99 件 91 件 110 件 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

看護学生実習受入数 実績 371 人 68 人 163 人 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

医学生実習受入数 実績 27 人 12 人 30 人 

 

（２）人事給与制度 

ア 職員給与の設定・運用 

 令和 3 年度の人事院勧告は期末手当の支給月数を引き下げることとなったが、国家公務

員はコロナ禍での経済の影響を考慮し、令和 3 年冬の期末手当では引き下げは行われなか

った。当院の賞与の水準は国家公務員及び吹田市を下回っていることから、現状の水準を維

持した。 

イ 人事評価制度の運用 

コロナ禍により各科病床数が変動し目標設定することが困難であるため試行実施を延期 

したが、令和４年度からの試行、令和５年度からの本格実施に向けて、職員が制度を正しく

理解し、公平な人事評価を行うことができるよう評価方法を示したガイドブックを各職種

の意見を取り入れて作成し準備を整えた。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

 １ 経営基盤の確立  

経営感覚に富む人材育成のため、新規採用職員に対し会計制度等についての研修及び全

職員に対しては経営状況についての研修を開催し、経営に関する知識の向上を図った。 

 病院業務に精通した職員の養成のため、職員体制計画のもと派遣職員をプロパー職員に

置き換え、ジョブローテーションを実施した。 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、医業収支比率については目標達成ができ

なかったが、手術件数の確保や平均在院日数の短縮等で経営改善に努めたこと及び新型コ

ロナウイルス感染症に係る補助金等により経常収支比率の目標を達成することができた。 

 市からの運営費負担金を受け、救急医療や障がい歯科診療等の市立病院として必要とさ 

れる医療サービスを適切に実施した。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

経常収支比率 年度計画

目標 
92.0％ 96.5％ 98.6％ 

【中期計画目標】 

98.3％ 
実績 92.5％ 102.5％ 110.4％ 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

医業収支比率 年度計画

目標 
88.7％ 92.0％ 92.0％ 

【中期計画目標】 

90.6％ 
実績 89.3％ 88.1％ 87.7％ 

 

 ２ 収益の確保と費用の節減  

 （１）収益の確保 

ア 収益の確保 

 コロナ禍において受入病床が制限される中、可能な限り救急患者、紹介患者の受入に努め

たが、実績は前年度を下回った。 

 手術件数の確保や平均在院日数の短縮などを適切に行うことにより、入院診療単価は対

前年度 5,466 円（8.5％）増となり、年度目標を達成することができた。新入院患者数につ

いては新型コロナウイルス感染症患者の受入を行う病棟を設けたことで病床数が制限され、

対前年度で 253 人減少し目標達成には至らなかった。 

 外来診療単価については、化学療法件数の増加等が要因となり、対前年度で 936円（5.0％）

増加し、目標を達成することができた。 

 

イ 未収金の発生予防・早期回収 

 患者負担額が大きい入院患者に対し、限度額適用認定証の利用を奨めることにより、未収

金の発生予防及び金額の抑制に努めた。 

 救急等で現金がない場合にも対応できるように、すべての自動精算機でクレジットカー

ドを使用できるようにしている。 

 『医業未収金回収管理マニュアル』に基づき督促等を実施するなど早期回収に努めた。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

病床利用率 年度計画

目標 
90.0％ 90.0％ 90.0％ 

【中期計画目標】 

90.0％ 
実績 88.3％ 78.3％ 72.1％ 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

入院患者数 

（１日当たり） 

年度計画

目標 
387.7 人 387.7 人 387.7 人 

【中期計画目標】 

387.7 人 
実績 380.5 人 337.5 人 310.9 人 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

外来患者数 

（１日当たり） 

年度計画

目標 
1,000 人 1,000 人 1,000 人 

【中期計画目標】 

1000 人 
実績 902.7 人 833.9 人 883.9 人 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

入院診療単価 年度計画

目標 
53,792 円 59,992 円 61,000 円 

【中期計画目標】 

54,170 円 
実績 57,733 円 64,389 円 69,855 円 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

外来診療単価 年度計画

目標 
14,988 円 15,982 円 16,061 円 

【中期計画目標】 

16,061 円 
実績 17,448 円 18,873 円 19,809 円 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

新入院患者数 年度計画

目標 
9,435 人 9,435 人 9,435 人 

【中期計画目標】 

9,435 人 
実績 10,460 人 9,393 人 9,140 人 

 

（２）費用の節減 

 ア 人件費・経費の適正化 

（ア） 引き続き、収益を考慮した適切な人員配置について検討するとともに、新たな業務

に対応できるように採用計画の見直しを行った。  

 特定の職員に業務が集中していないか所属長に確認し、配慮するよう周知するなどの取

組を実施したことにより時間外労働時間数の目標を達成することができた。 

 給与費比率については、人件費削減に努めたものの新型コロナウイルス感染症拡大の影

響による医業収益の減少が主な要因となり目標達成には至らなかった。 

 

（イ） 消耗品の経費削減のため、中古品の在庫状況をまとめた「総務室在庫物品一覧表」

を用いて、物品を新規購入するのではなく中古品を使用すること等の取組を引き続き行っ

た。また、消耗品請求時には詳細な購入理由、用途、同等品変更への可否を記載するよう引

き続き徹底を図った。 
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 光熱水費は前年同月と比較し、消費の分析に努めた。光熱水費の前年同月の比較表を院内

ポータルサイトに掲載し職員意識の普及啓発を行なった。 

 経費比率については、経費削減に努めたものの、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を

受け、医業収益が減少したことが主な要因となり目標達成に至らなかった。 

 

イ 材料費の適正化 

 医薬品について、12 品目の後発医薬品を新たに採用したことによって、数量シェアベー

スにおける採用率を 90.3％まで引き上げることができた。 

 医療材料について、採用品の価格交渉及び安価な商品への切替を実施し、費用の削減に努

めた。 

 医薬品・医療材料について、ベンチマークシステムを活用しながら価格交渉を行い、購入

単価は削減したが、高額薬剤の使用数増加に伴い、購入総額が増加したことにより、材料費

比率の目標値を達成することはできなかった。 

 

 

 

 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

給与費比率 年度計画

目標 
56.3％ 55.4％ 55.7％ 

【中期計画目標】 

54.2％ 
実績 56.9％ 58.9％ 57.6％ 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

経費比率 年度計画

目標 
15.7％ 14.6％ 14.4％ 

【中期計画目標】 

14.0％ 
実績 14.4％ 15.8％ 15.6％ 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

時間外労働時間数 年度計画

目標 
16 時間/月 15 時間/月 14 時間/月 

【中期計画目標】 

14 時間/月 
実績 16 時間/月 13 時間/月 13 時間/月 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

医薬品値引率 実績 13.04% 16.64% 13.60% 

全国平均 実績 12.07% 14.97% 14.70% 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

材料費比率 年度計画

目標 
27.9％ 27.3％ 27.5％ 

【中期計画目標】 

28.0％ 
実績 28.8％ 27.2％ 29.3％ 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

後発医薬品数量シェア 実績 88.7％ 89.8％ 90.3％ 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

 １ 情報の提供  

ア 特色ある診療内容の周知 

 当院の特色ある診療内容を広く周知するために、病院だより、広報誌「ともに」での情報

発信に加え、動画による情報発信を行い、「内視鏡検査」、「産婦人科における産褥指導」の

動画をホームページ上に掲載するとともに「吹田呼吸ケアを考える会（SRCT）」の動画を

希望者へ配信した。 

 「脳神経内科」、「脳神経外科」、「小児外科」のパンフレットを作成し、医療連携を行う診

療所等に引き続き設置し周知を図った。 

 

イ 市民や患者に対する啓発・情報発信 

 内視鏡検査における検査や治療の流れを確認できる内容について、市民公開講座をオン

ラインで実施するとともに、動画をホームページ上に掲載し、市民や患者が受診する際に安

心して利用できるよう周知を図った。 

 当院のホームページの解析結果について、院内ポータルサイトで、職員へフィードバック

を行うとともに閲覧者が興味をもった内容が検索しやすいページ作成に努め、コンテンツ

の充実を図った。 

 

ウ 市民公開講座等の積極的な開催 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、対面での開催が制限される中、ウェブ会議

システムを活用して、「内視鏡検査」をテーマとした市民公開講座、「糖尿病」をテーマとし

た出張講座を開催した。 

 

エ 法人の経営状況の公表 

 法人の経営状況について市民の理解を得られるよう、財務諸表に加え、その用語説明や経

営状況概要についてまとめた資料、過去の経営指標の推移などをホームページで公表して

いる。 
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【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

病院だより発行回数 実績 4 回 4 回 3 回 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

広報誌「ともに」発

行回数 
実績 2 回 1 回 1 回 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

市民公開講座開催回

数（再掲） 
実績 1 回 0 回 1 回 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 

ホームページへのア

クセス数 
実績 

1,680,798

件 

1,488,283

件 

1,563,660

件 

 

 ２ 環境に配慮した病院運営  

ア 環境負荷の軽減・エネルギー消費量の抑制 

 毎月ビルエネルギー管理システム（BEMS）によって蓄積されたデータを基にエネルギー

レポートを作成して消費量を分析し、消費量が大幅に増加した部署へ消費抑制の注意喚起

を行った。また、クールヒートピットの熱効率を利用し、環境負荷を抑えている。 

 

イ 環境配慮に対する職員意識の普及啓発 

 光熱水費の前年同月の比較表を院内ポータルサイトに掲載するとともに、節電・節水等の

啓発ポスターを引き続き院内に掲示し、職員意識の啓発に努めた。 

 警備防災の夜間院内巡回時に電灯・エアコン等の消し忘れが確認された場合には、当該部

署に対して注意喚起を行った。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

電気使用量 
実績 

5,657,852 

Kwh 

5,708,012 

Kwh 

5,690,335 

Kwh 
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項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

ガス使用量 
実績 

600,107 

㎥ 

721,722 

㎥ 

779,022 

㎥ 

 

項目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

水道使用量 
実績 

107,292 

㎥ 

105,664 

㎥ 

107,233 

㎥ 
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第６ 予算、収支計画及び資金計画 

 １ 予算（令和 3 年度） 

 （単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

収入 

 営業収益 

  医業収益 

  運営費負担金収益 

  補助金等収益 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

 臨時利益 

 資本収入 

  運営費負担金収益 

  長期借入金 

  その他資本収入 

 その他収入 

 計 

 

 13,505 

12,914 

562 

30 

0 

214 

83 

131 

0 

3,117 

785 

0 

2,332 

0 

16,836 

 

15,501 

12,497 

525 

2,478 

0 

190 

83 

107 

37 

980 

786 

0 

194 

0 

16,707 

 

1,996 

▲417 

▲37 

2,448 

0 

▲24 

0 

▲24 

37 

▲2,137 

1 

0 

▲2,138 

0 

▲129 

支出 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   研究研修費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

 資本支出 

  建設改良費 

  償還金 

  その他資本支出 

 その他支出 

 計 

 

13,010 

12,107 

6,578 

3,885 

1,603 

41 

903 

152 

0 

1,938 

170 

1,768 

0 

0 

15,100 

 

13,290 

12,393 

6,657 

4,014 

1,697 

25 

897 

150 

37 

1,719 

351 

1,368 

0 

0 

15,195 

 

280 

286 

79 

129 

94 

▲16 

▲6 

▲2 

37 

▲219 

181 

▲400 

0 

0 

95 
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（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 

【人件費】 

 期間中総額 7,019 百万円を支出した。なお、当該金額は、法人の役職員に係る報酬、基本

給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するものである。 

 

 ２ 収支計画（令和 3 年度）  

（単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

収入の部 

 営業収益 

  医業収益 

  運営費負担金収益 

  補助金等収益 

  資産見返運営費負担金戻入 

  資産見返補助金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

 臨時利益 

14,456 

14,250 

12,878 

1,222 

29 

82 

37 

2 

0 

206 

83 

123 

0 

16,528 

16,269 

12,468 

1,185 

2,478 

76 

60 

1 

0 

209 

91 

118 

50 

2,072 

2,019 

▲410 

▲37 

2,449 

▲6 

23 

▲1 

0 

3 

8 

▲5 

50 

支出の部 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   減価償却費 

   研究研修費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

14,671 

13,996 

12,897 

6,673 

3,539 

1,461 

1,187 

37 

1,099 

668 

7 

14,963 

14,211 

13,141 

6,709 

3,659 

1,547 

1,203 

23 

1,070 

  709 

43 

292 

215 

244 

36 

120 

86 

16 

▲14 

▲29 

41 

36 

純損益 ▲215 1,566 1,781 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 
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35 

(76) 
 

 

 

３ 資金計画（令和 3 年度）  

（単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

資金収入 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

  運営費負担金による収入 

  補助金等収益 

  寄付金収益 

  その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

  運営費負担金による収入 

  有形固定資産の売却による収入 

  補助金等収益 

  その他の投資活動による収入 

 財務活動による収入 

  長期借入金による収入 

  その他の財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

17,119 

13,719 

12,914 

645 

67 

0 

93 

3,117 

785 

0 

0 

2,332 

0 

0 

0 

283 

17,042 

16,186 

12,448 

1,353 

2,320 

1 

65 

254 

78 

13 

164 

0 

0 

0 

0 

602 

▲77 

2､467 

▲466 

708 

2,253 

1 

▲28 

▲2,863 

▲707 

13 

164 

▲2,332 

0 

0 

0 

319 

資金支出 

 業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

 投資活動による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

  無形固定資産の取得による支出 

  その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出 

  長期借入金の返済による支出 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 

  その他の財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

17,119 

13,169 

7,049 

3,885 

2,235 

170 

170 

0 

0 

1,768 

1,665 

103 

0 

2,012 

17,042 

13,299 

7,019 

3,527 

2,754 

254 

252 

1 

0 

1,368 

1,265 

102 

0 

2,122 

▲77 

130 

▲30 

▲358 

519 

84 

82 

1 

0 

▲400 

▲400 

▲1 

0 

110 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 
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36 

(77) 
 

 

 

 

第７ 短期借入金の限度額  

 令和 3 年度決算において限度額 1,200 百万円のうち年度末短期借入金残高はなかった。 

 

第８ 出資等に係る不要財産の処分に関する計画  

 なし 

 

第９ 重要な財産を譲渡し、または担保に供する計画  

事業者公募を実施したが、第一次審査を通過したすべての事業者から応募辞退の届出が

提出され、公募が不成立となった。 

 

第 10 剰余金の使途  

 令和 3 年度決算において剰余金は発生しなかった。 

 

第 11 吹田市地方独立行政法人法施行細則で定める業務運営に関する事項 

 １ 施設及び設備に関する計画（令和 3 年度） 

（単位：百万円） 

施設及び設備の内容 決算額 財源 

医療機器等整備 253 自己資金等 
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令和３年度業務実績の法人自己評価一覧

整理
番号

頁 大項目 中項目
重点項目

※
法人

自己評価

　第２　市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

　１　大阪府地域医療構想を踏まえて果たすべき役割 － －

　２　市立病院として担うべき医療 － －

（１）総論 3

（２）救急医療 － －

ア　二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保 ○ 2

イ　初期救急医療における機能分担・連携 3

（３）小児医療・周産期医療 － －

ア　小児医療 3

イ　周産期医療 3

（４）災害医療 － －

ア　市の災害医療センターとしての役割 3

イ　市及び地域の医療機関との連携体制 4

（５）がん医療 － －

ア　大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 3

イ　がん予防医療の取組 3

（６）リハビリテーション医療 － －

ア　回復期リハビリテーション病棟を活用した在宅復帰への支援 3

イ　高齢化の増加に伴う疾患の増加への対応 3

　３　安心安全で患者満足度の高い医療の提供 － －

（１）安心安全な医療の提供 － －

ア　医療の安全管理体制の確保 3

イ　医療安全対策の徹底 ○ 3

（２）チーム医療の充実 － －

ア　チーム医療の仕組みを活用した質の高い診療・ケアの提供 3

イ　チーム医療の質の向上 3

（３）コンプライアンスの徹底 － －

ア　内部統制体制の整備 3

イ　職員の意識向上 3

（４）患者サービスの向上

ア　患者の視点に立ったサービスの提供 3

イ　患者に寄り添ったサービスの提供 3

ウ　院内ボランティア活動への支援 3

　４　本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくり － －

（１）地域の医療機関（かかりつけ医等）との機能分担・連携 － －

ア　紹介・逆紹介の徹底 ○ 3

イ　かかりつけ医定着に関する啓発 3

（２）在宅医療の充実に向けた支援 － －

ア　退院支援 3

イ　在宅療養者の急変時の受入れ 3

ウ　地域医療ネットワークの連携強化 3

　５　健都における総合病院としての役割 － －

（１）国立循環器病研究センターとの機能分担・連携 － －

ア　診療における連携 ○ 4

イ　その他の連携 ○ 3

ウ　連携体制の周知 3

（２）他の健都内事業者等との連携 3

（３）予防医療に関する取組 － －

ア　各種検（健）診の実施 3

イ　人間ドックの実施 3

ウ　予防接種の実施 3

エ　疾病予防に関する講演会等の開催 3

　６　地域医療への貢献 － －

（１）地域の医療従事者への支援 － －

ア　地域の診療所等への支援 3

イ　地域の医療水準の向上 3

（２）福祉保健施策への協力・連携 － －

ア　障がい者（児）歯科診療の実施 3

イ　小児科診療における協力・連携 3

小項目

別紙

(78)
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　第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項

　１　ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底 － －

ア　重点方針の共有及び目標達成に向けた取組 3

イ　目標管理の徹底 3

ウ　経営改善に向けた取組 ○ 3

　２　働きやすい職場環境の整備 － －

（１）医療職の人材の確保・養成

ア　働きやすい職場環境づくり ○ 3

イ　医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 3

（２）人事給与制度 － －

ア　職員給与の設定・運用 3

イ　人事評価制度の運用 3

　第４　財務内容の改善に関する事項

　１　経営基盤の確立 ○ 3

　２　収益の確保と費用の節減 － －

（１）収益の確保 － －

ア　収益の確保 ○ 4

イ　未収金の発生予防・早期回収 3

（２）費用の節減 － －

ア　人件費・経費の適正化 ○ 3

イ　材料費の適正化 3

　第５　その他業務運営に関する重要事項

　１　情報の提供 － －

ア　特色ある診療内容の周知 3

イ　市民や患者に対する啓発・情報発信 3

ウ　市民公開講座等の積極的な開催 3

エ　法人の経営状況の公表 3

　２　環境に配慮した病院運営 － －

ア　環境負荷の軽減・エネルギー消費量の抑制 3

イ　環境配慮に対する職員意識の普及啓発 3
※重点項目は項目数２とする。

　 （参考）小項目評価基準（5段階評価）
評価 評価基準
5 　年度計画を大幅に上回って実施している。
4 　年度計画を上回って実施している。
3 　年度計画を順調に実施している。
2 　年度計画を十分に実施できていない。　
1 　年度計画を大幅に下回っている。

(79)
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（80） 

令和３年度決算の状況 

 

 

（1）収支・・・当期純損益は 15 億 6,600 万円の黒字（a列 20 行目） 

 令和 3 年度予算においては、病院移転後の減価償却費の影響で、2 億 1,500

万円の赤字（b 列 20 行目）を見込んでおり、その予算に対して 17 億 8,100 万

円の良化（c列 20 行目）となった。 

 

※予算においては新型コロナウイルス感染症の影響はないものとして計画している。 

 

 

（2）資金・・・期末残高は 21 億 2,200 万円 （期首残高 6億 200 万円） 

ただし、令和 2 年度末に運営資金として吹田市から 4 億円借入れしているた

め、実質残高は 17 億 2,200 万円 

 

令和３（2021）年度　損益計算書 （単位：百万円、％）

a b ｃ ｄ

差引増減 増減率

1 営業収益 16,269 14,251 2,018 14.2% 

2 医業収益 12,468 12,878 ▲410 ▲3.2% 

3 入院収益 7,928 8,633 ▲705 ▲8.2% 

4 外来収益 4,237 3,887 350 9.0% 

5 その他医業収益 304 359 ▲55 ▲15.4% 

6 補助金等収益 2,478 30 2,448 8,241.3% 

7 その他営業収益 1,323 1,343 ▲20 ▲1.5% 

8 営業費用 14,211 13,996 214 1.5% 

9 給与費 7,187 7,177 10 0.1% 

10 材料費 3,659 3,539 120 3.4% 

11 経費 1,942 1,860 82 4.4% 

12 減価償却費 1,399 1,383 17 1.2% 

13 研究研修費 23 37 ▲14 ▲38.4% 

14 　　　営業損益 2,058 254 1,804 -

15 営業外収益 209 206 4 1.8% 

16 営業外費用 709 668 41 6.1% 

17 　　　経常損益 1,559 ▲208 1,767 -

18 臨時利益 50 0 50 2,502,225.1% 

19 臨時損失 43 7 36 500.3% 

20 　　　当期純損益 1,566 ▲215 1,781 -

科　　　　　目 決算額 予算額
対予算比較（a-b）
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（1） 

 

 

 

報告第２２号 

 

 

   地方独立行政法人市立吹田市民病院令和３年度の業務実績に関する評 

   価結果の報告について 

 

 

 地方独立行政法人市立吹田市民病院令和３年度の業務実績に関する評価結果の報

告について、地方独立行政法人法第２８条第５項の規定により報告します。 

 

  令和４年９月１日 

 

 

                       吹田市長 後 藤 圭 二 
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(2) 

 

 
 

 

 

地方独立行政法人市立吹田市民病院 

令和３年度の業務実績に関する評価結果報告書 

【全体評価・大項目評価】 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年９月 

吹田市 
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1 
(4) 

はじめに 

 本報告書は、地方独立行政法人法第２８条第１項第３号の規定に基づき、地方独立行政法

人市立吹田市民病院の令和３年度の業務実績の全体について、吹田市が総合的に評価を実施

したものである。 

評価にあたっては、「地方独立行政法人市立吹田市民病院 業務実績評価の基本方針」及び

「地方独立行政法人市立吹田市民病院 年度評価実施要領」に基づき、地方独立行政法人市

立吹田市民病院評価委員会の意見を聴いた上で、評価を行った。 

 なお、「新公立病院改革ガイドライン（平成２７年３月３１日付け自治財政局長通知）」に

基づき、市が新改革プランの実施状況の点検・評価を行うこととされているが、新改革プラ

ンにおける具体的な取組内容については令和３年度年度計画に包含されていることから、本

評価をもって新改革プランの評価を行ったものとする。 

 

 

地方独立行政法人市立吹田市民病院評価委員会 委員名簿 （令和４年８月２日現在） 

 氏 名 団体及び役職等 

委員長 髙 杉  豊 大阪府保健医療財団 理事長 

 御 前  治 吹田市医師会 会長 

 飯 原  弘 二 国立循環器病研究センター 病院長 

 竹 原  徹 郎 大阪大学医学部附属病院 病院長 

 村 尾  孝 之 吹田商工会議所 常議員 

 職務代理 足 立  泰 美 甲南大学 経済学部 教授 

 清 水  和 也 日本公認会計士協会近畿会 

（敬称略） 

 

１ 評価の基本方針  

（１） 評価は、法人が中期目標を達成するために、業務運営の改善及び効率化が進められる 

こと及び法人の質的向上に資することを目的として行うものとする。  

（２） 評価は、中期計画及び年度計画の実施状況を確認及び分析し、法人の業務運営等につ 

いて総合的に判断して行うものとする。   

（３） 評価を通じて、中期目標及び中期計画の達成に向けた取組状況等を市民にわかりやす

く示すものとする。  

（４） 中期計画及び年度計画を達成するための業務運営改善や効率化等をめざした特色のあ

る取組や様々な工夫については、中期計画及び年度計画に記載していない事項であって

も、積極的に評価する。  

（５） 評価方法については、法人を取り巻く環境変化等を踏まえ、柔軟に対応するとともに、

必要に応じて見直しを行うものとする。 
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2 
(5) 

２ 評価の方法  

   評価は、「項目別評価」（小項目評価及び大項目評価）と「全体評価」により行う。 

項目別評価では、法人の小項目ごとの自己評価をもとに、法人からのヒアリング等を通じ 

て、業務の実施状況の確認及び分析をしたうえで、特記事項の記載内容等を考慮し、進捗状

況を総合的に勘案し５段階で評価する。  

全体評価では、法人の項目別評価の結果を踏まえつつ、また、法人が各項目で実施した取

組状況も考慮しながら、中期計画の進捗状況等について、記述式で総合的に評価する。 

 

３ 評価の基準  

（１）小項目評価 

５……年度計画を大幅に上回って実施している。 

４……年度計画を上回って実施している。 

３……年度計画を順調に実施している。 

２……年度計画を十分に実施できていない。 

１……年度計画を大幅に下回っている。  

 

（２）大項目評価 

Ｓ……年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて特筆すべき進捗状況にある。 

（全ての小項目が ３～５ かつ市長が特に認める場合）  

Ａ……年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。 

（全ての小項目が ３～５） 

Ｂ……年度計画を実施し、中期計画の実現に向けて概ね計画どおり進んでいる。 

（３～５ の小項目の割合が概ね９割以上） 

Ｃ……年度計画を実施したが、中期計画の実現のためにはやや遅れている。  

（３～５の小項目の割合が概ね９割未満） 

Ｄ……年度計画を実施しているが、中期計画の実現のためには重大な改善すべき 

事項がある。（市長が特に認める場合） 

 

（３）ウエイト項目 

小項目の年度計画に占める軽重をより適切に反映するため、評価に当たり、各小項目

にウエイトを設定する。小項目評価の集計結果の表中においてウエイト付けした項目は

「◎」で表記し、項目数を２とし、その他の項目は「〇」で表記し、項目数を１として

個数及び割合を計算する。 
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第１項 全体評価 

 

１ 評価結果及び判断理由 

地方独立行政法人市立吹田市民病院における令和３年度の全体評価の結果は、 

                              である。 

 

令和３年度事業報告書の内容を確認し、調査・分析を行った結果、令和３年度の業務実

績に関する評価は以下の大項目評価一覧のとおり。 

大項目評価について、第２項目は評価Ｂであるものの、第３～第５の項目は、評価Ａと

判断した。 

 以上の各大項目の評価結果をもとに、全体評価としては、「全体として、中期計画の実

現に向けて概ね計画どおり進んでいる。」と判断したものである。 

 

大項目評価一覧 

 

※なお、年度計画における大項目の第１は、「年度計画の期間」に関する項目であり、評価対

象にはなっていないため、上記の大項目評価一覧には記載していません。 

 

 

 

 

大項目 大項目評価 

第２ 市民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置 

Ｂ 

年度計画を実施し、中期計画の実

現に向けて概ね計画どおり進んで 

いる。 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する

目標を達成するためとるべき措置 
Ａ 

年度計画を達成し、中期計画の実

現に向けて計画どおり進んでい

る。 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成

するためとるべき措置 
Ａ 

年度計画を達成し、中期計画の実

現に向けて計画どおり進んでい

る。 

第５ その他業務運営に関する重要事項を

達成するためとるべき措置 
Ａ 

年度計画を達成し、中期計画の実

現に向けて計画どおり進んでい

る。 

全体として、中期計画の実現に向けて概ね計画どおり進んでいる 

いる。 
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２ 全体評価に当たって考慮した内容 

全体評価に当たっては、項目別評価の結果に加え、以下の点を特に考慮して判断した。 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感染が令和２年度以上に広がった中で、公

立病院として市と連携し、発熱外来の実施や地域外来検査センターの運営を始めとする同

感染症への対応に取り組んだ。救急医療では、同感染症拡大の影響等により、救急車搬送

受入件数が目標値を大きく下回ったものの、前年度に引き続いて、放射線治療等のがん医

療の実施件数を増加させる等の取組により、公立病院としての担うべき役割を果たした。 

安心安全で患者満足度の高い医療の提供にあたっては、重大なアクシデントが生起した

場合における内部統制、情報共有のあり方に課題があったものの、オカレンスレポートの

策定により、インシデント及びアクシデントの発生状況を可視化し、各事案の再発防止に

向けた分析及び検討が可能な体制を構築し、新たな医療事故の予防対策に取り組んだ。 

 経営状況については、手術件数の確保や新規入院患者の平均在院日数を適切に短縮する

といった取組により、収支改善に取り組んだほか、新型コロナウイルス感染症に係る補助

金等を有効に活用し、財源確保に努めるなどの取組により、大幅な改善が見られた。 

結果として、新型コロナウイルス感染症による病床確保等の影響を強く受けた救急医療

に関する項目を除く全ての項目において、年度計画の取組が順調に実施されており、また、

各小項目における目標指標及び関連指標の実績値について、評価にあたって考慮すべき重

大な問題が生じていないことから、各小項目評価の結果に基づく大項目評価の結果に従

い、全体評価を実施した。 

 

３ 評価に当たっての意見、指摘等 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

① 市立病院として担うべき医療 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症への対応のため、救急医療に必要な病床数

や人員が令和２年度以上に不足した。そのような中で、救急科医師の増員や頭部外傷患

者受入件数向上に向けた、地域医療連携システムの活用等により、救急応需体制確保に

向けた取組を強化したことは評価できる。 

公立病院が提供するサービスの中でも、救急医療の提供は、極めて重要なものである

ことから、引き続き、院内の応需体制の見直し等により、救急患者の受入件数の増加及

び受入率の向上に取り組むとともに、各医科の救急車搬送受入率の平準化に努めるこ

と。 

 

② 安心安全で満足度の高い医療 

医療事故の防止に向け、インシデント及びアクシデントの各事案を適切に分析し、コ

メディカルを含む各医療スタッフへと迅速かつ確実に共有することで、組織全体で安全

対策に取り組むとともに、医療安全研修等により、医療スタッフ一人ひとりの安全意識

の向上に引き続き取り組むこと。 

また、重大な医療事故等が生起した場合には、市を始めとする関係機関と連携し、迅
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速かつ適切に対応すること。 
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第２項 項目別評価 

 

１ 「第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためとるべき措置」 

 

（１）評価結果 

Ｂ：年度計画を実施し、中期計画の実現に向けて概ね計画どおり進んでいる。 

 

（２）判断理由及び考慮した事項、内容 

小項目評価の集計結果について、評価４「年度計画を上回って実施している」が４項目、評

価３「年度計画を順調に実施している」は３６項目、評価２「年度計画を十分に実施できてい

ない」は２項目であった。評価３以上の小項目の割合が９割を超えているため、評価Ｂ「年度

計画を実施し、中期計画の実現に向けて概ね計画どおりに進んでいる」と判断した。 

 

（３）小項目評価の集計結果 

 

該当ページについては、令和３年度の業務実績に関する評価

結果報告書【小項目評価】におけるページ。 

該当 

ページ 

小項目評価 

評価

５ 

評価

４ 

評価

３ 

評価

２ 

評価

１ 

１ 

大阪府地域

医療構想を

踏まえて果

たすべき役

割 

（１）大阪府地域医療構想の概要 

P5-7  

－ － － － － 

（２）当院が果たすべき役割 － － － － － 

２ 

市立病院と

して担うべ

き医療 

 

（１）総論 P7-8    〇   

（２）救急医療 

ア 二次救急医療機関としての円

滑な救急応需体制の確保 
P8  

-11 

   ◎  

イ 初期救急医療における機能分

担 
  〇   

（３）小児医療、周産期医療 

ア 小児医療 P11  

-13 

  〇   

イ 周産期医療   〇   

（４）災害医療 

ア 市の災害医療センターとして

の役割 
P13 

-15 

  〇   

イ 市及び地域の医療機関との連

携体制 
 〇    

（５）がん医療 

ア 大阪府がん診療拠点病院とし

てのがん診療体制の整備 
P15  

–18 

 〇    

イ がん予防の取組   〇   
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該当ページについては、令和３年度の業務

実績に関する評価結果報告書【小項目評価】

におけるページ。 

該当 

ページ 

小項目評価 

評価

５ 

評価

４ 

評価

３ 

評価

２ 

評価

１ 

（６）リハビリテーション医療 

ア 回復期リハビリテーション病

棟を活用した在宅復帰への支

援 

P19 

-21 

  〇   

イ 高齢化の増加に伴う疾患の増

加への対応 
  〇   

小  計   ２ ８ ２  

３  

安心安全で

患者満足度

の高い医療

の提供 

（１）安心安全な医療の提供 

ア 医療の安全管理体制の確保 P21  

-23 

  〇   

イ 医療安全対策の徹底   ◎   

（２）チーム医療の充実 

ア チーム医療の仕組みを活用し

た質の高い診療・ケアの提供 
P23  

-25 

  〇   

イ チーム医療の質の向上   〇   

（３）コンプライアンスの徹底 

ア 内部統制体制の整備 P25  

-26  

  〇   

イ 職員の意識向上   〇   

（４）患者サービスの向上 

ア 患者の視点に立ったサービス

の提供 
P26  

-29 

  〇   

イ 患者に寄り添ったサービスの

提供 
  〇   

ウ 院内ボランティア活動への支

援 
  〇   

小  計    １０   

４ 

本市の地域

包括ケアシ

ステムの構

築に貢献す

る地域完結

型医療の体

制づくり 

（１）地域の医療機関（かかりつけ

医等）との機能分担・連携 

ア 紹介・逆紹介の徹底 
P29  

-32  

  ◎   

イ かかりつけ医定着に関する啓

発 
  〇   

（２）在宅医療の充実に向けた支援 

ア 退院支援 

P32  

-35 

  〇   

イ 在宅療養者の急変時の受入れ   〇   

ウ 地域医療ネットワークの連携

強化 
  〇   

小  計    ６   
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５ 

健都における

総合病院とし

ての役割 

該当ページについては、令和３年度の業務

実績に関する評価結果報告書【小項目評価】

におけるページ。 

該当 

ページ 

小項目評価 

評価

５ 

評価

４ 

評価

３ 

評価

２ 

評価

１ 

（１）国立循環器病研究センターと

の機能分担・連携 

ア 診療における連携 P35  

-38 

 ◎    

イ その他の連携   ◎   

ウ 連携体制の周知   〇   

（２）他の健都内事業者等との連携 P38    〇   

（３）予防医療に関する取組 

ア 各種検（健）診の実施 

P39 

-41 

  〇   

イ 人間ドックの実施   〇   

ウ 予防接種の実施   〇   

エ 疾病予防に関する講演会等の

開催 
  〇   

小  計   ２ ８   

６ 

地域医療へ

の貢献 

（１）地域医療従事者への支援 

ア 地域の診療所等への支援 P41 

-43 

  〇   

イ 地域の医療水準の向上   〇   

（２）福祉保健施策への協力・連携 

ア 障がい者（児）歯科診療の実施 P43 

-44  

  〇   

イ 小児科診療における協力・連携   〇   

小  計    ４   

項目数合計   ４ ３６ ２  

評価５～３の構成比率  ９５．２％   
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２ 市立病院として担うべき医療 

・２-（１）総論 

大阪府医療計画で推進が求められている５疾病（がん、脳血管疾患、心血管疾患、

糖尿病、精神疾患）、４事業（救急医療、災害医療、周産期医療、小児医療）につい

ては、救急受入件数等の課題が残るものの、他の医療機関との機能分担・連携を行

いながら、公立病院として担うべき医療の提供に向けた取組が確実に実施されてい

る。 

また、在宅医療については、在宅療養者の病状が急変した際に、地域のかかりつ

け医と連携して円滑な受入れを行う等の取組が行われており、今後の高齢化進展に

備え、一層の推進が求められる。 

令和２年度に引き続き、全ての項目について、新型コロナウイルス感染症の影響

が見られ、目標値の達成に苦慮する中、公立病院として同感染症への対応に市と連

携し、発熱外来及び地域外来センターの運営、ワクチン接種への協力のほか、同感

染症患者専用病床を前年度よりも 29 床増やし、入院患者の受入体制を強化するな

ど、公立病院としての役割を果たすための取組については、概ね達成されていたと

いえる。 

 

・２－（２）救急医療 

  前年度までの評価を受けて、救急医療体制の一層の強化が求められる中、救急ス

タッフの増員等の取組を実施したものの、新型コロナウイルス感染症患者専用病床

を令和２年度以上に増やしたことにより、救急の病床数や人手が不足したこと等か

ら、いずれの項目についても前年度実績を下回り、目標値に大きく届かなかった。 

救急医療の提供は公立病院の果たす役割の中でも、極めて重要なものであること

から、院内の応需体制の見直し等により、救急患者の受入件数の増加及び受入率の

向上に取り組むとともに、各医科の救急車搬送受入率の平準化に努め、引き続き救

急の受入れ体制確保に取り組まれたい。 

 

【目標指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

時間外救急車搬送受

入率 
年度計画目標 84.1％ 88.3％ 89.2％ 90.0％ 

【中期計画目標】 

90.0% 
実績 83.4％ 77.5% 68.8％ 54.8% 

救急車搬送受入件数 年度計画目標 4,010 件 4,230 件 4,270 件 4,320 件 

【中期計画目標】 

4,320 件 
実績 3,620 件 3,854 件 2,917 件 2,544 件 

（４）評価に当たっての意見等 
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うち時間内 年度計画目標 1,320 件 1,400 件 1,420 件 1,440 件 

【中期計画目標】 

1,440 件 
実績 1,216 件 1,376 件 1,138 件 950 件 

うち時間外 年度計画目標 2,690 件 2,830 件 2,850 件 2,880 件 

【中期計画目標】 

2,880 件 
実績 2,404 件 2,478 件 1,779 件 1,594 件 

救急専用病床稼働率 年度計画目標 － 88.0％ 89.0％ 90.0％ 

【中期計画目標】 

90.0％ 
実績 － 43.0％ 29.0％ 22.3% 

※令和３年度の業務実績に関する評価結果報告書【小項目評価】Ｐ8-11 

 

・２－（５）がん医療 

医師、コメディカル等がチームを組み、他科と連携しながら集学的治療の推進を

図るとともに、緩和ケアチームによる精神面のフォロー等も積極的に行ったことで、

がん診療地域連携パスを除く各目標指標について、目標値及び前年度実績を上回っ

たことは評価できる。 

がん診療地域連携パスについては、他の地域診療機関への情報発信や、開業医訪

問等の他の地域医療支援の取組に合わせて啓発を行う等、効果的な推進の方法につ

いて引き続き検討を進めること。 

 

【目標指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん入院患者件数 年度計画目標 1,860 件 2,040 件 2,080 件 2,120 件 

【中期計画目標】 

2,120 件 
実績 2,041 件 2,236 件 2,487 件 2,772 件 

外来化学療法件数 年度計画目標 2,400 件 2,550 件 2,600 件 2,650 件 

【中期計画目標】 

2,650 件 
実績 2,635 件 3,135 件 3,322 件 3,771 件 

放射線治療件数 年度計画目標 － 3,270 件 3,540 件 3,800 件 

【中期計画目標】 

3,800 件 
実績 531 件 5,578 件 4,978 件 5,665 件 

がん手術件数 年度計画目標 620 件 680 件 690 件 700 件 

【中期計画目標】 

700 件 
実績 635 件 851 件 813 件 890 件 

がん診療地域連携

パス実施件数 
年度計画目標 20 件 25 件 30 件 40 件 

【中期計画目標】 

40 件 
実績 3 件 25 件 18 件 23 件 
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【関連指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん患者リハビリテーショ

ン単位数（※） 
実績 3,679 1,066 2,294 2,709 件 

がん相談件数 実績 155 件 584 件 772 件 759 件 

緩和ケアチーム介入件数 実績 158 件 175 件 147 件 158 件 

がん検診受診者数 実績 2,942 件 3,273 人 1,403 人 1,473 件 

（※）単位数とは、20分を１単位とするリハビリテーションの実施数（以下同様） 

 

３ 安心安全で患者満足度の高い医療の提供 

・３-（１）安心安全な医療の提供 

 提供した医療に起因する有害事象について定義付けする、オカレンスレポートを

新たに策定することにより、インシデント及びアクシデントの発生状況を可視化し、

報告された事案について、毎月開催される医療安全管理委員会で発生要因の分析・

再発防止の検討を行うなど、組織として医療事故を未然に防ぐための体制の構築に

取り組まれていた。また、医療安全管理委員会の内容を、部長会を通じて周知する

等、各医療スタッフの安全意識を向上するための取組が行われていた。 

 今後も、安心安全な医療の提供への取組を不断のものとして継続するとともに、

重大なアクシデントが生起した場合には、内部統制の徹底はもちろんのこと、市を

始めとする外部機関と速やかな連携ができるよう、平素における職員の意識向上、

安全対策の徹底を進められたい。 

 

４ 本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくり 

・４-（１）地域の医療機関（かかりつけ医等）との機能分担・連携 

当日の受入依頼について、返答までの時間を短縮できる体制を構築するとともに、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大下にあっても可能な限り開業医を訪問し、連

携を密にとる等、紹介率の向上に取り組まれていた。 

また、かかりつけ医定着に関する啓発については、かかりつけ医の選定を目的と

した登録医マップの院内７か所への掲示や、病院だよりでの市民病院とかかりつけ

医の役割分担の必要性に関する啓発等の取組が行われていた。 

 

【目標指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

紹介件数 年度計画目標 14,900 件 16,000 件 16,500 件 17,000 件 

【中期計画目標】 

17,000 件 
実績 16,849 件 19,827 件 17,286 件 17,181 件 

逆紹介件数 年度計画目標 9,800 件 10,700 件 11,100 件 11,500 件 

【中期計画目標】 

11,500 件 
実績 11,427 件 13,863 件 12,287 件 12,005 件 
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紹介率 年度計画目標 55.0％ 58.0％ 61.0％ 64.0％ 

【中期計画目標】 

64.0％ 
実績 61.0％ 70.1％ 70.7％ 72.1% 

逆紹介率 年度計画目標 75.0％ 78.0％ 81.0％ 84.0％ 

【中期計画目標】 

84.0％ 
実績 61.2％ 57.7％ 65.0％ 70.0% 

地域連携パス実施 

件数 
年度計画目標 50 件 60 件 80 件 100 件 

【中期計画目標】

100 件 
実績 18 件 120 件 126 件 120 件 

 

【関連指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

登録医数 実績 251 件 284 件 338 件 427 件 

※令和３年度の業務実績に関する評価結果報告書【小項目評価】Ｐ29–32 

 

５ 健都における総合病院としての役割 

・５-（１）国立循環器病研究センターとの機能分担・連携 

診療科ごとに役割分担を整理し、より緊密に連携を取ったことで、国立循環器病

研究センターからの紹介件数、同センターへの紹介件数のいずれも前年度より増加

した。 

電子カルテの相互閲覧についても、継続して連携が円滑に進むよう取り組み、連

携患者数は延べ 149 人に増加した。その他、医師派遣や医療機器の相互利用等も実

施されており、引き続き緊密な関係性を構築するよう取り組まれたい。 

 

【関連指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

国立循環器病研究センター

からの紹介件数 
実績 243 件 571 件 760 件 832 件 

国立循環器病研究センター

への紹介件数 
実績 148 件 385 件 534 件 697 件 

※令和３年度の業務実績に関する評価結果報告書【小項目評価】Ｐ35-38 
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２ 「第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」 

 

（１）評価結果 

Ａ：年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。 

 

（２）判断理由及び考慮した事項、内容 

小項目評価の集計結果が、全て評価３「年度計画を順調に実施している」であったことによ

り、評価Ａ「年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。」と判断し

た。 

 

（３）小項目評価の集計結果 

  

該当ページについては、令和３年度の業務実績に関する評

価結果報告書【小項目評価】におけるページ。 

該当 

ページ 

小項目評価 

評価

５ 

評価

４ 

評価

３ 

評価

２ 

評価

１ 

１ 

ＰＤＣＡサ

イクルによ

る目標管理

の徹底 

ア 重点方針の共有及び目標達

成に向けた取組 

P44 

-46 

  〇   

イ 目標管理の徹底   〇   

ウ 経営改善に向けた取組   ◎   

小  計    ４   

２ 

働きやすい

職場環境の

整備 

（１）医療職の人材確保・養成 

ア 働きやすい職場環境づくり P46 

-48 

  ◎   

イ 医療従事者の質の向上と研

修・指導体制の充実 
  〇   

（２）人事給与制度 

ア 職員給与の設定・運用 
P48 

-49 

  〇   

イ 人事評価制度の運用   〇   

小  計    ５   

項目数合計    ９   

評価５～３の構成比率（％）  １００％   
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（４）評価に当たっての意見等 

・２-（２）人事給与制度 

人事評価制度について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、試行実

施を見送ったものの、職員が制度を正しく理解し、公平な人事評価を行うことができる

よう、評価方法を示したガイドブックを各職種の意見を取り入れて作成するといった取

組が実施されていた。 

同制度の運用にあたっては、職員が公平感と働きがいを実感し、来院者へのサービス

向上に資するものとなるよう、適正に運営されたい。 

 

 

３ 「第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置」 

 

（１）評価結果 

Ａ：年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。 

 

（２）判断理由及び考慮した事項、内容 

小項目評価の集計結果について、評価４「年度計画を上回って実施している」が２項目、評

価３「年度計画を順調に実施している」が６項目であったことにより、評価Ａ「年度計画を達

成し、中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。」と判断した。 

 

（３）小項目評価の集計結果 

該当ページについては、令和３年度の業務実績に関する評

価結果報告書【小項目評価】におけるページ。 

該当 

ページ 

小項目評価 

評価

５ 

評価

４ 

評価

３ 

評価

２ 

評価

１ 

１ 経営基盤の確立 
P50 

-51 
  ◎   

２ 

収益の確保と 

費用の節減 

（１）収益の確保 

ア 収益の確保 P51 

-53 

 ◎    

イ 未収金の発生予防・早期回収   〇   

（２）費用の節減 

ア 人件費・経費の適正化 P54 

-56 

  ◎   

イ 材料費の適正化   〇   

項目数合計   ２ ６   

評価５～３の構成比率（％）  １００％   
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（４）評価に当たっての意見等 

・１ 経営基盤の確立 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による受診控え等により、医業収支比率

については、年度目標に達しなかったが、手術件数の確保、平均在院日数の短縮等の経

営改善への取組が適切に実施されていた。また、経常収支比率については、新型コロナ

ウイルス感染症に係る補助金等による収益が増加し、年度目標を大きく上回った。 

引き続き、経営改善の取組等を推進し、安定した経営基盤の確立に努められたい。 

 

【目標指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

経常収支比率 年度計画目標 83.1％ 92.0％ 96.5％ 98.6％ 

【中期計画目標】 

98.3％ 
実績 80.5％ 92.5％ 102.5％ 110.4% 

医業収支比率 年度計画目標 87.8％ 88.7％ 92.0％ 92.0％ 

【中期計画目標】 

90.6％ 
実績 83.7％ 89.3％ 88.1％ 87.7% 

※令和３年度の業務実績に関する評価結果報告書【小項目評価】Ｐ50-51 

 

・２-（１）収益の確保  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、入院患者数、外来患者数ともに

年度目標を達成することができなかったものの、手術件数の確保や平均在院日数の短縮

等の経営改善の取組により、入院診療単価が前年度から 5,466 円増加し、年度目標が達

成されている。 

また、外来診療単価についても、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響があっ

たものの、化学療法件数の増加等により前年度から 936 円増加し、年度目標が達成され

ている。 

引き続き、経営改善の取組を行い、収益の確保に努められたい。 

 

【目標指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

病床利用率 年度計画目標 81.9％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 

【中期計画目標】 

90.0％ 
実績 77.5％ 88.3％ 78.3％ 72.1% 

入院患者数（１日当

たり） 
年度計画目標 353.0 人 387.7 人 387.7 人 387.7 人 

【中期計画目標】 

387.7 人 
実績 334.0 人 380.5 人 337.5 人 310.9 人 

外来患者数（１日当

たり） 
年度計画目標 959.0 人 1000.0 人 1000.0 人 1000.0 人 

【中期計画目標】 

1000.0 人 
実績 900.9 人 902.7 人 833.9 人 883.9 人 
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入院診療単価 年度計画目標 53,383 円 53,792 円 59,992 円 61,000 円 

【中期計画目標】 

54,170 円 
実績 54,718 円 57,733 円 64,389 円 69,855 円 

外来診療単価 年度計画目標 14,386 円 14,988 円 15,982 円 16,061 円 

【中期計画目標】 

16,061 円 
実績 15,174 円 17,448 円 18,873 円 19,809 円 

新入院患者数 年度計画目標 8,454 人 9,435 人 9,435 人 9,435 人 

【中期計画目標】 

9,435 人 
実績 9,099 人 10,460 人 9,393 人 9,140 人 

※令和３年度の業務実績に関する評価結果報告書【小項目評価】Ｐ51–53 

 

 

４ 「第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置」 

 

（１）評価結果 

Ａ：年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。 

 

（２）判断理由及び考慮した事項、内容 

小項目評価の集計結果が、全て評価３「年度計画を順調に実施している」であったことによ

り、評価Ａ「年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。」と判断し

た。 

 

（３）小項目評価の集計結果 

該当ページについては、令和３年度の業務実績に関する評

価結果報告書【小項目評価】におけるページ。 

該当 

ページ 

小項目評価 

評価

５ 

評価

４ 

評価

３ 

評価

２ 

評価

１ 

１ 

情報の提供 

ア 特色ある診療内容の周知 

P56 

-59 

  〇   

イ 市民や患者に対する啓発・情

報発信 
  〇   

ウ 市民公開講座等の積極的な開

催 
  〇   

エ 法人の経営状況の公表   〇   

２ 

環境に配慮

した病院運

営 

ア 環境負荷の軽減・エネルギー

消費量の抑制 P59 

-60 

  〇   

イ 環境配慮に対する職員意識の

普及啓発 
  〇   

項目数合計    ６   

評価５～３の構成比率（％）  １００％   
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（４）評価に当たっての意見等 

・１ 情報の提供   

病院広報誌やホームページによる情報発信に加え、内視鏡検査や治療の流れに関する

オンラインでの市民公開講座を実施しており、市民への積極的な情報発信に取り組まれ

ていた。また、「脳神経内科」、「脳神経外科」、「小児外科」のパンフレットを作成

し、医療連携を行う地域の診療所等に対しても情報提供に努めており、引き続き公立病

院としての積極的な情報発信に取り組まれたい。 

 

【関連指標】 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

病院だより発行回数 実績 4 回 4 回 4 回 3 回 

広報誌「ともに」  

発行回数 
実績 2 回 2 回 1 回 1 回 

市民公開講座開催 

回数（再掲） 
実績 2 回 1 回 0 回 1 回 

ホームページへの 

アクセス数 
実績 1,694,230件 

1,680,798

件 

1,488,283

件 

1,563,660

件 

※令和３年度の業務実績に関する評価結果報告書【小項目評価】Ｐ56-59 
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１ 地方独立行政法人市立吹田市民病院の概要 

 

（１）現況 

①法人名    地方独立行政法人市立吹田市民病院 

 

②所在地    吹田市岸部新町５番７号 

 

③設立年月日  平成２６年（2014 年）４月１日 

 

④役員の状況 

役職 氏名 備考 

理事長 矢野 雅彦 － 

副理事長 内藤 雅文 病院長 

理事 戎井 力 副院長 

理事 木田 利明 事務局長 

理事 四宮 眞男 吹田市医師会裁定委員 

理事 鈴木 省三 副院長 

理事 中筋 知美 副院長 

理事 前田 哲生 副院長 

監事 吉永 徳好 公認会計士 

監事 児玉 憲夫 弁護士 

 

⑤設置・運営する病院  市立吹田市民病院 

 

⑥職員数（正規職員） 

職種 人数 備考 

医師 100 名 － 

看護師 358 名 － 

医療技術員 119 名 － 

事務職 56 名 うち派遣職員 12 名 
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（２）基本的な目標等 

 吹田市内には当院のほか、国立循環器病研究センター、大阪大学医学部附属病院といった特

定機能病院や、済生会吹田病院、済生会千里病院などの急性期病院が整備されており、多くの

医療機関が集積している。 

その中でも当院は、「市民とともに心ある医療を」の基本理念に基づき、急性期医療、高度

医療及び救急医療の提供を中心に、地域の中核病院としての機能を発揮することがこれからも

期待される。 

今後更に公立病院としての役割を果たしていくためには、患者ニーズの変化を的確に捉え、

それに応じた良質な医療を提供するとともに、経営の効率化や経営基盤の安定化を図る必要が

ある。 

市民の生命と健康を守るという目的を達成するため、当院は地方独立行政法人としての強み

を発揮しながら、引き続き公立病院としての役割を果たすこと、医師をはじめ全職員の経営に

対する意識改革を図り、目標達成に向け一丸となった協力体制の構築に取り組むこと、そして

サービスの向上と効率的な運営を行うことに取り組むものとする。 

 

２ 全体的な状況 

 

（１）総括 

 第2期中期計画期間の最終年度となる令和3年度は、依然、新型コロナウイルス感染症の終息

が見えない中、同感染症の対応など公立病院としての役割と急性期病院としての役割の両立を

図る必要があるため、経営状況の改善、病診連携の推進、職員の意識改革を最優先課題とし、

効率的な運営に取り組んだ。 

経営改善については、新型コロナウイルス感染症患者の受入を行う病棟を設けたことで病床

数が制限され、新入院患者数は減少し目標達成には至らなかったものの、手術件数の確保や平

均在院日数の短縮などの取組を行うことにより、入院診療単価は対前年度より増となり、また、

外来診療単価についても、化学療法件数の増加等が要因となり、対前年度より増加し、いずれ

も目標を達成することができた。このような収益確保のための取組による診療単価の上昇と新

型コロナウイルス感染症に係る補助金等が主な要因となり経常収支比率は目標を達成すること

ができた。 

病診連携の推進では、当日の受入依頼について、返答までの時間を短縮するよう直接医師に

受入の可否を確認する体制の構築や、かかりつけ医の選定を目的として、患者向けの登録医マ

ップを院内 7か所に掲示するなどの取組を進めたことにより、登録医の数は前年度末から 89 件

増え、また、紹介件数、逆紹介件数はいずれも目標を達成し、紹介率は 72.1％、逆紹介率は 70.0％

と前年度より上昇した。 

職員の意識改革については、毎月の業務状況や年度計画の進捗状況、収支状況などを全職員

が容易に閲覧できるようにしているほか、財務状況が把握できるよう他病院の経営管理指標を

用いた財務分析研修を実施し、引き続き職員の経営参画意識の向上に努めた。また、病院長の

ビデオメッセージにより病院経営に対する認識の共有化を図るとともに病院への帰属意識の向

上に努めた。 

令和4年度は新たな計画期間となるが、患者確保はもとより、診療単価の一層の上昇を図り、

人件費、材料費、経費等の費用と均衡のとれた収益を確保し、経営状況を改善することで、引

き続き公立病院としての役割や地域医療構想を踏まえた役割を果たすことができるよう、今後

も必要な取組を行うものである。 
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なお、年度評価実施要領第3条第1号に基づき、法人が小項目ごとに5段階の自己評価を行った

ことから、その内容を３小項目評価結果に示す。 

（２）大項目ごとの特記事項 

 第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため 

の取組 

 市立病院として担うべき医療については、急性期医療、高度医療及び救急医療の提供を中心

に、地域の中核病院として必要な医療を提供した。救急医療については、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大が収束しない中、感染症患者やその疑いがある患者の診療対応と並行して 24

時間 365 日の医療体制の確保に引き続き努めたものの、感染症の感染拡大により入院制限を実

施する等、患者受入れを断らざるを得ない状況が続いたことにより時間外救急車搬送受入率、

救急車搬送受入件数ともに目標値には至らなかった。がん医療については、集学的治療の推進

を図り、化学療法は肺がんの患者数に増加が見られ、放射線治療件数は 5,665 件、手術件数は

890 件となり、目標達成に至った。 

安心安全で患者満足度の高い医療の提供については、インシデント・アクシデントの発生要

因、再発防止策を検討し、職員へ周知を図るとともに意識向上に努めた。提供した医療に起因

する有害事象の報告をオカレンスレポートと定義し、令和３年 11月から運用を開始した。コロ

ナ禍における標準的対応方針として、職員の健康観察、黙食の徹底など予防対策に取り組むと

ともに、大阪府のフェーズに合わせた院内対応方針に基づき、面会の許可制、会議や研修の制

限などの取組を徹底し、院内での感染拡大防止に努めた。 

本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくりについては、 

当日の受入依頼について、返答までの時間を短縮するよう直接医師に受入の可否を確認する体

制を構築した。また、逆紹介先及びかかりつけ医の選定を目的として患者向けの登録医マップ

を院内 7か所に掲示する等の取組により、登録医の数は 427 件となり、前年度末から 89件増え

た。紹介件数は 17,181 件、逆紹介件数は 12,005 件となっており、目標値をクリアした。紹介

率は 72.1％、逆紹介率は 70.0％と昨年度より上昇した。 

健都における総合病院としての役割については、診療科ごとに役割分担を整理し、国立循環

器病研究センターからの消化管出血をはじめ当院で対応可能な患者の受入を行ったほか、救急

対応協力のみならず同センターへの医師派遣を行った。また、同センターの PET-CT や当院の内

視鏡機器など医療機器の相互利用を進めた。同センターからの紹介件数は 832 件、当院からの

紹介件数は 697 件であり、前年度と比較して増加した。電子カルテの相互閲覧について、継続

して連携が円滑に進むよう取り組み、連携患者数は 149 件となった。 

地域医療への貢献としては、吹田呼吸ケアを考える会において、新型コロナウイルス感染症

に関するセミナーをオンデマンド配信で実施した。特別な配慮を必要とし、一般歯科医院では

対応が困難な患者の歯科診療について、新型コロナウイルス感染症対策を講じる等、安全な体

制のもと実施した。小児科医師（小児神経専門医）が、毎週 1 回市の施設（わかたけ園）に出

向き診察を行った。                                                                                                                                                       

 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底について、中期計画や年度計画、当年度の重点方針

を全職員に通知するとともに、診療単価向上のための診療科別ヒアリングを実施し、各課題に

責任者を設定し進捗管理を行った。重点方針に掲げたもののうち、新型コロナウイルス感染症

感染拡大の影響下においても紹介率 70％、逆紹介率 65％以上を達成することができた。また、

診療単価の目標を達成した。毎月の業務状況や年度計画の進捗状況、収支状況、院長通知を電
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子カルテ端末上で全職員が容易に閲覧できるようにしているほか、入院患者数などの状況を電

子カルテトップページ上で毎日更新し、引き続き職員の経営参画意識の向上に努めた。部長会

において定期的な経営状況の報告を行ったほか、病院長のビデオメッセージにより経営改善の

必要性について全職員に周知した。 

働きやすい職場環境の整備について、専用タブレットを地域医療連携システムと接続し、令

和 3年 7月から電子カルテが自宅でも閲覧可能となり、脳神経外科で運用を開始した。 

 第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための取組 

経営基盤の確立について、経営感覚に富む人材育成のため、新規採用職員に対し会計制度等

についての研修及び全職員に対しては経営状況についての研修を開催し、経営に関する知識の

向上を図った。新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を受け、医業収支比率については目

標達成ができなかったが、経営改善に努めたこと及び新型コロナウイルス感染症に係る補助金

等により経常収支比率の目標を達成することができた。 

収益の確保について、手術件数の確保や平均在院日数の短縮などを適切に行うことにより、

入院診療単価は対前年度 5,466 円（8.5％）増となり、年度目標を達成することができた。新入

院患者数については新型コロナウイルス感染症患者の受入を行う病棟を設けたことで病床数が

制限され対前年度で 253 人減少し目標達成には至らなかった。外来診療単価については、化学

療法件数の増加等が要因となり、対前年度で 936 円（5.0％）増加し、目標を達成することがで

きた。 

費用の節減について、給与費比率、経費比率については、削減に努めたものの新型コロナウ

イルス感染症感染拡大の影響による医業収益の減少が主な要因となり目標達成には至らなかっ

た。医薬品について、12品目の後発医薬品を新たに採用したことによって、数量シェアベース

における採用率を 90.3％まで引き上げることができた。医薬品・医療材料について、ベンチマ

ークシステムを活用しながら価格交渉を行い、購入単価は縮減したが、高額薬剤の使用数増加

に伴い、購入総額が増加したことにより、材料費比率の目標値を達成することはできなかった。 

 第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するための取組 

情報の提供について、特色ある診療内容を広く周知するために、病院だより、広報誌「とも

に」での情報発信に加え、「内視鏡検査」、「産婦人科における産褥指導」の動画をホームページ

上に掲載するとともに「吹田呼吸ケアを考える会（SRCT）」の動画を希望者へ配信した。「脳神

経内科」、「脳神経外科」、「小児外科」のパンフレットを作成し、医療連携を行う診療所等に引

き続き設置し周知を図った。また、市民や患者が受診する際に安心して利用できるよう、治療

や検査の流れを説明する動画を作成し、ホームページ上で公開した。 

環境に配慮した病院運営について、毎月ビルエネルギー管理システム（BEMS)によって蓄積さ

れたデータを基に消費量を分析し、消費量が大幅に増加した部署へ消費抑制の注意喚起を行っ

た。また、クールヒートピットの熱効率を利用し、環境負荷を抑えている。光熱水費の前年同

月の比較表を院内ポータルサイトに掲載するとともに、節電・節水等の啓発ポスターを引き続

き院内に掲示し、職員意識の啓発に努めた。 

 

 

３ 小項目評価結果 

 

第１ 年度目標の期間 

特になし 
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第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 大阪府地域医療構想を踏まえて果たすべき役割 

 評価対象外 

 

中期目標 高齢化の進展などの多様な医療需要に対応し、患者の状態像に応じて必要な医

療が提供できるよう、公・民の適切な役割の下、病院間の機能分担・連携を推進

すること。 

これにあたっては、大阪府地域医療構想に係る豊能病床機能懇話会などでの協

議の内容を踏まえて、将来の豊能医療圏の医療需要に対して不足が見込まれてい

る医療機能のニーズへの対応を検討すること。 

中期計画 （１）大阪府地域医療構想の概要 

当院が位置する豊能構想区域は、国立循環器病研究センター、大阪大学医 

学部附属病院、市立病院４施設など、国公立及び公的な大規模病院が多く存

在するという特徴を有する。 

本構想区域内の各病院及び有床診療所から報告された病床機能報告制度の

報告数と、今回推計された 2025 年の必要病床数を比較すると、急性期機能は

需給が均衡していること、回復期機能は大幅に不足していることから、今後、

病床機能の分化及び連携を推進していく必要がある旨が示されている。 

また、豊能構想区域における在宅医療等医療需要についても今後増加が見

込まれている。その需要に対応するため、吹田市（以下「市」という。）が構

築する地域包括ケアシステムの一翼を担うことで、住み慣れた地域で安心し

て暮らせる地域づくりに寄与することが求められている。 

（２）当院が果たすべき役割 

ア 基本的な考え方 

当院は、これまで地域の中核病院として、急性期医療の提供を中心に役

割を果たしてきた。また新病院移転後は、特に国立循環器病研究センター

との連携を図る中で、複合的疾患及び合併症を持った患者を受け入れる必

要があることなど、総合病院として急性期医療への需要がより高まるもの

と考えられる。 

そうした状況のもと、当院は地域の医療機関との機能分担・連携を図り

つつ、地域の診療所等では対応できない入院・手術を中心とした医療を提

供するとともに、総合病院として急性期医療の提供を行うことにより、よ

り多様な医療需要に対応していく。それに加えて、不足する病床機能への

対応、また、今後高齢化の進展に伴い在宅医療へのニーズが増加すること

を踏まえ在宅医療への支援を積極的に行っていく。 

イ 不足する病床機能への対応 

大阪府地域医療構想において不足するとされている回復期病床について

は、新病院において一般病床の一部を回復期リハビリテーション病床（４

５床）に転換することで、急性期から回復期までの患者の状態像に応じた

手厚いリハビリテーションを行う。 

また、今後見込まれる医療機能のニーズや大阪府地域医療構想に係る豊

能病床機能懇話会等における議論の内容、民間の医療機関における転換の

状況、当院の経営状況なども勘案しつつ、必要に応じて病床機能の転換に

ついて検討し、医療機能の見直しにあたっては市民の理解が得られるよう
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取組を行う。 

ウ 在宅医療への支援 

在宅医療の充実に向けた支援として、在宅医療に係る関係機関との円滑

な連携による退院支援を行う。また、在宅療養者の病状が急変した際の一

時的な受入れを行うなどの在宅医療の後方支援を積極的に行うとともに、

在宅療養後方支援病院の施設基準取得などの検討を行う。あわせて、医療・

介護・福祉のサービスが切れ目なく提供されるよう、地域医療ネットワー

クの連携を強化する。 

年度計画 （１）大阪府地域医療構想の概要 

当院が位置する豊能構想区域は、国立循環器病研究センター、大阪大学医

学部附属病院、市立病院４施設など、国公立及び公的な大規模病院が多く存

在するという特徴を有する。 

本構想区域内の各病院及び有床診療所から報告された令和元年度（2019 年

度）の病床機能報告制度の報告数と、2025 年の必要病床数を比較すると、急

性期機能は需給が均衡していること、回復期機能はなお不足していることか

ら、今後、病床機能の分化及び連携を推進していく必要がある旨が示されて

いる。 

また、本構想区域における在宅医療等医療需要についても今後増加が見込

まれている。その需要に対応するため、吹田市（以下「市」という。）が構築

する地域包括ケアシステムの一翼を担うことで、住み慣れた地域で安心して

暮らせる地域づくりに寄与することが求められている。 

（２）当院が果たすべき役割 

ア 基本的な考え方 

当院は、これまで地域の中核病院として、急性期医療の提供を中心に役

割を果たしてきた。また、国立循環器病研究センターとの連携を図る中で、

複合的疾患及び合併症を持った患者を受け入れる必要があることなど、総

合病院として急性期医療への需要がより高まっている。 

そうした状況のもと、当院は地域の医療機関との機能分担・連携を図り

つつ、地域の診療所等では対応できない入院・手術を中心とした医療を提

供するとともに、総合病院として急性期医療の提供を行うことにより、よ

り多様な医療需要に対応していく。それに加えて、不足する病床機能への

対応、また、今後高齢化の進展に伴い在宅医療へのニーズが増加すること

を踏まえ在宅医療への支援を積極的に行っていく。 

イ 不足する病床機能への対応 

大阪府地域医療構想において不足するとされている回復期病床について

は、現病院への移転に伴い、一般病床の一部を回復期リハビリテーション

病床（45床）に転換した。回復期リハビリテーション病床の活用により、

急性期患者だけではなく、急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医

療やリハビリテーションを提供する。         

また、今後見込まれる医療機能のニーズや大阪府地域医療構想に係る豊

能医療・病床懇話会等における議論の内容、民間の医療機関における転換

の状況、当院の経営状況なども勘案しつつ、必要に応じて病床機能の転換

について検討し、医療機能の見直しにあたっては市民の理解が得られるよ

う取組を行う。 
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ウ 在宅医療への支援 

在宅医療の充実に向けた支援として、患者支援センターの活用により、

在宅医療に係る関係機関との円滑な連携による入退院支援を行う。また、

在宅療養者の病状が急変した際の一時的な受入れを行うなどの在宅医療の

後方支援を積極的に行う。あわせて、医療・看護、介護・福祉のサービス

が切れ目なく提供されるよう、地域医療ネットワークの連携を強化する。 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 市立病院として担うべき医療 

（１）総論 

 

中期目標 市立病院として、地域で必要とされる医療を切れ目なく提供できるよう、地域

の医療機関との機能分担・連携を推進すること。 

中期計画 当院は総合病院として、地域の医療機関だけでは対応が困難な症例に対して、

良質かつ高度な医療を提供する。特に、高齢化の進展に伴い今後増加が想定され

る疾患のうち、がん疾患、整形外科系疾患及び呼吸器系疾患への対応については、

内視鏡センターや人工関節センターを充実するなど重点的に取り組む。 

また、大阪府医療計画においては５疾病（がん、脳血管疾患、心血管疾患、糖

尿病、精神疾患）４事業（救急医療、災害医療、周産期医療、小児医療）及び在

宅医療の推進が求められている。不採算医療をはじめとした政策医療についても、

他の医療機関との機能分担・連携の下に質の高い医療を提供し、市立病院の役割

を果たす。 

加えて、地域の医療機関との連携をさらに推進していく観点から、早期に地域

医療支援病院の取得を目指す。 

年度計画 当院は総合病院として、地域の医療機関だけでは対応が困難な症例に対して、

良質かつ高度な医療を提供する。特に、高齢化の進展に伴い今後増加が想定され

る疾患のうち、がん疾患、整形外科系疾患及び呼吸器系疾患への対応については、

放射線診断科や放射線治療科、内視鏡センター、整形外科、リハビリテーション

科などを活用し、重点的に取り組む。 

また、大阪府医療計画においては５疾病（がん、脳血管疾患、心血管疾患、糖

尿病、精神疾患）４事業（救急医療、災害医療、周産期医療、小児医療）及び在

宅医療の推進が求められている。不採算医療をはじめとした政策医療についても、

他の医療機関との機能分担・連携の下に質の高い医療を提供し、市立病院の役割

を果たす。 

加えて、地域医療支援病院として地域の医療機関との連携をさらに推進してい

く。 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

 がん疾患については、外来化学療法及び放射線治療の実施など、集学的治療を推進し効果的

な治療に努めた。また、コロナ禍においても可能な範囲で内視鏡センターを活用し、がん疾患

のほか呼吸器疾患についても質の高い治療を行うことができた。整形外科系疾患においては、
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リハビリテーション科で効果的なリハビリテーションを行った。 

 大阪府医療計画で推進が求められている５疾病（がん、脳血管疾患、心血管疾患、糖尿病、

精神疾患）、４事業（救急医療、災害医療、周産期医療、小児医療）については、公立病院とし

て必要とされる医療サービスを他の医療機関との機能分担・連携の下に適切に実施するととも

に、質の高い医療の提供に努めた。 

 在宅医療については、在宅療養者の病状が急変した際には、地域のかかりつけ医と患者支援

センターの病床管理担当の看護師が連携して円滑な受入を行った。 

 新型コロナウイルス感染症への対応として、市及び関係機関と連携・協力し、発熱外来及び

地域外来検査センターを設置し、外来患者に対応したほか、専用病棟を設け、入院患者の受入

を行うなど、市立病院として役割を果たした。 

 地域医療支援病院として、コロナ禍にあっても可能な範囲で開業医を訪問することで連携を

密にとり、紹介率の向上に努めた。また、地域連携パスを活用し、逆紹介を推進することによ

り、地域で切れ目ない医療の提供に努めた。 

 

【評価結果】 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 市立病院として担うべき医療 

（２）救急医療 

 

中期目標 ア 大阪府が認定する二次救急医療機関として、地域の医療機関との機能分担・ 

連携の下、２４時間３６５日の受入れが行えるよう、円滑な救急応需体制を 

確保すること。 

イ 初期救急医療については、地域の医療環境を踏まえた機能分担・連携を推進 

すること。また、市民への啓発等によりかかりつけ医定着の促進を図ること。 

中期計画 ア 二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保 

（ア）二次救急医療機関として、地域の医療機関及び三次救急医療機関との連携 

及び役割分担の下、２４時間３６５日の受入体制を引き続き確保すること 

により、地域で必要とされる救急医療を提供する。 

（イ）救急患者を円滑に受け入れるため、新病院開院時に設置を予定している救 

急専用病床（８床）などを活用し、救急応需体制を確保する。 

（ウ）受け入れた救急患者について迅速に適切な診療科で対応するため、新病院 

開院時において、時間内の救急搬送などへの初期対応を目的とした総合診 

療科の開設を目指す。 

イ 初期救急医療における機能分担・連携 

地域の医療機関との連携推進やかかりつけ医定着の促進について、ホームペ 
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ージや広報誌等での情報発信を通じ啓発を行うことで、初期救急医療における 

機能分担を図る。 

年度計画 ア 二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保 

（ア）二次救急医療機関として、地域の医療機関及び三次救急医療機関との連携

及び役割分担の下、引き続き24時間365日の救急医療を提供するとともに、

受け入れできなかった症例等を救急部運営委員会で検討し、可能な限り救

急患者を断ることなく受け入れる。 

（イ）救急患者を円滑に受け入れるため、救急病床（８床）などを活用し、救急

応需体制を確保する。 

（ウ）受け入れた救急患者について迅速に適切な診療科で対応するため、救急科

部長を中心に、円滑な受入れを進める。 

イ 初期救急医療における機能分担・連携 

地域の医療機関との連携推進やかかりつけ医定着の促進について、ホームペ

ージや広報誌等での情報発信を通じ啓発を行うことで、初期救急医療における

機能分担を図る。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

時間外救急車搬送受入

率 

年度計画

目標 
88.3％ 89.2％ 90.0％ 

【中期計画目標※】 

90.0% 
実績 77.5％ 68.8％ 54.8％ 

※平成 30年度から令和 3年度までの第 2期中期計画期間の目標値。（以下同様） 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

救急車搬送受入件数 年度計画

目標 
4,230 件 4,270 件 4,320 件 

【中期計画目標】 

4,320 件 
実績 3,854 件 2,917 件 2,544 件 

うち時間内 年度計画

目標 
1,400 件 1,420 件 1,440 件 

  【中期計画目標】 

1,440 件 
実績 1,376 件 1,138 件 950 件 

うち時間外 年度計画

目標 
2,830 件 2,850 件 2,880 件 

  【中期計画目標】 

2,880 件 
実績 2,478 件 1,779 件 1,594 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

救急専用病床稼働率 年度計画

目標 
88.0％ 89.0％ 90.0％ 

【中期計画目標】 

90.0％ 
実績 43.0％ 29.0％ 22.3％ 
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法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保 

（ア）新型コロナウイルス感染症が収束しない中、感染症患者やその疑いがある患者の診療対

応と並行して 24 時間 365 日の医療体制を引き続き確保し、地域の医療機関及び三次救急医療機

関との連携・役割分担の下、地域における救急医療提供の中心的役割を果たせるよう努めた。 

 受け入れできなかった症例は救急部運営委員会において原因の検討を行ない、救急患者を断

らないよう努めた。令和 3 年 7 月から救急科医師を増員して受入体制を強化するとともに、頭

部外傷の受入率向上のため、脳神経外科において専用タブレットを地域医療連携システムと接

続することで、電子カルテが自宅でも閲覧可能となり、頭部外傷の断り件数は減少した。しか

し、感染症の拡大により入院制限を実施する等、患者受入を断らざるを得ない状況が続いたこ

とにより時間外救急車搬送受入率、救急車搬送受入件数ともに目標値には至らなかった。（救急

車搬送受入件数：2,544 件（前年度 2,917 件）、時間外救急車搬送受入率：54.8%（前年度 68.8%）） 

 

（イ）救急病床を活用する等、救急患者を円滑に受け入れるための救急応需体制を確保したが、

新型コロナウイルス感染症の影響により、救急患者の受入率が減少した。（救急専用病床稼働率

22.3%（前年度 29.0%）） 

 

（ウ）時間内の救急搬送患者対応について、救急科部長を中心に救急隊からの受入要請に対し、

迅速に受入可否の判断をするとともに適切な診療科で対応するなどのスムーズな受入体制で運

用した。 

 

イ 初期救急医療における機能分担・連携 

  地域の医療機関との連携推進やかかりつけ医定着の促進について、ホームページや広報誌、

患者への啓発用チラシの配布等、初期救急医療において地域の医療機関との機能分担を図った。 

 

【評価結果】 

ア 二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 2 2 2 

最終評価 2 2 2 2 

評価の判断理由 

・新たに救急医を確保する等、救急受け入れ態勢の確保に努めたことは評価できるものの、新

型コロナウイルス感染症拡大の影響により、救急患者受入に必要な病床確保及び人員の確保が

困難であったこと等から、各目標指標について目標値を下回る結果となった。 

よって、法人自己評価のとおり、評価「2」（年度計画を十分に実施できていない）が妥当で

あると判断した。 
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イ 初期救急医療における機能分担・連携 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 市立病院として担うべき医療 

（３）小児医療・周産期医療 

 

中期目標 ア 小児救急医療について、豊能広域こども急病センターや地域の診療所と連携 

しながら、二次救急医療機関としての役割を果たすこと。 

イ 大阪府周産期緊急医療体制の参加病院として、二次救急搬送の受入体制を確 

保するとともに、高度機能が必要なハイリスク分娩等は、地域の周産期母子医 

療センターと連携を図ること。 

中期計画 ア 小児医療 

小児救急医療については、他の公立病院等とともに、豊能広域こども急病セ 

ンターの後送病院として、輪番制で豊能医療圏全体の二次救急受入れの役割を 

担うほか、地域の診療所と連携し、入院機能など地域に必要とされる役割を果 

たす。 

イ 周産期医療 

周産期緊急医療体制の参加病院として通常分娩に加え、合併症をもった妊婦 

など中程度のリスクのある分娩までを対応する。また、高度機能が必要なハイ 

リスク分娩等は、地域の周産期母子医療センターと連携を推進し、安心安全な 

周産期医療体制を確保する。 

年度計画 ア 小児医療 

小児救急医療については、他の公立病院等とともに、豊能広域こども急病セ

ンターの後送病院として、輪番制で豊能医療圏全体の二次救急受入れの役割を

担うほか、地域の診療所と連携し、入院機能など地域に必要とされる役割を果

たす。 

イ 周産期医療 

通常分娩においては、陣痛から分娩・産後まで対応する特別個室（ＬＤＲ）

を活用し、安全・快適な環境での分娩を進めるとともに、産後ケアや育児相談

など、出産後のケアも引き続き行っていく。また、周産期緊急医療体制の参加

病院として、合併症をもった妊婦など中程度のリスクのある分娩までを対応す

る。また、高度機能が必要なハイリスク分娩等は、地域の周産期母子医療セン

ターと連携を推進し、安心安全な周産期医療体制を引き続き確保する。 
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【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

小児科患者数（入院） 実績 7,767 人 4,345 人 4,140 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

小児科患者数（外来） 実績 11,606 人 9,164 人 9,265 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

小児救急搬送患者数 実績 625 人 273 人 442 人 

うち 

小児救急入院患者数 
実績 548 人 188 人 198 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

分娩件数 実績 309 件 293 件 312 件 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 小児医療 

 二次医療圏内の小児救急診療について、豊能広域こども急病センターの後送病院として週４

回の二次救急輪番を努め、地域に必要とされる役割を果たした。 

 

 

 

 

イ 周産期医療 

 陣痛から分娩後まで、部屋移動による負担が少なく安全なＬＤＲ（特別室）の活用に加え、

多職種から専門的なサポートを受けることが出来る助産師外来や、ははとこ健診、産後のアロ

マセラピーを導入し、妊娠から産後まで幅広い支援を行い、安心してお産できる環境を継続し

て提供した。結果、前年度より分娩件数の増加に繋がった。 

 糖尿病等の合併症をもった妊婦、中程度のリスクのある分娩や開業医では対応の難しい妊娠

管理や分娩管理が必要な妊婦の受入体制を維持した。 

 分娩においてハイリスクを有する妊婦については、検診の段階で高次医療対応が可能な周産

期母子医療センターへ紹介するなどし、安心安全な周産期医療体制を確保した。 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

小児時間外救急搬送応需率 実績 95.7％ 97.3％ 92.2％ 

 

【評価結果】 

ア 小児医療 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 
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イ 周産期医療 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 市立病院として担うべき医療 

（４）災害医療 

 

中期目標 ア 吹田市地域防災計画に基づき、市の災害医療センターとして大規模な災害や 

事故の発生に備え、災害時の医療体制や医薬品等の確保体制を整備すること。 

イ 災害時においては、地域の医療機関と連携し、適切な医療を提供するととも 

に新たな感染症の発生等、健康危機事象が発生したときは、市の担当部署等と 

連携し、市域の医療機関の中心的役割を果たすこと。 

中期計画 ア 市の災害医療センターとしての役割 

（ア）災害時の医療活動を迅速かつ適切に対応できるよう、災害対策訓練を実施 

するとともに、定期的に開催される災害医療研修へ積極的に参加する。 

（イ）災害発生時に備え、市の防災計画の見直しに合わせるなど、必要に応じて 

当院のマニュアルの見直しを行う。 

イ 市及び地域の医療機関との連携体制 

（ア）災害時には、地域の医療機関と連携し、適切な医療を提供するとともに、 

災害状況により可能である場合は、現地医療救護班の派遣等の医療救護活 

動を実施する。 

（イ）新型インフルエンザ等の新たな感染症の発生など、健康危機事象が発生し 

たときは、大阪府新型インフルエンザ等対策医療体制整備ガイドラインに 

従い、市及び関係機関と連携・協力し、早期収束に向けて対応を図る。 

年度計画 ア 市の災害医療センターとしての役割 

（ア）災害時の医療活動を迅速かつ適切に対応できるよう、災害対策訓練を実施

するとともに、定期的に開催される災害医療研修へ積極的に参加する。 

（イ）災害発生時に備え、訓練等で得た問題点を解消して、改善内容を防災マニ

ュアル及び事業継続計画（BCP）に反映し修正を行う。 

イ 市及び地域の医療機関との連携体制 

（ア）災害時には、地域の医療機関と連携し、適切な医療を提供するとともに、

災害状況により可能である場合は、現地医療救護班の派遣等の医療救護活

動を実施する。 

（イ）新たな感染症など、健康危機事象発生時においては、大阪府、吹田市保健

所の定めるガイドラインに従い、市及び関係機関と連携・協力し、早期収

束に向けて対応を図る。 
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【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

災害訓練回数 実績 2 回 2 回 1 回 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

災害訓練参加人数 実績 173 人 122 人 85 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

災害医療院外研修 

参加回数 
実績 2 回 1 回 2 回 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 市の災害医療センターとしての役割 

（ア）災害対策訓練として、10月に地震を想定した大規模災害訓練（医師 10 人、看護師 55人、

コメディカル 7 人、事務 13 人、計 85 人参加）を実施し、2 月に防火訓練を実施する予定であ

ったが、院内における新型コロナウイルス感染症対応から、防火訓練は中止し、火災時の通報、

消火、避難、また消防設備の解説を収録した動画を作成し、全職員に周知した。併せて災害対

策委員による模擬消火器消火訓練を実施した。また、院外での訓練、研修参加については、10

月と 12 月にオンラインで行われた豊能二次医療圏大規模災害時医療連携強化プロジェクト研

修（延べ看護師 4人、事務 6人、計 10人）に参加した。 

 DMAT 参加経験のある医師が赴任し、災害対策委員会のメンバーとなり、自身の体験からの発

言により、委員会が活性化された。災害対策員会を 10回開催し、訓練内容の検討及び訓練結果

の反省、防火動画の作成に取り組み、防災マニュアル及び事業継続計画（BCP）の改訂を行った。 

 

（イ）院内新型コロナウイルス感染症対応により、全部署が取り組むトリアージを含めた災害

体制の訓練実施は難しく、初動対応と災害対策本部機能の再確認を中心に大規模災害を想定し

た実地訓練を 10 月に実施し、訓練を基に災害対策委員会にて初動対応の見直し、新たに導入し

た安否確認システム、備蓄品等を追記し、防災マニュアルを改訂した。 

 防災マニュアルの改訂に併せて、事業継続計画（BCP）を改訂した。 

 

イ 市及び地域の医療機関との連携体制 

（ア）新型コロナウイルス感染症の影響により、10 月にオンラインで行われた豊能二次医療圏

大規模災害時医療連携強化プロジェクト研修で EMIS（大阪府救急・災害医療情報システム）の

情報伝達、トリアージ机上訓練、同研修の一環で 12 月に災害時新型コロナウイルス感染症患者

の受入要請訓練を済生会千里病院と行った。また、大阪大学医学部附属病院での災害時新型コ

ロナウイルス感染症患者の受入訓練に見学参加した。 

 

（イ）新型コロナウイルス感染症への対応として、市及び関係機関と連携・協力し、発熱外来

及び地域外来検査センターを設置し、外来患者に対応したほか、専用病棟を設け、入院患者の

受入を行うなど、市立病院として役割を果たした。また、吹田市からの要請により入院待機ス

テーションの設置に協力した。ワクチン接種についても、地域の医療従事者、高齢者や妊産婦
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等を対象に行った。 

 感染管理認定看護師が高齢者施設等に対して感染防止対策等の研修を計 3 回行うとともに、

クラスターの発生した医療機関や高齢者施設に対してラウンドや研修を行い、再発防止に向け

た支援を計 6回行った。 

 

【評価結果】 

ア 市の災害医療センターとしての役割 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 市及び地域の医療機関との連携体制 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 4 4 

最終評価 3 3 4 4 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 市立病院として担うべき医療 

（５）がん医療 

 

中期目標 ア 大阪府がん診療拠点病院として、集学的治療や地域連携パスを推進すること。 

イ 本市が実施する各種がん検診に積極的に協力するなど、がん予防医療の取組 

に努めること。 

中期計画 ア 大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 

（ア）大阪府がん診療拠点病院として、検査から手術、抗がん剤治療などを組み 

合わせた集学的治療やがん診療地域連携パスを積極的に推進していく。 

（イ）新病院においては、放射線治療科を設置し、放射線治療専門の医師など専 

門的な人材を配置することにより、治療の質及び精度を高め、より高度な 

放射線治療を行うことで、がん医療の体制強化を目指す。 

（ウ）多職種からなる体制の下、がんのリハビリテーションの推進、がん患者に 

対する相談支援、症状緩和に向けた緩和ケアの介入及び情報提供などを積 

極的に実施し、緩和ケアの充実を図る。 

イ がん予防医療の取組 

（ア）市が実施する各種がん検診に積極的に協力し、がん予防医療に取り組む。 

（イ）病院だよりにがん検診の案内を定期的に掲載する。またホームページ上に 

当院のがん診療に関する情報を掲載することなどにより、市民向けのがん 
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予防の啓発に取り組む。 

年度計画 ア 大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 

（ア）大阪府がん診療拠点病院として、がんの診断検査から手術、化学療法等の

薬物療法、放射線治療を組み合わせた集学的治療を推進し、がん診療地域

連携パスの使用を進める。また、腹腔鏡や手術支援ロボットを使用した低

侵襲の手術を推進する。 

（イ）放射線治療専門の医師を配置している放射線治療科において、放射線治療

機器を活用することにより、治療の質及び精度を高め、がん医療の体制強

化を目指す。 

（ウ）多職種からなる体制の下、がんのリハビリテーションの推進、がん相談支

援センターでのがん患者に対する相談支援、がんに関する情報提供、症状

緩和に向けた緩和ケアの介入を積極的に実施し、緩和ケアの充実を図る。 

イ がん予防医療の取組 

（ア）市が実施する各種がん検診に積極的に協力し、がん予防医療に取り組む。 

（イ）ホームページ上にがん診療に関する情報を掲載し、がん予防の啓発に取り

組む。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん入院患者件数 年度計画

目標 
2,040 件 2,080 件 2,120 件 

【中期計画目標】 

2,120 件 
実績 2,236 件 2,487 件 2,772 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

外来化学療法件数 年度計画

目標 
2,550 件 2,600 件 2,650 件 

【中期計画目標】 

2,650 件 
実績 3,135 件 3,322 件 3,771 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

放射線治療件数 年度計画

目標 
3,270 件 3,540 件 3,800 件 

【中期計画目標】 

3,800 件 
実績 5,578 件 4,978 件 5,665 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん手術件数 年度計画

目標 
680 件 690 件 700 件 

【中期計画目標】 

700 件 
実績 851 件 813 件 890 件 
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項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん診療地域連携パス

実施件数 

年度計画

目標 
25 件 30 件 40 件 

【中期計画目標】 

40 件 
実績 25 件 18 件 23 件 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん患者リハビリテ

ーション単位数（※） 
実績 1,066 2,294 2,709 

（※）単位数とは、20分を１単位とするリハビリテーションの実施数（以下同様） 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん相談件数 実績 584 件 772 件 759 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

緩和ケアチーム介入件数 実績 175 件 147 件 158 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん検診受診者数 実績 3,273 人 1,403 人 1,473 人 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 

（ア）医師、看護師、コメディカル等がチームとして症例検討会を行い、他科と連携協力し、

患者にとって最良な治療方法となるよう集学的治療の推進を図った。また、緩和ケアチームに

よる介入を行い、精神面等のフォローも積極的に行った。 

 化学療法は肺がんの患者数に増加が見られ、放射線治療は 5,665 件の実施を行った。手術に

おいても 890 件行い、目標達成に至った。 

 がん診療地域連携パスについては、開業医訪問の際に活用を促し、また、院内での各種委員

会等において活用を推進するなど、積極的な運用を行うように努めた。しかし、コロナ禍にお

ける受診控えの影響で対象となる患者が減少していたこともあり、年度目標の 40 件に対して

23 件に留まった。 

 

（イ）常勤放射線治療専門医や放射線治療における機器の精度管理を専従とする診療放射線技

師の配置を引き続き行い、質の高い放射線治療を提供できる体制を確保し、5,665 件の放射線

治療を実施した。 

 

（ウ）がんのリハビリテーションの推進を図るため、がんの専門的知識を有する技師を育成し、

療養生活の質の維持向上を目的とする質の高いリハビリテーションの提供に努めた。 

 がん情報コーナーの整備を行うとともに、院内にがん相談支援センターのポスター掲示、リ
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ーフレットの設置など、がん相談支援センターの周知を図り情報提供及び相談支援に繋げた。 

緩和ケアについては、入院時に疼痛のスクリーニングを実施し、週 1 回ラウンドを行うなど

積極的に介入するとともに日本緩和医療学会 PEACE プログラムに基づき、緩和ケア研修会を実

施した。（17 名参加） 

 

イ がん予防医療の取組 

（ア）新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、肺がん検診及び大腸がん検診は実施でき

なかったが、子宮がん検診、胃がん内視鏡検診及び乳がん検診は継続して実施した。 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

肺がん検診 実績 720 件 27 件 0 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

大腸がん検診 実績 597 件 23 件 0 件 

 

（イ）市民公開講座をオンラインにて実施し、内視鏡検査における当院のがん治療及びがん検

査の啓発について取り上げ、同内容の動画をホームページ上に掲載し、閲覧できるようにした。 

 

 

【評価結果】 

ア 大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 4 3 3 

最終評価 3 4 3 4 

評価の判断理由 

・医師、看護師、コメディカル等がチームを組み、他科と連携しながら、手術・化学療法・放

射線治療を併用した質の高いがん治療を提供することで、がん診療地域連携パス実施件数を除

く全ての取組において目標指標を大きく上回ったことは評価できる。がん診療地域連携パス実

施件数についても、新型コロナウイルス感染症感染拡大等の影響により、目標値の達成には至

らないものの、地域の開業医へ直接コンタクトをとりながら、がん診療における地域連携推進

に向けた取組が継続されている。 

 また、がんのリハビリテーションに関する専門知識を持つ技師の育成や、緩和ケア研修会の

実施など、質の高い治療の提供のための人材育成にも努めたことも評価できる。 

 よって、「4」（年度計画を上回って実施している。）が妥当であると判断した。 

 

イ がん予防医療の取組 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 
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第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 市立病院として担うべき医療 

（６）リハビリテーション医療 

 

中期目標 新病院における回復期リハビリテーション病棟の設置により、急性期から回復

期までの患者の状態像に応じたリハビリテーションを手厚く行い、在宅復帰を支

援すること。 

中期計画 ア 新病院においては、整形外科術後早期や脳出血、脳梗塞発症早期といった急

性期のリハビリテーション医療とともに、回復期リハビリテーション病棟（４

５床）を活用した回復期のリハビリテーション医療を実施することで、ADL（日

常生活動作）の向上により、在宅復帰を支援する。 

イ 高齢化に伴い増加することが想定される、がん患者へのリハビリテーション

医療や呼吸器系疾患のリハビリテーション医療に取り組む。 

年度計画 ア 整形外科疾患や脳出血、脳梗塞発症早期といった急性期のリハビリテーショ

ン医療を実施するとともに、回復期リハビリテーション病床においては 365 日

のリハビリテーション実施体制の下、ＡＤＬ向上に効果的なリハビリテーショ

ンを提供し、在宅復帰の支援を行う。 

イ 今後増加することが想定される、がん患者や呼吸器疾患患者の運動機能低下

を予防・改善するリハビリテーションの提供に取り組む。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

回復期リハビリテーシ

ョン病棟病床利用率 

年度計画

目標 
95.0％ 95.0％ 95.0％ 

【中期計画目標】 

95.0％ 
実績 73.3％ 75.1％ 84.0％ 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

回復期リハビリテーシ

ョン病棟在宅復帰率 

年度計画

目標 
70.0％ 80.0％ 80.0％ 

【中期計画目標】 

80.0％ 
実績 86.9％ 86.7％ 94.7％ 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

早期リハビリテーシ

ョン単位数 
実績 41,938 54,646 55,029 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

がん患者リハビリテ

ーション単位数（再

掲） 

実績 1,066 2,294 2,759 
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項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

呼吸器リハビリテー

ション単位数 
実績 2,515 2,515 2,710 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

脳血管疾患等リハビ

リテーション単位数 
実績 57,011 75,509 63,786 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

運動器リハビリテー

ション単位数 
実績 43,077 50,056 59,558 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 回復期リハビリテーション病棟を活用した在宅復帰への支援 

 急性期患者については、365 日のリハビリテーション実施体制の下、引き続き廃用症候群の

予防や早期離床を目的としたリハビリテーションを実施した。 

 他病院からの脳血管疾患の患者の受入が減少したため、脳血管疾患等リハビリテーションは

減少したが、整形外科等の術後に回復期リハビリテーション病棟へ転棟する症例が増加し、運

動器リハビリテーション実施単位数の増加となった。 

 病床利用率は目標値には届かなかったものの前年度実績より大きく改善し、リハビリテーシ

ョン実施単位数は前年度実績と同等であった。 

 

イ 高齢化の増加に伴う疾患の増加への対応 

 がん患者や呼吸器疾患患者について、早期にリハビリテーションの介入を実施し、患者の状

態等を勘案して、最も適切なリハビリテーションを提供することで、患者の自立度向上に取り

組んだ。 

 

【評価結果】 

ア 回復期リハビリテーション病棟を活用した在宅復帰への支援 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 
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イ 高齢化の増加に伴う疾患の増加への対応 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 安心安全で患者満足度の高い医療の提供 

（１）安心安全な医療の提供 

 

中期目標 ア 安心安全な医療を提供するため、医療の安全管理を確保する体制を整備する 

こと。 

イ 医療事故の予防及び再発防止に取り組むなど、医療安全対策を徹底し、院内 

感染防止の取組を実施すること。 

中期計画 ア 医療の安全管理体制の確保 

（ア）医療安全管理委員会において、インシデント発生状況の分析とアクシデン 

ト発生予防を検討し、医療安全対策に取り組む。 

（イ）院内感染対策委員会において、院内感染発生状況の分析や感染予防対策に 

取り組む。 

イ 医療安全対策の徹底 

（ア）公益財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価に基づき、安心安 

全で質の高い医療を効率的に提供するための業務改善を継続的に取り組 

む。 

（イ）患者に安心安全な医療を提供できるよう、全職員を対象とした医療安全・ 

院内感染防止対策に関する研修を実施するとともに、院外での研修に積極 

的に参加する。 

年度計画 ア 医療の安全管理体制の確保 

（ア）医療安全管理委員会を毎月開催し、インシデント・アクシデント事例の報

告を行い、再発防止策について検討するとともに、医療安全に関する研修

を行うことで安全に対する意識の向上を図る。また、手術時における医療

安全に係るルールの見直しを行い、医療事故発生防止に努める。 

（イ）新型コロナウイルス等の新たな感染症に対して、効果的な感染対策を行う

ための環境及び体制整備を継続的に取り組み、院内での感染拡大防止に努

める。 

イ 医療安全対策の徹底 

（ア）病院機能評価の更新に向けて、引き続き各評価項目の達成状況を確認し、

安心安全な医療の提供と業務改善に取り組む。 

（イ）患者に安心安全な医療を提供できるよう、医療安全・院内感染防止対策に

関する全体研修やｅラーニングを実施する。また、院外での研修に積極的

に参加し、医療安全意識の向上に努める。 
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【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

医療安全管理委員会

開催回数 
実績 12 回 12 回 12 回 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

医療安全関係院外研

修参加件数 
実績 20 件 9 件 19 件 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 医療の安全管理体制の確保 

（ア）医療安全管理委員会等を毎月開催し、インシデント・アクシデントの発生要因、再発防

止策を検討し、検討結果を毎月の部長会を通じ、職員へ周知を図るとともに全職員を対象に医

療安全研修を２回行い、意識向上に努めた。医療安全研修では、理事長自らがインシデント・

アクシデントの報告状況や他病院での医療事故の事例をもとにした当院の改善点についての講

演を行い、職員の医療安全管理体制に対する意識向上に努めた。さらに、医師の意識向上のた

め、インシデント・アクシデント報告のうち、提供した医療に起因する有害事象の報告をオカ

レンスレポートと定義し、令和３年 11月から運用を開始した。 

高難度新規医療技術を用いた医療等に際し、新たに院内委員会を設置し、提供の適否を評価

するなど診療を適正に提供するための体制を整備した。 

 手術中のルールの見直しとして、緊急事態に国立循環器病研究センターに応援依頼を早急に

行うためのホットラインを設置、緊急輸血マニュアルの策定等を行い、医療事故発生防止に努

めた。 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

インシデント件数 実績 1,780 件 1,644 件 1,194 件 

アクシデント件数 実績 23 件 13 件 48 件 

 

（イ）コロナ禍における標準的対応方針として、職員の健康観察、黙食の徹底など予防対策に

取り組むとともに、大阪府のフェーズに合わせた院内対応方針に基づき、面会の許可制、会議

や研修の制限などの取組を徹底し、院内での感染拡大防止に努めた。 

 

イ 医療安全対策の徹底 

（ア）病院機能評価の評価項目に基づき、患者の安全確保に関するマニュアルである「医療事

故防止マニュアル」を適宜改訂し、医療事故防止に努めた。また、院内でのインシデント・ア

クシデントを収集し、医療事故防止対策委員会で再発防止のための検討を行い、改善のため周

知を行った。 

 

（イ）医療の安全管理研修として、全職員を対象に２回、職種別に11回実施した。院外におい

ても医療安全室の職員を中心に19回の研修に参加した。院内感染防止対策として、全職員を対

象に3回、職種別に10回の研修を実施した。ウェブ配信による院外研修を積極的に受講し、医療

安全意識の向上に努めた。 
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【評価結果】 

ア 医療の安全管理体制の確保 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・重大なアクシデントが生起した場合における内部統制、情報共有のあり方に課題があったも

のの、提供した医療に起因する有害事象について定義付けする、オカレンスレポートを新たに

策定することにより、インシデント及びアクシデントの発生状況を可視化し、報告された事案

について、毎月開催される医療安全管理委員会で発生要因の分析・再発防止の検討を行うなど、

組織として医療事故を未然に防ぐための体制の構築に取り組まれていたことは、評価できる。   

よって、法人評価のとおり、「3」（年度計画を順調に実施している。）が妥当であると判断し

た。 

 

イ 医療安全対策の徹底 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 安心安全で患者満足度の高い医療の提供 

（２）チーム医療の充実 

 

中期目標 医療の質と安全性を高めるため、医師、看護師及びコメディカルスタッフなど

多職種・多診療科間で編成したチーム医療の更なる充実を図ること。 

中期計画 ア 認知症ケアチームや栄養サポートチームをはじめとした各専門チームの介入 

など、チーム医療の仕組みを活用した多職種協働による円滑で質の高い診療・ 

ケアを提供する。 

イ 関係職員によるミーティングやラウンド等を通じて、課題の把握及び解決に 

努め、チーム医療の質の向上を図る。 

年度計画 ア 認知症ケアチームや栄養サポートチームをはじめとした各専門チームが、多

職種で介入し円滑で質の高い診療・ケアを提供する。 

イ 医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、社会福祉士などによるミーティングや

ラウンド等を通じて、課題の把握及び解決に努め、チーム医療の質の向上を

図る。 

 

 158 



24 

（47） 
 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認知症ケアチーム介

入件数 
実績 295 件 425 件 408 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

栄養サポートチーム

介入件数 
実績 1,266 件 1,127 件 656 件 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア チーム医療の仕組みを活用した質の高い診療・ケアの提供 

 多職種がそれぞれの専門スキルを活用し、チームで患者の療養生活のサポートを行うことで

質の高い診療・ケアを提供した。 

 認知症ケアチームにおいては、認知症を有する患者の担当看護師と共にカンファレンスを実

施し、認知症状の悪化の予防やケア、症状への改善に向けた介入を行った。 

 栄養サポートチームにおいては、コロナ禍における長期入院患者数の減、感染リスクを考慮

し、チームによる介入を制限したものの、低栄養の患者の把握や栄養管理の提案を行い、病状

の早期回復に努めた。 

 胃ろうの適応を考えるチーム（通称 JIP）では、退院後の生活状況や将来の療養場所の見直

しなど総合的に検討し、患者や家族に胃ろうの選択を考える際の支援を行った。 

 

イ チーム医療の質の向上 

 多職種によるミーティングやラウンド等を通じて、課題の把握及び解決に努め、チーム医療

の質の向上を図った。 

 認知症ケアチームにおいては、研修会や委員会等を通じて、認知症に関する知識やケアの目

的の共有やスキルアップを図った。 

 栄養サポートチームにおいては、個々の症例に関して治療効果の促進や合併症の回避を目的

として、病棟スタッフに対して、栄養療法や、栄養管理について助言を行い、チーム医療の質

の向上を図った。 

 

【評価結果】 

ア チーム医療の仕組みを活用した質の高い診療・ケアの提供 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 
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イ チーム医療の質の向上 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 安心安全で患者満足度の高い医療の提供 

（３）コンプライアンスの徹底 

中期目標 ア 医療法をはじめとする関係法令を遵守のうえ、行動規範と倫理に基づく適正 

な病院運営を行うこと。 

イ 全ての職員が個人情報を保護することの重要性を認識し、その管理を徹底す 

ること。 

中期計画 ア 関係法令遵守について周知し職員の意識向上に努めるとともに、業務の適正 

を確保するための内部統制体制の整備を図る。 

イ 個人情報保護の周知徹底、並びに個人情報の取り扱いや漏洩防止を目的とし

た研修の実施により職員の意識向上を図る。 

年度計画 ア 関係法令遵守について周知し職員の意識向上に努めるとともに、内部統制に

ついては、業務実施の障害となる要因を事前に分析及び評価したリスクへの適

切な対応を行う。 

イ 個人情報推進委員会を開催し、個人情報保護の周知徹底を行うための研修内

容及びセルフチェックシートの内容を決定し、個人情報保護に関する研修を実

施するとともにセルフチェックシートによる自己点検を行い個人情報の意識向

上を図る。 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 内部統制体制の整備 

 リスクへの適切な対応を行うため、令和 2 年度に実施したリスク評価をもとに業務における

リスクを再確認し、適宜見直しを行った。また、市が選任した会計監査人による監査業務（会

計実務指導や内部統制等）に係る指摘についても適切に対応を行った。 

 

イ 職員の意識向上 

 個人情報保護の研修を実施するとともに、当日に参加できなかった職員向けに 院内ポ

ータルサイトに研修動画をアップし、個人情報保護に対する意識向上に努めたうえで、院

内ポータルサイトによる個人情報に関する自己点検を行った。 

 個人情報保護推進委員会を開催し、今年度の研修結果を振り返り、来年度の個人情報保

護研修内容について協議した。 
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【評価結果】 

ア 内部統制体制の整備 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 2 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 職員の意識向上 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 2 3 3 

最終評価 3 2 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 安心安全で患者満足度の高い医療の提供 

（４）患者サービスの向上 

 

中期目標 ア 患者が利用しやすい病院を目指すため、職員の接遇向上、院内の快適性（院 

内清掃等）向上及び待ち時間の短縮など、患者の視点に立ったサービスの向上 

に取り組むとともに、その結果を定量的に把握するよう努めること。 

イ インフォームド・コンセント、セカンド・オピニオンの充実など患者に寄り 

添った良質な医療を提供することにより市民との信頼関係を築き、患者に選ば 

れる病院を目指すこと。 

ウ ボランティアの受入れを推進し、病棟など多様な分野へのボランティア活動 

の拡充を図ること。 

中期計画 ア 患者の視点に立ったサービスの提供 

（ア）患者アンケートや声の箱などに寄せられた意見の活用により、患者ニーズ 

の的確な把握に努め、患者サービスの改善に繋げる。 

（イ）患者や家族の視点に立った丁寧な接遇を心掛けるとともに、接遇に関する 

研修を実施し、質の向上を図る。 

（ウ）新病院における患者とスタッフの動線の配慮や患者利便施設の活用などに 

より、患者の療養環境の快適性向上に努めるとともに、患者が待ち時間を 

快適に過ごすことができる環境を整備する。 

（エ）かかりつけ医への逆紹介や外来予約の推進などを引き続き行い、待ち時間 

の短縮に努める。 

イ 患者に寄り添ったサービスの提供 

説明手順に沿った標準的でわかりやすく質の高いインフォームド・コンセン 

トを実施するとともに、セカンド・オピニオンを積極的に推進し、患者に選ば 
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れる病院を目指す。 

ウ 院内ボランティア活動への支援 

ボランティアの積極的な受入れに引き続き努めるとともに、ボランティアが 

活動しやすい環境の整備などにより、患者の療養環境の向上を図る。 

年度計画 ア 患者の視点に立ったサービスの提供 

（ア）患者アンケートや声の箱に寄せられた患者の意見・要望に関して、患者ニ

ーズを的確に把握し、患者サービスの向上・改善に努める。 

（イ）診療現場における親切・丁寧な対応が実践できるよう、継続的に接遇研修

を実施する。 

（ウ）患者利便施設（売店、レストラン、カフェ、自動販売機）の事業者に対し

て、声の箱に寄せられた患者の意見を伝えることで利便性が高まるよう努め

る。           

（エ）かかりつけ医への逆紹介や外来予約の推進などを引き続き行い、待ち時間

の短縮に努める。 

イ 患者に寄り添ったサービスの提供 

説明手順に沿った標準的で分かりやすく質の高いインフォームド・コンセン

トを実施するとともに、セカンド・オピニオンについては積極的に推進し、当

院への依頼だけでなく他院への希望についても丁寧に対応することで、患者に

選ばれる病院を目指す。 

ウ 院内ボランティア活動への支援 

ボランティアが活動しやすい環境を引き続き維持するとともに、積極的な受

け入れに努め、患者サービスの向上を図る。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

声の箱投書件数 実績 332 件 84 件 116 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

患者満足度調査結果 実績 
－ － 

1 回 

337/1,490 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

セカンド・オピニオン

対応件数 
実績 9 件 3 件 4 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

ボランティア登録人

数 
実績 59 人 60 人 61 人 

 162 



28 

（51） 
 

 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 患者の視点に立ったサービスの提供 

（ア）声の箱に寄せられた様々な要望・意見を医療改善委員会で検討し、患者サービスの向上・

改善を図った。 

 入院患者の患者満足度を把握するために退院患者アンケートや外来患者満足度調査を実施し

た。令和３年度の退院患者アンケートでは、職員の接遇について「よい」の評価が 91.2％、「ふ

つう」が 8.7％、「わるい」が 0.1％との結果であった。 

 外来患者満足度調査について、全国の傾向（ベンチマーク）と比較して、診療の内容や診察

時間、医師・看護師の対応などについては満足度が高く、「親しい方にすすめられる病院」と回

答のあった結果が全国平均より高かった。 

 

（イ）4 月に新規採用者を対象に接遇研修を実施し、21 名が参加した。患者対応において常に

親切・丁寧な説明を心掛け、患者サービスの向上に努めた。 

 

（ウ）患者利便施設（売店、レストラン、カフェ、自動販売機）の事業者に対して、商品やメ

ニューの要望、従業員の接遇改善など声の箱に寄せられた患者の意見を伝えて対策を講じるよ

う要請している。主な改善例として感染対策の意見があり、レストランのテーブルにアクリル

による遮へい板を設置した。また、利用者の要望でレストランでの営業開始時間を早めモーニ

ングサービスを開始した。 

 

（エ）院内ポータルサイトで月毎の患者の待ち時間を周知し、待ち時間短縮の意識付けを行っ

た。また、令和４年１月より新たに皮膚科について、紹介患者・予約患者のみの紹介制外来を

導入した。 

 

イ 患者に寄り添ったサービスの提供 

 インフォームド・コンセントについては、当院のマニュアルに従い、分かりやすく丁寧な説

明を実施した。 

 他院へのセカンド・オピニオンについては、22件であり、患者の希望の際には速やかに対応

した。当院へのセカンド・オピニオンについてはホームページ等で周知を図っており、4 件で

あった。 

 

ウ 院内ボランティア活動への支援 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、院内のボランティア活動は自粛していた

が、屋上庭園の花の手入れについては新型コロナウイルス感染症感染防止対策を講じながら実

施した。 
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【評価結果】 

ア 患者の視点に立ったサービスの提供 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 患者に寄り添ったサービスの提供 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

ウ 院内ボランティア活動への支援 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくり 

（１）地域の医療機関（かかりつけ医等）との機能分担・連携 

 

中期目標 ア 患者の状態像に応じた医療を効果的・効率的に提供するため、地域の医療機 

関との紹介・逆紹介を徹底すること。 

イ 日常的な診療や健康管理・健康相談を受けることができるかかりつけ医定着 

に関する啓発を行うこと。 

中期計画 ア 紹介・逆紹介の徹底 

（ア）患者支援センターや登録医制度の活用により、かかりつけ医等からの紹介 

患者をスムーズに受け入れるとともに、急性期を脱した患者については早 

期に逆紹介を行う。 

（イ）逆紹介の際には地域連携パスを活用するなど、かかりつけ医等との機能分 

担・連携の下、地域で切れ目なく医療を提供するとともに、逆紹介患者が 

急変した際には積極的に受け入れる。 

（ウ）地域の医療機関との一層の情報共有を図るため、IT を活用したシステムの 

導入を検討する。 
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イ かかりつけ医定着に関する啓発 

院内にかかりつけ医マップや、診療時間等を記した「かかりつけ医パンフレ 

ット」を設置する。また市民公開講座の開催やホームページ、広報誌など、さ 

まざまな機会をとらえて、かかりつけ医の役割やその必要性に関する啓発を行 

う。 

年度計画 ア 紹介・逆紹介の徹底 

（ア）紹介患者の当日受入の手続きを見直し、より円滑な受け入れができるよう

に取り組む。また、登録医数の増加に取り組み紹介件数増につなげる。逆

紹介については、新たに作成したかかりつけ医マップを活用して病院全体

として積極的に推進する。 

（イ）逆紹介の際には地域連携パスを活用するなど、かかりつけ医等との機能分

担・連携の下、地域で切れ目なく医療を提供するとともに、逆紹介患者が

急変した際には積極的に受け入れる。 

（ウ）地域の医療機関が当院のカルテを閲覧するシステムについて、運用を目指

す。 

イ かかりつけ医定着に関する啓発 

連携医療機関の増加に伴い、かかりつけ医リーフレット、登録医（開業医）

マップ、サイネージの医療機関情報を更新し、病院を訪れた方が気軽にかかり

つけ医を探しやすいようにする活用する。また、ホームページ、広報誌など、

さまざまな機会をとらえて、かかりつけ医の役割やその必要性に関する啓発を

行う。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

紹介件数 年度計画

目標 
16,000 件 16,500 件 17,000 件 

【中期計画目標】 

17,000 件 
実績 19,827 件 17,286 件 17,181 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

逆紹介件数 年度計画

目標 
10,700 件 11,100 件 11,500 件 

【中期計画目標】 

11,500 件 
実績 13,863 件 12,287 件 12,005 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

紹介率 年度計画

目標 
58.0％ 61.0％ 64.0％ 

【中期計画目標】 

64.0％ 
実績 70.1％ 70.7％ 72.1％ 

紹介率=初診紹介件数/初診患者数 
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項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

逆紹介率 年度計画

目標 
78.0％ 81.0％ 84.0％ 

【中期計画目標】 

84.0％ 
実績 57.7％ 65.0％ 70.0％ 

逆紹介率=逆紹介件数/初診患者数  

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

地域連携パス実施件数 年度計画

目標 
60 件 80 件 100 件 

【中期計画目標】 

100 件 
実績 120 件 126 件 120 件 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

登録医数 実績 284 件 338 件 427 件 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 紹介・逆紹介の徹底 

（ア）当日の受入依頼については、返答までの時間を短縮するよう直接医師に受入の可否を確

認する体制を構築した。また、開業医が当院ホームページから書類をダウンロードして活用で

きるようにするなど紹介時の負担軽減を図った。 

 登録医数は 427 件で、前年度末から 89 件増加した。 

 逆紹介先及びかかりつけ医の選定を目的として患者向けの登録医マップを院内 7 か所に掲示

した。 

 紹介件数は 17,181 件、逆紹介件数は 12,005 件となっており、目標値をクリアした。紹介率

は 72.1％、逆紹介率は 70.0％と昨年度より上昇した。 

 

（イ）逆紹介については、大腿骨頚部骨折等の地域連携パスを活用し、引き続き推進すること

により地域で切れ目なく医療の提供に努めるとともに逆紹介患者が急変した際にはコロナ禍に

おいても可能な限り受け入れに努めた。 

 地域連携パスの実施件数は 120 件となり目標を達成した。 

 

（ウ）当院のカルテを閲覧するシステムについては、国立循環器病研究センターとの運用を踏

まえ、今年度から診療所との連携を試行開始した。 

 

イ かかりつけ医定着に関する啓発 

 逆紹介先及びかかりつけ医の選定を目的として登録医マップを作成し、院内 7 か所に掲示す

るとともに、2 階に設置しているデジタルサイネージ（電光掲示板）において、かかりつけ医

定着の啓発ポスターを表示した。また、病院だよりにおいて、地域医療支援病院の取得に関す

る記事を掲載し、当院とかかりつけ医の役割分担の必要性について啓発を行った。 

 登録医の数は 427 件となり、前年度末から 89件増えた。 
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【評価結果】 

ア 紹介・逆紹介の徹底 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 4 3 3 

最終評価 3 4 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ かかりつけ医定着に関する啓発 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり・ 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

４ 本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくり 

（２）在宅医療の充実に向けた支援 

 

中期目標 ア ケアマネジャー、主治医等に退院時カンファレンスへの参加を促すなど、在 

宅医療に係る関係機関との円滑な連携による退院支援を行うこと。 

イ 在宅療養者の病状が急変した際には、関係機関等の求めに応じた一時的な受 

入れを行うなど、必要な対応を行うこと。 

ウ 地域医療ネットワークの連携を強化し、切れ目のない医療・介護・福祉サー 

ビスが提供できるよう、地域の医療水準の向上に努めること。 

中期計画 ア 退院支援 

（ア）在宅医療の充実に向けて、早期に住み慣れた地域で療養や生活を継続でき 

るよう、診療所や訪問看護ステーションなどとの連携を推進するとともに、 

入院早期より退院困難な要因を有する患者を把握し、新病院では患者支援 

センターにおいて、適切な退院支援を行う。 

（イ）退院支援の際には、退院した患者に起こりうる症状やその対応について患 

者・家族と面談を行うとともに、在宅医療及び介護・福祉関係機関と情報 

共有や調整を十分に図る。 

（ウ）主治医、看護師、リハビリ医療従事者など、患者に関わる全ての職種の役 

割分担の下、退院時に入院患者の在宅医療への移行が円滑に進むよう早期 

に多職種カンファレンスを行うなど、チーム医療として在宅医療体制のサ 

ポートを行う。 

イ 在宅療養者の急変時の受入れ 

今後増加することが見込まれる在宅医療ニーズに対応するため、在宅療養者 

の病状が急変した際には、円滑な受入れができるよう取り組むことで、在宅医 
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療の後方支援を図るとともに、在宅療養後方支援病院の施設基準取得などの検 

討を行う。 

ウ 地域医療ネットワークの連携強化 

吹田在宅ケアネットや吹田呼吸ケアを考える会をはじめとした取組を主体的 

に実施することにより、在宅医療についての意識向上に努めるとともに、在宅 

医療に関するネットワークの連携強化を図ることで、地域の医療水準の向上に 

貢献する。 

年度計画 ア 退院支援 

（ア）在宅療養の充実に向けて、在宅医療を行っている医師や、訪問看護ステー

ションの看護師、居宅介護支援事業所のケアマネ等と、連携強化を図ると

ともに、入院前より退院困難を有する患者の把握をおこない、適切な退院

支援につなげる。 

（イ）退院支援の際には、入院時の患者の症状や疾病等に対する治療計画に基づ

き、多職種間で構成する医療チームで患者の療養の方針を検討し、患者の

意思決定を尊重できるよう患者・家族と面談を行うとともに、在宅医療及

び介護・福祉関係機関と情報共有や調整を十分に図る。 

（ウ）医師、看護師、リハビリ医療従事者など、患者に関わる全ての職種の役割

分担の下、多職種間で構成する医療チームで治療の方針を検討し、在宅医

療への移行が円滑に進むようカンファレンスを定期的に行うとともに、介

護支援専門員等と早期から連携を図り、退院後も含め在宅医療体制のサポ

ートを行う。 

イ 在宅療養者の急変時の受入れ 

今後増加することが見込まれる在宅医療ニーズに対応するため、在宅療養者

の病状が急変した際には、円滑な受入れができるよう取り組む。 

ウ 地域医療ネットワークの連携強化 

在宅ケアネットや吹田呼吸ケアを考える会をはじめとした取組を主体的に実施

することにより、在宅医療についての意識向上に努めるとともに、在宅療養支援

診療所、訪問看護ステーション、地域包括支援センターとの適切な情報交換によ

り、ネットワークの連携強化を図ることで、地域や在宅等で提供される医療水準

の向上に貢献する。 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

退院支援件数 実績 2,561 件 2,964 件 2,995 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

医療相談件数 実績 11,346 件 11,112 件 11,256 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

介護支援連携件数 実績 148 件 86 件 59 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

当日入院件数（紹介） 実績 1,651 件 1,287 件 1,062 件 
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項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

吹田在宅ケアネット

開催数 
実績 2 回 0 回 0 回 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

吹田呼吸ケアを考え

る会開催数 
実績 1 回 0 回 1 回 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 退院支援 

（ア）訪問看護ステーションが主催した「多職種交流研修会」等、在宅医療の研修会に参加し、

医師、訪問看護師、介護支援専門員（ケアマネジャー）等と情報交換し連携を図った。 

 また、入院前から退院困難な患者を把握し、入院早期から入退院支援部門と医療福祉相談部

門が連携を図り、退院支援を行った。 

 

（イ）入院患者の退院支援が円滑に進むよう入院診療計画に基づき、医師・看護師・リハビリ

スタッフ等の多職種で療養の方針を検討するとともに、患者、家族の意向を面談等で確認し、

退院支援を行った。また、在宅医療の関係機関である、診療所の医師、介護支援専門員、訪問

看護ステーションと入院早期から十分に情報共有し調整を図った。 

 

（ウ）入院前から介護支援専門員等と連携を図り、入院後は週 1 回院内の医師、看護師、リハ

ビリ等の多職種カンファレンスで方針の確認を行いながら退院支援を進めるとともに、在宅医

療への移行が円滑に進むよう、退院前には、介護支援専門員、訪問看護師等と、カンファレン

スを行い、在宅医療体制のサポートを行った。また、退院後の患者に関する相談窓口として、

介護支援専門員や訪問看護師等からの問い合わせに対応するなどサポートを行った。 

 

イ 在宅療養者の急変時の受入れ 

 在宅療養者が急変した場合、通常時間内では、患者支援センターの病床管理担当と地域医療

連携担当が連携し、円滑に受入を実施している。時間外では救急病棟を活用するなど、救急科

による受入を実施した。 

 

ウ 地域医療ネットワークの連携強化 

 吹田呼吸ケアを考える会において、地域の関係機関にアンケートを実施し、要望のあった新

型コロナウイルス感染症に関するセミナーをウェブで開催した。 

また、地域で開催される吹田市在宅医療・介護連携協議会、吹田市ケアネット実務者懇話会

等の会議に参加し、情報交換を行うことでネットワークの強化を図った。 

 

 169 



35 

（58） 
 

 

【評価結果】 

ア 退院支援 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 在宅療養者の急変時の受入れ 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

ウ 地域医療ネットワークの連携強化 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

５ 健都における総合病院としての役割 

（１）国立循環器病研究センターとの機能分担・連携 

 

中期目標 隣接する国立循環器病研究センターとの間において、医療をはじめとする病院

としての機能について分担・連携を進め、相乗的な価値向上を図ること。また、

この機能分担・連携について市民や地域の医療関係者などの理解が進むよう取り

組むこと。 

中期計画 ア 診療における連携 

（ア）国立循環器病研究センターにおいて高度急性期を脱した患者を当院で受け 

入れるとともに、複合的な疾患を有する患者への円滑な対応を行うなど、 

隣接する病院ならではの機能分担・連携を図る。 

（イ）当院の循環器内科については、診療内容の棲み分けを行うことを前提に、 

外科系の手術前後のケア等への対応など、総合病院としての機能を発揮す 

るため継続して設置する。また、他の診療科についても、担っている役割 

の違いから診療内容の棲み分けを行うとともに、連携を図る。 

（ウ）リハビリテーションにおける同センターとの連携として、急性期脳血管障 
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害患者の回復期リハビリテーション医療については、新病院の回復期リハ 

ビリテーション病棟において、リハビリテーションが必要な患者の当院へ 

の受入体制を確保する。 

（エ）三次救急を担う同センターと、二次救急を担う当院における救急の役割に 

ついては、循環器系疾患に係る高度急性期の患者は同センターにおいて、 

複合的な疾患に係る急性期の患者は当院において受け入れるという役割分 

担を引き続き行う。また、両施設の連携による質の高い救急医療の提供が 

行えないか検討する。 

イ その他の連携 

（ア）両施設が連携して実施する共同研修・研究について検討するとともに、そ

れぞれのカンファレンスへの出席等、相互交流を推進する。 

（イ）診療の質の向上を図る観点から、診療データの共有と連携のため、電子カ

ルテの相互閲覧機能等、システムにおける両施設間の連携を推進する。 

（ウ）RI 検査、PET 検査など、高度医療機器が必要な事項については、機器の共

同利用を行い、医療の効率化を図る。 

ウ 連携体制の周知 

移転後も円滑な診療が図られるよう、総合病院としての当院の役割とともに、

同センターとの機能分担や医療連携体制についても、ホームページ、広報誌等

で市民や地域の診療所、消防等に対して情報発信を行う。 

年度計画 ア 診療における連携 

国立循環器病研究センターとの連携会議、また各診療科による協議等により

決められた役割分担、医療機器の相互利用などのルールに基づき、引き続き患

者への円滑な対応を行う。 

イ その他の連携 

両施設がそれぞれ主催するセミナーや勉強会への出席により、相互交流を推

進する。電子カルテについては、国立循環器病研究センターと市民病院の双方

で、相互閲覧するシステムについては、運用の課題を整理して連携が円滑に進

むよう取り組む。 

ウ 連携体制の周知 

円滑な診療が図られるよう、総合病院としての当院の役割とともに、同セン

ターとの機能分担や医療連携体制についても、ホームページ、広報誌等で市民

や地域の診療所、消防等に対して情報発信を行う。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

国立循環器病研究セン

ターからの紹介件数 
実績 571 件 760 件 832 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

国立循環器病研究セン

ターへの紹介件数 
実績 385 件 534 件 697 件 
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法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 診療における連携 

 診療科ごとに役割分担を整理し、国立循環器病研究センターからの消化管出血をはじめ当院

で対応可能な患者の受入を行ったほか、救急対応協力のみならず同センターへの医師派遣を行

った。 

 また、同センターの PET-CT や当院の内視鏡機器など医療機器の相互利用を進めた。 

 同センターから当院への紹介件数は 832 件、当院からの紹介件数は 697 件であり、前年度と

比較して増加した。 

 

イ その他の連携 

 コロナ禍の状況下においてセミナーや勉強会での相互交流は進まなかった。 

 電子カルテの相互閲覧について、継続して連携が円滑に進むよう取り組み、連携患者数は 149

件となった。 

 

ウ 連携体制の周知 

 特定機能病院としての国立循環器病研究センターと総合病院としての市民病院がそれぞれの

ポテンシャルを発揮し、より良い医療提供ができるよう連携状況をホームページ等で周知を行

った。 

 

【評価結果】 

ア 診療における連携 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 4 4 4 

最終評価 3 4 4 4 

評価の判断理由 

・紹介件数、逆紹介件数ともに増加していること、また、緊急時における協力体制確保のため

のホットラインを整備したこと等から一層連携を強めていると評価できる。 

よって、法人評価のとおり、「4」（年度計画を上回って実施している。）が妥当であると判断

した。 

 

イ その他の連携 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり・ 
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ウ 連携体制の周知 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

５ 健都における総合病院としての役割 

（２）他の健都内事業者等との連携 

 

中期目標 ア 健都２街区高齢者向けウェルネス住宅、健都イノベーションパーク及び駅前 

複合施設と連携し、それぞれが実施する市民の健康寿命の延伸に寄与する取組 

を支援すること。 

イ 健都レールサイド公園（（仮称）健都ライブラリーを含む。）で取り組まれる 

事業への支援を行うこと。 

中期計画 健都に立地する市立病院として、健都２街区高齢者向けウェルネス住宅、健都

イノベーションパーク、駅前複合施設など、健都内事業者や市が進める事業に医

療や健康づくりの観点から助言を行うなどの支援及び協力を行う。また、こうし

た「健康・医療のまちづくり」への支援・協力のノウハウを活かし、健都内のみ

ならず市民の健康寿命の延伸に向けた取組に寄与することで、市民全体の福祉と

健康の増進に貢献する。 

年度計画 健都２街区高齢者向けウェルネス住宅、健都イノベーションパーク、駅前複合

施設など、健都内事業者や市が進める事業に医療や健康づくりの観点から助言を

行うなどの支援及び協力を行う。また、こうした「健康・医療のまちづくり」へ

の支援・協力のノウハウを活かし、健都内のみならず市民の健康寿命の延伸に向

けた取組に寄与することで、市民全体の福祉と健康の増進に貢献する。 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

 健都まちづくり連携会議に参加し、健都を構成する産学官民がそれぞれの特色を活かし、共

同で事業を行える基盤（共創プラットフォーム）について意見交換を行った。 

 また、吹田市の施策である「たばこの煙のないまち（スモークフリーシティ）」の取組につい

て、院内のデジタルサイネージにおいて、啓発動画を掲載した。 

 

【評価結果】 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 
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第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

５ 健都における総合病院としての役割 

（３）予防医療に関する取組 

 

中期目標 各種健（検）診の実施及び健康づくりや介護予防に関する講座の開催など、市

民の健康寿命の延伸に寄与する取組を行うこと。 

中期計画 ア 各種健（検）診について、地域の医療機関との役割分担の下、取組を行う。 

イ 疾病の早期発見のため人間ドックを引き続き実施する。 

ウ インフルエンザワクチンなど予防接種を引き続き実施する。 

エ 当院主催の公開講座などで健康啓発や検診、介護予防、生活習慣病・循環器 

病予防をはじめとした疾病予防に関する講演会を開催する。 

年度計画 ア 各種健（検）診について、地域の医療機関との役割分担の下、取組を行う。 

イ 生活習慣病や脳疾患などの早期発見のため、各種人間ドックを引き続き実施

する。 

ウ 子宮頚がんワクチンなど予防接種を引き続き実施する。 

エ Web 会議システムを利用した市民公開講座や出張講座などを開催する。院内

のデジタルサイネージ（電子看板）、掲示物を通じて、かかりつけ医を持つこと

の意義や検診の大切さなどを周知することで疾病予防の啓発に努める。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

人間ドック件数 年度計画

目標 
520 件 540 件 550 件 

【中期計画目標】 

550 件 
実績 616 件 156 件 529 件 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

国保特定健診件数 実績 601 件 24 件 0 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

後期高齢者特定健診

件数 
実績 240 件 0 件 0 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

市民公開講座実施回

数 
実績 1 回 0 回 1 回 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 各種検（健）診の実施 

 令和２年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症感染拡大に対応するため特定健診を中止
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した。そうした中にあっても、マンモグラフィーなどの高度検査機器を用いた検診、また二次

検診としての精密検査を地域の医療機関との役割分担の下、積極的に実施し疾病の早期発見に

貢献した。 

 

イ 人間ドックの実施 

 人間ドックについて、新型コロナウイルス感染症対応のため、令和 2 年度に休止した影響の

回復に努めたものの目標の件数には至らなかった。（人間ドック実施件数529件（前年度156件）、

脳ドック実施件数 158 件（前年度 45 件）） 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

脳ドック 実績 188 件 45 件 158 件 

 

ウ 予防接種の実施 

 子宮頚がんワクチン 3回実施。 

 高齢者や妊婦を対象に新型コロナウイルスワクチン接種を実施した。（1,501 回） 

 

エ 疾病予防に関する講演会等の開催 

 ウェブ会議システムにて、市民公開講座は「内視鏡検査」をテーマとし、出張講座は「糖尿

病」をテーマとして開催した。また、広報誌「病院だより」にてかかりつけ医についての記事

を掲載し、かかりつけ医を持つことの意義や検診の大切さなどを周知した。 

 

【評価結果】 

ア 各種検（健）診の実施 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 人間ドックの実施 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 4 3 3 

最終評価 3 4 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 
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ウ 予防接種の実施 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

エ 疾病予防に関する講演会等の開催 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

６ 地域医療への貢献 

（１）地域の医療従事者への支援 

 

中期目標 地域の医療従事者を対象に研修会を開催するなど、地域医療に携わる医療従事

者を支援すること。 

中期計画 ア 地域の医療従事者の質の向上を目的とした研修の開催や、施設や設備等の共 

同利用などにより地域の診療所等を支援する。 

イ 地域の医療従事者を対象とした吹田臨床カンファレンス、吹田在宅ケアネッ 

トや吹田呼吸ケアを考える会などを開催し、地域の医療水準の向上に努める。 

年度計画 ア 地域の医療従事者の質の向上を目的とした研修の開催や、施設や設備等の共

同利用などにより地域の診療所等を支援する。 

イ 吹田在宅ケアネットなど地域の医療従事者を対象とした連携の会を開催し、

地域の医療水準の向上に努める。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

地域の医療従事者へ向

けた研修会開催回数 

年度計画

目標 
36 回 36 回 36 回 

【中期計画目標】 

36 回 
実績 31 回 6 回 7 回 
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項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

地域の医療従事者へ向

けた研修会外部参加人

数 

年度計画

目標 
900 人 900 人 900 人 

【中期計画目標】 

900 人 
実績 543 人 86 人 239 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

共同利用を行った件数 年度計画

目標 
3,500 件 3,600 件 3,700 件 

【中期計画目標】 

3,700 件 
実績 3,718 件 3,105 件 2,945 件 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

吹田臨床カンファレ

ンス開催回数 
実績 1 回 0 回 0 回 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

吹田在宅ケアネット

開催回数（再掲） 
実績 2 回 0 回 0 回 

 

項目 令和元年度 令和元年度 令和 3 年度 

吹田呼吸ケアを考え

る会開催回数（再掲） 
実績 1 回 0 回 1 回 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 地域の診療所等への支援 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大の状況下において、令和 3年 10月よりウェブ配信で臨床

セミナーを 5回行った。（内容「免疫アレルギーが関連する病気」、「Advance Care Planning に

ついて」、「認知症の症候学」等） 

 令和 4 年 2 月には登録医総会をウェブ配信で開催し、講演「当院の大腸がん治療について」

や各診療科紹介、意見交換等を実施した。また、令和 4 年 3 月には吹田呼吸ケアを考える会の

研修会をオンデマンド配信にて実施した。 

 地域の医療従事者を対象とした研修を計 7回実施し、参加者数は 239 人であった。 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を受け、CT 等の高度検査機器の共同利用件数は

2,945 件で目標を下回った。（検査 2,944 件、共同診療 1件） 

 

イ 地域の医療水準の向上 

 地域の医療水準の質の向上を図るため、吹田呼吸ケアを考える会において、新型コロナウイ
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ルス感染症に関するセミナーをオンデマンド配信で実施した。 

【評価結果】 

ア 地域の診療所等への支援 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 地域の医療水準の向上 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

６ 地域医療への貢献 

（２）福祉保健施策への協力・連携 

 

中期目標 本市が実施する高齢者や障がい者（児）などへの福祉保健施策の実施に協力し、

連携すること。 

中期計画 ア 一般歯科医院に受診できない障がい者（児）に対しての歯科診療を引き続き 

行う。 

イ 小児科（小児神経専門医）医師によるこども発達支援センター（わかたけ園） 

への往診や装具の更新、また児童発達支援事業の療育相談や会議への参加を引 

き続き行う。 

年度計画 ア 一般歯科医院に受診できない障がい者（児）に対しての歯科診療を引き続き

行う。 

イ 小児科（小児神経専門医）医師によるこども発達支援センター（わかたけ園）

への往診や装具の更新、また児童発達支援事業の療育相談や会議への参加を引

き続き行う。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

障がい者歯科患者数 実績 1,599 人 1,486 人 1,669 人 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 
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ア 障がい者（児）歯科診療の実施 

 特別な配慮を必要とし、一般歯科医院では対応が困難な患者の歯科診療について、新型コロ

ナウイルス感染症対策を講じる等、安全な体制のもと実施した。 

 

イ 小児科診療における協力・連携 

 小児科医師（小児神経専門医）が、毎週 1回市の施設（わかたけ園）に出向き診察を行った。

また、療養相談や関係者会議などに出席するなど、市の実施する療育事業への協力を行った。 

 

【評価結果】 

ア 障がい者（児）歯科診療の実施 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 小児科診療における協力・連携 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底 

 

中期目標 中期目標・中期計画の達成に向けて、職員がその達成度を確認できるよう、目

標の進捗状況や経営に関する情報を的確に周知し、職員が一丸となって経営改善

に取り組むこと。 

中期計画 ア 病院として目指すべきビジョンを明確化し、的確な病院運営及び効果的な医

療を行うとともに、毎月の収支報告、病院の経営分析、計画の進捗状況管理な

どにより、業務運営の改善を継続的に行う。また、進捗に遅れが出ている場合

は、原因の分析と解決方法の検討を行い、改めて目標達成の取組を行う。 

イ 各診療科で達成すべき目標を設定し、その達成に向けて取組を進めるととも

に、複数診療科または多職種にまたがるような案件については、各種院内委員

会において検討する。 

ウ 中期目標・中期計画の達成度を職員が把握できるようにするため、具体的な

数値を踏まえた計画及び事業報告を作成するとともに、目標の進捗状況や経営

状況について広く周知する取組を行い、中期目標及び中期計画の達成に向けた

取組への意識付けを図ることで、職員が一丸となって経営改善に取り組む。 
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年度計画 ア 中期計画及び年度計画に基づき、病院としての重点方針を明確化したうえで、

職員に取組の徹底を周知する。また、理事会や経営戦略会議において、毎月の

収支及び資金状況の報告、病院の経営分析、計画の進捗状況管理を行うことな

どにより、業務運営の改善を継続的に行う。さらに、診療科別ヒアリングによ

り、院内の課題の抽出とその解決策を協議し、目標達成に向けた取組を推進す

る。 

イ 診療科ごとに達成するべき目標値及びその達成に向けた取組について設定

し、診療科別ヒアリングにおいて幹部職員に報告する。その進捗状況について

は、毎月の実績を経営戦略会議等で確認し、達成に向けた取組の実現を図る。

また、複数診療科または多職種にまたがるような案件については、各種院内委

員会において検討し、課題の解決を図る。 

ウ 年度計画の目標の達成状況や毎月の経営指標については、電子カルテ上で職

員が閲覧できるよう適宜公表する。また、事業報告書についても、できるだけ

具体的な数値による報告に努め、職員に周知する。そうした取組により、中期

目標及び中期計画の達成に向けた取組への意識付けを図り、職員が一丸となっ

て経営改善に取り組む風土を醸成する。 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 重点方針の共有及び目標達成に向けた取組 

 中期計画や年度計画、当年度の重点方針を全職員に通知するとともに、診療単価向上のため

の診療科別ヒアリングを実施した。経営戦略会議において抽出された課題に対する解決策を協

議し、各課題に責任者を設定し進捗管理を行った。重点方針に掲げたもののうち、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響下においても紹介率 70％、逆紹介率 65％以上を達成することができ

た。また、診療単価の目標を達成した。 

 

イ 目標管理の徹底 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響がある状況においても、診療科別ヒアリングにて平均

在院日数の短縮等、収益改善のための方策を確認し、経営戦略会議等で進捗管理を行った。ま

た、診療科別ヒアリング時に確認された複数診療科または多職種にまたがるような案件につい

ては、担当責任者として副院長を設定し、各種院内委員会等において検討し課題の解決を図っ

た。 

 

ウ 経営改善に向けた取組 

 毎月の業務状況や年度計画の進捗状況、収支状況、院長通知を電子カルテ端末上で全職員が

容易に閲覧できるようにしているほか、入院患者数などの状況を電子カルテトップページ上で

毎日更新し、引き続き職員の経営参画意識の向上に努めた。 

 部長会において定期的な経営状況の報告を行ったほか、病院長のビデオメッセージにより経

営改善の必要性について全職員に周知した。 

 経営改善に向けた取組として、全職員を対象に当院の財務状況が把握できるように他病院の

経営管理指標を用いた財務分析研修を実施した。 
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【評価結果】 

ア 重点方針の共有及び目標達成に向けた取組 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 目標管理の徹底 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

ウ 経営改善に向けた取組 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 働きやすい職場環境の整備 

（１）医療職の人材の確保・養成 

 

中期目標 ア 働きやすい環境の整備を図ることなどにより医療職の人材確保に努めるこ 

と。 

イ 医師をはじめとした医療従事者の知識と技術等の質の向上に努め、研修や指 

導体制の充実を図ること。 

中期計画 ア 働きやすい職場環境づくり 

（ア）院内保育所で一時預かり保育を実施し保育内容の充実を図るなど、子育て 

中の職員が働きやすい職場環境を整備し、負担軽減を図る。 

（イ）仕事と生活の両立の実現を目指し、ワークライフバランス委員会で多様な 

勤務体制などを研究するほか、福利厚生の充実について検討する。 

イ 医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 

（ア）職員の研修参加の支援を行うとともに、各種学会等の専門資格取得への支 

援を引き続き行う。 

（イ）指導医・研修医の意見を踏まえ、専門的知識や技術の質の向上のため、研 
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修プログラムの充実を図り、医学生からも選ばれる病院を目指す。 

年度計画 ア 働きやすい職場環境づくり 

（ア）自宅でも電子カルテを閲覧できる環境整備を進め、医師の負担軽減を図る。 

（イ）年次休暇取得の計画的付与制度の具体案を作成し、試行実施する。また、

実施結果をワークライフバランス委員会等により評価し、より効果的な制

度構築を進める。 

イ 医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 

（ア）医療従事者の質向上のため、認定資格取得及び更新に係る費用や学会、研

修等参加に係る費用について引き続き支援を行う。 

（イ）研修医の研修内容の改善を推進するため、臨床研修管理委員会の下部組織

を立ち上げ、機動的に研修改善の検討や提案を行える体制を整える。 

 

【目標指標】 

項目  令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

助産師看護師離職率 年度計画

目標 
11.5％ 10.6％ 

全国平均

以下 

【中期計画目標】 

全国平均以下 
実績 3.7％ 3.0％ 8.6％ 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定看護師数 実績 12 人 12 人 12 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

専門看護師数 実績 2 人 1 人 1 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定等資格更新支援

件数 
実績 99 件 91 件 110 件 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

看護学生実習受入数 実績 371 人 68 人 163 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

医学生実習受入数 実績 27 人 12 人 30 人 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 働きやすい職場環境づくり 

（ア）専用タブレットを地域医療連携システムと接続し、令和 3 年 7 月から電子カルテが自宅

でも閲覧可能となり、脳神経外科で運用を開始した。 
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（イ）看護師を対象に誕生月は、休暇等を取得しやすくする取組を実施した。コロナ禍のため

旅行等の制限があったことから来年度も引き続き取組を継続し、評価する。 

 

イ 医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 

（ア）医療従事者等に対して、認定医等の資格取得や研修参加に係る費用への支援を行うこと

で医療の質の向上を図った。 

 

（イ）研修内容だけでなく、研修医全般に関することについて、課題毎にワーキングチームを

編成することとした。優秀な医学生を募るために、研修医採用に係る情報発信力の強化を目的

としたホームページの改善をワーキングチームで検討を進めた。 

 

【評価結果】 

ア 働きやすい職場環境づくり 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 働きやすい職場環境の整備 

（２）人事給与制度 

 

中期目標 ア 職員の給与は、地方独立行政法人法に基づき、当該職員の勤務成績や法人の 

業務実績などを考慮したものとすること。 

イ 職員の業績や能力を正当に評価し、職員の意欲を引き出す人事給与制度の運 

用を行うこと。 

中期計画 ア 地方独立行政法人法に基づき、職員の給与は、当該職員の勤務成績、同一又

は類似職種の職員給与、法人の業務実績などを考慮したうえで設定し、適切に

運用する。  

イ 職員のモチベーション向上により、質の高い医療サービスの提供につなげて

いく観点から、平成３２年度までに人事評価制度を検討し平成３３年度から運

用することなどにより、職員の勤務成績や法人の業務実績に応じた、働きがい
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を実感でき、公平感のある人事給与制度を導入する。 

年度計画 ア 地方独立行政法人法に基づき、職員の給与は、当該職員の勤務成績、同一又

は類似職種の職員給与、法人の業務実績などを考慮したうえで設定し、適切に

運用する。  

イ 人事評価制度を試行実施し、公平かつ働きがいが感じられる制度とするため、

試行から得られた課題を修正し、人事評価を開始できるよう準備を進める。 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 職員給与の設定・運用 

 令和 3 年度の人事院勧告は期末手当の支給月数を引き下げることとなったが、国家公務員は

新型コロナウイルス感染症の感染拡大下での経済の影響を考慮し、令和 3 年冬の期末手当では

引き下げは行われなかった。当院の賞与の水準は国家公務員及び吹田市を下回っていることか

ら、現状の水準を維持した。 

 

イ 人事評価制度の運用 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により各科病床数が変動し目標設定することが困難で

あるため試行実施を延期したが、令和４年度からの試行、令和５年度からの本格実施に向けて、

職員が制度を正しく理解し、公平な人事評価を行うことができるよう評価方法を示したガイド

ブックを各職種の意見を取り入れて作成し準備を整えた。 

 

【評価結果】 

ア 職員給与の設定・運用 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 人事評価制度の運用 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 
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第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の確立 

 

中期目標 政策医療をはじめとした市立病院の役割を将来にわたって継続的に担えるよう

にするためには、安定した経営基盤を確立することが不可欠であることから、市

立病院の機能確保・向上に努めつつ、あらゆる経営改善に取り組むこと。 

中期計画 政策医療をはじめとした市立病院の役割を将来にわたって継続的に担うことが

できるよう、経営感覚に富む人材育成の強化、PDCA サイクルの目標管理の確実な

実行など、経営改善に向けた取組を実施することで、収益の確保と費用の節減を

図る。中期計画期間中にあっては、新病院建設に伴い収支状況の大幅な悪化が見

込まれることからより一層の取組に努め、新病院の機能を活かした病院運営を図

り、早期の黒字化を目指す。救急医療などの政策医療や不採算医療については、

市からの運営費負担金の下、確実に実施し、市立病院としての役割を果たす。 

年度計画 経営感覚に富む人材育成については、病院業務に精通した職員の養成が不可欠

であることから、職員体制計画にもとづき、派遣職員をプロパー職員に順次置き

換えるとともにジョブローテーションを実施する。また、全職員向けに経営状況

の研修を行うことで職員の意識向上に努め、収益の確保と費用の節減を図れるよ

う、ＰＤＣＡサイクルの目標管理を実行する。救急医療などの政策医療や不採算

医療については、市からの運営費負担金の下、確実に実施し、市立病院としての

役割を果たす。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

経常収支比率 年度計画

目標 
92.0％ 96.5％ 98.6％ 

【中期計画目標】 

98.3％ 
実績 92.5％ 102.5％ 110.4％ 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

医業収支比率 年度計画

目標 
88.7％ 92.0％ 92.0％ 

【中期計画目標】 

90.6％ 
実績 89.3％ 88.1％ 87.7％ 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

 経営感覚に富む人材育成のため、新規採用職員に対し会計制度等についての研修及び全職員

に対しては経営状況についての研修を開催し、経営に関する知識の向上を図った。 

 病院業務に精通した職員の養成のため、職員体制計画のもと派遣職員をプロパー職員に置き

換え、ジョブローテーションを実施した。 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を受け、医業収支比率については目標達成ができ

なかったが、手術件数の確保や平均在院日数の短縮等で経営改善に努めたこと及び新型コロナ
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ウイルス感染症に係る補助金等により経常収支比率の目標を達成することができた。 

 市からの運営費負担金を受け、救急医療や障がい歯科診療等の公立病院として必要とされる

医療サービスを適切に実施した。 

 

【評価結果】 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 2 3 3 3 

最終評価 2 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

２ 収益の確保と費用の節減 

（１）収益の確保 

 

中期目標 ア 診療報酬改定及び関係法令改正等に対して迅速に対応するなど収益の確保に 

努めること。 

イ 未収金の発生予防・早期回収に向けて対策を講ずること。 

中期計画 ア 収益の確保 

救急患者や紹介患者の確保に努め、病床利用率の向上を図る。また、施設基

準の取得など診療報酬の改定や関係法令の改正等に迅速かつ的確に対応し、収

益の確保を図る。 

イ 未収金の発生予防・早期回収 

限度額適用認定証などを活用した窓口負担軽減の取組や、クレジットカード 

の利用勧奨に努めるなど未収金発生防止に引き続き努めるとともに、未収金回 

収マニュアルに基づき適切な対応を行うなど、早期回収に努める。 

年度計画 ア 収益の確保 

二次救急医療機関として可能な限り救急患者を断ることなく受入れること

や、地域のかかりつけ医等からのスムーズな紹介患者の受け入れを行うことな

どにより、病床利用率の向上を図る。また、新たな施設基準の取得、平均在院

日数の短縮や手術室の効率的な運用などを適切に行うことにより、診療単価の

上昇に努め、収益の確保を図る。 

イ 未収金の発生予防・早期回収 

限度額適用認定証などを活用した窓口負担軽減の取組や、クレジットカード

の利用勧奨に努めるなど未収金発生防止に引き続き努めるとともに、未収金回

収マニュアルに基づき適切な対応を行うなど、早期回収に努める。 
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【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

病床利用率 年度計画

目標 
90.0％ 90.0％ 90.0％ 

【中期計画目標】 

90.0％ 
実績 88.3％ 78.3％ 72.1％ 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

入院患者数（１日当た

り） 

年度計画

目標 
387.7 人 387.7 人 387.7 人 

【中期計画目標】 

387.7 人 
実績 380.5 人 337.5 人 310.9 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

外来患者数（１日当た

り） 

年度計画

目標 
1,000 人 1,000 人 1,000 人 

【中期計画目標】 

1000.0 人 
実績 902.7 人 833.9 人 883.9 人 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

入院診療単価 年度計画

目標 
53,792 円 59,992 円 61,000 円 

【中期計画目標】 

54,170 円 
実績 57,733 円 64,389 円 69,855 円 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

外来診療単価 年度計画

目標 
14,988 円 15,982 円 16,061 円 

【中期計画目標】 

16,061 円 
実績 17,448 円 18,873 円 19,809 円 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

新入院患者数 年度計画

目標 
9,435 人 9,435 人 9,435 人 

【中期計画目標】 

9,435 人 
実績 10,460 人 9,393 人 9,140 人 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 収益の確保 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大下において受入病床が制限される中、可能な限り救急

患者、紹介患者の受入に努めたが、実績は前年度を下回った。 
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 手術件数の確保や平均在院日数の短縮などを適切に行うことにより、入院診療単価は対前年

度 5,466 円（8.5％）増となり、年度目標を達成することができた。新入院患者数については新

型コロナウイルス感染症患者の受入を行う病棟を設けたことで病床数が制限され、対前年度で

253 人減少し目標達成には至らなかった。 

 外来診療単価については、化学療法件数の増加等が要因となり、対前年度で 936 円（5.0％）

増加し、目標を達成することができた。 

 

イ 未収金の発生予防・早期回収 

 患者負担額が大きい入院患者に対し、限度額適用認定証の利用を奨めることにより、未収金

の発生予防及び金額の抑制に努めた。 

 救急等で現金がない場合にも対応できるように、すべての自動精算機でクレジットカードを

使用できるようにしている。 

 『医業未収金回収管理マニュアル』に基づき督促等を実施するなど早期回収に努めた。 

 

【評価結果】 

ア 収益の確保 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 4 4 

最終評価 2 3 4 4 

評価の判断理由 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、病床利用率や入院患者数等の目標指

標については、目標値を下回ったものの、手術件数の確保や平均在院日数を適切に短縮す

るといった取組等の継続により、診療報酬単価に関する各目標指標は、当初の目標値を大

きく上回った。 

よって、法人評価のとおり、「4」（年度計画を上回って実施している。）が妥当であると判断

した。 

 

イ 未収金の発生予防・早期回収 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 188 



54 

（77） 
 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

２ 収益の確保と費用の節減 

（２）費用の節減 

 

中期目標 ア 人件費・経費などの適正化を図ること。 

イ 医薬品の在庫管理の適正化や後発医薬品の積極的な採用促進などにより材料 

費の適正化を図ること。 

中期計画 ア 人件費・経費の適正化 

（ア）医療の質及び患者サービスの向上並びに医療安全の確保に配慮のうえ、業 

務内容に応じた人員配置や職員の時間外勤務縮減などを図るとともに、職 

員数に見合った収益を確保することで、人件費の適正化を図る。 

（イ）職員のコスト意識の普及啓発を行うことにより、消耗品等の経費節減や、 

節電・節水の徹底による光熱水費の削減を図る。 

イ 材料費の適正化  

後発医薬品の積極的採用を引き続き行うとともに、医療材料の効率的使用の 

徹底、SPD（院内物流管理システム）による在庫管理の適正化などにより、コ 

ストの縮減を図る。また、市場調査を実施し、価格交渉に生かすことで、医薬 

品や医療材料の調達費用抑制を図る。 

年度計画 ア 人件費・経費の適正化 

（ア）職員体制計画に基づき業務内容に応じた人員配置を図るとともに、職員の

時間外勤務縮減に努めるよう啓発するなどの取組を行う。また、職員数に

見合った収益を確保することで、人件費の適正化を図る。 

（イ）消耗品の経費削減として、適正使用の意識づけを引き続き徹底し、安価な

商品の提案や商品切り替えに努め、業者への価格交渉を行い、費用の節減

を図る。光熱水費の前年同月との比較表から増減した要因を予想し、節減

に努める。また、光熱水費については、前年同月と比較し増減の要因を分

析し、分析結果を職員に周知することでコスト削減意識の向上を図る。 

イ 材料費の適正化 

医薬品について、後発医薬品の積極的採用を引き続き行う。また、ベンチマ

ークシステムを活用し、他施設価格と比較を行い、業者との価格交渉をするこ

とで医薬品や医療材料の費用削減を図る。 

 

【目標指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

給与費比率 年度計画

目標 
56.3％ 55.4％ 55.7％ 

【中期計画目標】 

54.2％ 
実績 56.9％ 58.9％ 57.6％ 
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項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

経費比率 年度計画

目標 
15.7％ 14.6％ 14.4％ 

【中期計画目標】 

14.0％ 
実績 14.4％ 15.8％ 15.6％ 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

時間外労働時間数 年度計画

目標 

16 時間 

/月 

15 時間/

月 

14 時間/

月 

【中期計画目標】 

14 時間/月 
実績 

16 時間/

月 

13 時間/

月 

13 時間/

月 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

材料費比率 年度計画

目標 
27.9％ 27.3％ 27.5％ 

【中期計画目標】 

28.0％ 
実績 28.8％ 27.2％ 29.3％ 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

後発医薬品数量シェ

ア 
実績 88.7％ 89.8％ 90.3％ 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 人件費・経費の適正化 

（ア）引き続き、収益を考慮した適切な人員配置について検討するとともに、新たな業務に対

応できるように採用計画の見直しを行った。  

 特定の職員に業務が集中してないか所属長に確認し、配慮するよう周知するなどの取組を実

施したことにより時間外労働時間数の目標を達成することができた。 

 給与費比率については、人件費削減に努めたものの新型コロナウイルス感染症感染拡大の影

響による医業収益の減少が主な要因となり目標達成には至らなかった。 

 

（イ）消耗品の経費削減のため、中古品の在庫状況をまとめた「総務室在庫物品一覧表」を用

いて、物品を新規購入するのではなく中古品を使用すること等の取組を引き続き行った。また、

消耗品請求時には詳細な購入理由、用途、同等品変更への可否を記載するよう引き続き徹底を

図った。 

 光熱水費は前年同月と比較し、消費の分析に努めた。光熱水費の前年同月の比較表を院内ポ

ータルサイトに掲載し職員意識の普及啓発を行なった。 

 経費比率については、経費削減に努めたものの、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響

を受け、医業収益が減少したことが主な要因となり目標達成に至らなかった。 
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イ 材料費の適正化 

 医薬品について、12品目の後発医薬品を新たに採用したことによって、数量シェアベースに

おける採用率を 90.3％まで引き上げることができた。 

 医療材料について、採用品の価格交渉及び安価な商品への切替を実施し、費用の削減に努め

た。 

 医薬品・医療材料について、ベンチマークシステムを活用しながら価格交渉を行い、購入単

価は削減したが、高額薬剤の使用数増加に伴い、購入総額が増加したことにより、材料費比率

の目標値を達成することはできなかった。 
 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

医薬品値引率 実績 13.04% 16.64% 13.60% 

全国平均 実績 12.07% 14.97% 14.70% 

 

【評価結果】 

ア 人件費・経費の適正化 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 2 3 3 3 

最終評価 2 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 材料費の適正化 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 2 3 3 3 

最終評価 2 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 情報の提供 

 

中期目標 病院だよりやホームページ等により、受診内容や医療情報等の情報発信を積極

的に行うこと。 

また、法人の経営状況について市民の理解を深められるよう、情報提供を適切

に行うこと。 

中期計画 ア 病院だよりや広報誌「ともに」などを通じ、当院の特色ある診療内容の周知 

を積極的に行う。 

イ ホームページにおいて、市民や患者に対して適切な利用の啓発に努めるとと 

もに、受診案内や医療情報等の情報発信を行う。 

ウ 市民公開講座など、直接市民への情報提供を行うことができる場を積極的に 
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開催する。 

エ 法人の経営状況について市民の理解を得られるよう、財務諸表や事業報告書 

などをホームページで公表する。 

年度計画 ア 病院だより、広報誌「ともに」による情報発信に加え、各診療科のパンフレ

ットなどを作成し、医療連携を行う診療所等に設置するとともにホームページ

等に掲載することで当院の特色ある診療内容を広く周知する。 

イ ホームページにおいて、検査や治療の流れを確認できるような動画や資料を

掲載するなどの情報発信を行い、市民や患者に対して適切な利用の啓発に努め

る。また、ホームページの解析結果を当院職員へフィードバックし、広報に対

する職員意識を高め、ホームページ内のコンテンツをより充実したものにして

いく。 

ウ Web 会議システムを利用した地域の医療関係者向けのセミナーを開催すると

ともに、従来の市民公開講座等のありかたを検討する。 

エ 法人の経営状況について市民の理解を得られるよう、財務諸表や事業報告書

などをホームページで公表する。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

病院だより発行回数 実績 4 回 4 回 3 回 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

広報誌「ともに」発行

回数 
実績 2 回 1 回 1 回 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

市民公開講座開催回

数（再掲） 
実績 1 回 0 回 1 回 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

ホームページへのア

クセス数 
実績 

1,680,798

件 

1,488,283

件 

1,563,660

件 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 特色ある診療内容の周知 

 当院の特色ある診療内容を広く周知するために、病院だより、広報誌「ともに」での情報発

信に加え、動画による情報発信を行い、「内視鏡検査」、「産婦人科における産褥指導」の動画を

ホームページ上に掲載するとともに「吹田呼吸ケアを考える会（SRCT）」の動画を希望者へ配信

した。 

 「脳神経内科」、「脳神経外科」、「小児外科」のパンフレットを作成し、医療連携を行う診療

所等に引き続き設置し周知を図った。 
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イ 市民や患者に対する啓発・情報発信 

 内視鏡検査における検査や治療の流れを確認できる内容について、市民公開講座をオンライ

ンで実施するとともに、動画をホームページ上に掲載し、市民や患者が受診する際に安心して

利用できるよう周知を図った。 

 当院のホームページの解析結果について、院内ポータルサイトで、職員へフィードバックを

行うとともに閲覧者が興味をもった内容が検索しやすいページ作成に努め、コンテンツの充実

を図った。 

 

ウ 市民公開講座等の積極的な開催 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、対面での開催が制限される中、ウェブ会

議システムを活用して、「内視鏡検査」をテーマとした市民公開講座、「糖尿病」をテーマとし

た出張講座を開催した。 

 

エ 法人の経営状況の公表 

 法人の経営状況について市民の理解を得られるよう、財務諸表に加え、その用語説明や経営

状況概要についてまとめた資料、過去の経営指標の推移などをホームページで公表している。 

 

【評価結果】 

ア 特色ある診療内容の周知 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

イ 市民や患者に対する啓発・情報発信 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 4 4 3 3 

最終評価 4 4 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

ウ 市民公開講座等の積極的な開催 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 4 4 3 3 

最終評価 4 4 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 
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エ 法人の経営状況の公表 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 3 3 3 

最終評価 3 3 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

２ 環境に配慮した病院運営 

 

中期目標 省エネルギー・省資源の推進などに取り組み、環境負荷を抑え、環境に配慮し

た病院運営を行うこと。 

中期計画 ア 新病院においては、地下水、太陽光、雨水の利用など、ハード面における環 

境に配慮した設備を活用することにより、環境負荷を抑えた病院運営を行う。 

イ 節電・節水等、普段から環境配慮に対する職員意識の普及啓発を行う。 

年度計画 ア 引き続きビルエネルギー管理システム（BEMS)によって蓄積されたデータを基

にエネルギーの消費量の抑制に努める。また、季節変化に応じたクールヒート

ピットの熱効率を考慮してエアコンを使用し、環境負荷を抑える。 

イ 光熱水費の前年同月の比較表を院内ポータルサイトに掲載し職員意識の普及

啓発を行う。 

 

【関連指標】 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

電気使用量 
実績 

5,657,852 

Kwh 

5,708,012 

Kwh 

5,690,335 

Kwh 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

ガス使用量 
実績 

600,107 

㎥ 

721,722 

㎥ 

779,022 

㎥ 

 

項目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

水道使用量 
実績 

107,292 

㎥ 

105,664 

㎥ 

107,233 

㎥ 

 

法人自己評価の判断理由（業務実績の状況等） 

【具体的な取組や成果内容及び目標達成状況等について】 

ア 環境負荷の軽減・エネルギー消費量の抑制 

 毎月ビルエネルギー管理システム（BEMS)によって蓄積されたデータを基にエネルギーレポー

トを作成して消費量を分析し、消費量が大幅に増加した部署へ消費抑制の注意喚起を行った。

また、クールヒートピットの熱効率を利用し、環境負荷を抑えている。 
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イ 環境配慮に対する職員意識の普及啓発 

 光熱水費の前年同月の比較表を院内ポータルサイトに掲載するとともに、節電・節水等の啓

発ポスターを引き続き院内に掲示し、職員意識の啓発に努めた。 

 警備防災の夜間院内巡回時に電灯・エアコン等の消し忘れが確認された場合には、当該部署

に対して注意喚起を行った。 

 

【評価結果】 

ア 環境負荷の軽減・エネルギー消費量の抑制 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 4 3 3 

最終評価 3 4 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

イ 環境配慮に対する職員意識の普及啓発 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

法人自己評価 3 4 3 3 

最終評価 3 4 3 3 

評価の判断理由 

・法人自己評価のとおり 

 

 

 

第６ 予算、収支計画及び資金計画 

 別添 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

 

第７ 短期借入金の限度額 

 

中期計画 年度計画 実績 

１ 限度額 

 1,200 百万円 

 

２ 想定される短期借入金の 

発生理由 

（１） 

賞与の支給等による一時 

的な資金不足への対応 

（２） 

予定外の退職者の発生に 

伴う退職手当の支給など偶 

発的な出費への対応 

１ 限度額 

 1,200 百万円 

 

２ 想定される短期借入金の 

発生理由 

（１） 

賞与の支給等による一時 

的な資金不足への対応 

（２） 

予定外の退職者の発生に 

伴う退職手当の支給など偶 

発的な出費への対応 

年度末借入金残高 

 なし 
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第８ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に 

関する計画 

 

中期計画 年度計画 実績 

なし なし  なし 

 

 

第９ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

中期計画 年度計画 実績 

新病院への移転に伴い、市

のまちづくりに配慮しつつ、

病院跡地を譲渡し、円滑な引

き渡しを行う。 

新病院開院後に閉院となっ

た旧病院跡地について売却に

必要な手続を進める。 

 事業者公募を実施したが、

第一次審査を通過したすべて

の事業者から応募辞退の届出

が提出され、公募が不成立と

なった。 

 

 

第 10 剰余金の使途 

 

中期計画 年度計画 実績 

決算において剰余金を生じ

た場合は、病院施設の整備、

医療機器の購入、研修や教育

など人材育成と能力開発の充

実に充てる。 

決算において剰余金を生じ

た場合は、病院施設の整備、

医療機器の購入、研修や教育

など人材育成と能力開発の充

実に充てる。 

 令和 3 年度決算において剰

余金は発生しなかった。 

 

 

第 11 吹田市地方独立行政法人法施行細則で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

（単位：百万円） 

中期計画 年度計画 実績 

 

施設及び 

設備の内容 
予定額 財源 

新病院施設

整備 

9,375 吹田市長期

借入金等 

医療機器等

整備 

5,293 吹田市長期

借入金等 
 

 

施設及び 

設備の内容 
予定額 財源 

医療機器等

整備 

170 自己資金等 

 

 

 

施設及び 

設備の内容 
決算額 財源 

医療機器等

整備 

253 自己資金等 
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報告第２３号 

 

 

地方独立行政法人市立吹田市民病院第２期中期目標期間の業務実績に 

関する評価結果の報告について 

 

 

 地方独立行政法人市立吹田市民病院第２期中期目標期間の業務実績に関する評価

結果の報告について、地方独立行政法人法第２８条第５項の規定により報告します。 

 

  令和４年９月１日 

 

 

                       吹田市長 後 藤 圭 二 
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地方独立行政法人市立吹田市民病院 

第２期中期目標期間の業務実績に関する 

評価結果報告書 

 

 

 

 

令和４年９月 

吹田市 
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はじめに 

 本報告書は、地方独立行政法人法第２８条第１項第３号の規定に基づき、地方独立行政

法人市立吹田市民病院の中期目標期間（平成３０年４月１日から令和４年３月３１日まで）

における業務実績の全体について総合的に評価を実施したものである。 

  

地方独立行政法人市立吹田市民病院評価委員会 委員名簿（令和４年８月２日現在） 

 

 氏          名 団体及び役職等 

委員長 髙  杉   豊 大阪府保健医療財団 理事長 

 御  前   治 吹田市医師会 会長 

 飯  原 弘  二 国立循環器病研究センター 病院長 

 竹 原 徹 郎 大阪大学医学部附属病院 病院長 

 村  尾 孝  之 吹田市商工会議所 常議員 

職務代理 足  立 泰  美 甲南大学 経済学部 教授 

 清  水 和  也 日本公認会計士協会近畿会 
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第１項 全体評価 

第２期中期目標期間の全体評価の結果は、 

『全体として、中期目標を概ね達成した。』である。 

 

【判断理由】 

 第２期中期目標期間（平成３０年度から令和３年度まで）における業務実績について、

以下の各項目の特筆すべき事項に基づき判断した。 

 

第２「市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」について 

特筆すべき事項は、次の６点である。 

 

①  救急医療については、救急専用病床を確保し、他の医療機関との機能分担を行いな  

がら３６５日２４時間の受入を実施している。地域における救急医療の中心的役割を

果たすため、受入を断った場合は、救急部運営委員会において原因と対策の検討を行

う等の救急患者の受入率向上に向けた取組を継続したものの、第２期中期目標期間全

体を通して、各目標値の達成に至らなかった。令和２年度及び令和３年度においては、

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により救急受入体制がひっ迫したことから、

救急医の増員等の対策を講じたものの、目標の達成には至らなかった。 

②  令和元年度から令和３年度にかけて新型コロナウイルス感染症の感染が拡大する中

で、当初より市と連携し、パンデミックに対応した医療体制をとりながら、検査体制

の確保や発熱外来の実施に取り組んだことは、評価できる。 

③  がん医療については、放射線治療専門医を中心とする集学的治療を推進したことに

より、患者数と治療件数それぞれについて、中期計画に掲げた各年度の目標値を大き

く上回った。なお、がん診療地域連携パスの活用促進については、新型コロナウイル

ス感染症感染拡大の影響もあり、令和元年度を除く各年度において、目標達成には至

らなかったものの、開業医に対して訪問時に活用を促す等、積極的な啓発を行った。 

④  リハビリテーション医療については、平成３０年度に回復期リハビリテーション病

棟を開設し、廃用症候群の予防や早期離床に努め、各年度において高い在宅復帰率を

維持した。回復期リハビリテーション病棟の利用率については、増加傾向にあるもの

の、目標値の達成には至らなかった。 

⑤  コンプライアンスの徹底については、令和元年度に職員が処分を受ける事案が複数

件発生したが、その後、会計監査人を務める監査法人との連携のもと、業務リスクの

評価を適切に実施し、業務の見直しを進めたほか、職員の意識改革として e-ラーニン

グを活用した職員研修を実施する等、内部統制の徹底が進められた。 

⑥  地域の医療機関との連携については、開業医との機能分担を図りながら、登録医増

加に向けた啓発に取り組み、紹介件数及び逆紹介件数のいずれも目標値を大きく上回

った。また、令和２年度には、地域の医療機関を支援することで、地域医療の確保を図

る病院として、「地域医療支援病院」の承認を受けた。  
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第３「業務運営の改善及び効率化に関する事項」について 

特筆すべき事項は、次の２点である。 

 

①  経営改善に向けた取組については、計画の進捗や経営の状況を常に全職員が確認で

きるようにし、市民病院で働く全職員が目標達成及び経営改善に向けて動けるように

周知を積極的に行った。 

②  医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実については、資格取得や研修参加を

支援し、研修医に対しては指導医がフィードバックを行える体制を作り、研修医部署

を設置することで研修しやすい環境を整えた。 

   また、人事評価制度の運用について、令和４年度からの試行、令和５年度からの本

格実施に向けて、職員が制度を正しく理解し、公正な人事評価を行うことができるよ

う評価方法を示したガイドブックを作成した。 

 

第４ 「財務内容の改善に関する事項」について 

特筆すべき事項は、次の２点である。 

 

①  収益の確保については、全ての年度で１日あたりの患者数の数値目標を達成できな

かったが、診療単価については、新たな施設基準の取得や手術件数の確保、平均在院

日数の短縮等の取組を行ったことにより、年度ごとに増額し、目標を大幅に超えたこ

とは評価できる。 

②  費用の節減については、時間外労働時間の削減や、消耗品の過剰発注の抑制による

コスト削減等に取り組んだ。 

 

第５「その他業務運営に関する重要事項」について 

特筆すべき事項は、次の点である。 

 

市民や患者に対する啓発・情報発信については、関連指標となるホームページの閲覧

数が高い点を評価することができる。新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響によ

り、一部実施が困難なものもあったが、ホームページ以外にも、広報誌の発行や市民向

けの Web 講座の開催等に取り組み、市民への啓発・情報発信を欠くことなく行っている

点は評価できる。 
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第２項 大項目別評価 

 

【評価基準】 

Ｓ……年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて特筆すべき進捗状況にある。 

（全ての小項目が ３～５ かつ市長が特に認める場合）  

Ａ……年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる。 

（全ての小項目が ３～５） 

Ｂ……年度計画を実施し、中期計画の実現に向けて概ね計画どおり進んでいる。 

（３～５ の小項目の割合が概ね９割以上） 

Ｃ……年度計画を実施したが、中期計画の実現のためにはやや遅れている。  

（３～５の小項目の割合が概ね９割未満） 

Ｄ……年度計画を実施しているが、中期計画の実現のためには重大な改善すべき 

事項がある。（市長が特に認める場合） 

【評価結果一覧】 

大項目 

年度評価 中期目標

期間の 

評価結果 
平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

第２ 市民に対して提供する

サービスその他の業務の質の

向上に関する事項 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

第３ 業務運営の改善及び効

率化に関する事項 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 
第４ 財務内容の改善に関す

る事項 Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ 
第５ その他業務運営に関す

る重要事項 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 
※大項目の第１は「年度計画の期間」に関する項目であり、評価対象でないため、上記の

大項目評価一覧には記載していません。 
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（Ⅰ）第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （ⅰ）評価結果 

    Ｂ 年度計画を実施し、中期計画の実現に向けて概ね計画どおり進んでいる。 

  

 （ⅱ）判断理由 

     中期目標期間中の各年度の評価は、平成３０年度から令和３年度までともに「Ｂ 

年度計画を実施し、中期計画の実現に向けて概ね計画どおり進んでいる。」という

結果であった。また、小項目評価における評価３以上の割合は、平成３０年度は

９５．２％、令和元年度は９０．２％、令和２年度は９５．０％、令和３年度は９

５．２％であったことから、市立吹田市民病院が果たすべき役割として概ね取組

が行われたことがわかる。 

     しかし、各年度における重点項目である救急医療においては、新型コロナウイ

ルス感染症感染拡大の影響もあり、時間外救急車搬送受入率及び救急車搬送受入

件数が落ち込み、各年度において中期計画目標値を下回り、評価も低評価となっ

ている。 

     一方で、がん医療については、令和元年度から常勤放射線治療専門医を配置し

たことにより、放射線治療件数が増加し、手術・化学療法・放射線治療を併用し

ながら質の高いがん治療を提供できたことで、がん入院患者件数、外来化学療法

件数、放射線治療件数、がん手術件数いずれも令和元年度以降、目標値を達成し、

順調に件数を伸ばしている。 

     その他評価の詳細は、前項の全体評価にて列挙したとおりである。 

     これらを総合的に評価した結果、「Ｂ 年度計画を実施し、中期計画の実現に向

けて概ね計画どおり進んでいる。」とする。 

  

 （ⅲ）小項目評価の集計結果 

    【評価基準】 

    ５……年度計画を大幅に上回って実施している。 

４……年度計画を上回って実施している。 

３……年度計画を順調に実施している。 

２……年度計画を十分に実施できていない。 

１……年度計画を大幅に下回っている。 

丸囲み数字は、当該年度において重点項目と位置付けられていた事項。 

     

※法人の業務実績については、次項の項目別評価にて後述する。 
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【評価結果一覧】 

 

 

 

 

小項目評価 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

１ 大阪府地域医療構想を踏まえて果たすべき 

役割 － － － － 

２ 

市立病院とし

て担うべき医

療 

 

（１）総論 ○3  ○3  ○3  ３ 

（２）救急医療 

ア 二次救急医療機関としての円

滑な救急応需体制の確保 
○2  ○2  ○2  ○2  

イ 初期救急医療における機能分

担・連携 ３ ３ ３ ３ 

（３）小児医療、周産期医療 

ア 小児医療 ３ ３ ３ ３ 

イ 周産期医療 ３ ３ ３ ３ 

（４）災害医療 

ア 市の災害医療センターとして

の役割 
３ ３ ３ ３ 

イ 市及び地域の医療機関との連

携体制 ３ ３ ４ ４ 

（５）がん医療 

ア 大阪府がん診療拠点病院とし

てのがん診療体制の整備 
３ ４ ３ ４ 

イ がん予防医療の取組 ３ ３ ３ ３ 

（６）リハビリテーション医療 

ア 回復期リハビリテーション病

棟を活用した在宅復帰への支援 
○3  ３ ３ ３ 

イ 高齢化の増加に伴う疾患の増

加への対応 ○3  ３ ３ ３ 
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小項目評価 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

３  

安心安全で患

者満足度の高

い医療の提供 

（１）安心安全な医療の提供 

ア 医療の安全管理体制の確保 ３ ３ ３ ３ 

イ 医療安全対策の徹底 ３ ３ ３ ○3  

（２）チーム医療の充実 

ア チーム医療の仕組みを活用し

た質の高い診療・ケアの提供 
３ ３ ３ ３ 

イ チーム医療の質の向上 ３ ３ ３ ３ 

（３）コンプライアンスの徹底 

ア 内部統制体制の整備 ３ ２ ３ ３ 

イ 職員の意識向上 ３ ２ ３ ３ 
（４）患者サービスの向上 

ア 患者の視点に立ったサービス

の提供 
３ ３ ３ ３ 

イ 患者に寄り添ったサービスの

提供 ３ ３ ３ ３ 

ウ 院内ボランティア活動への支

援 ３ ３ ３ ３ 

４ 

本市の地域包

括ケアシステ

ムの構築に貢

献する地域完

結型医療の体

制づくり 

（１）地域の医療機関（かかりつ

け医等）との機能分担・連携 

ア 紹介・逆紹介の徹底 
○3  ○4  ○3  ○3  

イ かかりつけ医定着に関する啓

発 ３ ３ ３ ３ 
（２）在宅医療の充実に向けた支

援 

ア 退院支援 
３ ３ ３ ３ 

イ 在宅療養者の急変時の受入れ ３ ３ ３ ３ 

ウ 地域医療ネットワークの連携

強化 ３ ３ ３ ３ 
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小項目評価 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

５ 

健都における

総合病院とし

ての役割 

（１）国立循環器病研究センターと

の機能分担・連携 

ア 診療における連携 
○3  ○4  ４ ○4  

イ その他の連携 ３ ３ ３ ○3  

ウ 連携体制の周知 ３ ３ ３ ３ 

（２）他の健都内事業者等との連携 ３ ３ ３ ３ 

（３）予防医療に関する取組 

ア 各種検（健）診の実施 ３ ３ ３ ３ 

イ 人間ドッグの実施 ３ ４ ３ ３ 

ウ 予防接種の実施 ３ ３ ３ ３ 

エ 疾病予防に関する講演会等の

開催 ３ ３ ３ ３ 

６ 

地域医療への

貢献 

（１）地域医療従事者への支援 

ア 地域の診療所等への支援 ３ ３ ３ ３ 

イ 地域の医療水準の向上 ３ ３ ３ ３ 

（２）福祉保健施策への協力・連携 

ア 障がい者（児）歯科診療の実施 ３ ３ ３ ３ 

イ 小児科診療における協力・連携 ３ ３ ３ ３ 

大項目評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 
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（Ⅱ）第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 （ⅰ）評価結果 

    Ａ 年度計画を達成し、中期計画の目標に向けて計画どおりに進んでいる 

  

 （ⅱ）判断理由 

    中期目標期間中の各年度の評価は、平成 30 年度から令和３年度までともに「Ａ 

年度計画を達成し、中期計画の目標に向けて計画通りに進んでいる」という結果だ

った。 

    また、小項目評価における評価３以上の割合は、平成 30 年度から令和３年度まで、

いずれも100％だったことから、業務改善の取組が欠かさず行われたことがわかる。 

    特に新型コロナウイルス感染症の感染拡大により医療がひっ迫した状況の中でも、

職員の意欲向上につながるような人事評価制度の導入に向け、職種ごとの検討部会

を立ち上げ、ヒアリング等を実施し、令和４年度からの試行、令和５年度からの本

格実施に向けて、評価方法を示したガイドブックを作成するなど、取組を前進させ

ている。その他評価の詳細は、前項の全体評価にて列挙したとおりである。 

    これらを総合的に評価した結果、「Ａ 年度計画を達成し、中期計画の実現に向け

て計画どおり進んでいる。」とする。 

 

（ⅲ）小項目評価の集計結果 

※法人の業務実績については、次項の項目別評価にて後述する。 

 

小項目評価 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

１ 

ＰＤＣＡサイ

クルによる目

標管理の徹底 

ア 重点方針の共有及び目標達成

に向けた取組 ３ ３ ３ ３ 

イ 目標管理の徹底 ３ ３ ３ ３ 

ウ 経営改善に向けた取組 ３ ３ ○3  ○3  
２ 

働きやすい職

場環境の整備 

（１）医療職の人材確保・養成 

ア 働きやすい職場環境づくり ３ ３ ３ ○3  

イ 医療従事者の質の向上と研

修・指導体制の充実 ３ ３ ○3  ３ 
（２）人事給与制度 

ア 職員給与の設定・運用 ３ ３ ３ ３ 

イ 人事評価制度の運用 ３ ３ ○3  ３ 

大項目評価 Ａ Ａ Ａ Ａ 
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（15） 

（Ⅲ）第４ 財務内容の改善に関する事項 

（ⅰ）評価結果 

   Ａ 年度計画を達成し、中期計画の目標に向けて計画どおりに進んでいる 

  

（ⅱ）判断理由 

   中期目標期間中の各年度の評価は、平成３０年度は「Ｃ 年度計画を実施したが、

中期計画の実現のためにはやや遅れている」であったが、令和元年度から令和３年

度まで、いずれも「Ａ 年度計画を達成し、中期計画の目標に向けて計画通りに進

んでいる」という結果だった。 

   また、小項目評価における評価３以上の割合は、平成３０年度は１６．７％であ

ったが、令和元年度以降は１００％だったことから、収支の改善に対する取組が行

われたことがわかる。 

    平成３０年度は新病院への移転の影響もあり、収益の確保や費用の節減に難航し

たが、令和元年度以降は、経常収支比率について、順調に目標値を達成し、令和２

年度及び令和３年度には１００％を上回っている。一方で、医業収支比率について

は、令和元年度には目標値を達成したものの、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響もあり、令和２年度以降は目標値に達することができなかった。その他評

価の詳細は、前項の全体評価にて列挙したとおりである。 

    これらを総合的に評価した結果、「Ａ 年度計画を達成し、中期計画の目標に向け

て計画どおりに進んでいる」とする。 

 

（ⅲ）小項目評価の集計結果 

※法人の業務実績については、次項の項目別評価にて後述する。 

 

 

小項目評価 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

１ 経営基盤の確立 ○2  ○3  ○3  ○3  
２ 

収益の確保と

費用の節減 

（１）収益の確保 

ア 収益の確保 ○2  ○3  ○4  ○4  

イ 未収金の発生予防・早期回

収 ３ ３ ３ ３ 
（２）費用の節減 

ア 人件費・経費の適正化 ２ ３ ○3  ○3  

イ 材料費の適正化 ２ ３ ３ ３ 

大項目評価 Ｃ Ａ Ａ Ａ 
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（16） 

（Ⅳ）第５ その他業務運営に関する重要事項 

（ⅰ）評価結果 

   Ａ 年度計画を達成し、中期計画の目標に向けて計画どおりに進んでいる 

  

（ⅱ）判断理由 

    中期目標期間中の各年度の評価は、平成３０年度から令和３年度までともに、「Ａ 

年度計画を達成し、中期計画の実現に向けて計画通り進んでいる」という結果だっ

た。また、小項目評価における評価３以上の割合も平成３０年度から令和３年度ま

でいずれも１００％だったことから、全ての取組が評価基準を満たして行われたこ

とがわかる。 

    第２期中期目標期間では、オンラインでの情報発信に注力した。平成３０年度に

は、スマートフォン等で閲覧しやすいレイアウトにホームページをリニューアルし

たことで、ホームページアクセス数が１．８倍増となり、令和元年度には、産婦人

科（ベビー室）及び内視鏡センターについて、ホームページ上で入院や検査の説明

等を閲覧できるようにした。令和２年度以降は、新型コロナウイルス感染症の終息

が見えない中でも、より良い情報発信を実現するため、市民公開講座や出張講座を

web 開催した。その他評価の詳細は、前項の全体評価にて挙げたとおりである。 

    これらを総合的に評価した結果、「Ａ 年度計画を達成し、中期計画の実現に向け

て計画通り進んでいる」とする。 

 

（ⅲ）小項目評価の集計結果 

※法人の業務実績については、次項の項目別評価にて後述する。 

 

小項目評価 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

１ 情報の提供 

ア 特色ある診療内容の周知 ○3  ○3  ○3  ３ 

イ 市民や患者に対する啓発・情報発信 ○4  ○4  ○3  ３ 

ウ 市民公開講座等の積極的な開催 ○4  ○4  ３ ３ 

エ 法人の経営状況の公表 ３ ３ ３ ３ 
２ 環境に配慮した病院運営 

ア 環境負荷の軽減・エネルギー消費量の抑制 ３ ４ ３ ３ 

イ 環境配慮に対する職員意識の普及啓発 ３ ４ ３ ３ 

大項目評価 Ａ Ａ Ａ Ａ 
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（17） 

３ 項目別評価 

（Ⅰ）第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

１ 大阪府地域医療構想を踏まえて果たすべき役割 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 － － － － 
 

中期目標 

高齢化の進展などの多様な医療需要に対応し、患者の状態像に応じて必要な医療が

提供できるよう、公・民の適切な役割の下、病院間の機能分担・連携を推進するこ

と。 

これにあたっては、大阪府地域医療構想に係る豊能病床機能懇話会などでの協議の

内容を踏まえて、将来の豊能医療圏の医療需要に対して不足が見込まれている医療

機能のニーズへの対応を検討すること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・地域の医療機関との機能分担・連携を図りつつ、地域の診療所等では対応できな

い入院・手術を中心とした医療を提供するとともに、総合病院として急性期医療の

提供を行うことにより、より多様な医療需要に対応した。また、大阪府地域医療構

想において不足している回復期病床については、現病院への移転に伴い、一般病床

の一部を回復期リハビリテーション病床（４５床）に転換しており、引き続き急性

期から回復期までの患者の状態像に応じた手厚いリハビリテーションを行った。 

 在宅医療の充実に向けた支援として、在宅医療に係る関係機関との円滑な連携に

よる退院支援を行った。また、在宅療養者の病状が急変した際の受入を行うなどの

在宅医療の後方支援を積極的に行うとともに、医療・介護・福祉のサービスが切れ

目なく提供されるよう、地域医療ネットワークの連携の強化を図った。 
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（18） 

２ 市立病院として担うべき医療 

２－（１） 総論 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

市立病院として、地域で必要とされる医療を切れ目なく提供できるよう、地域の医

療機関との機能分担・連携を推進すること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・がん疾患については、外来化学療法及び放射線治療の実施など、集学的治療を推

進し効果的な治療に努めた。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大下におい

ても可能な範囲で内視鏡センターを活用し、がん疾患のほか呼吸器疾患についても

質の高い治療を行うことができた。整形外科系疾患においては、リハビリテーショ

ン科で効果的なリハビリテーションを行った。 

・大阪府医療計画で推進が求められている５疾病（がん、脳血管疾患、心血管疾

患、糖尿病、精神疾患）、４事業（救急医療、災害医療、周産期医療、小児医療）

については、公立病院として必要とされる医療サービスを他の医療機関との機能分

担・連携の下に適切に実施するとともに、質の高い医療の提供に努めた。在宅医療

については、在宅療養者の病状が急変した際には、地域のかかりつけ医と患者支援

センターの病床管理担当の看護師が連携して円滑な受入を行った。また、新型コロ

ナウイルス感染症への対応として、市及び関係機関と連携・協力し、感染流行早期

の時点から帰国者・接触者外来を設置するとともに年度を通して専用病棟を設け、

入院患者の受入を行うなど、公立病院として役割を果たした。 

・地域医療支援病院については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大下にあって

も可能な範囲で開業医を訪問することで連携を密にとり、紹介率の向上に努めた。

また、逆紹介においては長期間通院している患者への積極的な逆紹介に努めたこと

で承認要件を満たし、承認された。 
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（19） 

２－（２） 救急医療 

ア 二次救急医療機関としての円滑な救急応需体制の確保  

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ２ ２ ２ ２ 
 

中期目標 

大阪府が認定する二次救急医療機関として、地域の医療機関との機能分担・連携の

下、２４時間３６５日の受入れが行えるよう、円滑な救急応需体制を確保するこ

と。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）二次救急医療機関として、地域の医療機関及び三次救急医療機関との連携・

役割分担の下、24 時間 365 日体制の救急医療の提供を確保し、引き続き地域にお

ける救急医療の中心的役割を果たせるよう努めた。 

・受入できなかった症例は担当副院長へ報告し、救急部運営委員会において原因の

検討を行ない、救急患者を断らないよう努めた。 

・新型コロナウイルス感染症の感染が広がる状況の中、適切なゾーニングや感染管

理体制の整備を行ったことにより新型コロナウイルス感染症患者やその疑いのある

患者の診療対応と並行して 24 時間 365 日の医療体制を引き続き確保し、地域の医

療機関及び三次救急医療機関との連携・役割分担の下、地域における救急医療提供

の中心的役割を果たせるよう努めた。 

（イ）二次救急患者の受入を目的とした救急専用病床（８床）について、処置後の

救急患者を救急専用病床から一般病床に円滑に移せるように、日々のベッドコント

ロールにより救急患者の受入を行える体制を確保した。 

（ウ）救急科を新病院から新たに設置することにより初期診療体制を整え、依頼か

ら受入までスムーズな運用を構築した。 

・時間内の救急搬送患者対応について、救急科部長を中心に救急隊からの受入要請

に対し、迅速に受入可否の判断をするとともに適切な診療科で対応するなどのスム

ーズな受入体制で運用した。 
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（20） 

【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

時間外救急車搬送 

受入率 

90.0％ 83.4％ 77.5％ 68.8％ 54.8% 

 救急搬送受入件数 4,320 件 3,620 件 3,854 件 2,917 件 2,544 件 

 （時間内） 1,440 件 1,216 件 1,376 件 1,138 件 950 件 

 （時間外） 2,880 件 2,404 件 2,478 件 1,779 件 1,594 件 

救急専用病床 

稼働率 

90.0％ － 43.0％ 29.0％ 22.3% 

 

 

イ 初期救急医療における機能分担 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

初期救急医療については、地域の医療環境を踏まえた機能分担・連携を推進するこ

と。また、市民への啓発等によりかかりつけ医定着の促進を図ること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・地域の医療機関との連携推進やかかりつけ医定着の促進について、ホームページ

や広報誌、患者への啓発用チラシの配布等、初期救急医療において地域の医療機関

との機能分担を図った。 
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（21） 

２－（３）小児医療・周産期医療 

ア 小児医療 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

小児救急医療について、豊能広域こども急病センターや地域の診療所と連携しなが

ら、二次救急医療機関としての役割を果たすこと。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・二次医療圏内の小児救急診療について、豊能広域こども急病センターの後送病院

として週４回の二次救急輪番を務めるとともに、高い救急搬送応需率を維持し、地

域に必要とされる役割を果たした。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

小児科患者数（入

院） 

6,842 人 7,767 人 4,345 人 4,140 人 

小児科患者数（外

来） 

12,835 人 11,606 人 9,164 人 9,265 人 

小児救急搬送患

者数 

623 人 625 人 273 人 442 人 

 
うち小児救急

入院患者数 

517 人 548 人 188 人 198 人 
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（22） 

イ 周産期医療 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

大阪府周産期緊急医療体制の参加病院として、二次救急搬送の受入体制を確保する

とともに、高度機能が必要なハイリスク分娩等は、地域の周産期母子医療センター

と連携を図ること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・陣痛から分娩後まで、部屋移動による負担が少なく安全なＬＤＲ（特別室）の活

用に加え、多職種から専門的なサポートを受けることが出来るマザークラス（母親

教室）や、助産師外来、ははとこ健診、また、新たにアロマセラピーを導入し、妊

娠から産後まで幅広い支援を行い、安心してお産できる環境を継続して提供した。 

・糖尿病等の合併症をもった妊婦、中程度のリスクのある分娩や開業医では対応の

難しい妊娠管理や分娩管理が必要な妊婦の受入体制を維持した。 

・分娩においてハイリスクを有する妊婦については、検診の段階で高次医療対応が

可能な周産期母子医療センターへ紹介するなどし、安心安全な周産期医療体制を確

保した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

分娩件数 143 件 309 件 293 件 312 件 
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（23） 

２－（４）災害医療 

ア 市の災害医療センターとしての役割 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

吹田市地域防災計画に基づき、市の災害医療センターとして大規模な災害や事故の

発生に備え、災害時の医療体制や医薬品等の確保体制を整備すること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）平成 30年 6 月に大阪府北部地震が発生した際に、災害対策本部を速やかに設

置し、院内の状況把握と情報共有を行うなど、昨年までの災害対策訓練を生かし、

大きな混乱が生じることなく外来診療等について対応することができた。 

・移転後初となる災害を想定した実地訓練として、10 月に防火訓練、2月に大規模

災害訓練を実施した。また、9月に吹田市地域防災総合訓練、12月に豊能地区医療

圏の合同訓練に参加した。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を受けた令和 2年度の大規模災害訓練

は、実地訓練を縮小して災害時の指揮・統制、情報伝達の訓練と災害対策本部の設

営訓練を実施し、令和 3年度は火災時の対応を収録した動画により周知を図った。

院外での訓練、研修参加については、2月にオンラインで行われた豊能二次医療圏

大規模災害時医療連携強化プロジェクト研修に参加した。 

・災害対策委員会において、災害発生時の初動対応の迅速化、新型コロナウイルス

感染症感染の疑いのある被災者の動線やトリアージなどを協議した。 

（イ）防火訓練、巨大地震を想定した大規模災害訓練結果に基づき、災害対策委員

会にて防災マニュアルを改訂した。 

・防災マニュアルの改訂に併せて、部署別行動計画の追加などを内容とする事業継

続計画（BCP）の改訂を行った。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

災害訓練回数 0 回 2 回 2 回 1 回 

災害訓練参加人数 0 人 173 人 122 人 85 人 

災害医療院外研修参加回数 2 回 2 回 1 回 2 回 
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イ 市及び地域の医療機関との連携体制 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ４ ４ 
 

中期目標 

災害時においては、地域の医療機関と連携し、適切な医療を提供するとともに新た

な感染症の発生等、健康危機事象が発生したときは、市の担当部署等と連携し、市

域の医療機関の中心的役割を果たすこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）平成 30年 6 月に発生した大阪府北部地震では、地域の医療機関と連携を取

り、透析が必要な患者の受入を迅速に行った。また、他病院への患者の紹介も実施し

た。 

・吹田市地域防災計画に規定された当院の主な役割として、情報伝達、患者の受入等

を取り入れた大規模災害訓練を行った。また、9月の吹田市地域防災総合訓練に参加

し、救護所派遣の訓練を行った。その他、豊能地区医療圏の合同訓練に参加すること

で、広域的な情報収集をすることができた。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、オンラインで行われた豊能二次医療圏大

規模災害時医療連携強化プロジェクト研修で EMIS（大阪府救急・災害医療情報システ

ム）の情報伝達、新型コロナウイルス感染症対策下における被災者のトリアージの机

上訓練に参加し、災害時における連携体制を確認した。 

（イ）新病院において、新型インフルエンザ等のパンデミック時に院内を経由せずに

院外から受診対応できるように施設の整備を行った。 

・新型コロナウイルス感染症への対応として、市及び関係機関と連携・協力し、感染

流行早期の時点から帰国者・接触者外来を設置するとともに年度を通して専用病棟を

設け、入院患者の受入を行うなど、市立病院として役割を果たした。 
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２－（５）がん医療 

ア 大阪府がん診療拠点病院としてのがん診療体制の整備 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ４ ３ ４ 
 

中期目標 

大阪府がん診療拠点病院として、集学的治療や地域連携パスを推進すること。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）医師、看護師、作業療法士等がチームとして症例検討会を行い、他科と連携

協力し、患者にとって最良な治療方法となるよう集学的治療の推進を図った。ま

た、緩和ケアチームによる介入を行い、精神面等のフォローも積極的に行った。 

・がん診療地域連携パスについては、胃 ESD パスを新規に運用するなど、積極的な

運用を行うように努めた。 

（イ）新病院移転により 80 列と 320 列のＣＴ、1.5 テスラのＭＲＩ2台を導入し、

より治療の質及び精度を高めることが可能となった。 

・令和元年度から常勤放射線治療専門医を配置したことにより、医療機器を有効活

用し、放射線治療の質の向上につなげた。 

・放射線治療における機器の精度管理を専従とする診療放射線技師の配置により、

質の高い放射線治療を効率的に患者へ提供できるよう体制強化を図った。 

（ウ）がんのリハビリテーションの推進を図るとともに緩和ケアチームで引き続き

患者の状況に応じた介入を図ることで緩和ケアの充実を図った。 

・がん相談支援センターの案内ポスターを院内掲示し、ホームページでも周知する

とともに、医師、看護師等からがん相談の案内を引き続き行った。 

 

【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

がん入院患者件数 2,120 件 2,041 件 2,236 件 2,487 件 2,772 件 

外来化学療法件数 2,650 件 2,635 件 3,135 件 3,322 件 3,771 件 

放射線治療件数 3,800 件 531 件 5,578 件 4,978 件 5,665 件 

がん手術件数 700 件 635 件 851 件 813 件 890 件 

がん診療地域連携 

パス実施件数 

40 件 3 件 25 件 18 件 23 件 
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【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

がん患者リハビリテーション単位数（※） 3,679 1,066 2,294 2,709 

がん相談件数 155 件 584 件 772 件 759 件 

緩和ケアチーム介入件数 158 件 175 件 147 件 158 件 

 

イ がん予防の取組 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

本市が実施する各種がん検診に積極的に協力するなど、がん予防医療の取組に努め

ること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）市が実施する各種がん検診に協力した。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響によりがん検診の実施が難しい状況が

続いたが、可能な限り協力した。 

（イ）病院だより（No.68）に、平成 30年 9 月 1日開催の市民公開講座（乳がんの

基礎知識から予防、治療）の内容を掲載した。 

・病院だより（No.73）にて、府内医療機関のがん疾患の情報を掲載したホームペー

ジ「がん情報提供コーナー」の紹介などを行った。 

・広報誌「ともに」（No.10）にて、消化器外科を特集し、消化器のがん情報及びが

ん検診の啓発などを行うとともにホームページ上で閲覧できるようにした。また、

市報すいた（令和 3年 2月号）にて、当院のがん治療における緩和ケアについて掲

載を行った。 

・市民公開講座をオンラインにて実施し、内視鏡検査におけるがん治療及びがん検

査の啓発について取り上げ、同内容の動画をホームページ上に掲載し、閲覧できる

ようにした。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

がん検診受診者数 2,942 人 3,273 人 1,403 人 1,473 人 
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２－（６）リハビリテーション医療 

ア 回復期リハビリテーション病棟を活用した在宅復帰への支援 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

新病院における回復期リハビリテーション病棟の設置により、急性期から回復期ま

での患者の状態像に応じたリハビリテーションを手厚く行い、在宅復帰を支援する

こと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・急性期患者については、引き続き廃用症候群の予防や早期離床を目的としたリハ

ビリテーションを実施し、早期リハビリテーション単位数の増加につながった。回

復期患者には、退院後の実生活での動作を想定したリハビリテーションを取り入れ

ることで、自立度及び日常生活機能を改善した状態での在宅復帰に結びつけた。 

・専任のリハビリテーション科医師を配置し、移転と同時に回復期リハビリテーシ

ョン病棟を開設した。 

・届出要件である新規重症入院患者に対する退院時の改善割合を充足したことによ

り、回復期リハビリテーション病棟入院料 3を取得した。 

・回復期リハビリテーション病床においては、365 日のリハビリテーションを開始

したことにより、回復期リハビリテーション病棟入院料 1を取得した。また、セラ

ピスト 5名を増員するとともに新たな専任医師を配置したことでリハビリテーショ

ン実施体制の強化を図った。 

 

【目標指標】 

項目 中期計

画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

回復期リハビリテーション病棟

病床利用率 

95.0％ 35.0％ 73.3％ 75.1％ 84.0% 

回復期リハビリテーション病棟

在宅復帰率 

80.0％ 88.9％ 86.9％ 86.7％ 94.7% 
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【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

早期リハビリテーション単位数 30,052 41,938 54,646 55,029 

がん患者リハビリテーション単位数（再掲） 3,679 1,066 2,294 2,759 

呼吸器リハビリテーション単位数 6,215 2,515 2,515 2,710 

脳血管疾患等リハビリテーション単位数 17,497 57,011 75,509 63,786 

運動器リハビリテーション単位数 43,147 43,077 50,056 59,558 

 

イ 高齢化の増加に伴う疾患の増加への対応 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

新病院における回復期リハビリテーション病棟の設置により、急性期から回復期ま

での患者の状態像に応じたリハビリテーションを手厚く行い、在宅復帰を支援する

こと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・がん患者や呼吸器疾患患者について、早期にリハビリテーションの介入を実施

し、患者の状態等を勘案して、最も適切なリハビリテーションを提供することで、

患者の自立度向上に取組んだ。 
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３ 安心安全で患者満足度の高い医療の提供 

３－（１） 安心安全な医療の提供 

ア 医療の安全管理体制の確保 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

安心安全な医療を提供するため、医療の安全管理を確保する体制を整備すること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）インシデント、アクシデントの事案報告等、発生要因、再発防止策を検討する

医療安全管理委員会を毎月開催し、再発防止策を検討し、部長会を通じて職員へ周知

を行い、アクジテント件数の減少に努めた。 

・全インシデントの内、薬剤に関する案件が一番多く占めていたことから、新病院で

のシステム更新に伴い、注射認証システム、持参薬システム等の導入や、多職種で立

案した業務改善計画に基づく対策（配薬カートの導入、患者支援センターでの薬剤師

による入院前支援）を実施することによりアクシデント予防に取り組んだ。 

・組織全体で再発防止に繋げるよう、院内情報システムを活用したレポーティングシ

ステムを導入した。 

・アクシデント案件減少に向け、アレルギー薬剤投与に関するチェック機能のシステ

ム更新を行った。 

・提供した医療に起因する有害事象の報告をオカレンスレポートと定義し運用を開始

した。 

（イ）抗菌薬の適正使用支援の推進を目的として、抗菌薬適正使用支援チームを設置

し、対象患者を週 1回モニタリングし、状況把握や治療の評価を行い担当医師へフィ

ードバックするなど、適正使用の支援を行った。 

・麻疹が確認されたため、院内感染対策委員会において速やかに感染のおそれがある

接触者をリストアップし、初期症状が確認された場合の対応を伝え、感染拡大防止に

必要な対策を講じた。 

・発熱外来でのトリアージ等、様々な新型コロナウイルス感染症対策を行い、院内感

染の防止に努めた。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大下における標準的対応方針として、職員の健

康観察、黙食の徹底など予防対策に取り組むとともに、大阪府のフェーズに合わせた

院内対応方針に基づき、面会の許可制、会議や研修の制限などの取組みを徹底し、院

内での感染拡大防止に努めた。 
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（30） 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

医療安全管理委員会開催数 12 回 12 回 12 回 12 回 

 

イ 医療安全対策の徹底 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

医療事故の予防及び再発防止に取り組むなど、医療安全対策を徹底し、院内感染防

止の取組を実施すること。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）病院機能評価において、医療安全対策は概ね適切と評価されたところである

が、病棟薬剤師の配薬に関する積極的な介入に関する指摘については、配薬前に看

護師だけでなく薬剤師が監査を実施するよう改善を行った。 

・病院機能評価の結果・所見を踏まえ、患者の安全確保に向けたマニュアルを適宜

見直し、情報を共有できるよう周知した。また、その内容を病院機能評価の期中確

認において報告した。 

・病院機能評価の中間報告に対するサーベイヤー（評価調査者）からの意見を受

け、院内で発生したインシデント・アクシデントに関し、医療事故防止対策委員会

で再発防止のための検討を行い、必要に応じて、改善のための周知を行った。 

（イ）医療の安全管理研修を全職員対象に実施するとともに職種別にも実施した。

院外研修についても、医療安全部の職員を中心に参加した。院内感染防止対策につ

いても、全職員を対象にした研修と職種別の研修を実施した。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により研修参加回数は減少したが、ウ

ェブ配信による研修を積極的に受講し、医療安全の意識向上に努めた。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

医療安全関係院外研修参加件数 16 件 20 件 9 件 19 件 
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３－（２） チーム医療の充実 

ア チーム医療の仕組みを活用した質の高い診療・ケアの提供 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

医療の質と安全性を高めるため、医師、看護師及びコメディカルスタッフなど多職

種・多診療科間で編成したチーム医療の更なる充実を図ること。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・多職種により構成された様々なチームが連携・協働し、それぞれの専門スキルを

活用して診療・ケアにあたり、患者の療養生活のサポートを行った。 

・認知症ケアチームにおいては、認定看護師が積極的に介入できる体制を図ること

で件数の増加に繋げた。 

・医師や看護師、薬剤師、言語聴覚士、管理栄養士、社会福祉士が胃ろうの適応を

考えるチームで、退院後の生活状況などを含め総合的に検討し、患者や家族に胃ろ

うの選択を考える際の支援となる活動を行った。 

・栄養サポートチームにおいては、低栄養の患者の把握や栄養管理の提案を行い、

病状の早期回復に努めた。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

認知症ケアチーム介入件数 381 件 295 件 425 件 408 件 

栄養サポートチーム介入件数 1,015 件 1,266 件 1,127 件 656 件 
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（32） 

イ チーム医療の質の向上 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

医療の質と安全性を高めるため、医師、看護師及びコメディカルスタッフなど多職

種・多診療科間で編成したチーム医療の更なる充実を図ること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・関係職員によるミーティングやラウンド等を通じて、課題の把握及び解決に努

め、チーム医療の質の向上を図った。 

・認知症ケアチームは、各病棟へのラウンドを行い、該当患者の担当看護師と共に

認知症状の悪化の予防や、治療・リハビリテーションが円滑に受けられるようカン

ファレンスを実施した。 

・栄養サポートチーム（NST）においては、各病棟へのラウンドを行い、個々の症例

に関して最適な栄養療法についての検討を行った。 
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（33） 

３－（３） コンプライアンスの徹底 

ア 内部統制体制の整備 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ２ ３ ３ 
 

中期目標 

医療法をはじめとする関係法令を遵守のうえ、行動規範と倫理に基づく適正な病院

運営を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・地方独立行政法人法の改正に伴い、業務方法書を改正し内部統制体制に関する基

本方針やその推進に関する事項、リスク評価への対応等を定めることにより、体制

の整備を図った。 

・コンプライアンス委員会でリスク評価への対応方針を決定し、各職員が業務にお

けるリスクを洗い出し、業務改善に取り組むことで業務の適正化に係る意識の向上

を図った。また、令和元年度に新たに契約した市が選任した会計監査人による監査

業務（会計実務指導や内部統制等）に係る指摘についても適切に対応を行った。 

・前年度に確認したリスクへの適切な対応を行うために各職員が業務におけるリス

クを再確認し、適宜業務の見直しを行った。 
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（34） 

イ 職員の意識向上 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ２ ３ ３ 
 

 中期目標 

全ての職員が個人情報を保護することの重要性を認識し、その管理を徹底するこ

と。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・個人情報保護研修「医療機関における個人情報保護対策」を開催し、医師、看護

師、コメディカル、事務職などが参加した。 

・個人情報保護推進委員会において、「患者情報の保存・利用に関する要領」を見

直し、患者情報利用における病院管理 USB メモリ使用を規定し、情報漏えい防止対

策を行った。 

・令和元年８月に個人情報流出事案が発生した事実を踏まえ、個人情報に対するこ

れまで以上の意識向上のため、e-ラーニングによる「個人情報・プライバシー」の

研修、院内情報システムによる個人情報に関する自己点検及び各部署において個人

情報リスク点検を行い、リスクの洗い出しと対策の検討を行った。また、「個人情

報の漏えい防止」の研修を２回行い、当日参加できなかった者には、院内情報シス

テムで録画視聴できるようにし、今後同様の事案を起こさないよう、意識向上に努

めた。 

・e-ラーニングによる「個人情報・プライバシー」の研修、院内情報システムによ

る個人情報に関する自己点検を行った。また、新型コロナウイルス感染症感染拡大

の影響により例年行っていた集合研修を中止したが、院内情報システムに研修動画

をアップし、個人情報保護に対する意識向上に努めた。 
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（35） 

３－（４） 患者サービスの向上 

ア 患者の視点に立ったサービスの提供 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

患者が利用しやすい病院を目指すため、職員の接遇向上、院内の快適性（院内清掃

等）向上及び待ち時間の短縮など、患者の視点に立ったサービスの向上に取り組む

とともに、その結果を定量的に把握するよう努めること。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）声の箱に寄せられた様々な要望・意見を医療改善委員会で検討し、患者サービ

スの向上・改善を図った。また、患者満足度を把握するための退院患者アンケート

や外来患者満足度調査を実施した。 

（イ）接遇向上研修を引き続き実施し、患者対応において常に親切・丁寧な説明を心

がけ、患者サービスの向上に努めた。 

（ウ）患者利便施設の事業者に寄せられた意見について、担当責任者に伝え改善を要

望し、利便性の向上に努めた。 

・新病院では、ATM やコピー機等のサービスが提供可能な売店、カフェ、自動販売

機、レストランを整備し療養環境の向上に努めた。 

・待ち時間を快適に過ごせるよう、各科の診察状況が表示される外来案内表示モニタ

ーを外来診察室前以外に７台、レストランに２台設置した。 

（エ）全職員が閲覧できる共有端末で月毎の患者の待ち時間を周知し、待ち時間短縮

の意識付けを行った。また、積極的に逆紹介を推進するとともにかかりつけ医から

の紹介患者についてはあらかじめ予約を取ってもらうことを推進することで待ち時

間の短縮に努めた。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

声の箱投書件数 330 件 332 件 84 件 116 件 

患者満足度調査結果 － － － 1 回 

337/1,490 
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（36） 

イ 患者に寄り添ったサービスの提供 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

インフォームド・コンセント、セカンド・オピニオンの充実など患者に寄り添った

良質な医療を提供することにより市民との信頼関係を築き、患者に選ばれる病院を

目指すこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・インフォームド・コンセントについては、当院のマニュアルに従い、わかりやす

く丁寧な説明を実施した。 

・他院へのセカンド・オピニオンについては、インフォームド・コンセントの際や

院内掲示により案内を行い、患者の希望の際には速やかに対応した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

セカンド・オピニオン対応件数 2 件 9 件 3 件 4 件 
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（37） 

ウ 院内ボランティア活動への支援 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

ボランティアの受入れを推進し、病棟など多様な分野へのボランティア活動の拡充

を図ること。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・新病院では、ボランティア活動支援及び作業スペースとしてボランティア控室を１

階に整備した。 

・病院負担でボランティア保険に加入し、安心して活動が行える環境を整備した。 

・令和元年 11 月から新たに 1団体のボランティアを受け入れた。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、院内のボランティア活動は自粛

していたが、屋上庭園の花の手入れについては新型コロナウイルス感染症感染防止対

策を講じながら実施した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

ボランティア登録人数 57 人 59 人 60 人 61 人 
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（38） 

４ 本市の地域包括ケアシステムの構築に貢献する地域完結型医療の体制づくり 

４－（１） 地域の医療機関（かかりつけ医等）との機能分担・連携 

ア 紹介・逆紹介の徹底 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ４ ３ ３ 
 

 中期目標 

患者の状態像に応じた医療を効果的・効率的に提供するため、地域の医療機関との

紹介 

・逆紹介を徹底すること。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）新病院において、紹介患者がスムーズに受付できるように紹介状窓口を１ブ

ースから３ブースに拡充した。 

・急性期を脱した患者については、各診療科と患者支援センターが連携し、早期に

逆紹介できるように努めた。また、かかりつけ医リーフレット等も活用して逆紹介

を推進した。 

・紹介患者がスムーズに受診できるように、紹介状受付の待ち時間短縮を目的とし

て受入手順の見直しを行った。また、部長級以上の医師が積極的に地域の医療機関

訪問を行った。 

・放射線検査の紹介患者がスムーズに受診できるよう、受付時の紹介状取り込み作

業を検査後にすることで待ち時間の短縮を図った。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大下においても可能な範囲で開業医を訪問す

ることで連携を図った。 

・当日の受入依頼については、返答までの時間を短縮するよう直接医師に受入の可

否を確認する体制を構築した。 

・逆紹介については、引き続き医師に徹底してもらうために会議の場など様々な機

会において働きかけ、特に長期間通院している再診患者への積極的な逆紹介に努め

た。 

・逆紹介先及びかかりつけ医の選定を目的として患者向けの登録医マップを院内 7

か所に掲示した。 

（イ）当院で治療が終わった患者が切れ目無く地域のかかりつけ医で医療を受ける

ことができるように各診療科と患者支援センターが連携し、かかりつけ医を持って

いない患者の相談や対応を行った。 
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34 

（39） 

・逆紹介を医師に徹底してもらうために会議の場など様々な機会において積極的に

指導を行った。また、患者向けにも啓発ポスターを掲示するなど逆紹介を推進し

た。 

・地域連携パスについては、がん連携パスに加え、新たに大腿骨頚部骨折パスを稼

働させることにより運用件数を増加させた。 

・逆紹介の際には大腿骨頚部骨折等の地域連携パスを活用し、引き続き推進するこ

とにより地域で切れ目なく医療の提供に努めるとともに逆紹介患者が急変した際に

は新型コロナウイルス感染症の感染拡大下においても可能な限り受入に努めた。 

（ウ）地域の医療機関と一層の情報共有を図るため、カルテを共有するシステムに

ついては、国立循環器病研究センターとの運用を踏まえ、診療所との連携を試行開

始した。 

 

【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

紹介件数 17,000 件 16,849 件 19,827 件 17,286 件 17,181 件 

逆紹介件数 11,500 件 11,427 件 13,863 件 12,287 件 12,005 件 

紹介率 64.0％ 61.0％ 70.1％ 70.7％ 72.1% 

逆紹介率 84.0％ 61.2％ 57.7％ 65.0％ 70.0% 

地域連携パス実施件数 100 件 18 件 120 件 126 件 120 件 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度実績 R1 年度実績 R2 年度実績 R3 年度実績 

登録医数 251 件 284 件 338 件 427 件 
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（40） 

イ かかりつけ医定着に関する啓発 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

日常的な診療や健康管理・健康相談を受けることができるかかりつけ医定着に関す

る啓発を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・かかりつけ医を探しやすいように従来から作成しているかかりつけ医リーフレッ

トに加え、新たに登録医（開業医）マップを作成し外来エリアに掲示した。 

・新規で開業したかかりつけ医については、すぐに訪問し情報収集を行い、かかり

つけ医リーフレットに追加した。また、２階に設置しているデジタルサイネージ

（電光掲示板）において、かかりつけ医定着の啓発ポスターを表示するとともに病

院だよりでかかりつけ医に係る記事を掲載し、かかりつけ医の役割やその必要性に

関する啓発を行った。 
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（41） 

４－（２） 在宅医療の充実に向けた支援 

ア 退院支援 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

ケアマネジャー、主治医等に退院時カンファレンスへの参加を促すなど、在宅医療

に係る関係機関との円滑な連携による退院支援を行うこと。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）地域で行われる在宅医療と緩和ケアの研修会に参加し、在宅療養診療所の医

師や訪問看護ステーションの看護師等と情報交換を行い、連携を図った。 

また、入院時支援の際に退院困難な患者を把握し、入院早期から入退院支援部門

と医療福祉相談部門が連携を図り、退院困難な患者への介入を行った。 

（イ）退院支援の際には、医師が作成する入院診療計画書に基づき、医師、看護

師、リハビリスタッフ等、多職種の医療チームで患者の療養方針を検討した。ま

た、患者の意思決定を尊重するよう患者・家族と面談を行い、退院支援を実施し

た。 

・在宅医療の関係機関への連絡を密に行い退院支援がスムーズにいくよう連携を図

った。 

（ウ）入院時から介護支援専門員（ケアマネージャー）等と連携を図るとともに、

退院前には医師、訪問看護師、介護支援専門員等と在宅医療への移行が円滑に進む

ようカンファレンスを実施した。また、退院後の患者に関する相談窓口として、介

護支援専門員や訪問看護師等からの問い合わせに対応するなどサポートを行った。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

退院支援件数 2,309 件 2,561 件 2,964 件 2,995 件 

医療相談件数 11,230 件 11,346 件 11,112 件 11,256 件 

介護支援連携件数 137 件 148 件 86 件 59 件 
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（42） 

イ 在宅療養者の急変時の受入れ 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

在宅療養者の病状が急変した際には、関係機関等の求めに応じた一時的な受入れを

行うなど、必要な対応を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・在宅医療の後方支援として、在宅療養者が急変した場合、通常時間内では、患者

支援センターの病床管理部門と地域医療連携部門が連携し、円滑に受入を実施し

た。時間外では救急部による救急応需体制により受入を実施した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度実績 R1 年度実績 R2 年度実績 R3 年度実績 

当日入院件数（紹介） 1,509 件 1,651 件 1,287 件 1,062 件 
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ウ 地域医療ネットワークの連携強化 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

地域医療ネットワークの連携を強化し、切れ目のない医療・介護・福祉サービスが

提供できるよう、地域の医療水準の向上に努めること。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・吹田在宅ケアネットにおいては、歯科医師と管理栄養士から講演を行い、吹田呼

吸ケアを考える会においては、看護師等が講演した。また、在宅医療に携わる多職

種との連携を深める会を主体的に開催し、ネットワークの連携強化を図り、地域の

医療水準の向上に貢献した。 

・吹田市在宅医療・介護連携推進協議会に出席するとともに吹田市ケアネット実務

者懇話会の WEB 会議に参加することで情報交換により地域のネットワークの強化を

図った。 

・吹田呼吸ケアを考える会において、地域の関係機関にアンケートを実施し、要望

のあった新型コロナウイルス感染症に関するセミナーをＷｅｂで開催した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

吹田在宅ケアネット開催数 2 回 2 回 0 回 0 回 

吹田呼吸ケアを考える会開催数 1 回 1 回 0 回 1 回 
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５ 健都における総合病院としての役割 

５－（１）国立循環器病研究センターとの機能分担・連携 

ア 診療における連携 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ４ ４ ４ 
 

 中期目標 

隣接する国立循環器病研究センターとの間において、医療をはじめとする病院とし

ての機能について分担・連携を進め、相乗的な価値向上を図ること。また、この機

能分担・連携について市民や地域の医療関係者などの理解が進むよう取り組むこ

と。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・各診療科間において、連携及び役割分担等について協議し、整理した。 

・救急対応協力においては、循環器疾患や脳卒中の疑いがある患者については原

則、国立循環器病研究センターで受け入れることや、当院の循環器系の救急患者に

ついて、同センターの医師が可能な範囲で画像診断のコンサルトを行うなどの連携

を図ることを確認した。 

・診療科ごとに役割分担を整理し、国立循環器病研究センターからの消化管出血等

の当院で対応可能な患者の受入を行ったほか、救急対応協力のみならず、同センタ

ーへの医師派遣を行った。また、同センターの PET-CT や当院の内視鏡機器など医療

機器の相互利用を進め、相互の紹介件数の増加につながった。 

・回復期リハビリテーション病棟において、365 日のリハビリテーションを開始し

たことにより、5月に回復期リハビリテーション病棟入院料 1を取得した。また、

セラピスト５名を増員するとともに９月より新たな専任医師を配置したことでリハ

ビリテーションが必要な患者の受入体制を確保した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

国立循環器病研究センターからの紹介件数 243 件 571 件 760 件 832 件 

国立循環器病研究センターへの紹介件数 148 件 385 件 534 件 697 件 
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イ その他の連携 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

隣接する国立循環器病研究センターとの間において、医療をはじめとする病院とし

ての機能について分担・連携を進め、相乗的な価値向上を図ること。また、この機

能分担・連携について市民や地域の医療関係者などの理解が進むよう取り組むこ

と。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・国立循環器病研究センターの看護局主催の学習会に看護師 13 名参加した。 

・電子カルテ相互閲覧システムについて、国立循環器病研究センターとの連携会議

などにより、連携する対象、相互に閲覧する診療情報、導入するシステム等を確認

し、運用を開始した。 

・両院の医師が患者の治療方針の策定にあたり協議を行うなど連携を図った。 

・同センターの PET-CT や当院の内視鏡機器など医療機器の相互利用を進めた。 
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ウ 連携体制の周知 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

隣接する国立循環器病研究センターとの間において、医療をはじめとする病院とし

ての機能について分担・連携を進め、相乗的な価値向上を図ること。また、この機

能分担・連携について市民や地域の医療関係者などの理解が進むよう取り組むこ

と。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・特定機能病院としての国立循環器病研究センターと総合病院としての市民病院が

それぞれのポテンシャルを発揮し、より良い医療提供ができるよう連携状況をホー

ムページ等で周知を行った。 

 

５－（２）他の健都内事業者等との連携 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

ア 健都２街区高齢者向けウェルネス住宅、健都イノベーションパーク及び駅前複合

施設と連携し、それぞれが実施する市民の健康寿命の延伸に寄与する取組を支援する

こと。 

イ 健都レールサイド公園（（仮称）健都ライブラリーを含む。）で取り組まれる事業

への支援を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・吹田市主催の「健康」をテーマにしたイベント「すいた健康ＥＸＰＯ」で、新病院

についての説明パネルを展示し、来場者への質問に対応するなど、健都のＰＲ活動に

協力した。 

・北大阪健康医療都市連絡調整会議に参加し、健都のまちづくりやイベント等につい

て協議した。 
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・健都まちづくり連携会議に参加し、健都を構成する産学官民がそれぞれの特色を活

かし、共同で事業を行える基盤（共創プラットフォーム）について意見交換を行っ

た。 

・吹田市の施策である「たばこの煙のないまち（スモークフリーシティ）」の取組に

ついて、院内のデジタルサイネージにおいて、啓発動画を掲載した。 

 

５－（３） 予防医療に関する取組 

ア 各種検（健）診の実施 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

各種健（検）診の実施及び健康づくりや介護予防に関する講座の開催など、市民の

健康寿命の延伸に寄与する取組を行うこと。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・マンモグラフィーによる乳がん健診など、高度検査機器が必要な分野を中心に取

り組みを行い、一次検診の機能だけではなく、精密検査とその後の治療にも対応

し、早期発見・早期治療に貢献した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大に対応するため、令和 2年 4月 13 日以降は特定健

診を中止せざるを得なくなったこともあり、検診事業は大幅な件数減となった。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

国保特定健診件数 591 件 601 件 24 件 0 件 

後期高齢者特定健診件数 236 件 240 件 0 件 0 件 
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イ 人間ドックの実施 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ４ ３ ３ 
 

中期目標 

各種健（検）診の実施及び健康づくりや介護予防に関する講座の開催など、市民の

健康寿命の延伸に寄与する取組を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・人間ドック・脳ドックについて、疾病の早期発見のため積極的に実施した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、必要なスペースの確保が困難とな

り、およそ 8ヶ月間中止したが、速やかな環境整備に努めた結果、12 月に再開する

ことができ、件数の回復に努めた。 

 

【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

人間ドック件数 550 件 518 件 616 件 156 件 529 件 
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ウ 予防接種の実施 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

各種健（検）診の実施及び健康づくりや介護予防に関する講座の開催など、市民の

健康寿命の延伸に寄与する取組を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・市の協力医療機関として、主に高齢者や入院中患者を中心に、インフルエンザな

どの予防接種を引き続き実施した。 

・新型コロナウイルスの感染拡大防止とその対応に注力するためにインフルエンザ

ワクチンの集団予防接種を中止した。なお、肺炎球菌ワクチンや４種混合ワクチン

等、個別接種で行う予防接種については継続して実施した。 

・子宮頚がんワクチン 3回実施。高齢者や妊婦を対象に新型コロナワクチン接種を

実施した。（1,501 回） 
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エ 疾病予防に関する講演会等の開催 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

各種健（検）診の実施及び健康づくりや介護予防に関する講座の開催など、市民の

健康寿命の延伸に寄与する取組を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・市民公開講座、出張講座を通じて、かかりつけ医を持つことの意義を説明すると

ともに、疾病予防に関する講演を行った。薬に頼らない、毎日できる簡単な運動等

の紹介を講演の中に取り入れた。 

・市出張講座は例年どおり高齢クラブや大学に加え、他福祉施設の専門職を対象

に、かかりつけ医を持つことの意義などに関する講演や疾病予防の啓発について開

催した。 

・WEB 会議システムにて市民公開講座は「内視鏡検査」をテーマとし、出張講座は

「糖尿病」をテーマとして開催した。かかりつけ医を持つことの意義や検診の大切

さなどを周知するためにパンフレットを作成し掲示を行った。 

 

（参照）目標指標及び関連指標一覧 ８ページ 関連指標 

項目 H30 年度実績 R1 年度実績 R2 年度実績 R3 年度実績 

市民公開講座実施回数 2 回 1 回 0 回 1 回 
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６ 地域医療への貢献 

６－（１）地域の医療従事者への支援 

ア 地域の診療所等への支援 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
  

中期目標 

地域の医療従事者を対象に研修会を開催するなど、地域医療に携わる医療従事者を

支援すること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・地域の医療従事者の質の向上を目的として、吹田臨床セミナーや臨床病理検討会

（ＣＰＣ）、在宅地域看護研修などを開催した。吹田臨床セミナーでは、診療科から

の演題や接遇、医療安全等をテーマに開催し、臨床病理検討会（ＣＰＣ）では様々な

疾患での病理検討会を実施した。また、在宅地域看護研修では「退院支援」をテーマ

に開催した。 

・高度検査機器等の共同利用などについても積極的に受け入れ、地域の診療所等を支

援した。 

・地域の医療従事者の質の向上を目的として登録医総会を開催した。登録医総会で

は、診療科紹介や高度医療機器の案内、またスムーズな連携に繋ぐことができるよう

に登録医との意見交換を行った。 

・CT 等の高度検査機器については、MRI 装置の増設や内視鏡室の拡充によって大幅に

共同利用件数が上昇した。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の状況下において、令和 3年 10 月より Web 配

信で臨床セミナー、登録医総会を開催した。また、令和 4年 3月には吹田呼吸ケアを

考える会の研修会をオンデマンド配信にて実施した。 

 

【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

地域の医療従事者へ向けた研

修会開催回数 

36 回 27 回 31 回 6 回 7 回 

地域の医療従事者へ向けた研

修会外部参加人数 

900 人 596 人 543 人 86 人 239 回 

共同利用を行った件数 3,700 件 3,355 件 3,718 件 3,105 件 2,945 件 
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イ 地域の医療水準の向上 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

地域の医療従事者を対象に研修会を開催するなど、地域医療に携わる医療従事者を

支援すること。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・地域の医療従事者を対象とした研修として、北摂化学療法セミナーや吹田在宅ケ

アネット、吹田呼吸ケアを考える会などを開催した。北摂化学療法セミナーでは、

医師だけでなく化学療法に関わる薬剤師や看護師が講演し多職種の医療水準向上に

努めた。また、吹田在宅ケアネット（テーマ「最後まで食べるを支える」）におい

ては、歯科医師と管理栄養士から講演を行い、吹田呼吸ケアを考える会（テーマ

「訪問看護の立場からの呼吸苦のある患者への工夫や取り組み」）においては、当

院の看護師等が講演し、在宅医療に携わる他職種の医療水準の向上に努めた。 

・地域の医療従事者を対象とした研修として、吹田臨床カンファレンス、吹田在宅

ケアネット及び吹田呼吸ケアを考える会を開催した。吹田臨床カンファレンスで

は、脳神経内科領域のカンファレンスを、吹田在宅ケアネットでは医療介護従事者

と在宅ケアやがん患者さんについてのディスカッションを、吹田呼吸ケアを考える

会ではＣＯＰＤの疾患について研修会を開催し、地域の医療水準の向上に努めた。 

・吹田臨床カンファレンスや吹田在宅ケアネットは、新型コロナウイルス感染症感

染拡大の影響により開催中止となったが、地域の医療従事者が参加できる臨床セミ

ナーを WEB 開催した。 

・吹田呼吸ケアを考える会において、新型コロナウイルス感染症に関するセミナー

をオンデマンド配信で実施した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

吹田臨床カンファレンス開催回数 0 回 1 回 0 回 0 回 

吹田在宅ケアネット開催回数（再掲） 2 回 2 回 0 回 0 回 

吹田呼吸ケアを考える会開催回数（再掲） 1 回 1 回 0 回 1 回 
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６－（２）福祉保健施策への協力・連携 

ア 障がい者（児）歯科診療の実施 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

本市が実施する高齢者や障がい者（児）などへの福祉保健施策の実施に協力し、連

携すること。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・特別な配慮が必要であり、一般歯科医院では治療が難しいことから、地域より求

められている障がい者（児）の歯科診療について、新型コロナウイルス感染症対策

を講じる等、安心かつ安全な体制のもと実施した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度実績 R1 年度実績 R2 年度実績 R3 年度実績 

障がい者歯科患者数 1,682 人 1,599 人 1,486 人 1,669 人 

 

イ 小児科診療における協力・連携 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

本市が実施する高齢者や障がい者（児）などへの福祉保健施策の実施に協力し、連

携すること。 

 

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・小児科（小児神経専門医）が、毎週 1回市の施設（わかたけ園）に出向き診察を

行った。また、療養相談や関係者会議などに出席するなど、市の実施する療育事業

への協力を行った。 
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（Ⅱ）第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ PDCA サイクルによる目標管理の徹底 

ア 重点方針の共有及び目標達成に向けた取組 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

中期目標・中期計画の達成に向けて、職員がその達成度を確認できるよう、目標の進

捗状況や経営に関する情報を的確に周知し、職員が一丸となって経営改善に取り組む

こと。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・中期計画や年度計画、各年度の重点方針を全職員に通知するとともに、毎月の収

支報告、病院の経営分析、計画の進捗状況管理を経営戦略会議で行った。 

・診療科別ヒアリングを行い、各科及び各部署で目標を設定するとともに、当年度

の病院の重点方針を達成するための方策や新病院移転に関連する事項について協議

した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各診療科の病床利用率の目標設定

が難しい状況下においても、診療単価向上のための方策等について診療科別ヒアリ

ングを実施し、抽出された課題解決に取り組んだ。紹介率 70％、逆紹介率 65％以上

を達成することができた。また、診療単価の目標を達成した。 
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イ 目標管理の徹底 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

中期目標・中期計画の達成に向けて、職員がその達成度を確認できるよう、目標の進

捗状況や経営に関する情報を的確に周知し、職員が一丸となって経営改善に取り組む

こと。 

 

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・各診療科が立てた目標値の進捗状況を経営戦略会議で確認するだけでなく、新た

に部長会でも報告し、目標達成に努めた。 

・目標が達成できていない診療科については、個別に目標達成に向けた今後の方策

や課題のヒアリングを行い、改善に努めた。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響がある状況においても、診療科別ヒア

リングにて平均在院日数の短縮等、収益改善のための方策を確認し、経営戦略会議

等で進捗管理を行った。また、診療科別ヒアリング時に確認された複数診療科また

は多職種にまたがるような案件については、担当責任者として副院長を設定し、各

種院内委員会等において検討し課題の解決を図った。 
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ウ 経営改善に向けた取組 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

中期目標・中期計画の達成に向けて、職員がその達成度を確認できるよう、目標の進

捗状況や経営に関する情報を的確に周知し、職員が一丸となって経営改善に取り組む

こと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・毎月の業務状況や年度計画の進捗状況、収支状況、院長通知を電子カルテ端末上で

全職員が容易に閲覧できるようにしているほか、入院患者数などの状況を電子カルテ

トップページ上で毎日更新し、引き続き職員の経営参画意識の向上に努めた。 

・全職員からコスト削減案を募った。全ての提案について、事務局を中心に各部署で

内容を検討し、実施可否や実施方法、進捗状況を職員に周知し、費用削減と職員のコ

スト意識啓発に努めた。 

・全職員を対象に当院の財務状況が把握できるように会計研修を実施した。また、後

日、動画で受講できるようにするとともに習熟度チェックも行った。 

・理事長自らが幹部職員に対して経営セミナーを実施し、経営意識の醸成に努めた。

また、病院長のビデオメッセージにより経営改善の必要性について全職員に周知し

た。 

 

  

 252 



52 

（57） 

２－（１）医療職の人材確保・養成 

ア 働きやすい職場環境づくり 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

働きやすい環境の整備を図ることなどにより医療職の人材確保に努めること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）平成 30年 4 月より院内保育所において一時保育を開始し、延べ 66 回の利用

（登録園児 17 名）があり、子育て中の職員が働きやすい環境を整備した。 

・院内保育所の保育時間を 20 時まで延長し、19時から 20時の時間帯で、延べ 34

人（平成 31 年 4月～令和 2年 3月実績）の延長保育利用があった。時間外でも安心

して子供を預けることができ、子供のいる職員に対して働きやすい環境作りを行っ

た。 

・新型コロナウイルス感染症拡大への対応の中であっても、各職員の年次休暇取得

状況の見える化により取得率向上に繋げるなど働きやすい環境整備に努めた。 

・専用タブレットを地域医療連携システムと接続し、令和 3年 7月から電子カルテ

が自宅でも閲覧可能となり、脳神経外科で運用を開始した。 

（イ）多様な勤務形態に対応できるように他病院の勤務体制状況を調査し、正規職

員の夜勤専従制度導入に向けた運用を検討することとした。 

・正規職員の夜勤専従勤務を希望のあった 5名に対して試行実施し、ワークライフ

バランス委員会での評価を踏まえ、メンタルヘルスサポート体制の整備を行い、令

和 2年 11 月に本格実施した。 

 

【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

助産師看護師離職率 全国平均以下 6.4% 3.7% 3.0% 8.6% 
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イ 医療従事者の質の向上と研修・指導体制の充実 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

医師をはじめとした医療従事者の知識と技術等の質の向上に努め、研修や指導体制

の充実を図ること。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）医療従事者等に対して、認定医等の資格取得や研修参加に係る費用への支援

を行うことで医療の質の向上を図った。 

（イ）臨床研修管理委員会において、初期研修中により多くの症例を体験できるよ

う、1年目から当直業務に従事するよう運用を改善した。 

・臨床研修プログラムにおいて、診療科をローテートする毎に各指導医から研修医

に対する評価を行い、半年ごとにプログラム責任者等からフィードバックを行うよ

う変更したことで、研修が不足している部分や研修医の意見を把握し、研修の質の

向上を図った。 

・医師法改正に対応した新臨床研修プログラムを適切に実施するとともに、委員会

を積極的に開催し、研修内容や運用の改善を行った。また、研修医の部署を病院長

直轄で設置し、研修内容や教育環境を一元的に調整できる体制を整備し、医師だけ

でなく他の医療職と連携した研修を行った。 

・優秀な医学生を募るために、研修医採用に係る情報発信力の強化を目的としたホ

ームページの改善をワーキングチームで検討を進めた。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度実績 R1 年度実績 R2 年度実績 R3 年度実績 

認定看護師数 12 人 12 人 12 人 12 人 

専門看護師数 2 人 2 人 1 人 1 人 

認定等資格更新支援件数 103 件 99 件 91 件 110 件 

看護学生実習受入数 142 人 371 人 68 人 163 人 

医学生実習受入数 31 人 27 人 12 人 30 人 
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２－（２） 人事給与制度 

ア 職員給与の設定・運用 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

職員の給与は、地方独立行政法人法に基づき、当該職員の勤務成績や法人の業務実

績などを考慮したものとすること。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・厳しい経営状況であることから、平成 30 年人事院勧告に基づく給与改定は実施し

なかった。 

・新病院移転に伴い厳しい経営状況が続いているため、令和元年人事院勧告に基づ

き吹田市が実施した給与改定を実施しなかった。 

・令和 2年の人事院勧告は期末手当の支給月数を引き下げる内容であったが、給与

及び賞与の水準は人事院勧告を下回っていること、また、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大下にあっても職員のモチベーションを低下させず、公立病院としての

役割を果たすために、現状の水準を維持した。 

・令和 3年度の人事院勧告は期末手当の支給月数を引き下げることとなったが、国

家公務員は新型コロナウイルス感染症の感染拡大下での経済の影響を考慮し、令和

3年冬の期末手当では引き下げは行われなかった。賞与の水準は国家公務員及び吹

田市を下回っていることから、現状の水準を維持した。 
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イ 人事評価制度の運用 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

職員の業績や能力を正当に評価し、職員の意欲を引き出す人事給与制度の運用を行

うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・人事評価制度の構築に向け医師、看護師、医療技術員、事務職の 4つの検討部会

を立ち上げ、部門毎に人事評価制度に対する期待や懸念、評価項目等についてのヒ

アリングを丁寧に行い、部会の意見を取り入れることで、納得性の高い人事評価制

度の構築を進めた。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大への対応に伴う業務の増大や診療制限、専用

病棟設置に伴う病床の変動などの理由により、診療科による目標設定及び評価が困

難であったことから、試行実施を凍結した。 

・令和４年度からの試行、令和５年度からの本格実施に向けて、職員が制度を正し

く理解し、公平な人事評価を行うことができるよう評価方法を示したガイドブック

を各職種の意見を取り入れて作成し準備を整えた。 
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（Ⅲ）第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の確立 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ２ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

政策医療をはじめとした市立病院の役割を将来にわたって継続的に担えるようにす

るためには、安定した経営基盤を確立することが不可欠であることから、市立病院

の機能確保・向上に努めつつ、あらゆる経営改善に取り組むこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・経営感覚に富む人材育成のため、新規採用職員に対し会計制度等についての研修

を開催し、全職員に対しては経営状況についての研修を開催し、経営に関する知識

の向上を図った。 

・病院業務に精通した職員の養成のため、職員体制計画のもと派遣職員をプロパー

職員に置き換え、ジョブローテーションを実施した。 

・新たな施設基準の獲得や平均在院日数の短縮等の経営改善に向けた取組を実施し

たことで経常収支比率の改善につなげた。 

 

【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

経常収支比率 98.3％ 80.5% 92.5% 102.5% 110.4% 

医業収支比率 90.6％ 83.7% 89.3% 88.1% 87.7% 
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２ 収益の確保と費用の節減 

２－（１）収益の確保 

ア 収益の確保 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ２ ３ ４ ４ 
 

中期目標 

診療報酬改定及び関係法令改正等に対して迅速に対応するなど収益の確保に努める

こと。 

 

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・新病院において、救急科及び救急専用病床を設置し、二次救急医療機関としての

救急応需体制を確保した。また紹介状窓口を拡充し、地域の医療機関からの円滑な

患者受入体制を整えた。 

・平成３０年度診療報酬改定においては、重症度、医療・看護必要度の判定基準見

直しに迅速に対応し、急性期一般入院料１の届出を行った。また、入院中の看護や

栄養管理等に係る療養支援計画の立案などの支援業務に対する加算である「入院時

支援加算」などの届出をおこない、収益の確保を図った。 

・看護師の夜間勤務について、配置人員を見直すことで「看護職員夜間 12 対 1 配置

加算 1」の施設基準の届出を行った。また、看護補助者の夜勤体制についても雇用

形態の見直しを行い「急性期看護補助体制加算 夜間 100 対 1 急性期看護補助体制

加算」及び「夜間看護体制加算」の届出を行い、収益の確保を図った。 

・地域のかかりつけ医等からのスムーズな紹介患者の受入を行うために疾患ごとに

受入判断を行う医師を設定するとともに担当医がマンパワー不足で対応できない場

合でも救急外来で対応できるように運用変更した。 

・令和２年度の診療報酬改定に迅速かつ的確に対応するとともに、新たな施設基準

の取得を行い、大幅な入院診療単価の上昇につなげた。 

・手術件数の確保や平均在院日数の短縮などを適切に行うことにより、入院診療単

価は年度目標を達成することができた。外来診療単価についても、化学療法件数の

増加等が要因となり、目標を達成することができた。 
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【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

病床利用率 90.0％ 77.5% 88.3% 78.3% 72.1% 

入院患者数（１日当たり） 387.7 人 334.0 人 380.5 人 337.5 人 310.9 人 

外来患者数（１日当たり） 1000.0 人 900.9 人 902.7 人 833.9 人 883.9 人 

入院診療単価 54,170 円 54,718 円 57,733 円 64,389 円 69,855 円 

外来診療単価 16,061 円 15,174 円 17,448 円 18,873 円 19,809 円 

新入院患者数 9,435 人 9,099 人 10,460 人 9,393 人 9,140 人 

 

イ 未収金の発生予防・早期回収 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

未収金の発生予防・早期回収に向けて対策を講ずること。 

 

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・『医業未収金回収管理マニュアル』の未収金発生防止策に基づき、患者負担額が大

きい入院患者に対し、限度額適用認定証の利用を奨めることにより、未収金の発生予

防及び金額の抑制に努めた。 

・救急等で現金がない場合にも対応できるように、すべての自動精算機でクレジット

カードを使用できるようにしている。 

・『医業未収金回収管理マニュアル』に基づき督促等を実施するなど早期回収に努め

た。 
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２－（２）費用の節減 

ア 人件費・経費の適正化 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ２ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

人件費・経費などの適正化を図ること。 

  

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

（ア）収益を考慮した適切な人員配置について検討するとともに、新たな業務に対応

し、採用計画の見直しを行った。 

・特定の職員に業務が集中してないか所属長に確認し、配慮するよう周知するなどの

取り組みを実施した。 

・全部署に対して令和元年度比較で残業時間 1割削減するように通知し、達成できて

いない部署に対してヒアリングを行うことで残業時間削減の意識付けを行った。 

（イ）消耗品請求時には詳細な購入理由及び用途の記載を求めることで過剰発注の抑

制を実施し、同等品調査や価格交渉等を引き続き実施することで経費節減に努めた。 

・コスト削減に向けた取組（コストチャレンジ）の一環として、ペーパータオルやガ

ーゼ、手袋等の医療用消耗品やコピー用紙等の節減、節電・節水の徹底等について全

職員に周知を行い、コスト意識の向上を図った。 

・照明及び空調の稼働時間について、集中管理を実施し、光熱費の削減に努めた。 

・光熱費の削減について、節電・節水等の張り紙を院内に貼って職員意識の啓発に努

めた。また、平成 30 年度に実施したコストチャレンジの結果を全職員に通知し、今

後、実績値を下回ることを目標に掲げて取り組むこととした。 

・消耗品の経費削減のため、中古品の在庫状況をまとめた「総務室在庫物品一覧表」

を作成し、物品を新規購入するのではなく中古品を使用すること等の取組を進めた。 

 

【目標指標】 

項目 中期計画 

目標値 

H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

給与費比率 54.2％ 64.8% 56.9% 58.9% 57.6% 

経費比率 14.0％ 17.8% 14.4% 15.8% 15.6% 

時間外労働時間数 14 時間/月 18 時間/月 16 時間/月 13 時間/月 13 時間/月 
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イ 材料費の適正化 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ２ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

医薬品の在庫管理の適正化や後発医薬品の積極的な採用促進などにより材料費の適

正化を図ること。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・全国自治体病院協議会の医薬品ベンチマークシステムに基づく価格交渉の結果、全

国平均を上回る成果をあげることができた。 

・医療材料について、材料委員会を年間 7回開催し、新規採用物品の是非や同種同効

品の集約、不動商品の採用中止について検討および実施し、在庫管理の適正化を図っ

た。 

・医療材料について、毎年度安価な商品への切替えを実施し、費用の削減に努めた。 

・医薬品について、毎年度後発医薬品の採用をすすめ、数量シェアベースにおける採

用率を 90.3％まで引き上げることができた 

・医薬品・医療材料について、ベンチマークシステムを活用しながら価格交渉を行

い、購入単価は削減したが、高額薬剤の使用数増加に伴い、購入総額が増加したこと

により、材料費比率の目標値を達成することはできなかった。 

 

（参照）目標指標及び関連指標一覧 １１ページ 目標指標及び関連指標 

項目 中期計画目標値 H30 年度実績 R1 年度実績 R2 年度実績 R3 年度実績 

材料費比率 28.0％ 29.8% 28.8% 27.2% 29.3% 

 

 

項目 H30 年度実績 R1 年度実績 R2 年度実績 R3 年度実績 

後発医薬品数量シェア 87.1% 88.7% 89.8% 90.3% 
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（Ⅳ）第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 情報の提供 

ア 特色ある診療内容の周知 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

 中期目標 

病院だよりやホームページ等により、受診内容や医療情報等の情報発信を積極的に

行うこと。 

また、法人の経営状況について市民の理解を深められるよう、情報提供を適切に行

うこと。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・新病院の機能について、市民病院だより、広報誌「ともに」において回復期リハ

ビリ病棟や患者支援センター、手術支援ロボットダヴィンチの特集を行った。 

・「産婦人科」、「脂肪肝」、「ロボット支援手術」、「回復期リハビリテーショ

ン」について、それぞれ動画を作成し、外来待合やホームページで閲覧できるよう

にした。 

・脂肪肝外来に係わる情報を新聞、週刊誌に掲載した。また、市報にて緩和ケアに

ついての特集記事を掲載した。 

・「脳神経内科」、「消化器内科」、「看護局」についての動画をホームページに

掲載し、当院の特色ある診療内容を周知した。 

・「脳神経内科」「脳神経外科」、「小児外科」のパンフレットを作成し、医療連

携を行う診療所等に引き続き設置し周知を図った。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

病院だより発行回数 4 回 4 回 4 回 3 回 

広報誌「ともに」発行回数 2 回 2 回 1 回 1 回 
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イ 市民や患者に対する啓発・情報発信 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ４ ４ ３ ３ 
 

 中期目標 

病院だよりやホームページ等により、受診内容や医療情報等の情報発信を積極的に

行うこと。 

また、法人の経営状況について市民の理解を深められるよう、情報提供を適切に行

うこと。 

  

 法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・スマートフォンやタブレット端末に対応したページレイアウトを採用し、より見

やすいように変更した。また、更新時は CMS(コンテンツ管理システム)を用いて、

各職場の職員が素早く、容易にページを更新できるようにした。 

・ホームページにおいて、産婦人科（ベビー室）ならびに内視鏡センターの新たな

コンテンツとして、患者（妊婦を含む）がスマートフォン等を用いて入院や検査の

説明等を閲覧できるようにした。また、看護局ページのリニューアルを行い、看護

師や各部署（病棟）の雰囲気が伝わるような情報発信を行った。 

・「脳神経内科」、「消化器内科」について、それぞれ動画を作成し、検査や治療

の流れを２階総合受付前サイネージ（電光掲示板）やホームページで視聴できるよ

うにした。 

・新型コロナウイルス感染症に対する当院の取組みについて、パンフレットを作成

するとともにホームページに掲載し、市民や患者に対して適切な利用の啓発に努め

た。 

・職員に対してはホームページの検索ワードからわかるニーズと関心を職員へフィ

ードバックするとともに、閲覧者が興味をもった内容が検索しやすいようなページ

作成に努め、コンテンツの充実を図った。 

・内視鏡検査における検査や治療の流れを確認できる内容について、市民公開講座

をオンラインで実施するとともに、動画をホームページ上に掲載し、市民や患者が

受診する際に安心して利用できるよう周知を図った。 

 

（参照）目標指標及び関連指標一覧 １１ページ 関連指標 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

ホームページへのアクセス

数 

1,694,230

件 

1,680,798

件 

1,488,283

件 

1,563,660

件 
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ウ 市民公開講座等の積極的な開催 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ４ ４ ３ ３ 
 

中期目標 

病院だよりやホームページ等により、受診内容や医療情報等の情報発信を積極的に

行うこと。 

また、法人の経営状況について市民の理解を深められるよう、情報提供を適切に行

うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・市民公開講座及び出張講座を行った。また、ケーブルテレビや市のイベントにお

いて、積極的に新病院における診療等の情報を提供した。 

・入院患者への癒やしの提供として、博物館展示の生中継および美術展出張展示を

行ったほか、院内コンサートを開催した。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、対面での開催が制限される

中、Web 会議システムを活用して、「内視鏡検査」をテーマとした市民公開講座、

「糖尿病」をテーマとした出張講座を開催した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度 

実績 

R1 年度 

実績 

R2 年度 

実績 

R3 年度 

実績 

市民公開講座開催回数（再掲） 2 回 1 回 0 回 1 回 
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エ 法人の経営状況の公表 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ３ ３ ３ 
 

中期目標 

病院だよりやホームページ等により、受診内容や医療情報等の情報発信を積極的に

行うこと。 

また、法人の経営状況について市民の理解を深められるよう、情報提供を適切に行

うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・法人の経営状況について市民の理解を得られるよう、財務諸表に加え、その用語

説明や経営状況概要についてまとめた資料、過去の経営指標の推移などをホームペ

ージで公表している。 
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２ 環境に配慮した病院運営 

ア 環境負荷の軽減・エネルギー消費量の抑制 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ４ ３ ３ 
 

中期目標 

省エネルギー・省資源の推進などに取り組み、環境負荷を抑え、環境に配慮した病

院運営を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・新病院の設備として、太陽光発電、井水利用、BEMS（ビルエネルギー管理システ

ム）等の各設備を計画通り、設置した。 それに伴い、太陽光発電や井水利用によ

り、電気、水道のエネルギー消費量を抑制しており、環境負荷の軽減がなされてい

る。なお、新病院については「CASBEE」（建築環境総合性能評価システム）におい

て、評価結果「Sランク（最上位）」を取得した。BEMS（ビルエネルギー管理シス

テム）については平成 31 年度の各消費量を基準に運用し、活用していく。 

・旧病院と比較して、免震層に取り込んだ外気をクール･ヒートレンチ（地中熱）、

井水コイル（井水熱）を利用することにより空調機の電気・ガス消費量の低減、ト

イレ排水、植木散水などの雑用水に井水を利用することで上水道消費量の低減など

で大幅なエネルギー消費量を抑制することができた。（削減割合（年間比較）電気

→18.5％、ガス→17.7％、上下水道→41.8％） 

・引き続きビルエネルギー管理システム（BEMS)によって蓄積されたデータを基にエ

ネルギーの最適化に努めたが、令和元年度と比較して使用量は電気 100.9％、ガス

120.3％、上下水道は 98.5％となった。この内ガスが 20.3％の増と変動が大きい

が、新型コロナウイルス感染症対策により 24 時間換気の実施などが影響し消費量が

増加した。 

 

【関連指標】 

項目 H30 年度実績 R1 年度実績 R2 年度実績 R3 年度実績 

電気使用量 6,942,632Kwh 5,657,852Kwh 5,708,012Kwh 5,690,335Kwh 

ガス使用量 729,048 ㎥ 600,107 ㎥ 721,722 ㎥ 779,022 ㎥ 

水道使用量 184,400 ㎥ 107,292 ㎥ 105,664 ㎥ 107,233 ㎥ 
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イ 環境配慮に対する職員意識の普及啓発 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

小項目 

評価結果 ３ ４ ３ ３ 
 

中期目標 

省エネルギー・省資源の推進などに取り組み、環境負荷を抑え、環境に配慮した病

院運営を行うこと。 

 

法人実績（参照：地方独立行政法人市立吹田市民病院 第２期中期計画） 

・年間を通じて、職員への節電、節水の注意喚起を行った。 

・廃棄物削減のための啓発は普段から実施しているが、新病院移転時は大量の廃棄

物が発生することが想定されたため、使用可能な物品はできる限り旧病院のものを

使用するように周知し、廃棄物の削減に努めた。 

・節電・節水等の張り紙を院内に貼って職員意識の啓発に努めた。また、平成 30 年

度に実施したコストチャレンジの結果を全職員に通知し、今後、実績値を下回るこ

とを目標に掲げて取り組むこととした。 

・警備防災の夜間院内巡回時に電灯・エアコン等の消し忘れが確認された場合に

は、当該部署に対して注意喚起を行い職員意識の普及啓発を図った。 
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（ 1 ） 
 

報告第２４号 

 

 

債権の放棄について 

 

吹田市債権管理条例第９条第１項の規定により、別紙のとおり令和３年度において 

市の債権を放棄したので、同条第２項の規定により報告します。 

 

令和４年９月１日 

 

吹田市長  後 藤  圭 二 

吹田市水道事業管理者  前 田  聡 
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令
和
4
年
3
月
2
5
日

平
成
2
9
年
8
月
1
日

～
平
成
3
0
年
1
月
1
日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
3
年
6
月
1
1
日

債
務
者
　
吹
田
市
民

計
円

1
2
7
,
0
0
0

1
2
7
,
0
0
0

債
権
放
棄
調
書

所
管

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

（
３

）
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債
権
の
名
称

市
営
住
宅
使
用
料
等

（
都
市
計
画
部
　
住
宅
政
策
室
）

N
o
.
3

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

備
考

1
円

令
和
4
年
2
月
2
8
日

平
成
1
8
年
6
月
5
日

～
平
成
2
9
年
2
月
6
日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
3
年
6
月
9
日

債
務
者
　
吹
田
市
民

2
円

令
和
4
年
2
月
2
8
日

平
成
1
8
年
7
月
5
日

～
平
成
3
0
年
6
月
5
日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
3
年
9
月
2
9
日

債
務
者
　
吹
田
市
民

3
円

令
和
4
年
2
月
2
8
日

平
成
1
4
年
8
月
5
日

～
平
成
2
1
年
3
月
5
日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
3
年
9
月
2
9
日

債
務
者
　
吹
田
市
民

4
円

令
和
4
年
2
月
2
8
日

平
成
1
3
年
6
月
5
日

～
平
成
2
1
年
6
月
5
日

時
効
期
間
満
了

令
和
3
年
1
1
月
9
日

債
務
者
　
吹
田
市
民

計
円

債
権
放
棄
調
書

所
管

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

1
,
1
2
4
,
8
0
0

1
,
6
9
0
,
5
0
0

2
9
4
,
7
0
0

1
,
3
1
9
,
3
0
0

4
,
4
2
9
,
3
0
0

( 
4
 )
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N
o
.4

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

1
円

令
和
4
年
3
月
10
日

令
和
元
年
6月

5日
～
令
和
2年

2月
5日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
3年

1月
21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
円

令
和
4
年
3
月
10
日

令
和
元
年
9月

13
日

～
令
和
2年

2月
19
日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
2年

12
月
4日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
円

令
和
4
年
3
月
10
日

令
和
2年

7月
14
日

～
令
和
2年

8月
2日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
3年

8月
4日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
円

令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

9日
～
平
成
28
年
10
月
10
日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
2年

11
月
9日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
円

令
和
4
年
3
月
10
日

令
和
元
年
6月

3日
破
産
等
免
責
決
定

令
和
2年

11
月
6日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
円

令
和
4
年
3
月
10
日

令
和
元
年
7月

5日
～
令
和
元
年
7月

11
日

破
産
等
免
責
決
定

令
和
3年

4月
23
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
円

令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
8月

8日
～
平
成
2
8年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
9月

19
日

～
平
成
30
年
7月

14
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
円

令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

6日
～
平
成
29
年
1月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

3日
～
平
成
31
年
3月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
円

令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
7年

11
月
16
日

～
平
成
2
8年

7月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
12
月
19
日

～
平
成
30
年
10
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

6日
～
平
成
2
8年

8月
26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

3日
～
平
成
30
年
10
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
2月

12
日

～
平
成
2
7年

9月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
3月

21
日

～
平
成
29
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
9月

15
日

～
平
成
2
9年

1月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
10
月
13
日

～
平
成
31
年
3月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

22
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
24
年
5月

4日
～
平
成
2
4年

11
月
5日

時
効
期
間
満
了

平
成
26
年
7月

4日
～
平
成
26
年
12
月
30
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
7月

14
日

～
平
成
2
8年

1月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
8月

21
日

～
平
成
30
年
3月

10
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
0,
8
12

21
,2
84

6,
9
26

5,
0
21

1,
6
84

2,
1
34

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

1,
5
98

5,
2
48

6,
0
04

9,
3
13

47
,6
63

7,
1
92

5,
9
36

6,
2
58

7,
0
46

( 
5
 )
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N
o
.5

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

1
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
5月

14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
6月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
3月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
4月

22
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
23
年
12
月
8日

～
平
成
24
年
5月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
26
年
1月

22
日

～
平
成
26
年
6月

24
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
6年

10
月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
12
月
3日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
7年

10
月
12
日

～
平
成
2
8年

4月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
11
月
21
日

～
平
成
30
年
9月

17
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

13
日

～
平
成
28
年
10
月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
9月

18
日

～
平
成
30
年
11
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
6年

12
月
16
日

～
平
成
2
7年

4月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
1月

22
日

～
平
成
29
年
6月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
3月

2日
～
平
成
27
年
9月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
4月

22
日

～
平
成
29
年
11
月
11
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

8日
～
平
成
2
8年

12
月
8日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

3日
～
平
成
31
年
2月

10
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

15
日

～
平
成
2
8年

8月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

28
日

～
平
成
30
年
10
月
14
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
5月

8日
～
平
成
2
6年

11
月
8日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
6月

21
日

～
平
成
28
年
12
月
11
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

14
日

～
平
成
28
年
10
月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

22
日

～
平
成
30
年
12
月
3日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
1月

12
日

～
平
成
2
7年

5月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
2月

21
日

～
平
成
29
年
5月

12
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

9日
～
平
成
28
年
10
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

21
日

～
平
成
30
年
11
月
11
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
4月

10
日

～
平
成
27
年
12
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
8月

5日
～
平
成
30
年
1月

8日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1,
5
01

1,
3
50

4,
4
97

4,
7
20

6,
8
18

4,
8
59

5,
5
27

6,
3
09

7,
5
05

1,
5
01

6,
0
21

3,
1
96

4,
5
03

6,
1
64

6,
3
92

( 
6
 )
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N
o
.6

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

3
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

18
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
1月

14
日

～
平
成
2
8年

5月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
2月

20
日

～
平
成
30
年
7月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
7月

16
日

～
平
成
27
年
11
月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
8月

21
日

～
平
成
30
年
1月

6日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
12
月
5日

～
平
成
28
年
8月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
1月

21
日

～
平
成
30
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

5日
～
平
成
28
年
7月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

3日
～
平
成
30
年
9月

9日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
7月

8日
～
平
成
28
年
9月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

20
日

～
平
成
30
年
10
月
11
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
7年

10
月
16
日

～
平
成
2
8年

2月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
11
月
21
日

～
平
成
30
年
4月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

12
日

～
平
成
28
年
10
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

21
日

～
平
成
30
年
12
月
9日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

11
日

～
平
成
28
年
12
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

22
日

～
平
成
30
年
12
月
13
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
12
月
7日

～
平
成
28
年
2月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
1月

21
日

～
平
成
30
年
3月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

13
日

～
平
成
28
年
10
月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
9月

18
日

～
平
成
30
年
11
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
20
年
9月

5日
～
平
成
21
年
1月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
23
年
1月

7日
～
平
成
29
年
4月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

11
日

～
平
成
28
年
11
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

3日
～
平
成
31
年
1月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
6年

11
月
17
日

～
平
成
2
7年

3月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
12
月
20
日

～
平
成
29
年
5月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
7月

4日
～
平
成
27
年
9月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
27
年
11
月
11
日

～
平
成
29
年
8月

21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4,
6
32

6,
6
35

7,
0
73

4,
9
24

3,
1
96

27
,5
06

3,
3
76

4,
6
69

9,
9
34

8,
8
33

2,
8
49

2,
8
94

21
,1
77

4,
9
99

3,
0
66

( 
7
 )
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N
o
.7

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

4
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
9月

9日
～
平
成
2
8年

11
月
9日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
10
月
21
日

～
平
成
30
年
12
月
21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
7月

6日
～
平
成
27
年
9月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
8月

21
日

～
平
成
29
年
10
月
22
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
1月

17
日

～
平
成
2
7年

5月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
2月

21
日

～
平
成
29
年
7月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
6月

9日
～
平
成
2
7年

10
月
9日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
7月

23
日

～
平
成
29
年
10
月
10
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
9月

10
日

～
平
成
2
7年

3月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
10
月
22
日

～
平
成
29
年
8月

15
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
31
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

11
月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
1月

13
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

6日
～
平
成
28
年
8月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
6月

7日
～
平
成
30
年
8月

6日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
6月

14
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
3月

1日
～
平
成
28
年
7月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
4月

21
日

～
平
成
30
年
10
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
6月

12
日

～
平
成
27
年
10
月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
7月

23
日

～
平
成
29
年
11
月
11
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

11
月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
11
月
15
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

10
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
11
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
8月

6日
～
平
成
28
年
2月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
9月

19
日

～
平
成
30
年
3月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
9月

7日
～
平
成
2
8年

11
月
7日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
9月

8日
～
平
成
30
年
11
月
8日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4,
5
03

10
,6
79

1,
5
98

1,
9
87

6,
7
82

1,
5
98

2,
4
85

4,
5
68

4,
5
03

4,
7
77

11
,5
33

1,
5
98

1,
5
98

6,
0
04

3,
1
96

( 
8
 )
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N
o
.8

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

6
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

1日
～
平
成
28
年
6月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

21
日

～
平
成
30
年
7月

16
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
2月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
3月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

10
日

～
平
成
28
年
10
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
9月

18
日

～
平
成
30
年
10
月
13
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
7月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
8月

14
日

～
平
成
27
年
12
月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
9月

19
日

～
平
成
30
年
2月

11
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
7月

6日
～
平
成
28
年
9月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

7日
～
平
成
30
年
9月

6日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
3月

13
日

～
平
成
27
年
11
月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
7月

3日
～
平
成
30
年
1月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
9月

5日
～
平
成
27
年
10
月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
10
月
22
日

～
平
成
29
年
12
月
11
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

11
月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
12
月
3日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
2月

14
日

～
平
成
2
7年

6月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
3月

21
日

～
平
成
29
年
8月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

1日
～
平
成
2
9年

4月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
9月

17
日

～
令
和
元
年
5月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
5月

4日
～
平
成
27
年
9月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
6月

20
日

～
平
成
29
年
9月

8日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
12
月
2日

～
平
成
28
年
3月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
1月

21
日

～
平
成
30
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
2月

10
日

～
平
成
2
7年

6月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
3月

21
日

～
平
成
29
年
8月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3,
1
63

1,
5
01

4,
2
33

1,
5
21

1,
7
28

4,
5
03

4,
2
83

3,
5
26

4,
3
39

3,
2
93

19
,3
44

2,
5
14

1,
0
82

3,
0
25

11
,9
27

( 
9
 )
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N
o
.9

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

7
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

11
月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
11
月
22
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
10
月
6日

～
平
成
2
8年

2月
23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
11
月
21
日

～
平
成
30
年
4月

8日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
1月

28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
2月

17
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
1月

15
日

～
平
成
2
8年

4月
22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
2月

20
日

～
平
成
30
年
4月

23
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
2月

6日
～
平
成
2
8年

5月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
3月

20
日

～
平
成
30
年
7月

21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
11
月
3日

～
平
成
2
8年

4月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
12
月
19
日

～
平
成
30
年
5月

31
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
2月

8日
～
平
成
2
8年

5月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
3月

20
日

～
平
成
30
年
5月

11
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
1月

16
日

～
平
成
2
8年

3月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
2月

20
日

～
平
成
30
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
4月

10
日

～
平
成
2
7年

5月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
6月

5日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
9月

2日
～
平
成
28
年
10
月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
10
月
21
日

～
平
成
30
年
12
月
18
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
7月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

24
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
3月

16
日

～
平
成
2
7年

5月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
5月

21
日

～
平
成
29
年
7月

18
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
30
年
3月

7日
～
平
成
30
年
10
月
22
日

時
効
期
間
満
了

令
和
2年

4月
21
日

～
令
和
2年

12
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1
73

17
,1
24

4
58

2,
5
90

2,
5
05

7
18

3,
1
20

1,
2
88

8,
3
36

3,
8
00

1,
7
32

6,
0
31

3,
4
57

3,
2
91

6,
5
61

( 
1
0
 )
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N
o
.1
0

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

9
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
30
年
3月

20
日

～
平
成
3
0年

3月
20
日

時
効
期
間
満
了

令
和
元
年
12
月
21
日

～
令
和
2年

5月
19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
2月

12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
2月

13
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

15
日

～
平
成
28
年
9月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

21
日

～
平
成
30
年
11
月
19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
3月

27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
3月

28
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

10
月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
10
月
16
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

10
月
17
日

～
平
成
28
年
10
月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
31
年
1月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
10
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
29
年
1月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
31
年
3月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

11
月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
31
年
1月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
6月

9日
～
平
成
2
6年

12
月
8日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
7月

20
日

～
平
成
29
年
2月

4日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
9月

18
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
3月

10
日

～
平
成
2
8年

3月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
4月

24
日

～
平
成
30
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
3月

4日
～
平
成
2
8年

5月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
4月

21
日

～
平
成
30
年
8月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
5月

26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
5月

27
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
5月

26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
7月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

9
59

2,
8
94

1,
0
91

6,
0
04

1,
5
98

1,
2
10

2,
5
73

1,
7
27

5,
4
55

1,
0
88

6
80

1,
8
63

3,
7
25

1,
0
58

21
,1
83

( 
1
1
 )
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N
o
.1
1

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

10
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
12
月
8日

～
平
成
2
8年

2月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
1月

21
日

～
平
成
30
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
31
年
1月

24
日

時
効
期
間
満
了

令
和
3年

3月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
29
年
2月

11
日

～
平
成
2
9年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
31
年
3月

23
日

～
令
和
元
年
5月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

10
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
10
月
5日

～
平
成
2
8年

1月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

27
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
9月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
11
月
19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
7月

12
日

～
平
成
2
6年

9月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
8月

21
日

～
平
成
28
年
11
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
6月

2日
～
平
成
26
年
7月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
8月

22
日

～
平
成
28
年
10
月
18
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
8月

11
日

～
平
成
27
年
12
月
10
日

時
効
期
間
満
了

令
和
元
年
8月

23
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
7年

10
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
12
月
2日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
6年

11
月
10
日

～
平
成
27
年
3月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
2月

26
日

～
平
成
29
年
4月

3日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

17
日

～
平
成
2
8年

7月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
6月

22
日

～
平
成
30
年
9月

17
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
8月

14
日

～
平
成
2
7年

10
月
7日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
9月

19
日

～
平
成
29
年
12
月
18
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
7月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
10
月
21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

11
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
5月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
7月

18
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
11
月
5日

～
平
成
28
年
11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

令
和
元
年
12
月
2日

～
令
和
2年

6月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4,
3
16

2,
6
63

3,
3
04

5,
0
26

4,
7
62

3
69

3,
7
00

4
73

2,
7
32

4,
6
03

3,
1
69

2,
8
36

1,
1
60

2
90

7,
0
54

( 
1
2
 )
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N
o
.1
2

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

12
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

9日
～
平
成
2
8年

5月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
6月

29
日

～
平
成
30
年
8月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
9月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
11
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

3日
～
平
成
2
8年

8月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
10
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
24
年
11
月
9日

～
平
成
24
年
12
月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
26
年
12
月
20
日

～
平
成
27
年
3月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
1月

16
日

～
平
成
2
8年

2月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
2月

27
日

～
平
成
30
年
4月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

17
日

～
平
成
2
8年

6月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
6月

22
日

～
平
成
30
年
7月

30
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
3月

16
日

～
平
成
2
8年

3月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
4月

24
日

～
平
成
30
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

12
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
5月

18
日

～
平
成
27
年
10
月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
6月

27
日

～
平
成
29
年
11
月
19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

11
月
11
日

～
平
成
2
9年

1月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
12
月
21
日

～
平
成
31
年
3月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
3月

5日
～
平
成
2
7年

3月
23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
4月

22
日

～
平
成
29
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
7月

21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
5月

8日
～
平
成
2
7年

8月
26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
6月

20
日

～
平
成
29
年
10
月
21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
6年

10
月
13
日

～
平
成
2
7年

3月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
12
月
25
日

～
平
成
29
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
7年

10
月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
11
月
21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2,
9
10

17
,6
49

3,
1
09

8,
2
67

3,
8
07

5,
6
75

11
,1
45

5,
1
43

3,
6
61

3,
9
78

3,
2
46

6,
3
14

3,
1
70

1,
9
36 92

( 
1
3
 )
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N
o
.1
3

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

13
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

2日
～
平
成
2
8年

6月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
6月

22
日

～
平
成
30
年
8月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

10
月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
12
月
3日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
8年

12
月
19
日

～
平
成
2
9年

1月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
31
年
1月

21
日

～
令
和
元
年
6月

23
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

13
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
6月

10
日

～
平
成
2
7年

6月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
7月

23
日

～
平
成
29
年
9月

17
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
3月

9日
～
平
成
2
7年

6月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
4月

22
日

～
平
成
29
年
8月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
29
年
1月

11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
31
年
2月

22
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
4月

16
日

～
平
成
2
7年

4月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
5月

21
日

～
平
成
29
年
6月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
5月

14
日

～
平
成
2
8年

7月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
6月

22
日

～
平
成
30
年
9月

17
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
4月

8日
～
平
成
2
7年

6月
23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
5月

21
日

～
平
成
29
年
8月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
5年

12
月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
1月

22
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
4月

9日
～
平
成
27
年
9月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
5月

21
日

～
平
成
29
年
11
月
20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
2
7年

10
月
10
日

～
平
成
2
8年

2月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
11
月
21
日

～
平
成
30
年
3月

30
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
8月

12
日

～
平
成
27
年
11
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
9月

19
日

～
平
成
30
年
1月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

14
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
2月

2日
～
平
成
2
8年

3月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
3月

20
日

～
平
成
30
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
2月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
4月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3,
0
67

5,
2
49

2,
6
93

1,
4
59

6,
0
09

5,
0
31

4,
1
99

3,
0
08

1,
5
24

2,
1
53

3,
9
51

1,
5
98

3,
2
92

5,
0
98

5,
3
07

( 
1
4
 )
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N
o
.1
4

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

15
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
8月

26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
10
月
21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
6月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
8月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
4月

16
日

～
平
成
2
7年

8月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
5月

21
日

～
平
成
29
年
10
月
21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

9日
～
平
成
2
8年

6月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
26
年
8月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
28
年
9月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
27
年
8月

18
日

～
平
成
2
7年

8月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
29
年
9月

19
日

～
平
成
29
年
10
月
21
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
3月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
5月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
4月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
6月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
7月

16
日

～
平
成
28
年
10
月
26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

20
日

～
平
成
30
年
12
月
18
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
8月

15
日

～
平
成
28
年
10
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
10
月
5日

～
平
成
31
年
1月

20
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
28
年
6月

21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
30
年
8月

19
日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

8日
～
平
成
17
年
3月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

4日
～
平
成
16
年
10
月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
10
月
8日

～
平
成
16
年
4月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
12
月
1日

～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
7日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4
39

1,
4
15

4,
0
20

3,
8
19

1
28

3,
4
22

1,
0
63

1,
3
54

5,
0
14

2,
0
87

5,
9
68

2,
9
95

8,
6
89

6,
2
56

3
90

( 
1
5
 )
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N
o
.1
5

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

16
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

5日
～
平
成
1
6年

10
月
4日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

2日
～
平
成
17
年
3月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
11
月
8日

～
平
成
1
6年

5月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

16
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
6月

11
日

～
平
成
16
年
12
月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
8月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

9日
～
平
成
16
年
10
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

9日
～
平
成
17
年
2月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

5日
～
平
成
1
6年

5月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
18
年
12
月
5日

～
平
成
1
9年

2月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
21
年
2月

1日
～
平
成
21
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
11
日

～
平
成
1
7年

3月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

6日
～
平
成
1
6年

7月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
9日

～
平
成
16
年
12
月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
2日

～
平
成
16
年
12
月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

17
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

13
日

～
平
成
16
年
6月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5,
5
60

9,
1
53

6,
8
44

4,
2
77

4,
2
77

1,
7
11

20
,4
78

7,
8
20

9,
7
78

5,
1
33

34
,3
51

3,
8
49

2,
9
93

52
,8
56

2,
6
35

( 
1
6
 )
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N
o
.1
6

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

18
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

5日
～
平
成
1
7年

2月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

5日
～
平
成
1
6年

10
月
5日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

5日
～
平
成
1
6年

5月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

10
日

～
平
成
1
6年

4月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
10
日

～
平
成
17
年
1月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
9日

～
平
成
1
7年

2月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

11
日

～
平
成
1
6年

5月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

18
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

10
日

～
平
成
16
年
11
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

8日
～
平
成
1
6年

9月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
10
日

～
平
成
1
7年

1月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

8日
～
平
成
1
6年

8月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

10
日

～
平
成
1
7年

1月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

9日
～
平
成
1
6年

11
月
9日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1,
5
64

46
1,
1
54

4,
6
92

31
,6
24

2,
9
93

3,
1
28

2,
5
66

6,
8
44

1,
6
79

4,
7
04

3,
1
28

3,
1
28

2,
3
46

5,
8
73

10
,4
06

( 
1
7
 )
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N
o
.1
7

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

19
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
12
月
1日

～
平
成
16
年
6月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

2日
～
平
成
1
6年

11
月
1日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

19
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
14
年
8月

2日
～
平
成
1
4年

10
月
2日

時
効
期
間
満
了

平
成
16
年
10
月
1日

～
平
成
16
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

4日
～
平
成
1
6年

4月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

2日
～
平
成
1
7年

2月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
3日

～
平
成
17
年
2月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
6日

～
平
成
1
7年

2月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
7日

～
平
成
1
7年

1月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

20
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

7日
～
平
成
16
年
8月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

8日
～
平
成
1
6年

9月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6,
2
56

6,
4
20

8,
2
10

4
27

5,
4
74

3,
3
59

1,
1
72

4,
3
98

3,
5
18

9,
1
45

10
,5
93

3
90

3,
4
21

9,
9
49

9,
0
50

( 
1
8
 )
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N
o
.1
8

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

21
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

7日
～
平
成
1
6年

8月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
4月

3日
～
平
成
15
年
7月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
6月

1日
～
平
成
17
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

6日
～
平
成
1
6年

6月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
6日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

6日
～
平
成
17
年
2月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

5日
～
平
成
1
6年

7月
22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

21
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

7日
～
平
成
1
6年

10
月
7日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
7日

～
平
成
1
7年

3月
26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

9日
～
平
成
16
年
9月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

10
日

～
平
成
16
年
12
月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

7日
～
平
成
16
年
8月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

12
日

～
平
成
16
年
12
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
7月

16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2,
6
00

5,
1
33

3,
4
22

5,
1
33

2,
5
66

6,
6
46

1,
1
72

1,
5
64

4,
2
77

6,
7
25

1,
5
64

6,
8
44

5,
4
56

6,
8
44

12
,9
74

( 
1
9
 )
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N
o
.1
9

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

22
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

12
日

～
平
成
17
年
3月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
11
日

～
平
成
1
7年

3月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

12
月
11
日

～
平
成
1
6年

4月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

22
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

13
日

～
平
成
1
7年

2月
18
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
9日

～
平
成
16
年
12
月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
8日

～
平
成
16
年
12
月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

4日
～
平
成
1
6年

8月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
11
月
8日

～
平
成
1
6年

4月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

4日
～
平
成
1
7年

1月
26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
4日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

23
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
5日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2,
1
38

8
55

3,
8
15

2,
5
66

1,
7
11

5,
5
34

2,
6
81

5,
4
79

5,
5
95

8,
8
07

7,
6
99

2,
5
19

1,
1
72

1,
2
82

1,
5
64

( 
2
0
 )
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N
o
.2
0

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

24
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

12
日

～
平
成
1
6年

5月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
11
日

～
平
成
16
年
11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

6日
～
平
成
1
6年

9月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

13
日

～
平
成
1
7年

2月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

4日
～
平
成
17
年
1月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

7日
～
平
成
1
7年

2月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

24
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

8日
～
平
成
16
年
8月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

11
日

～
平
成
1
7年

3月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

12
日

～
平
成
1
7年

3月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
1日

～
平
成
1
6年

12
月
3日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

9日
～
平
成
1
6年

5月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

11
日

～
平
成
1
6年

9月
26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3,
1
28

2,
5
66

5,
4
74

7,
0
28

1,
5
64

9,
4
06

2,
5
66

5,
6
24

8,
0
06

7
82

14
,3
30

12
,5
50

4,
3
45

4,
4
61

1,
2
82

( 
2
1
 )
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N
o
.2
1

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

25
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

11
月
11
日

～
平
成
16
年
6月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
12
日

～
平
成
17
年
3月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

6日
～
平
成
1
6年

7月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

6日
～
平
成
1
7年

2月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

3日
～
平
成
1
6年

11
月
4日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

12
月
28
日

～
平
成
1
6年

4月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

11
日

～
平
成
1
6年

7月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

12
日

～
平
成
1
6年

9月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

12
日

～
平
成
16
年
10
月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

7日
～
平
成
1
6年

4月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
12
日

～
平
成
1
7年

3月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

4日
～
平
成
1
6年

6月
14
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

26
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

6日
～
平
成
16
年
10
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

6日
～
平
成
1
6年

9月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7,
6
99

8,
4
82

4,
4
14

1,
7
11

3,
4
22

4,
2
77

2,
9
93

7,
9
16

5,
5
60

6,
8
44

6,
8
44

4,
7
04

6,
1
72

3,
4
22

4,
7
04

( 
2
2
 )
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N
o
.2
2

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

27
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

13
日

～
平
成
1
6年

8月
23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

13
日

～
平
成
16
年
9月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

10
日

～
平
成
1
6年

12
月
9日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

11
日

～
平
成
1
6年

7月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

10
日

～
平
成
1
6年

6月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

10
日

～
平
成
1
6年

7月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

27
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

12
日

～
平
成
16
年
10
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

9日
～
平
成
1
6年

8月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
4年

10
月
12
日

～
平
成
1
5年

4月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
16
年
12
月
1日

～
平
成
17
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

12
日

～
平
成
16
年
6月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

4日
～
平
成
16
年
11
月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

1日
～
平
成
17
年
3月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2,
1
38

3,
4
22

5,
1
33

3,
6
05

9,
6
58

4,
5
77

4,
0
49

6,
6
46

3,
9
10

9,
3
84

1,
5
64

5,
6
16

5,
5
60

2,
3
36

1,
5
64

( 
2
3
 )
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N
o
.2
3

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

28
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

1日
～
平
成
1
6年

7月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
14
年
11
月
1日

～
平
成
15
年
5月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
1月

1日
～
平
成
17
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

2日
～
平
成
1
7年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

28
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
1月

7日
～
平
成
1
6年

4月
23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
3月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

5日
～
平
成
17
年
1月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

2日
～
平
成
16
年
12
月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

3日
～
平
成
1
7年

1月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

29
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

3日
～
平
成
1
6年

6月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

5日
～
平
成
1
6年

7月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5,
1
33

1,
7
11

1,
7
11

7,
0
75

1,
2
82

8
55

5,
8
73

7,
9
99

3,
7
21

1,
7
11

7,
2
71

5,
0
29

7,
6
99

5,
7
10

3,
4
21

( 
2
4
 )
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N
o
.2
4

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

30
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
11
月
5日

～
平
成
1
6年

5月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

5日
～
平
成
1
6年

11
月
6日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

6日
～
平
成
1
7年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

2日
～
平
成
16
年
10
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

3日
～
平
成
16
年
10
月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

4日
～
平
成
1
6年

11
月
4日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

2日
～
平
成
1
6年

9月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
2日

～
平
成
1
7年

3月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

30
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
1月

9日
～
平
成
1
6年

7月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
3月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

3日
～
平
成
1
6年

6月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

1日
～
平
成
16
年
11
月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
5月

6日
～
平
成
1
5年

11
月
6日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
7月

1日
～
平
成
18
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

7,
2
71

8,
1
26

2,
5
66

4,
7
04

3,
4
22

3,
4
22

6,
2
88

1,
2
82

6,
8
44

7,
2
71

5,
9
88

1,
7
11

1,
7
11

6,
6
46

2,
5
66

( 
2
5
 )
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N
o
.2
5

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

31
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

11
日

～
平
成
16
年
10
月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

8日
～
平
成
1
6年

4月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
8日

～
平
成
1
6年

12
月
8日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

31
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

11
日

～
平
成
1
7年

2月
16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

9日
～
平
成
16
年
4月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

9日
～
平
成
1
6年

10
月
9日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

12
月
11
日

～
平
成
1
6年

6月
18
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

6日
～
平
成
16
年
12
月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

12
日

～
平
成
16
年
12
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
9日

～
平
成
16
年
11
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

32
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

10
日

～
平
成
1
6年

6月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

10
月
10
日

～
平
成
1
6年

4月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
12
月
1日

～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

3,
8
49

3,
9
10

5,
7
32

7,
2
71

6,
8
44

7,
6
52

6,
1
12

2,
1
38

7,
2
71

5
42

1,
1
72

1,
5
64

7
80

3,
4
22

6,
7
71

( 
2
6
 )
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N
o
.2
6

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

33
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
4月

3日
～
平
成
1
5年

10
月
1日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
6月

1日
～
平
成
17
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

3日
～
平
成
1
6年

4月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
3日

～
平
成
17
年
2月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

2日
～
平
成
1
6年

10
月
2日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
3日

～
平
成
1
6年

12
月
3日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

5日
～
平
成
1
6年

12
月
4日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
4日

～
平
成
1
7年

2月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

33
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
10
月
6日

～
平
成
1
6年

4月
22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
12
月
1日

～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

7日
～
平
成
16
年
7月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
12
月
8日

～
平
成
16
年
4月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

8日
～
平
成
17
年
2月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

9日
～
平
成
1
6年

11
月
1日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

5日
～
平
成
1
6年

6月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

7日
～
平
成
1
6年

11
月
7日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

6,
8
44

12
,5
83

6,
4
49

5,
5
48

15
6,
3
45

11
,9
77

20
,0
86

2,
5
66

3,
4
22

5,
1
33

3,
4
22

8
55

5,
2
01

10
,2
12

3,
4
22

( 
2
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N
o
.2
7

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

34
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
1月

10
日

～
平
成
1
6年

7月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
3月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
11
月
8日

～
平
成
17
年
3月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
1月

9日
～
平
成
17
年
1月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
3月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

34
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

10
日

～
平
成
16
年
6月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
1月

10
日

～
平
成
1
6年

9月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
3月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

13
日

～
平
成
1
6年

9月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
9日

～
平
成
16
年
12
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

12
日

～
平
成
1
6年

9月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
12
日

～
平
成
17
年
3月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

13
日

～
平
成
1
7年

3月
23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

2日
～
平
成
1
6年

5月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
5日

～
平
成
1
7年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

35
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
11
日

～
平
成
1
7年

3月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1,
7
11

4,
2
99

8,
5
55

8,
0
20

9,
8
79

2,
5
66

6,
8
44

15
,3
99

11
,9
77

9,
2
91

2,
1
38

2,
5
66

7,
0
74

14
,5
20

4
27

( 
2
8
 )
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N
o
.2
8

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

36
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

12
日

～
平
成
16
年
11
月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
10
日

～
平
成
16
年
12
月
18
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

10
日

～
平
成
1
6年

8月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

10
日

～
平
成
1
6年

8月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
27
日

～
平
成
1
7年

1月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
11
月
7日

～
平
成
1
6年

4月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

12
日

～
平
成
1
7年

2月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

36
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

1日
～
平
成
16
年
9月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
12
日

～
平
成
16
年
10
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

11
日

～
平
成
1
6年

8月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
2日

～
平
成
16
年
12
月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
27
日

～
平
成
1
7年

1月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

8
55

4,
7
04

4,
7
31

9,
3
49

8,
5
76

2,
9
12

3,
4
22

2,
9
93

2,
5
66

6,
4
15

2,
1
38

5,
1
33

4,
7
60

1,
7
11

1,
7
11

( 
2
9
 )
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N
o
.2
9

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

37
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

11
日

～
平
成
16
年
10
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

11
日

～
平
成
16
年
11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

37
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
8日

～
平
成
17
年
2月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

9日
～
平
成
16
年
11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
1月

5日
～
平
成
16
年
7月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
3月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

1日
～
平
成
1
7年

3月
23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
11
月
3日

～
平
成
16
年
5月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
10
日

～
平
成
16
年
12
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
2日

～
平
成
1
7年

3月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

38
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
27
日

～
平
成
17
年
2月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5,
1
33

5,
1
33

1,
7
11

5,
9
88

4
27

4,
6
23

5,
9
88

3,
1
08

1,
2
82

1,
7
11

1,
6
29

3,
4
22

6,
1
25

6,
8
44

2,
5
66

( 
3
0
 )
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N
o
.3
0

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

39
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
2日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

4日
～
平
成
16
年
11
月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
18
年
5月

4日
～
平
成
18
年
10
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
20
年
7月

1日
～
平
成
20
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

11
日

～
平
成
1
6年

6月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

5日
～
平
成
16
年
11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
8日

～
平
成
1
7年

1月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

3日
～
平
成
1
6年

10
月
3日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

39
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

7日
～
平
成
1
7年

2月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

7日
～
平
成
17
年
3月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

2日
～
平
成
16
年
10
月
18
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

2日
～
平
成
1
6年

7月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2,
9
93

3,
4
22

3,
4
22

3,
4
22

2,
9
93

4
27

1,
7
11

4,
3
92

8,
5
75

2,
5
66

6,
9
11

1,
7
11

8
55

4,
2
77

8
55

( 
3
1
 )
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N
o
.3
1

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

40
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

3日
～
平
成
16
年
12
月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

13
日

～
平
成
1
7年

2月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
1日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

40
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
27
日

～
平
成
1
7年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

2日
～
平
成
1
7年

3月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
19
年
3月

1日
～
平
成
1
9年

3月
22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
21
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

12
日

～
平
成
1
7年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

12
日

～
平
成
1
6年

9月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

7日
～
平
成
16
年
9月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
11
日

～
平
成
16
年
11
月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

10
月
11
日

～
平
成
1
6年

4月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
12
月
1日

～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

41
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

3日
～
平
成
16
年
8月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

3日
～
平
成
1
7年

3月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4,
2
77

2,
5
66

2,
5
03

2,
1
38

5,
1
33

5,
1
33

4,
7
04

2,
1
38

1,
7
11

8
55

2,
5
66

5,
5
60

8
55

2,
5
66

2,
5
66

( 
3
2
 )
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N
o
.3
2

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

42
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
9日

～
平
成
16
年
12
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
11
月
4日

～
平
成
1
6年

2月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
18
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

12
日

～
平
成
16
年
11
月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

6日
～
平
成
1
7年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

2日
～
平
成
1
6年

6月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
18
年
3月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
20
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

42
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

2日
～
平
成
16
年
9月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

11
日

～
平
成
1
7年

1月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

8日
～
平
成
1
7年

3月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

11
月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

11
日

～
平
成
16
年
11
月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

12
日

～
平
成
16
年
9月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2,
5
66

8
55

5,
1
33

4
27

5,
1
33

2,
2
53

1,
2
82

6,
4
15

2,
5
66

20
,5
57

1,
7
11

3,
8
49

31
,7
79

3,
4
22

1,
7
11

( 
3
3
 )
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N
o
.3
3

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

43
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

7日
～
平
成
1
7年

3月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

7日
～
平
成
16
年
12
月
15
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

43
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
9日

～
平
成
16
年
12
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

10
日

～
平
成
1
7年

3月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
9日

～
平
成
1
7年

3月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
10
月
9日

～
平
成
16
年
4月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
12
月
1日

～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

7日
～
平
成
1
6年

5月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

10
日

～
平
成
1
6年

9月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
4日

～
平
成
1
6年

12
月
4日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

44
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

2,
5
66

6,
4
15

1,
2
82

1,
7
11

3,
4
22

11
,1
28

2,
5
66

1,
7
11

1,
7
11

4
27

3,
4
22

2,
9
93

6,
4
15

2,
0
57

6,
8
44

( 
3
4
 )
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N
o
.3
4

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

45
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

13
日

～
平
成
1
6年

8月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
11
日

～
平
成
1
7年

3月
12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

2日
～
平
成
1
6年

8月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
27
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

10
日

～
平
成
1
7年

3月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
11
日

～
平
成
1
7年

3月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

10
日

～
平
成
1
7年

3月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

45
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
10
日

～
平
成
1
7年

3月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
11
日

～
平
成
1
7年

2月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

10
日

～
平
成
1
6年

7月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

2日
～
平
成
1
6年

10
月
1日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

12
月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
3日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4,
7
04

2,
9
93

6,
4
15

6,
1
37

5,
9
41

2,
5
66

4,
2
76

5,
9
88

3,
4
22

1,
7
11

8
55

2,
9
93

8
55

1,
7
11

1,
2
82

( 
3
5
 )
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N
o
.3
5

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

46
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
9日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

5日
～
平
成
1
7年

3月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

46
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
8日

～
平
成
16
年
10
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
3日

～
平
成
17
年
3月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

9日
～
平
成
1
7年

1月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
6日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
2日

～
平
成
1
6年

11
月
1日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

2日
～
平
成
16
年
5月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
1日

～
平
成
16
年
12
月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

3日
～
平
成
1
7年

2月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

47
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

4日
～
平
成
16
年
10
月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

1,
2
82

1,
7
11

3,
9
10

1,
2
82

19
,4
18

1,
7
11

2,
1
38

8
55

6,
2
01

2,
5
66

50
,7
36

15
,2
31

17
,9
96

7,
1
76

10
,2
47

( 
3
6
 )
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N
o
.3
6

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

48
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

12
月
27
日

～
平
成
16
年
7月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
12
月
7日

～
平
成
1
6年

12
月
7日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

8日
～
平
成
1
6年

8月
18
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
4年

12
月
11
日

～
平
成
1
5年

4月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
2月

1日
～
平
成
17
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

12
日

～
平
成
1
6年

5月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

7日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
14
年
5月

7日
～
平
成
14
年
11
月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
16
年
7月

1日
～
平
成
17
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

48
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

8日
～
平
成
16
年
8月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
4日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
11
月
7日

～
平
成
1
6年

5月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
1月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

9日
～
平
成
17
年
1月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

25
,1
71

11
,9
77

9,
3
02

13
,1
17

5,
1
33

4
27

6,
8
44

6,
9
98

1,
7
11

1,
5
64

10
,6
20

2,
9
13

8
55

5,
4
54

44
,0
50

( 
3
7
 )
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N
o
.3
7

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

49
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

10
日

～
平
成
1
6年

6月
22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

11
日

～
平
成
1
6年

9月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

49
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

12
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

12
月
13
日

～
平
成
1
6年

6月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

10
日

～
平
成
1
7年

3月
29
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

12
日

～
平
成
1
6年

9月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

12
日

～
平
成
16
年
11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

2日
～
平
成
1
6年

7月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
～
平
成
18
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
11
月
2日

～
平
成
1
6年

11
月
6日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

12
月
27
日

～
平
成
16
年
4月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
3月

2日
～
平
成
17
年
3月

2日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
5月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

50
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

4,
2
64

6,
6
82

8
55

6,
1
12

4,
7
39

8
55

11
,9
77

1,
7
11

2,
5
19

1,
7
11

6,
6
46

3,
4
22

5,
7
31

19
,1
19

3,
9
10

( 
3
8
 )
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N
o
.3
8

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

51
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

7日
～
平
成
1
7年

2月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
1月

6日
～
平
成
1
6年

6月
26
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
3月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
5月

4日
～
平
成
15
年
7月

4日
時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
7月

1日
～
平
成
17
年
9月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
1日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
10
月
8日

～
平
成
1
6年

4月
20
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
12
月
1日

～
平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

51
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
10
月
8日

～
平
成
1
5年

12
月
5日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
12
月
1日

～
平
成
18
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

10
日

～
平
成
16
年
10
月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

9日
～
平
成
17
年
2月

8日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

16
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

7日
～
平
成
1
6年

8月
31
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
6年

10
月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

1日
～
平
成
1
8年

8月
10
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
20
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

5
42

9,
9
27

5,
6
16

7,
2
71

8,
5
55

4
27

1,
8
26

14
,6
07

9,
2
81

9,
3
83

4,
1
15

8
55

14
,2
10

2,
5
19

69
,2
08

( 
3
9
 )
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N
o
.3
9

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

52
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
6月

3日
～
平
成
1
5年

9月
22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
8月

1日
～
平
成
17
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
6月

3日
～
平
成
16
年
10
月
18
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
8月

1日
～
平
成
18
年
12
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

3日
～
平
成
16
年
6月

3日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

52
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
10
月
4日

～
平
成
1
7年

2月
21
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
12
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
4日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
7月

9日
～
平
成
1
6年

12
月
1日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
9月

1日
～
平
成
19
年
2月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
15
年
1月

6日
～
平
成
1
5年

4月
23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
3月

1日
～
平
成
17
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
14
年
11
月
8日

～
平
成
15
年
5月

9日
時
効
期
間
満
了

平
成
17
年
1月

1日
～
平
成
17
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
1月

13
日

～
平
成
1
7年

3月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
3月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

5日
～
平
成
1
7年

3月
28
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
～
平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

1日
時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

12
日

～
平
成
1
6年

6月
24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
8月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

53
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
1
5年

12
月
12
日

～
平
成
1
6年

9月
17
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
2月

1日
～
平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
5月

8日
～
平
成
1
6年

5月
19
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

15
,7
74

4,
5
25

5,
9
88

6,
3
20

7,
5
37

13
,6
88

16
,0
32

6,
0
22

5,
1
33

4,
2
77

1,
7
11

8
55

5,
5
60

9,
8
37

2,
1
38

( 
4
0
 )
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N
o
.4
0

債
権
の
名
称
　

水
道
料
金
・
メ
ー
タ
ー
料

所
管
　
　
　
　

水
道
部
　
総
務
室

債
権
発
生
日

事
由

事
由
の
生
じ
た
日

債
権
放
棄
調
書

番
号

債
権
の
額

放
棄
決
定
日

放
棄
し
た
事
由
等

備
考

54
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

24
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
2

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

5日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
3

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
2月

6日
～
平
成
1
7年

2月
22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
4

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
1月

6日
時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
5

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
12
月
8日

～
平
成
1
7年

1月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
2月

1日
～
平
成
19
年
3月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
6

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

13
日

～
平
成
1
6年

9月
22
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
7

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
9月

5日
～
平
成
16
年
11
月
30
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
11
月
1日

～
平
成
19
年
1月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
8

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
17
年
3月

23
日

時
効
期
間
満
了

平
成
19
年
5月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

54
9

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
4月

12
日

～
平
成
1
6年

5月
25
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
6月

1日
～
平
成
18
年
7月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

55
0

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
2月

11
日

～
平
成
1
6年

8月
13
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
4月

1日
～
平
成
18
年
10
月
1日

債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

55
1

円
令
和
4
年
3
月
10
日

平
成
16
年
8月

11
日

～
平
成
1
7年

2月
11
日

時
効
期
間
満
了

平
成
18
年
10
月
1日

～
平
成
19
年
4月

1日
債
務
者
　
吹
田
市
内
水
道
使
用
者

計
円

4
27

1,
7
11

2,
1
38

8
55

3,
4
22

2,
1
38

4,
2
77

8
55

2,
9
93

5,
9
87

5,
9
88

3,
8
48
,1
91

( 
4
1
 )
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( 1 ) 

議案第８０号 

 

 

吹田市高年齢職員の部分休業に関する条例の制定について 

 

 

吹田市高年齢職員の部分休業に関する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市高年齢職員の部分休業に関する条例（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」とい

う。）第２６条の３の規定に基づく高年齢職員の部分休業に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（高年齢職員の年齢） 

第２条 法第２６条の３第１項の条例で定める年齢は、５５歳とする。 

（高年齢職員の部分休業の承認） 

第３条 高年齢職員の部分休業の承認は、１週間につき１９時間を超えない範囲内

で、３０分を単位として行うものとする。 

（休業時間の延長） 

第４条 任命権者は、既に高年齢職員の部分休業をしている職員から休業時間（高年

齢職員の部分休業の承認を受けた１週間当たりの勤務しない時間をいう。以下同

じ。）の延長の申出があった場合であって、公務の運営に支障がないと認めるとき

は、当該職員に係る部分休業の時間の延長を承認することができる。 

（高年齢職員の部分休業の承認の取消し又は休業時間の短縮） 

第５条 任命権者は、高年齢職員の部分休業をしている職員の業務を処理するための

措置を講ずることが著しく困難となった場合であって、当該職員の同意を得たとき

は、高年齢職員の部分休業の承認を取り消し、又は休業時間を短縮することができ

る。 

（高年齢職員の部分休業をしている職員の給与の取扱い） 
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( 2 ) 

第６条 職員が高年齢職員の部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、その勤務

しない１時間につき、吹田市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年吹田市

条例第１６５号）第３１条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額した給与を

支給する。 

（退職手当の取扱い） 

第７条 職員が高年齢職員の部分休業の承認を受けて１週間の勤務時間の一部につい

て勤務しなかった場合には、その勤務しなかった期間の２分の１に相当する期間を

吹田市職員の退職手当に関する条例（昭和３９年吹田市条例第３号）第７条第１項

から第７項までの規定により計算した在職期間から除算する。この場合における同

条第８項及び第１０項の適用については、同条第８項中「前各項」とあるのは「吹

田市高年齢職員の部分休業に関する条例（令和 年吹田市条例第  号）第７条」

と、同条第１０項中「前各項」とあるのは「吹田市高年齢職員の部分休業に関する

条例第７条」とする。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、高年齢職員の部分休業に関し必要な事項は、

市長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（吹田市水道事業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改

正） 

２ 吹田市水道事業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和

３１年吹田市条例第２８０号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項中「勤務日又は」、「おいて」及び「、その勤務しないことにつ

き」を削り、「承認があつた」を「定める」に、「日又は時間」を「時間」に改

め、同条第２項中「おいて」及び「、前項の規定にかかわらず」を削り、同条に次

の１項を加える。 

３ 職員が高年齢職員の部分休業（当該職員が５５歳に達した日から当該職員に係

る定年退職日（地方公務員法第２８条の６第１項に規定する定年退職日をい

う。）までの期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）の承

認を受けて所定の勤務時間中に勤務しないときは、その勤務しない時間につき、

給与を減額する。 

第２０条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、

同条中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しく

は第２項の規定により採用された職員」を「第２２条の４第３項に規定する定年前

再任用短時間勤務職員」に改める。 

（吹田市水道事業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改
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( 3 ) 

正に伴う経過措置） 

３ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項

若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員は、

定年前再任用短時間勤務職員とみなして、前項の規定による改正後の吹田市水道事

業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第２０条の規定を適用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地方公務員法第２６条の３の規定に基づく高年齢職員の部分休業に関し必要な事項

を定めるため必要があるので、本案を提出するものです。 
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( 1 ) 

議案第８１号 

 

 

吹田市学校給食費条例の制定について 

 

 

吹田市学校給食費条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市学校給食費条例（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）の規定に基づき本市

が実施する小学校の学校給食に要する経費のうち、同法第１１条第２項の規定によ

り保護者が負担する経費（以下「学校給食費」という。）の徴収に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（学校給食費の納付等） 

第２条 学校給食を受ける児童の保護者は、規則で定めるところにより学校給食費を

納付しなければならない。 

２ 学校給食費の額は、規則で定める。 

（学校給食費の減額又は免除） 

第３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、学校給食費を減額し、又は

免除することができる。 

⑴ 保護者が、震災、風水害、火災その他の災害によりその財産について損害を受

け、学校給食費を納付することができないと認めるとき。 

⑵ その他市長が特に必要があると認めるとき。 

（委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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( 2 ) 

（提案理由） 

学校給食費の徴収に関し必要な事項を定めるため必要があるので、本案を提出する

ものです。 
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( 1 ) 

議案第８２号 

 

 

吹田市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

 

吹田市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定し

ます。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年吹田市条例第１６５号）の一

部を次のように改正する。 

第５条第１項中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１

項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」を「第２２条の

４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職

員」に改める。 

第６条の２を次のように改める。 

（定年前再任用短時間勤務職員の給料月額） 

第６条の２ 定年前再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該定年前再任用短時間勤

務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月

額のうち、当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の等級に応じた額に、勤

務時間条例第２条第２項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務職員

の勤務時間を同条第１項の規則で定める勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と

する。 

第１８条第２項第１号中「その者」を「当該職員」に改め、同項第２号中「再任用

短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第２２条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め

る。 
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( 2 ) 

第２８条第２項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第３項及び第６項中「再

任用職員」を「定年前再任用短時間職員」に改める。 

第２９条の２第１項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第３項中「再任用職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第４項中「第２８条第４項及び

第５項」を「第２８条第５項及び第６項」に、「同条第５項」を「同条第６項」に改

める。 

第３７条（見出しを含む。）中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の

８項を加える。 

（６０歳を超える職員の給料月額の特例） 

２ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４

月１日（以下「特定日」という。）以後、当該職員に適用される給料表の給料月額

のうち、当該職員の属する職務の等級及び当該職員の受ける号給に応じた額に100

分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げるものとす

る。）とする。 

３ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

⑴ 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員 

⑵ 公衆衛生業務に従事する医師 

⑶ 吹田市職員の定年等に関する条例（昭和５９年吹田市条例第２９号）第５条第

１項又は第２項の規定により異動期間（これらの規定により延長された期間を含

む。）を延長された管理監督職を占める職員 

⑷ 吹田市職員の定年等に関する条例第１０条第１項の規定により引き続いて勤務

させることとされ、又は同条第２項の規定により当該勤務の期限を延長すること

とされている職員（同条例第８条に規定する定年退職日において前項の規定が適

用されていた職員を除く。） 

（管理監督職勤務上限年齢調整額） 

４ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であつて、当該

他の職への降任等をされた日（以下「異動日」という。）の前日から引き続き同一

の給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第２項の規定により当該職員の

受ける給料月額（以下「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が

受けていた給料月額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円

に切り上げるものとする。以下「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる

職員（市長が定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附則第２項の規

定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差

額に相当する額を給料として支給する。 
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( 3 ) 

５ 前項の規定による給料を支給される職員であつて、当該支給される額と附則第２

項の規定により受ける給料月額との合計額がその属する職務の等級における最高の

号給の給料月額を超えるものに対する前項の規定の適用については、同項中「基礎

給料月額と特定日給料月額」とあるのは、「当該職員の属する職務の等級における

最高の号給の給料月額と附則第２項の規定により当該職員の受ける給料月額」とす

る。 

６ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第２項の規定の適用

を受ける職員（附則第４項の規定による給料を支給される職員を除く。）に限

る。）であつて、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると

認められるものには、当分の間、附則第２項の規定により受ける給料月額のほか、

市長の定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した額を給料として支給す

る。 

７ 附則第４項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第２項の規定

の適用を受ける職員であつて、任用の事情を考慮して、附則第４項又は前項の規定

による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められるものには、当分の

間、附則第２項の規定により受ける給料月額のほか、市長の定めるところにより、

前３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

８ 附則第４項又は前２項の規定による給料を支給される職員に対する第９条の２第

１項及び第３項並びに第２８条第５項及び第６項（第２９条の２第４項において準

用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「給料月額」とあ

るのは、「給料月額と附則第４項、第６項又は第７項の規定による給料の額との合

計額」とする。 

（委任） 

９ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、６０歳を超える職員の給料月額の

特例及び管理監督職勤務上限年齢調整額に関し必要な事項その他これらの規定の施

行に関し必要な事項は、市長が定める。 

別表第１の表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 
定年前 
再任用 
短時間 
勤務職 
員 ◆  

  
基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

  円 円 円 円 円 円 円 

  441,000 389,900 356,800 315,100 274,600 255,200 215,200 

別表第３（備考を除く。）を次のように改める。 

別表第３ 

医 療 職 給 料 表 ⑴ 

職員の  職務の等級 １ 等 級 ２ 等 級 ３ 等 級 ４ 等 級 ５ 等 級 

区分  号   給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

   円 円 円 円 円 

定年前    １ 566,500 471,700 399,000 335,000 249,800 

再任用    ２ 569,600 474,000 401,900 338,000 252,300 

短時間    ３ 572,700 476,200 404,500 340,900 254,800 
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( 4 ) 

勤務職    ４ 575,800 478,500 407,200 343,800 257,300 

員以外    ５ 578,700 480,700 409,800 346,500 259,500 

の職員    ６ 581,100 482,900 412,200 349,700 263,300 

    ７ 583,500 485,100 414,900 352,800 267,100 

    ８ 585,900 487,300 417,300 355,900 270,900 

    ９ 588,100 489,300 419,500 358,700 274,500 

   １０ 589,600 491,400 422,200 361,400 278,500 

   １１ 591,100 493,500 424,800 364,500 282,500 

   １２ 592,600 495,600 427,500 367,700 286,500 

   １３ 594,100 497,700 429,900 370,600 290,300 

   １４ 595,200 499,800 432,400 374,100 294,300 

   １５ 596,300 501,900 434,800 377,100 298,200 

   １６ 597,200 504,000 437,300 380,700 302,100 

   １７ 598,400 506,100 439,300 384,300 305,800 

   １８ 599,400 508,100 441,700 387,000 309,400 

   １９ 600,400 510,100 444,000 389,500 312,900 

   ２０ 601,400 512,100 446,400 392,100 316,500 

   ２１ 602,400 513,900 447,900 394,900 320,100 

   ２２  515,700 450,300 397,200 323,800 

   ２３  517,600 452,600 399,700 327,300 

   ２４  519,500 454,900 401,800 330,600 

   ２５  521,200 456,900 403,800 334,100 

   ２６  523,000 459,200 406,100 336,800 

   ２７  524,800 461,400 408,300 339,400 

   ２８  526,600 463,700 410,600 342,000 

   ２９  528,200 465,800 412,900 344,800 

   ３０  530,000 468,100 415,000 346,700 

   ３１  531,800 470,400 417,000 348,900 

   ３２  533,600 472,600 419,100 351,300 

   ３３  535,200 474,600 421,000 353,500 

   ３４  537,000 476,700 422,800 355,800 

   ３５  538,700 478,800 424,600 357,900 

   ３６  540,500 480,900 426,600 360,200 

   ３７  542,100 483,000 428,500 362,400 

   ３８  543,700 484,800 430,500 364,800 

   ３９  545,100 486,600 432,400 367,000 

   ４０  546,700 488,400 434,400 369,000 

   ４１  548,200 490,100 436,200 371,300 

   ４２  549,600 491,900 438,000 372,500 

   ４３  551,000 493,700 439,700 373,900 

   ４４  552,300 495,500 441,500 375,000 

   ４５  553,500 497,100 443,300 376,200 

   ４６  554,500 498,800 445,100 377,600 

   ４７  555,500 500,600 446,900 379,100 

   ４８  556,500 502,400 448,600 380,600 

   ４９  557,500 504,000 450,400 381,700 

   ５０  558,400 505,300 452,100 382,700 

   ５１  559,300 506,600 453,900 383,700 

   ５２  560,200 507,900 455,700 384,500 

   ５３  561,000 508,900 457,600 385,400 

   ５４  561,900 510,200 458,800 386,300 
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( 5 ) 

   ５５  562,800 511,500 460,000 387,000 

   ５６  563,700 512,800 461,200 387,900 

   ５７  564,600 513,800 462,400 388,600 

   ５８  565,500 514,600 463,400 389,500 

   ５９  566,400 515,400 464,400 390,300 

   ６０  567,100 516,200 465,400 391,100 

   ６１  568,000 517,100 466,200 391,600 

   ６２  568,900 517,900 466,900 392,100 

   ６３  569,800 518,800 467,600 392,500 

   ６４  570,700 519,600 468,300 393,000 

   ６５  571,600 520,500 469,000 393,300 

   ６６   521,400 469,700  

   ６７   522,100 470,400  

   ６８   523,000 471,000  

   ６９   523,900 471,300  

   ７０   524,700 472,000  

   ７１   525,600 472,700  

   ７２   526,500 473,400  

   ７３   527,300 473,800  

   ７４   528,200 474,400  

   ７５   529,100 475,100  

   ７６   529,800 475,800  

   ７７   530,600 476,200  

   ７８   531,500 476,800  

   ７９   532,400 477,400  

   ８０   533,300 477,900  

   ８１   534,100 478,500  

   ８２   535,000 479,000  

   ８３   535,900 479,500  

   ８４   536,800 480,000  

   ８５   537,600 480,400  

   ８６   538,500 481,000  

   ８７   539,400 481,400  

   ８８   540,300 481,900  

   ８９   541,100 482,400  

   ９０    483,000  

   ９１    483,600  

   ９２    484,000  

   ９３    484,500  

   ９４    485,100  

   ９５    485,700  

   ９６    486,300  

   ９７    486,800  

定年前 
再任用 
短時間 
勤務職 
員 ◆  

  
基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

  円 円 円 円 円 

  565,900 466,000 393,000 338,600 296,200 

別表第４の表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 
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( 6 ) 

定年前 
再任用 
短時間 
勤務職 
員 ◆  

  
基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

  円 円 円 円 円 円 円 

  441,000 389,900 356,800 315,100 274,600 255,200 215,200 

別表第５の表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 
定年前 
再任用 
短時間 
勤務職 
員 ◆  

  
基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

  円 円 円 円 円 円 円 

  441,000 389,900 356,800 315,100 274,600 255,200 215,200 

別表第６の表再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 
定年前 
再任用 
短時間 
勤務職 
員 ◆  

  
基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

基  準 
給料月額 

  円 円 円 円 円 円 円 

  441,000 389,900 356,800 315,100 274,600 255,200 215,200 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２９条の２第４項の改

正規定は、令和４年１０月１日から施行する。 

（勤務延長職員の経過措置） 

２ この条例による改正後の吹田市一般職の職員の給与に関する条例（以下「新条

例」という。）附則第２項から第９項までの規定は、地方公務員法の一部を改正す

る法律（令和３年法律第６３号。以下「改正法」という。）附則第３条第５項又は

第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

（暫定再任用職員の経過措置） 

３ 暫定再任用職員（改正法附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若し

くは第２項の規定により採用された職員をいう。以下同じ。）（改正法附則第６条

第１項又は第２項の規定により採用された職員（以下「暫定再任用短時間勤務職

員」という。）を除く。以下この項において同じ。）の給料月額は、当該暫定再任

用職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される給料表の

定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、当該暫定再任用職

員の属する職務の等級に応じた額とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新条例

第６条の２、第１８条第２項並びに第２２条第２項及び第４項の規定を適用する。 

５ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新条例第２８条第

３項及び第６項、第２９条の２第３項並びに第３７条の規定を適用する。 

６ 新条例第５条及び第６条の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

（委任） 

７ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が定める。 
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( 7 ) 

（提案理由） 

職員の定年引上げに伴い、６０歳を超える職員の給料月額の特例等を定めるため必

要があるので、本案を提出するものです。 
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( 1 ) 

議案第８３号 

 

 

吹田市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

吹田市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市職員の分限に関する条例（昭和２６年吹田市条例第１６７号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第２項を削る。 

第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。 

（書面の交付） 

第７条 職員の意に反する降任（法第２８条の２第１項本文の規定による他の職への

降任を除く。）若しくは免職又は休職の処分は、その旨を記載した書面を当該職員

に交付して行わなければならない。 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

管理監督職勤務上限年齢制による降任について、書面の交付を要しないこととする

ため必要があるので、本案を提出するものです。 
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議案第８４号 

 

 

吹田市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

 

吹田市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年吹田市条例第１６８

号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「に係る」を「、その発令の日に受ける」に改め、同条に後段として次の

ように加える。 

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料及び地域手当の合計額又は基

本報酬及び地域報酬の合計額の10分の１に相当する額を超えるときは、当該10分の

１に相当する額を減ずるものとする。 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

給料等の額が減少する場合における減給の効果について定めるため必要があるの

で、本案を提出するものです。 
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議案第８５号 

 

 

吹田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

 

吹田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定しま

す。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市職員の退職手当に関する条例（昭和３９年吹田市条例第３号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第１項中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１

項若しくは第２項の規定により採用された者」を「第２２条の４第３項に規定する定

年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第３項中「次項において同じ。）が１８日

未満（」を「以下「勤務日数」という。）が１８日（初日から末日までフルタイム会

計年度任用職員として在職する場合において、」に、「（以下「勤務日」という。）

が１８日」を「が２０日」に、「その月の勤務日の日数未満。次項において同

じ。）」を「１８日から２０日と当該日数との差に相当する日数を減じた日数）（以

下「職員みなし日数」という。）未満」に改め、同条第４項中「その者について定め

られている正規の勤務時間の全部を勤務した日が１８日」を「勤務日数が職員みなし

日数」に改める。 

第２条の２中「第６条の４」を「第６条の５」に改める。 

第４条第１項及び第５条第１項中「第２条」を「第８条」に、「第４条第１項」を

「第１０条第１項」に改める。 

第５条の３中「１０年」を「１５年（公衆衛生業務に従事する医師にあつては、

１０年）」に改める。 

第１０条第２項中「職員について定められている勤務時間以上勤務した日（条例又
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はこれに基づく規則により、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を

含む。）が１８日」を「勤務日数が職員みなし日数」に改め、同条第４項中「」とす

る」を「」とし、当該退職の日後に事業（その実施期間が３０日未満のものその他市

長が定めるものを除く。）を開始した職員その他これに準ずるものとして市長が定め

る職員が市長の定めるところにより、市長にその旨を申し出たときは、当該事業の実

施期間（当該実施期間の日数が４年から第１項及びこの項の規定により算定される期

間の日数を除いた日数を超える場合における当該超える日数を除く。）は、第１項及

びこの項の規定による期間に算入しない」に改め、同条第１１項第５号中「第４条第

８項」を「第４条第９項」に改める。 

附則を次のように改める。 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和３０年１月１日以後の退職による退職手

当について適用する。 

（長期勤続者等に対する暫定措置） 

２ ３５年以下の期間勤続して退職した者に対する退職手当の基本額は、当分の間、

第３条から第５条の３までの規定により計算した額にそれぞれ100分の83.7を乗じ

て得た額とする。この場合において、第６条の５第１項中「前条」とあるのは、

「前条並びに附則第２項」とする。 

３ ３６年以上４２年以下の期間勤続して退職した者で第３条第１項の規定に該当す

る退職をしたものに対する退職手当の基本額は、当分の間、同項又は第５条の２の

規定により計算した額に前項に定める割合を乗じて得た額とする。 

４ ３５年を超える期間勤続して退職した者で、第５条の規定に該当する退職をした

ものに対する退職手当の基本額は、当分の間、その者の勤続期間を３５年として附

則第２項の規定の例により計算して得られる額とする。 

（国立大学法人等職員として在職した場合の勤続期間の計算の特例） 

５ 平成１６年３月３１日に国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）附則別表

第１の上欄に掲げる機関（以下「旧機関」という。）に使用される者が、同法附則

第４条の規定により引き続いて国立大学法人等（国立大学法人及び大学共同利用機

関法人をいう。以下同じ。）に使用される者（以下「国立大学法人等職員」とい

う。）となり、かつ、引き続き国立大学法人等職員として在職した後引き続いて職

員となつた場合におけるその者の退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算につ

いては、その者の国立大学法人等職員としての引き続いた在職期間を職員としての

引き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等を退職したことに

より退職手当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けているときは、この限

りでない。 

（国立大学法人等に復帰した職員に対する退職手当に係る特例） 

６ 旧機関に使用される者が、第７条第６項に規定する事由によつて引き続いて職員

となり、かつ、引き続いて職員として在職した後引き続いて国立大学法人等職員と
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なつた場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学法人等の退

職手当の支給の基準により、当該国立大学法人等職員としての勤続期間に通算され

ることに定められているときは、市長が定める場合を除き、この条例の規定による

退職手当は、支給しない。 

（給料月額の減額改定があつた場合の給料月額の特例） 

７ 退職した者の基礎在職期間中に給料月額の減額改定によりその者の給料月額が減

額されたことがある場合において、その者の減額改定前の給料月額と減額改定後の

給料月額との差額に相当する額を給料として支給されたときは、市長が定める場合

を除き、退職手当の算定の基礎となる給料月額には、当該差額に相当する額を含ま

ないものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員として退職した者に対する退職手当の特例） 

８ 当分の間、第２条第２項及び第７条の２の規定の適用については、同項及び同条

第２号中「１２月」とあるのは、「６月」とする。 

９ 前項の規定により読み替えて適用する第２条第２項の規定により職員とみなされ

た者（引継対象任用期間が１２月を超えるに至つた者を除く。）に対する退職手当

の額は、第２条の３から第６条の５までの規定により計算した額に100分の50を乗

じて得た額とする。 

（令和７年３月３１日以前に退職した職員に対する失業者の退職手当の特例） 

10 令和７年３月３１日以前に退職した職員に対する第１０条第１０項の規定の適用

については、同項中「第２８条まで」とあるのは「第２８条まで及び附則第５条」

と、同項第２号ア中「該当し」とあるのは「該当し又は同法附則第５条第１項に規

定する地域内に居住し」と、「同項」とあるのは「同法第２４条の２第１項」とす

る。 

（１１年以上２５年未満勤続後の６０歳以後退職者の退職手当の基本額の特例） 

11 当分の間、１１年以上２５年未満の期間勤続した者であつて、６０歳に達した日

以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職を退職した者及

び第４条第１項又は第２項の規定に該当する者を除く。）は、同条第１項に規定す

る者とみなす。 

（２５年以上勤続後の６０歳以後退職者の退職手当の基本額の特例） 

12 当分の間、２５年以上の期間勤続した者であつて、６０歳に達した日以後その者

の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職を退職した者及び第５条第

１項又は第２項の規定に該当する者を除く。）は、同条第１項に規定する者とみな

す。 

（給料月額の減額改定の特例） 

13 当分の間、第５条の２第１項の規定の適用については、同項中「条例又は規程に

よる改定」とあるのは、「条例又は規程による改定（吹田市一般職の職員の給与に

関する条例（昭和２６年吹田市条例第１６５号）附則第２項の規定による職員の給

料月額の改定を除く。）」とする。 
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（定年前早期退職者に係る特例） 

14 当分の間、第５条の３の規定の適用については、同条中「退職の日において定め

られているその者に係る定年から１５年（公衆衛生業務に従事する医師にあつて

は、１０年）」とあるのは、「６０歳から１０年（公衆衛生業務に従事する医師に

あつては、退職の日において定められているその者に係る定年から１０年）」とす

る。 

（勧奨退職等の場合の定年前早期退職者の退職手当の基本額に係る特例） 

15 当分の間、第５条第１項に規定する者（定員の減少若しくは組織の改廃のため過

員若しくは廃職を生ずることにより退職した者であつて任命権者が市長の承認を得

たもの又は公務上の傷病若しくは死亡により退職した者を除く。）に対する第５条

の３及び第６条の３の規定の適用については、 第５条の３中「定年に達する日か

ら６月前までに」とあるのは「６０歳に達する日までに」と、第５条の３の表第５

条第１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並び

に第６条の３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中

「その者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年に

つき」とあるのは「６０歳と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数

１年につき」とする。 

（整理退職等の場合の６０歳前定年前早期退職者の退職手当の基本額に係る特例） 

16 当分の間、第５条第１項に規定する者（定員の減少若しくは組織の改廃のため過

員若しくは廃職を生ずることにより退職した者であつて任命権者が市長の承認を得

たもの又は公務上の傷病若しくは死亡により退職した者に限る。）が６０歳に達す

る日前に退職した場合における第５条の３及び第６条の３の規定の適用について

は、第５条の３の表第５条第１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び第５条の

２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び

第６条の２第２号の項中「100分の２」とあるのは、「６０歳と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数に100分の２を乗じて得た割合を退職の日にお

いて定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数で除して得た割合」とする。 

（整理退職等の場合の６０歳以後定年前早期退職者の退職手当の基本額に係る特

例） 

17 当分の間、第５条第１項に規定する者（定員の減少若しくは組織の改廃のため過

員若しくは廃職を生ずることにより退職した者であつて任命権者が市長の承認を得

たもの又は公務上の傷病若しくは死亡により退職した者に限る。）が６０歳に達し

た日以後に退職した場合における第５条の３及び第６条の３の規定の適用について

は、第５条の３の表第５条第１項の項、第５条の２第１項第１号の項及び第５条の

２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び

第６条の２第２号の項中「100分の２」とあるのは、「100分の２を退職の日におい

て定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当
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する年数で除して得た割合」とする。 

（退職手当の基本額の特例の適用除外） 

18 附則第１１項及び第１２項並びに前３項の規定は、公衆衛生業務に従事する医師

が退職した場合に支給する退職手当の基本額については適用しない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第１０条第４項の改正規定及び附則の改正規定（附則第１項から第１０項まで

に係る部分に限る。）並びに附則第３項の規定 公布の日 

⑵ 第２条第３項及び第４項並びに第１０条第２項及び第１１項の改正規定並びに

附則第４項の規定 令和４年１０月１日 

（経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項

若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員に対

するこの条例による改正後の吹田市職員の退職手当に関する条例（以下「新条例」

という。）第２条第１項の規定の適用については、同項中「定年前再任用短時間勤

務職員及び同法」とあるのは、「定年前再任用短時間勤務職員、地方公務員法の一

部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項又は

第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された者及び地方公務員法」とす

る。 

３ 新条例第１０条第４項の規定は、令和４年７月１日以後に同項の事業を開始した

職員その他これに準ずるものとして同項の市長が定める職員に該当するに至った者

について適用する。 

４ 新条例第２条第３項及び第１０条第２項の規定は、令和４年１０月１日以後の期

間における退職手当の支給の基礎となる勤続期間の計算について適用し、同日前の

当該期間の計算については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

職員の定年引上げに伴う退職手当の基本額の特例を定めるとともに、フルタイム会

計年度任用職員の退職手当の対象期間の要件の緩和等を行うため必要があるので、本

案を提出するものです。 
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議案第８６号 

 

 

吹田市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

吹田市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市職員の定年等に関する条例（昭和５９年吹田市条例第２９号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「）第２８条の２第１項及び第２項並びに第２８条の３」を「。以下

「法」という。）第２２条の４第１項及び第２項、第２８条の２、第２８条の５、第

２８条の６第１項及び第２項並びに第２８条の７」に改める。 

第５条を第１１条とする。 

第４条第１項中「第２条」を「第８条」に、「の各号のいずれかに該当する」を

「に掲げる事由がある」に、「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、当該職員

に」に、「その職員を当該職務に従事させるため引き続いて」を「当該職員を当該定

年退職日において従事している職務に従事させるため、引き続き」に改め、同項に次

のただし書を加える。 

ただし、第５条第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定によ

り延長された異動期間を含む。）を延長した職員であつて、定年退職日において管

理監督職を占めている職員については、同条第１項又は第２項の規定により当該異

動期間を延長した場合であつて、引き続き勤務させることについて市長の承認を得

たときに限るものとし、当該期限は、当該職員が占めている管理監督職に係る異動

期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

第４条第１項第１号中「その」を「当該」に、「より」を「よる当該職員が占める

職の欠員を容易に補充することができず、」に、「とき」を「こと」に改め、同項第

２号中「その職員」を「当該職員」に改め、「よる」の次に「当該職員が占める職

 335 



( 2 ) 

の」を加え、「できないとき」を「できず、公務の運営に著しい支障が生ずること」

に改め、同項第３号中「その」を「当該」に、「とき」を「こと」に改め、同条第２

項中「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に、「存する」を「ある」に改め、

「得て、」の次に「これらの期限の翌日から起算して」を加え、同項ただし書中「そ

の」を「当該」に改め、「定年退職日」の次に「（同項ただし書に規定する職員にあ

つては、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）」を加え、同条第

３項中「引き続いて」を「引き続き」に改め、同条第４項中「任命権者は」の次に

「、第１項の規定により引き続き勤務することとされた職員及び第２項の規定により

期限が延長された職員について」を加え、「第１項の事由が存しなくなつた」を「第

１項各号に掲げる事由がなくなつた」に、「その期限を繰り上げて退職させることが

できる」を「当該期限を繰り上げるものとする」に改め、同条を第１０条とする。 

第３条中「６０歳」を「６５歳」に改め、同条ただし書を削り、同条を第９条と

し、第２条を第８条とし、第１条の次に次の６条を加える。 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる職） 

第２条 法第２８条の２第１項の条例で定める職は、吹田市一般職の職員の給与に関

する条例（昭和２６年吹田市条例第１６５号）第１１条の２第１項に規定する職員

の職（公衆衛生業務に従事する医師が占める職を除く。以下「管理監督職」とい

う。）とする。 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第３条 法第２８条の２第２項の条例で定める年齢（以下「管理監督職勤務上限年

齢」という。）は、６０歳とする。 

（他の職への降任等を行うに当たつて遵守すべき基準） 

第４条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下「他

の職への降任等」という。）を行うに当たつては、次に掲げる基準を遵守しなけれ

ばならない。 

⑴ 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降任又は

転任（降給を伴う転任に限る。）（以下「降任等」という。）をしようとする職

の属する職制上の段階の標準的な職に係る法第１５条の２第１項第５号に規定す

る標準職務遂行能力（以下「標準職務遂行能力」という。）及び当該降任等をし

ようとする職についての適性を有すると認められる職に降任等をすること。 

⑵ 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又は管理監督職

勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうちできる限り上位の職制

上の段階に属する職に降任等をすること。 

⑶ 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監督職が

属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める職員

（以下「上位職職員」という。）の他の職への降任等もする場合には、当該上位

職職員の降任等に係る職が属する職制上の段階と同じ職制上の段階又は当該職制

上の段階より下位の職制上の段階に属する職に降任等をすること。ただし、当該
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上位職職員について、第１号に掲げる基準に従い当該職員の降任等に係る職が属

する職制上の段階より下位の職制上の段階に属する職に降任等をすることを妨げ

るものではない。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特例） 

第５条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員について、

次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期

間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後

における最初の４月１日までの間をいう。以下同じ。）の末日の翌日から起算して

１年を超えない期間内（当該期間内に第８条第１項に規定する定年退職日（以下こ

の項及び次項において「定年退職日」という。）がある職員にあつては、当該異動

期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項において同じ。）で当該異

動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占める職員に、当該管理監督職を占め

たまま勤務をさせることができる。 

⑴ 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職員

の他の職への降任等による当該職員が占める職の欠員を容易に補充することがで

きず、公務の運営に著しい支障が生ずること。 

⑵ 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員の他

の職への降任等による当該職員が占める職の欠員を容易に補充することができ

ず、公務の運営に著しい支障が生ずること。 

⑶ 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障が生ず

ること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延長さ

れた期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、前項各号に掲

げる事由が引き続きあると認めるときは、市長の承認を得て、延長された当該異動

期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日が

ある職員にあつては、延長された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの

期間内。第４項において同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長することが

できる。ただし、更に延長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める管理監

督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き、

他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数の

管理監督職であつて、これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構成そ

の他の特別の事情がある管理監督職として規則で定める管理監督職をいう。以下同

じ。）に属する管理監督職を占める職員について、当該特定管理監督職群に属する

管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準職務遂行能力及び当該管

理監督職についての適性を有すると認められる職員（当該管理監督職に係る管理監

督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）の数が当該管理監督職の数に満たない等

 337 



( 4 ) 

の事情があるため、当該職員の他の職への降任等による当該管理監督職の欠員を容

易に補充することができず、業務の遂行に重大な障害が生ずると認めるときは、当

該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えな

い期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めている職員に当

該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特

定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定により

延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規

定する事由があると認めるとき（第２項の規定により延長された当該異動期間を更

に延長することができるときを除く。）、又は前項若しくはこの項の規定により異

動期間（前３項又はこの項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管

理監督職を占める職員について前項に規定する事由が引き続きあると認めるとき

は、市長の承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長することができる。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第６条 任命権者は、前条第１項から第４項までの規定により異動期間を延長する場

合及び同条第３項の規定により他の管理監督職に降任し、又は転任する場合（降給

を伴わない転任をする場合を除く。）には、あらかじめ職員の同意を得なければな

らない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第７条 任命権者は、第５条第１項から第４項までの規定により異動期間を延長した

場合において、当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅し

たときは、他の職への降任等をするものとする。 

第１１条の次に次の２条を加える。 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第１２条 任命権者は、６０歳に達した日以後に退職（臨時的に任用される職員その

他の法律により任期を定めて任用される職員の退職を除く。）をした者（以下

「６０歳以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に

基づく選考により、短時間勤務の職（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の

勤務時間が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占

める職員の１週間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下同

じ。）に採用することができる。ただし、６０歳以上退職者がその者を採用しよう

とする短時間勤務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、

常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているもの

とした場合における定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りで

ない。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 338 



( 5 ) 

附則第２項及び第３項を次のように改める。 

（定年に関する経過措置） 

２ 次の表の左欄に掲げる期間における第９条の規定の適用については、同条中

「６５歳」とあるのは、同表の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１歳 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２歳 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３歳 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４歳 

３ 公衆衛生業務に従事する医師については、前項の規定は、適用しない。 

附則に次の１項に加える。 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

４ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期

を定めて任用される職員及び公衆衛生業務に従事する医師を除く。以下同じ。）が

６０歳に達する日の属する年度の前年度（以下「情報の提供及び勤務の意思の確認

を行うべき年度」という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度に

職員でなかつた者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日

後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年

度の末日を経過することとなつた職員（以下「末日経過職員」という。）を除

く。）にあつては、当該職員が採用された日から同日の属する年度の末日までの期

間、末日経過職員にあつては、当該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度

の初日である場合は、当該年度の前年度））において、当該職員に対し、当該職員

が６０歳に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容その他の必

要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確

認するよう努めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公

布の日から施行する。 

（吹田市職員の再任用に関する条例の廃止） 

２ 吹田市職員の再任用に関する条例（平成１３年吹田市条例第５号）は、廃止す

る。 

（準備期間における情報の提供及び勤務の意思の確認の対象となる職員の年齢要

件） 

３ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改

正法」という。）附則第２条第３項の条例で定める年齢は、６０歳とする。 

（勤務延長に関する経過措置） 
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４ 任命権者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例によ

る改正前の吹田市職員の定年等に関する条例（以下「旧条例」という。）第４条第

１項の規定により引き続いて勤務させることとされ、又は同条第２項の規定により

当該勤務の期限を延長することとされ、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第１項の

期限又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以下同じ。）が施行日以

後に到来する職員（以下「旧条例勤務延長職員」という。）について、旧条例勤務

延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、この条

例による改正後の吹田市職員の定年等に関する条例（以下「新条例」という。）第

１０条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、市長の承認を得て、これら

の期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。

ただし、当該期限は、当該旧条例勤務延長職員に係る旧条例第２条に規定する定年

退職日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

５ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１

年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準

日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新条例定年（新条例第９条に規定

する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年（基準日が施行

日である場合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）を超える

職及びこれに相当する基準日以後に設置された職その他の規則で定める職に、基準

日から基準日の翌年の３月３１日までの間に新条例第１０条第１項若しくは第２

項、令和３年改正法附則第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のう

ち、基準日の前日において同日における当該職に係る新条例定年（基準日が施行日

である場合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）に達してい

る職員（当該規則で定める職にあっては、規則で定める職員）を、昇任し、降任

し、又は転任することができない。 

６ 新条例第１０条第３項から第５項までの規定は、附則第４項の規定による期限の

延長について準用する。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

７ 任命権者は、次に掲げる者のうち、６５歳に達する日以後における最初の３月

３１日（以下「特定年齢到達年度の末日」という。）までの間にある者であって、

当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年（旧条例第３条に

規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置された職及び施行日

以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、当該職が施行日の前日

に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）

に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考によ

り、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用すること

ができる。 

⑴ 施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者 

⑵ 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は附
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則第４項の規定により勤務した後退職した者 

⑶ ２０年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

⑷ ２０年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧地方公

務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（この項、次

項、附則第１２項又は第１３項の規定による採用をいう。以下同じ。）をされた

ことがある者 

８ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到

達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要

する職に係る新条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める

情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要

する職に採用することができる。 

⑴ 施行日以後に新条例第８条の規定により退職した者 

⑵ 施行日以後に新条例第１０条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職し

た者 

⑶ 施行日以後に新条例第１２条の規定により採用された者のうち、令和３年改正

法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」という。）第２２条の

４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

⑷ ２０年以上勤続して施行日以後に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

⑸ ２０年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定再

任用をされたことがある者 

９ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内

で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用す

る者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前でな

ければならない。 

10 暫定再任用職員（暫定再任用をされた職員をいう。以下同じ。）の前項の規定に

よる任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直前の任期における勤務実績が

良好である場合に行うことができる。 

11 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再

任用職員の同意を得なければならない。 

12 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、附則第７

項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当

該者を採用しようとする短時間勤務の職（新条例第１２条に規定する短時間勤務の
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職をいう。以下同じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員

が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めている

ものとした場合における旧条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の

職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあって

は、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占

める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているもの

としたときにおける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。）に達してい

る者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超

えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

13 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４

項の規定にかかわらず、附則第８項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末

日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新

条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職

務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新条例定

年をいう。以下同じ。）に達している者（新条例第１２条の規定により当該短時間

勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で

定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間

勤務の職に採用することができる。 

14 附則第９項から第１１項までの規定は、前２項の規定により採用された職員の任

期について準用する。 

（旧条例定年の定まっていない職及び年齢の取扱い） 

15 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

⑴ 施行日以後に新たに設置された職 

⑵ 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

16 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施

行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該職に

係る年齢とする。 

（短時間勤務の職における旧条例定年の定まっていない職及び年齢の取扱い） 

17 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和

３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第

２２条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

⑴ 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

⑵ 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

18 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和

３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する法第２２条の４第４

項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設置されていたもの

とした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が同

項に規定する職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じ
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た同項に規定する職に係る年齢とする。 

（基準日以後新たに設置された職等に係る暫定再任用の取扱い） 

19 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当

該職が基準日（附則第７項から第１４項までの規定が適用される間における各年の

４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この項から附則第２１項までにおいて同

じ。）の前日に設置されていたものとした場合において、基準日における新条例定

年が基準日の前日における新条例定年を超える職とする。 

⑴ 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

⑵ 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含

む。） 

20 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準

日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新

条例定年に達している者とする。 

21 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、附則第１９項に規定す

る職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該

職に係る新条例定年に達している職員とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

22 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月１

日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年

の３月３１日までの間、基準日における新条例定年相当年齢が基準日の前日におけ

る新条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新条例定年相当年

齢が新条例第９条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに相当

する基準日以後に設置された短時間勤務の職その他の規則で定める短時間勤務の職

（以下「新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前

日までに新条例第１２条に規定する６０歳以上退職者となった者（基準日前から新

条例第１０条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者

を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢

引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している者（当該規則で定める

短時間勤務の職にあっては、規則で定める者）を新条例第１２条の規定により採用

することができず、新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新条例第１２

条の規定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

のうち基準日の前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時

間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当

該規則で定める短時間勤務の職にあっては、規則で定める定年前再任用短時間勤務

職員）を昇任し、降任し、又は転任することができない。 

（吹田市職員の勤務時間等に関する条例の一部改正） 

23 吹田市職員の勤務時間等に関する条例（昭和２６年吹田市条例第１６９号）の一

部を次のように改正する。 
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第２条第２項第１号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、

「短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用

短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第４項中「再

任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第６条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改める。 

（吹田市職員の勤務時間等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

24 令和３年改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員は、前

項の規定による改正後の吹田市職員の勤務時間等に関する条例第２条第２項第１号

の定年前再任用短時間勤務職員とみなして、同条例の規定を適用する。 

（吹田市職員定数条例の一部改正） 

25 吹田市職員定数条例（昭和３３年吹田市条例第３２０号）の一部を次のように改

正する。 

第１条第２号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、「短時間

勤務の職を占める職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

（吹田市職員定数条例の一部改正に伴う経過措置） 

26 令和３年改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員は、前

項の規定による改正後の吹田市職員定数条例第１条第２号の定年前再任用短時間勤

務職員とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地方公務員法の一部改正に伴い、職員の定年を引き上げるとともに、管理監督職勤

務上限年齢制等について定めるため必要があるので、本案を提出するものです。 
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議案第８７号 

 

 

吹田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

 

吹田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定しま

す。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

第１条 吹田市職員の育児休業等に関する条例（平成４年吹田市条例第１９号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「いう。）」の次に「（当該子の出生の日から第７条に規定す

る期間内に育児休業をしようとする場合にあっては当該期間の末日から６月を経過

する日、第５条に規定する場合に該当する場合にあっては当該子が２歳に達する

日）」を加え、同条第２号及び第３号を次のように改める。 

⑵ その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）（当該子

について当該非常勤の職員が第４条第２号に掲げる場合に該当してする育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日。以下この号において同じ。）において育児休業をしている

非常勤の職員であって、同条第３号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到達

日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

⑶ その養育する子の１歳６か月到達日において育児休業をしている非常勤の職

員であって、第５条に規定する場合に該当して当該子の１歳６か月到達日の翌

日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

第４条第３号中「次のいずれかに該当する場合であって、育児休業をすることが

継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当す

るとき」を「１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤の職員が、次
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に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げる場合に該

当して育児休業をしている場合であって第６条第７号に掲げる事情に該当するとき

にあってはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情がある

場合にあってはウに掲げる場合に該当する場合）」に改め、同号アからウまでを次

のように改める。 

ア 当該非常勤の職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤の職員が前号に掲

げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤の職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日

とされた日（当該非常勤の職員の育児休業の期間の末日とされた日と当該

配偶者の育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれか

の日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに相当する場

合に該当して育児休業をする場合にあっては、当該育児休業の期間の末日

とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤の職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤

の職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）

において育児休業をしている場合又は当該非常勤の職員の配偶者が当該子

の１歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に

該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている

場合 

ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤

務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する

場合 

第４条第３号に次のように加える。 

エ 当該子について、当該非常勤の職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤

の職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）

後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがな

い場合 

第５条中「非常勤の職員又はその配偶者が当該育児休業に係る子について１歳６

か月到達日において育児休業をしている場合であって、育児休業をすることが継続

的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当すると

き」を「１歳６か月から２歳に達するまでの子を養育する非常勤の職員が、次の各

号に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当し

て育児休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときにあっ
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ては第２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情があ

る場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）」に改め、同条に次の各号を

加える。 

⑴ 当該非常勤の職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤の職員の

配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して育児休業

をする場合にあっては、当該育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の

日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

⑵ 当該子について、当該非常勤の職員が当該子の１歳６か月到達日において育

児休業をしている場合又は当該非常勤の職員の配偶者が当該子の１歳６か月到

達日において育児休業をしている場合 

⑶ 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な

勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場

合 

⑷ 当該子について、当該非常勤の職員が当該子の１歳６か月到達日後の期間に

おいてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

第６条を削る。 

第７条の見出し中「再度の」を「２回を超える」に改め、同条中第５号を削り、

第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、同条第８号中「非常勤の職員」を「任

期を定めて採用された職員」に改め、同号を同条第７号とし、同条を第６条とし、

同条の次に次の１条を加える。 

（２回を超える育児休業をすることができる最初の育児休業の取得に係る期間） 

第７条 育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間は、５７日間とする。 

第８条中「次に掲げる事情」を「配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配

偶者と別居したことその他の育児休業の期間の延長の請求時に予測することができ

なかった事実が生じたことにより当該育児休業に係る子について育児休業の期間の

再度の延長をしなければその養育に著しい支障が生ずることとなったこと」に改

め、各号を削る。 

第２条 吹田市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正する。 

第２条中「再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員をいう。以下同じ。）

及び会計年度任用職員（同法第２２条の２第１項に規定する職員をいう。以下同

じ。）（以下「非常勤の職員」と総称する。）であって、次の各号のいずれにも該

当しないもの」を「次に掲げる職員」に改め、各号を次のように改める。 

⑴ 吹田市職員の定年等に関する条例（昭和５９年吹田市条例第２９号）第５条

第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定により延長された

期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

⑵ 吹田市職員の定年等に関する条例第１０条第１項の規定により引き続いて勤

務させることとされ、又は同条第２項の規定により当該勤務の期限を延長する
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こととされている職員 

⑶ 定年前再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員をいう。以下同

じ。）及び会計年度任用職員（同法第２２条の２第１項に規定する職員をい

う。以下同じ。）（以下「非常勤の職員」と総称する。）であって、次のいず

れにも該当しないもの 

ア 次のいずれにも該当する非常勤の職員 

(ア ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。以下

同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達日」とい

う。）（当該子の出生の日から第７条に規定する期間内に育児休業をし

ようとする場合にあっては当該期間の末日から６月を経過する日、第５

条に規定する場合に該当する場合にあっては当該子が２歳に達する日）

まで引き続き在職する見込みがないことが明らかでないこと。 

(イ) 所定の勤務日数が規則で定める日数以上であること。 

イ その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）（当該

子について当該非常勤の職員が第４条第２号に掲げる場合に該当してする育

児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日。以下イにおいて同じ。）において育児休業をして

いる非常勤の職員であって、同条第３号に掲げる場合に該当して当該子の１

歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

ウ その養育する子の１歳６か月到達日において育児休業をしている非常勤の

職員であって、第５条に規定する場合に該当して当該子の１歳６か月到達日

の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

エ その任期の末日において育児休業をしている非常勤の職員であって、当該

育児休業に係る子について、引き続く任期の初日から育児休業をしようとす

るもの 

第１３条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、第２条の規定及び附則

第３項の規定は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に育児休業計画書を提出した職員に対する第１条の規定に

よる改正前の吹田市職員の育児休業等に関する条例第７条（第５号に係る部分に限

る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 

３ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第６条第１項
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又は第２項の規定により採用された職員は、第２条の規定による改正後の吹田市職

員の育児休業等に関する条例第２条第３号の定年前再任用短時間勤務職員とみなし

て、同条例の規定を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

非常勤の職員の育児休業の取得要件の緩和等を行うため必要があるので、本案を提

出するものです。 
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議案第８８号 

 

 

吹田市職員の公益的法人等への派遣に関する条例等の一部を改正する条

例の制定について 

 

 

吹田市職員の公益的法人等への派遣に関する条例等の一部を改正する条例を次のと

おり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市職員の公益的法人等への派遣に関する条例等の一部を改正する条

例（案） 

 

（吹田市職員の公益的法人等への派遣に関する条例の一部改正） 

第１条 吹田市職員の公益的法人等への派遣に関する条例（平成１４年吹田市条例第

６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条

の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採用される職員を除く。）」を削

り、同項第２号中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加

え、同項第４号を同項第５号とし、同項第３号中「（昭和５９年吹田市条例第２９

号）第４条第１項」を「第１０条第１項」に改め、「同条第２項の規定により」の

次に「当該勤務の」を加え、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を

加える。 

⑶ 吹田市職員の定年等に関する条例（昭和５９年吹田市条例第２９号）第５条

第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定により延長された

期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

（吹田市職員の外国の地方公共団体の機関等への派遣に関する条例の一部改正） 

第２条 吹田市職員の外国の地方公共団体の機関等への派遣に関する条例（平成１９

年吹田市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条
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の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採用される職員を除く。）」を削

り、同項第２号中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加

え、同項第４号を同項第５号とし、同項第３号中「（昭和５９年吹田市条例第２９

号）第４条第１項」を「第１０条第１項」に改め、「同条第２項の規定により」の

次に「当該勤務の」を加え、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を

加える。 

⑶ 吹田市職員の定年等に関する条例（昭和５９年吹田市条例第２９号）第５条

第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定により延長された

期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

（吹田市職員の配偶者同行休業に関する条例の一部改正） 

第３条 吹田市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年吹田市条例第２７

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用

される職員、法第２２条に規定する条件付採用になっている職員及び吹田市職員の

定年等に関する条例（昭和５９年吹田市条例第２９号）第４条第１項の規定により

引き続いて勤務させることとされ、又は同条第２項の規定により期限を延長するこ

ととされている」を「次に掲げる」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員 

⑵ 法第２２条に規定する条件付採用になっている職員 

⑶ 吹田市職員の定年等に関する条例（昭和５９年吹田市条例第２９号）第５条

第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規定により延長された

期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

⑷ 吹田市職員の定年等に関する条例第１０条第１項の規定により引き続いて勤

務させることとされ、又は同条第２項の規定により当該勤務の期限を延長する

こととされている職員 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（吹田市職員の公益的法人等への派遣に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 令和１４年３月３１日までの間における第１条の規定による改正後の吹田市職員

の公益的法人等への派遣に関する条例第２条第２項の規定の適用については、同項

第１号中「任期を定めて任用される職員」とあるのは、「任期を定めて任用される

職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第

１項又は第２項の規定により採用された職員を除く。）」とする。 

（吹田市職員の外国の地方公共団体の機関等への派遣に関する条例の一部改正に伴

う経過措置） 

３ 令和１４年３月３１日までの間における第２条の規定による改正後の吹田市職員
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の外国の地方公共団体の機関等への派遣に関する条例第２条第２項の規定の適用に

ついては、同項第１号中「任期を定めて任用される職員」とあるのは、「任期を定

めて任用される職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３

号）附則第４条第１項又は第２項の規定により採用された職員を除く。）」とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

職員の定年引上げに伴い、派遣等を行うことのできない職員の範囲を変更するため

必要があるので、本案を提出するものです。 
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議案第８９号 

 

 

吹田市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

吹田市市税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市市税条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市市税条例（昭和２５年吹田市条例第１２１号）の一部を次のように改正す

る。 

第１５条の２第１項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２

条第１項第４号の２」に改める。 

第１６条第１２項中「特定配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する

年度分の第１８条第１項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税

通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第１８条の

２第１項の確定申告書を含む。）」を「前年分の所得税に係る第１８条の２第１項に

規定する確定申告書」に改め、「（これらの申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削り、同項ただし書を削

り、同条第１４項中「特定株式等譲渡所得金額に係る所得が生じた年の翌年の４月１

日の属する年度分の第１８条第１項の規定による申告書（その提出期限後において市

民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された

第１８条の２第１項の確定申告書を含む。）」を「前年分の所得税に係る第１８条の

２第１項に規定する確定申告書」に改め、「（これらの申告書にその記載がないこと

についてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削り、同項後段

を削る。 

第１６条の６第１項中「第４条の７」を「第４条の３」に改める。 

第１６条の７の２第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第４号と

する。 
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第１６条の８の２第１項中「申告書」を「確定申告書」に改め、同条第２項中「申

告書に係る年度分」を「確定申告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分」に改め

る。 

第１６条の８の４第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」に、「令和３年」

を「令和７年」に改め、同条第３項及び第４項を削る。 

第１６条の８の６第２項中「当該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の

翌年の４月１日の属する年度分の市民税」を「前年分の所得税」に、「につき前項」

を「につき同条第１項」に、「受けようとする旨の記載のある第１６条第１２項に規

定する申告書を提出した」を「受けた」に改め、「（同項ただし書の規定の適用があ

るとき又は当該申告書がいずれも提出された場合において当該申告書に記載された事

項その他の事情を勘案して前項の規定を適用しないことが適当であると市長が認める

ときを除く。）」及び「ものとし、所得割の納税義務者が前年中に支払を受けるべき

特定上場株式等の配当等に係る配当所得について同条第１項及び第２項並びに第１６

条の４の規定の適用を受けた場合には、当該納税義務者が前年中に支払を受けるべき

他の特定上場株式等の配当等に係る配当所得については、前項の規定は、適用しな

い」を削る。 

第１６条の１３の５第２項を削る。 

第１６条の１３の６第１項中「年の末日の属する年度の翌年度の市民税」を「年分

の所得税」に、「第１８条第１項の規定による申告書」を「所得税法第２条第１項第

３７号の確定申告書（租税特別措置法第３７条の１２の２第９項（同法第３７条の

１３の２第１０項において準用する場合を含む。）において準用する所得税法第

１２３条第１項の規定による申告書を含む。以下この条において「確定申告書」とい

う。）」に、「市長においてやむを得ない事情があると認める場合には、当該申告書

をその提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出した場合を

含む」を「租税特別措置法第３７条の１２の２第１項の規定の適用がある場合に限

る」に改め、同条第２項中「附則第３５条の２の６第１２項」を「附則第３５条の２

の６第９項」に、「第６項」を「第５項」に改め、同条第３項を削り、同条第４項を

同条第３項とし、同条第５項中「年の末日の属する年度の翌年度の市民税」を「年分

の所得税」に、「上場株式等に係る譲渡損失の金額の控除に関する事項を記載した第

１８条第１項又は第３項の規定による申告書（第８項において準用する同条第４項の

規定による申告書を含む。以下この項において同じ。）」を「確定申告書」に改め、

「（市長においてやむを得ない事情があると認める場合には、これらの申告書をその

提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出した場合を含

む。）」を削り、「年度分の市民税」を「年分の所得税」に、「これらの申告書（そ

の提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたものを含

む。）」を「確定申告書」に改め、「提出しているとき」の次に「（租税特別措置法

第３７条の１２の２第５項の規定の適用があるときに限る。）」を加え、同項を同条

第４項とし、同条第６項を同条第５項とし、同条第７項中「第５項の規定の適用があ
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る場合における」を「第４項の規定の適用がある場合における」に、「第１６条の

１３の６第５項」を「第１６条の１３の６第４項」に改め、同項を同条第６項とし、

同条第８項及び第９項を削る。 

第１８条第１項中「所得税法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控除対象配

偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が9,000,000円以下であるもの

に限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする

配偶者（前年の合計所得金額が950,000円以下であるものに限る。）で控除対象配偶

者に該当しないもの」に改める。 

第１８条の２第１項中「本条」を「この条」に、「本章」を「この章」に改め、同

条第２項中「記載された事項」の次に「（総務省令に定める事項を除く。）」を加

え、「附記された事項」を「付記された事項（総務省令に定める事項を除く。）」に

改め、同条第３項中「附記しなければ」を「付記しなければ」に改める。 

第２３条第３項中「４分の３」を「５分の４」に改め、同条第４項第１号中「附則

第１５条第２７項第１号」を「附則第１５条第２６項第１号」に改め、同項第２号中

「附則第１５条第２７項第２号」を「附則第１５条第２６項第２号」に改め、同項第

３号中「附則第１５条第２７項第３号」を「附則第１５条第２６項第３号」に改め、

同条第５項中「附則第１５条第３０項」を「附則第１５条第２９項」に改め、同条第

６項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第７項中

「附則第１５条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に改める。 

第３０条の３第２項中「附則第７条第１１項」を「附則第７条第１３項」に改め

る。 

第７５条の２第１項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改

め、同条第２項中「附則第１５条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

⑴ 第１６条の８の４の改正規定 令和５年１月１日 

⑵ 第１６条、第１６条の８の２及び第１６条の８の６第２項の改正規定、第１６

条の１３の５第２項を削る改正規定、第１６条の１３の６、第１８条第１項及び

第１８条の２の改正規定並びに次項の規定 令和６年１月１日 

（個人の市民税に関する経過措置） 

２ 前項第２号に掲げる規定による改正後の吹田市市税条例の規定中個人の市民税に

関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年

度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 
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( 4 ) 

（提案理由） 

地方税法の一部改正に伴い、個人市民税における住宅借入金等特別税額控除の特例

措置の適用期限の延長等を行うため必要があるので、本案を提出するものです。 
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( 1 ) 

議案第９０号 

 

 

吹田市立教育・保育施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

吹田市立教育・保育施設条例の一部を改正する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市立教育・保育施設条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市立教育・保育施設条例（平成２７年吹田市条例第２６号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号から第１３号までを１号ずつ

繰り上げる。 

第９条第１項中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号から第１３号までを１

号ずつ繰り上げる。 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

岸部保育園を民営化するため必要があるので、本案を提出するものです。 
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( 1 ) 

議案第９１号 

 

 

吹田市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

 

吹田市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定しま

す。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年吹田市条例第４号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第８号中「附則第５条第１項」を「附則第３条第１項」に改める。 

第６条の見出しを「（督促手数料）」に改め、同条第１項を削り、同条第２項中

「発付した」を「発した」に改め、同項を同条とする。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

督促状の発付期限及び督促状で指定する期限の変更を行うため必要があるので、本

案を提出するものです。 
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( 1 ) 

議案第９２号 

 

 

吹田市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

吹田市営住宅条例の一部を改正する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市営住宅条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市営住宅条例（昭和２７年吹田市条例第１８２号）の一部を次のように改正す

る。 

第１条第２項第８号及び第９号を次のように改める。 

⑻ 吹田市営岸部中南住宅 吹田市岸部中１丁目８番 

⑼ 吹田市営岸部中西住宅 吹田市岸部中１丁目１２番 

第１条第２項に次の１号を加える。 

⑽ 吹田市営岸部中東住宅 吹田市岸部中１丁目２６番 

第２２条第１項に次の１号を加える。 

⑶ 他の入居者又は周辺の住民に迷惑を及ぼす行為をしたとき。 

第２７条第１項中「毀
き

損」を「毀損」に改め、同条第２項中「第２２条若しくは法

第３２条第１項及び第２項（同条第１項第３号を除く。）の規定に該当し、又は第 

２４条」を「第２２条第２項、第２４条第１項又は法第３２条第２項」に改める。 

第３０条に次の１号を加える。 

⑶ 第２２条第１項各号のいずれかに該当したとき。 

第３１条中「第２２条第１項第２号、第２４条第１項第１号及び第２７条第１項」

を「第２４条及び第２７条」に改め、後段を削る。 

第３５条第３号中「毀
き

損」を「毀損」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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( 2 ) 

（提案理由） 

岸部中住宅の一部及び岸部北住宅の廃止等を行うとともに、明渡請求事由の規定の

明確化を行うため必要があるので、本案を提出するものです。 
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議案第９３号 

 

 

吹田市建築基準法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

吹田市建築基準法施行条例の一部を改正する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市建築基準法施行条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市建築基準法施行条例（平成１２年吹田市条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

第１１条第１項の表第２６号中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に改め、

同表第２６号の２中「第８５条第６項」を「第８５条第７項」に改め、同表第３３号

の２中「第８７条の３第５項」を「第８７条の３第６項」に改め、同表第３３号の３

中「第８７条の３第６項」を「第８７条の３第７項」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

建築基準法の一部改正に伴う規定整備を行うため必要があるので、本案を提出する

ものです。 
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( 1 ) 

議案第９４号 

 

 

吹田市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

吹田市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

吹田市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

吹田市手数料条例（平成１２年吹田市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

別表第１０項の表第１号中「長期優良住宅建築等計画」の次に「又は長期優良住宅

維持保全計画」を加え、同号ア(ア)中「適用される住宅」を「適用される新築の住宅」

に、「新築基準適用住宅」を「新築基準適用新築住宅」に改め、同号ア(イ)中「又は」

を「若しくは」に改め、「いう。）」の次に「又は長期使用構造等基準のうち住宅を

新築しようとする場合の基準が適用される既存の住宅（以下この表において「新築基

準適用既存住宅」という。）」を加え、同表第３号及び第４号の規定中「長期優良住

宅建築等計画」の次に「又は長期優良住宅維持保全計画」を加え、「新築基準適用住

宅」を「新築基準適用新築住宅」に改め、「増改築基準適用住宅」の次に「又は新築

基準適用既存住宅」を加え、同表第５号中「長期優良住宅建築等計画」の次に「又は

長期優良住宅維持保全計画」を加え、「第５条第６項第４号」を「第５条第８項第４

号から第７号まで」に改め、同号ア中「新築基準適用住宅」を「新築基準適用新築住

宅」に改め、「増改築基準適用住宅」の次に「又は新築基準適用既存住宅」を加え

る。 

別表第１２項の表の備考第２項中「（共同住宅又は複合建築物（共同住宅部分とみ

なす部分を有するものに限る。）であって、当該建築物の全ての部分が認定等の申請

に係る部分であり、法第５４条第１項第１号に規定する経済産業大臣、国土交通大臣

及び環境大臣が定める基準に基づく住宅部分の設計１次エネルギー消費量に当該住宅

部分の共用部分に係る設計１次エネルギー消費量を含まないもの（以下この表におい

て「共用部分を評価しない共同住宅等」という。）については、当該認定等の申請に
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( 2 ) 

係る部分の床面積から当該住宅部分の共用部分の床面積を除いた床面積）」を削り、

同表の備考第３項中「（共用部分を評価しない共同住宅等については、当該増加に係

る部分の床面積から当該住宅部分の共用部分の床面積を除いた床面積。以下この項に

おいて同じ。）」を削る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の吹田市手数料条例別表第１２項の規定は、令和４年１０

月１日以後の申請に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料につい

ては、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正に伴い、長期優良住宅維持保全

計画の認定の申請等に対する審査手数料の設定等を行うため必要があるので、本案を

提出するものです。 
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( 1 ) 

議案第９５号 

 

 

千里ニュータウン地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 

 

 

千里ニュータウン地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改

正する条例を次のとおり制定します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

吹田市条例第  号 

 

千里ニュータウン地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

の一部を改正する条例（案） 

 

千里ニュータウン地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２２

年吹田市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第３条中第２５号を第２６号とし、第９号から第２４号までを１号ずつ繰り下げ、

第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 藤白台５丁目に係る地区整備計画（以下「藤白台５丁目地区整備計画」とい

う。） 

第５条第１号及び第６条第１項第１号中「藤白台３丁目第３地区整備計画」の次に

「、藤白台５丁目地区整備計画」を加える。 

第７条に次の１項を加える。 

３ 藤白台５丁目地区整備計画の区域内においては、住宅の用途に供する建築物の敷

地面積は、150平方メートル以上でなければならない。 

第８条第２項第３号中「津雲台５丁目第２地区整備計画」の次に「及び藤白台５丁

目地区整備計画」を加える。 

第１１条中「第２０号、第２２号及び第２３号」を「第２１号、第２３号及び第 

２４号」に改める。 

第１３条第１項第７号及び第９号中「第７条」を「第７条第１項」に改め、同項中

第１８号を第１９号とし、第１７号を第１８号とし、同項第１６号中「第７条」を
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( 2 ) 

「第７条第１項」に改め、同号を同項第１７号とし、同項中第１５号を第１６号と

し、第１０号から第１４号までを１号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の１号を加え

る。 

⑽ 藤白台５丁目地区整備計画 第５条、第６条第１項、第７条第３項、第８条第

２項及び第１１条本文の規定 

第１３条第２項中「から第７条まで」を「、第６条、第７条第１項」に、「、第９

条」を「及び第９条」に改める。 

第１４条第１項第３号中「津雲台５丁目第２地区整備計画」の次に「、藤白台５丁

目地区整備計画」を加え、同項第５号中「第７条」を「第７条第１項」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

北部大阪都市計画千里ニュータウン地区地区計画に新たに追加した地区整備計画の

区域内における建築物に関する制限を定めるため必要があるので、本案を提出するも

のです。 
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議案第９６号 

 

 

 

円山町１号橋拡幅改良工事請負契約の締結について 

 

 

本市は、円山町１号橋拡幅改良工事の請負契約を次のとおり締結します。 

 

  令和４年９月１日提出 

 

 

                     吹田市長 後 藤 圭 二 

  

 

 

記 

 

１ 工 事 名  円山町１号橋拡幅改良工事 

 

２ 工事概要  円山町１号橋拡幅改良 

構造物土工一式、仮設工一式、函渠設置工一式、擁壁工 

一式、排水構造物工一式、道路施設工一式、舗装工一式、 

橋梁撤去工一式、河川構造物撤去工一式 

 

３ 工事場所  吹田市円山町地内 

 

４ 工 期  着工 令和４年９月市議会議決後 

     完成 令和６年５月３１日 

 

５ 請負金額  ２５６，８５０，０００円 

 

６ 請 負 者  吹田市江坂町３丁目３番１号 

         株式会社紙谷工務店 

          代表取締役 紙 谷 繁 夫 
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議案第９７号 

 

 

 

吹田市南消防署南正雀出張所建設工事（建築工事）請負契約の締結 

について 

 

 

 本市は、吹田市南消防署南正雀出張所建設工事（建築工事）の請負契約を次

のとおり締結します。 

 

  令和４年９月１日提出 

 

 

                       吹田市長 後 藤 圭 二

   

 

 

記 

 

１ 工 事 名  吹田市南消防署南正雀出張所建設工事（建築工事） 

 

２ 工 事 概 要  ⑴ 構造・階数  鉄筋コンクリート造、地上４階 

⑵ 延 床 面 積  ８４７㎡ 

⑶ 工 事 内 容  新築工事 

電気設備工事、機械設備工事及びガス設備工事は別途発注 

 

３ 工 事 場 所  吹田市南正雀４丁目６０９番１ 

 

４ 工   期  着工 令和４年９月市議会議決後 

完成 令和５年９月１日 

 

５ 請 負 金 額  ２３６，４０１，０００円 

 

６ 請 負 者  吹田市原町１丁目４番１３号 

株式会社エーユー 

           代表取締役 小 川 翔 輝 
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議案第９８号 

 

 

 

広域消防指令情報システム構築業務委託契約の締結について 

 

 

 本市は、広域消防指令情報システム構築業務の委託契約を次のとおり締結し

ます。 

 

  令和４年９月１日提出 

 

 

                       吹田市長 後 藤 圭 二

   

 

 

記 

 

１ 業 務 名  広域消防指令情報システム構築業務 

 

２ 業 務 概 要  ５市による広域消防指令情報システムの構築 

 

３ 業 務 場 所  豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市の各消防署・消

防出張所 

 

４ 委 託 期 間  着手 令和４年９月市議会議決後 

完了 令和６年５月３１日 

 

５ 委 託 金 額  ３，１３５，０００，０００円 

 

６ 受 託 者  大阪市中央区城見１丁目４番２４号 

日本電気株式会社関西支社 

           関西支社長 菅 原 一 郎 
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議案第９９号 

 

 

吹田市資源循環エネルギーセンター２号灰溶融炉整備用耐火物部品購 

入契約の締結について 

 

 

本市は、吹田市資源循環エネルギーセンター２号灰溶融炉整備用耐火物部品の購

入契約を次のとおり締結します。 

 

令和４年９月１日提出 

 

 

                       吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

記 

 

１ 購 入 概 要  ⑴ 定型耐火物（耐火レンガ）  一式 

⑵ 不定型耐火物（耐火モルタル） 一式 

⑶ その他（取付部材）      一式 

 

２ 納 入 場 所  吹田市資源循環エネルギーセンター 

     （吹田市千里万博公園４番１号） 

 

３ 納 期  着手 令和４年９月市議会議決後 

完了 令和５年３月３１日 

 

４ 契 約 金 額  ８７，８９０，０００円 

 

５ 納 入 者  東京都台東区台東４丁目２６番８号 

大同環境エンジニアリング株式会社 東京支店 

支店長 藤 井 俊 直 
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議案第１００号 

 

 

 

教育用Ｗｉｎｄｏｗｓタブレット（ＧＩＧＡスクール構想対応用） 

追加購入契約の締結について 

 

 

 本市は、教育用Ｗｉｎｄｏｗｓタブレット（ＧＩＧＡスクール構想対応用）

の追加購入契約を次のとおり締結します。 

 

  令和４年９月１日提出 

 

 

                       吹田市長 後 藤 圭 二

   

 

 

記 

 

１ 購 入 概 要  教育用Ｗｉｎｄｏｗｓタブレット（ＧＩＧＡスクール構想

対応用） 

１，９８５台 

 

２ 納 期  着手 令和４年９月市議会議決後 

完了 令和４年１１月３０日 

 

３ 契 約 金 額  １０８，９００，０００円 

 

４ 納 入 者  大阪市中央区和泉町２丁目２番２号 

株式会社内田洋行大阪支店 

執行役員大阪支店長 岡 野 清 吾 

 379 



 380 



  

議案第１０１号 

 

 

   吹田市北部消防庁舎等複合施設建設工事請負契約の一部変更について 

 

  

 本市は、吹田市北部消防庁舎等複合施設建設工事請負契約（令和３年６月２８日

議決第７０号）の一部を次のとおり変更します。 

 

  令和４年９月１日提出 

 

 

                        吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

変更部分 

項 目 変 更 前 変 更 後 

５ 請負金額 ８，１９８，４１０，０００円 ８，８９２，８８４，０００円 

 

変更理由 

国より要請通知を受けた賃金等の急激な変動に伴う工事請負契約書第２６条第６

項（インフレスライド条項）の適用により請負金額が変更になるため。 
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議案第１０２号 

 

令和４年度吹田市一般会計補正予算（第６号） 

 

 令 和４年度吹田市の一般会計の補正予算（第６号）は、次に定めると 

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正）  

第 １ 条  歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ， ２ １ ５ ， １ ６ ７ 

 千 円 を 追 加 し 、歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ  

１５４，８０４，８６６千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正  

後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 「 第 １ 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。 

 

  令和４年９月１日提出 

 

                吹田市長  後  藤  圭  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 1 ） 
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第１表　歳入歳出予算補正

   歳        入 (単位：千円)

款 項

14 国 庫 支 出 金 32,504,986 654,621 33,159,607 

 1 国 庫 負 担 金 25,373,135 654,621 26,027,756 

15 府 支 出 金 11,158,972 89,629 11,248,601 

 2 府 補 助 金 2,108,332 89,629 2,197,961 

18 繰 入 金 12,192,787 470,917 12,663,704 

 1 基 金 繰 入 金 12,192,787 470,917 12,663,704 

153,589,699 1,215,167 154,804,866 

   歳        出 (単位：千円)

款 項

 4 衛 生 費 15,925,516 1,215,167 17,140,683 

 1 保 健 衛 生 費 9,693,081 1,215,167 10,908,248 

153,589,699 1,215,167 154,804,866 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

（ 3 ）
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歳入歳出補正予算事項別明細書
　　歳入

（款） 14 国庫支出金

（項）  1 国庫負担金

 2 966,909 654,621 1,621,530 

計 25,373,135 654,621 26,027,756 

（款） 15 府支出金

（項）  2 府補助金

 3 136,879 89,629 226,508 

計 2,108,332 89,629 2,197,961 

（款） 18 繰入金

（項）  1 基金繰入金

 1 9,069,059 470,917 9,539,976 

計 12,192,787 470,917 12,663,704 

153,589,699 1,215,167 154,804,866 

補 正 額 計

衛 生 費 国 庫 負 担 金

衛 生 費 府 補 助 金

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

歳　　入　　合　　計

目 補 正 前 の 額

（ 4 ）
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（単位 ： 千円）

 2 感染症予防事業費負 18,957 基本額　37,914×1/2

担金

 3 感染症発生動向調査 345,006 基本額　690,012×1/2

事業負担金

 6 感染症患者入院医療 290,658 基本額　387,544×3/4

費負担金

 9 新型コロナウイルス 89,629 基本額　89,629×10/10

感染症対策支援事業

費補助金

 1 財政調整基金繰入金 470,917 

節

説 明

区 分 金 額

（ 5 ）

～ （款） 18 繰入金 （項） 1 基金繰入金

（款） 14 国庫支出金 （項） 1 国庫負担金
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　　歳出

（款）  4 衛生費

（項）  1 保健衛生費

14 3,479,241 1,215,167 4,694,408 744,250

計 9,693,081 1,215,167 10,908,248 744,250

153,589,699 1,215,167 154,804,866 744,250

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

予 防 費

歳　出　合　計

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

（ 6 ）
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（単位 ： 千円）

470,917 10 需 用 費 1,131 消耗品費 919

印刷製本費 212

11 役 務 費 10,599 通信運搬費 540

手数料 10,059

12 委 託 料 815,514 新型コロナウイルス感染症検査業

務委託料ほか

17 備 品 購 入 費 377 事務処理センター用書庫購入費ほ

か

19 扶 助 費 387,546 新型コロナウイルス感染症入院医

療費助成金

470,917

470,917

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

（ 7 ）

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費
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議案第１０３号 

 

令和４年度吹田市一般会計補正予算（第７号） 

 

 令 和４年度吹田市の一般会計の補正予算（第７号）は、次に定めると 

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正）  

第 １条  歳 入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９，８２８千 円 を  

 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ  

１５４，８２４，６９４千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正  

後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 「 第 １ 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。 

 

  令和４年９月１日提出 

 

                吹田市長  後  藤  圭  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 1 ） 
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第１表　歳入歳出予算補正

   歳        入 (単位：千円)

款 項

18 繰 入 金 12,663,704 19,828 12,683,532 

 1 基 金 繰 入 金 12,663,704 19,828 12,683,532 

154,804,866 19,828 154,824,694 

   歳        出 (単位：千円)

款 項

10 教 育 費 15,805,158 19,828 15,824,986 

 1 教 育 総 務 費 4,275,027 19,828 4,294,855 

154,804,866 19,828 154,824,694 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

（ 3 ）
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歳入歳出補正予算事項別明細書
　　歳入

（款） 18 繰入金

（項）  1 基金繰入金

 1 9,539,976 19,828 9,559,804 

計 12,663,704 19,828 12,683,532 

154,804,866 19,828 154,824,694 

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

歳　　入　　合　　計

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（ 4 ）
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（単位 ： 千円）

 1 財政調整基金繰入金 19,828 

節

説 明

区 分 金 額

（ 5 ）

（款） 18 繰入金 （項） 1 基金繰入金
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　　歳出

（款） 10 教育費

（項）  1 教育総務費

 1 1,453,213 19,828 1,473,041

計 4,275,027 19,828 4,294,855

154,804,866 19,828 154,824,694

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

教育委員会費

歳　出　合　計

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

（ 6 ）
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（単位 ： 千円）

19,828 11 役 務 費 9,653 通信運搬費

12 委 託 料 10,175 口座振替のオンライン受付サービ

ス構築業務委託料

19,828

19,828

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

（ 7 ）

（款） 10 教育費 （項） 1 教育総務費
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議案第１０４号 

 

令和４年度吹田市一般会計補正予算（第８号） 

 

 令 和４年度吹田市の一般会計の補正予算（第８号）は、次に定めると 

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正）  

第 １ 条  歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ７ ９ １ ， ５ ２ ３ 

 千 円 を 追 加 し 、歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ  

１５５，６１６，２１７千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正  

後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 「 第 １ 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の補正は「第２表  繰越明許費補正」による。  

 （債務負担行為の補正）  

第３条 債務負担行為の補正は「第３表  債務負担行為補正」による。  

 （地方債の補正）  

第４条 地方債の補正は「第４表  地方債補正」による。  

 

  令和４年９月１日提出 

 

                吹田市長  後  藤  圭  二  

 

 

 

 

 

 

（ 1 ） 
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第１表　歳入歳出予算補正

   歳        入 (単位：千円)

款 項

14 国 庫 支 出 金 33,159,607 880 33,160,487 

 2 国 庫 補 助 金 6,907,667 880 6,908,547 

15 府 支 出 金 11,248,601 279,597 11,528,198 

 2 府 補 助 金 2,197,961 279,597 2,477,558 

18 繰 入 金 12,683,532 499,446 13,182,978 

 1 基 金 繰 入 金 12,683,532 499,446 13,182,978 

20 市 債 7,013,200 11,600 7,024,800 

 1 市 債 7,013,200 11,600 7,024,800 

154,824,694 791,523 155,616,217 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

（ 2 ）
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   歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 議 会 費 735,669 672 736,341 

 1 議 会 費 735,669 672 736,341 

 3 民 生 費 74,458,423 542,530 75,000,953 

 1 社 会 福 祉 費 25,349,584 383,398 25,732,982 

 2 児 童 福 祉 費 35,047,116 159,132 35,206,248 

 4 衛 生 費 17,140,683 2,998 17,143,681 

 1 保 健 衛 生 費 10,908,248 2,998 10,911,246 

 8 土 木 費 16,671,602 2,189 16,673,791 

 6 住 宅 費 951,413 2,189 953,602 

10 教 育 費 15,824,986 193,134 16,018,120 

 2 小 学 校 費 2,253,592 144,664 2,398,256 

 4 幼 稚 園 費 1,076,479 35,000 1,111,479 

 5 社 会 教 育 費 4,397,376 13,470 4,410,846 

13 予 備 費 190,000 50,000 240,000 

 1 予 備 費 190,000 50,000 240,000 

154,824,694 791,523 155,616,217 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

（ 3 ）
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第 ２ 表  繰越明許費補正

追　加

１０

第 ３ 表  債務負担行為補正

追　加

２

吹 三 地 区 公 民 館 解 体 撤 去 工 事 令和５年度

教 育 費 ４ 幼 稚 園 費

小 学 校 遊 具 ・ 体 育 器 具 更 新 業 務 令和５年度

令 和 ４ 年 度 ～ 令 和 ７ 年 度

事　　　　　　項 期　　　　　　間

本 庁 舎 改 修 工 事

款 項

３ 民 生 費 児 童 福 祉 費

( 4 ）
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千円

４，５００

７，０００

３５，０００

千円

公立幼保連携型認定こども園管理事業

２９，２０４

公 立 幼 稚 園 管 理 事 業

２，７４４，８２９

限　　　　　　度　　　　　　額

１３９，２３２

金　　　　　　額事　　　　業　　　　名

備　　　　　　考

公 立 保 育 所 管 理 事 業

( 5 ）
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第 ４ 表　地方債補正

追　加

区 分

千円

変　更

据置
期間

償 還 方 法

半年 賦元 利均

等、 年賦 元利

普通貸借 均等 、当 初発

行 額 の 3 ％ 以

ま た は 上半 年賦 、半

年賦元金均等、

証券発行 年賦元金均等、

満期一括

証券発行

普通貸借

5.0 15

政　府

府

銀　行

そ　の　他

高 齢 者 い こ い の 間
整 備 事 業 1,500 ま た は

方    法 償 還 期 限

％以内 年以内

できる。

起  債  の  目  的 限    度    額
起債の

利率
  償

地 区 公 民館
260,800

そ の 他 換えすることが

または低利に借

千円 ％以内

整 備 事 業 銀 行 は繰上償還し、

府 よび償還期限を

5.0 15 3
短縮し、もしく

政 府 市財政の都合に

より据置期間お

年以内 年以内

起 債 の
目 的

補　　　　正　　　　前

利  率

区分
償還
期限

そ   の   他

償        還       の       方       法

限度額
起債の
方 法

( 6 ）
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据 置 期 間 そ        の        他

年以内

3

区分
償還
期限

据置
期間

償 還 方 法 そ   の   他

政 府 半 年 賦 元 利 均 市財政の都合に

等 、 年 賦 元 利 より据置期間お

普 通 貸 借 府 均 等 、 当 初 発 よび償還期限を

行 額 の 3 ％ 以 短縮し、もしく

ま た は 銀 行 上 半 年 賦 、 半 は繰上償還し、

年賦元金均等、 または低利に借

証 券 発 行 そ の 他 年賦元金均等、 換えすることが

満期一括 できる。

等、満期一括

半年賦元利均等、年賦元

還　　　　　の　　　　　方　　　　　法　　　　

することができる。

％以上半年賦、 半年賦 縮し、もしくは繰上償還

元金均等、年賦元金均 し、または低利に借換え

利均等、当初発行額の３ 期間および償還期限を短

備           考
償    還    方    法

市財政の都合により据置

15270,900 3

千円 ％以内

5.0

償        還       の       方       法

年以内 年以内

限度額
起債の
方 法

利  率

補　　　　正　　　　後

( 7 ）
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歳入歳出補正予算事項別明細書
　　歳入

（款） 14 国庫支出金

（項）  2 国庫補助金

 2 2,348,892 880 2,349,772 

計 6,907,667 880 6,908,547 

（款） 15 府支出金

（項）  2 府補助金

 2 1,907,192 279,597 2,186,789 

計 2,197,961 279,597 2,477,558 

（款） 18 繰入金

（項）  1 基金繰入金

 1 9,559,804 499,446 10,059,250 

計 12,683,532 499,446 13,182,978 

（款） 20 市債

（項）  1 市債

 2 664,000 1,500 665,500 

 6 1,005,200 10,100 1,015,300 

計 7,013,200 11,600 7,024,800 

154,824,694 791,523 155,616,217 

民 生 費 国 庫 補 助 金

民 生 費 府 補 助 金

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

民 生 債

教 育 債

歳　　入　　合　　計

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（ 8 ）
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（単位 ： 千円）

19 障害者自立支援給付 880 基本額　1,760×1/2

審査支払等システム

事業補助金

14 介護施設等の整備に 47,180 基本額　47,180×10/10

関する事業補助金

18 介護サービス事業所 232,417 基本額　232,417×10/10

等に対するサービス

提供体制確保事業補

助金

 1 財政調整基金繰入金 499,446 

 6 高齢者いこいの間整 1,500 吹三地区高齢者いこいの間整備事

備債 業

 3 公 民 館 整 備 債 10,100 吹三地区公民館整備事業

節

説 明

区 分 金 額

（ 9 ）

～ （款） 20 市債 （項） 1 市債

（款） 14 国庫支出金 （項） 2 国庫補助金
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　　歳出

（款）  1 議会費

（項）  1 議会費

 1 735,669 672 736,341

計 735,669 672 736,341

（款）  3 民生費

（項）  1 社会福祉費

 1 1,359,896 6,016 1,365,912

 3 1,071,342 347,947 1,419,289 279,597

12 615,262 27,360 642,622 880

17 － 2,075 2,075 1,500

計 25,349,584 383,398 25,732,982 280,477 1,500

整備費

社会福祉総務

費

老 人 福 祉 費

障害者福祉費

吹三地区高齢

者いこいの間

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

議 会 費

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

（ 10 ）
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（単位 ： 千円）

672 12 委 託 料 672 字幕付ライブ議会映像配信システ

ム導入業務委託料ほか

672

（単位 ： 千円）

6,016 22 償還金、利子及び 6,016 過年度府支出金返還金

割引料

68,350 18 負担金、補助及び 347,947 介護サービス事業所等のサービス

交付金 提供体制確保事業補助金、物価高

騰応援金ほか

26,480 12 委 託 料 1,760 障がい福祉システム改修業務委託

料

18 負担金、補助及び 25,600 物価高騰応援金

交付金

575 14 工 事 請 負 費 2,075 吹三地区公民館解体撤去工事費

101,421

節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

（ 11 ）

～ （款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

（款） 1 議会費 （項） 1 議会費
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（項）  2 児童福祉費

 1 2,103,850 147,632 2,251,482

 3 3,108,498 4,500 3,112,998

14 576,386 7,000 583,386

計 35,047,116 159,132 35,206,248

（款）  4 衛生費

（項）  1 保健衛生費

 1 3,832,658 2,998 3,835,656

計 10,908,248 2,998 10,911,246

（款）  8 土木費

（項）  6 住宅費

 1 380,083 2,189 382,272

計 951,413 2,189 953,602

住 宅 管 理 費

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

国府支出金 地 方 債 そ の 他

保健衛生総務

費

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

児童福祉総務

費

保 育 園 費

幼保連携型認

定こども園費

目

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

（ 10 ）

（ 12 ）
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（単位 ： 千円）

147,632 18 負担金、補助及び 51,500 物価高騰応援金

交付金

22 償還金、利子及び 96,132 過年度国庫支出金返還金

割引料

4,500 17 備 品 購 入 費 4,500 遊具購入費

7,000 17 備 品 購 入 費 7,000 遊具購入費

159,132

（単位 ： 千円）

2,998 22 償還金、利子及び 2,998 過年度国庫支出金返還金

割引料

2,998

（単位 ： 千円）

2,189 12 委 託 料 2,189 公営住宅管理システム改修業務委

託料

2,189

節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

（ 11 ）

（ 13 ）

～ （款） 8 土木費 （項） 6 住宅費

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費
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（款） 10 教育費

（項）  2 小学校費

 1 1,854,508 144,664 1,999,172

計 2,253,592 144,664 2,398,256

（項）  4 幼稚園費

 1 1,076,479 35,000 1,111,479

計 1,076,479 35,000 1,111,479

（項）  5 社会教育費

13 25,946 13,470 39,416 10,100

計 4,397,376 13,470 4,410,846 10,100

吹三地区公民

館整備費

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

幼 稚 園 費

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

小学校管理運

営費

目 補正前の額 補 正 額 計

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

（ 12 ）

（ 14 ）
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（単位 ： 千円）

144,664 12 委 託 料 144,664 遊具・体育器具更新業務委託料

144,664

（単位 ： 千円）

35,000 17 備 品 購 入 費 35,000 遊具購入費

35,000

（単位 ： 千円）

3,370 14 工 事 請 負 費 13,470 吹三地区公民館解体撤去工事費

3,370

節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

（ 13 ）

（ 15 ）

～ （款） 10 教育費 （項） 5 社会教育費

（款） 10 教育費 （項） 2 小学校費
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（款） 13 予備費

（項）  1 予備費

 1 190,000 50,000 240,000

計 190,000 50,000 240,000

154,824,694 791,523 155,616,217 280,477 11,600

予 備 費

歳　出　合　計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

目 補正前の額 補 正 額 計

（ 14 ）

（ 16 ）
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（単位 ： 千円）

50,000 28 予 備 費 50,000 予備費

50,000

499,446

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

（ 15 ）

（ 17 ）

（款） 13 予備費 （項） 1 予備費

 415 
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議案第１０５号 

 

令和４年度吹田市公共用地先行取得特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和４年度吹田市の公共用地先行取得特別会計の補正予算（第１号）は、

次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第 １ 条  歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ２ ， ９ ４ ２ 千 円 を  

追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ  

２，６０６，７４２千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正  

後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 「 第 １ 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。 

 （債務負担行為の補正）  

第２条 債務負担行為の補正は「第２表 債務負担行為補正」による。  

 

  令和４年９月１日提出 

 

                吹田市長  後  藤  圭  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 1 ） 
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第１表　歳入歳出予算補正

   歳        入 (単位：千円)

款 項

 1
土地開発基金借
入金

532,500 2,942 535,442 

 1
土地開発基金借
入金

532,500 2,942 535,442 

2,603,800 2,942 2,606,742 

   歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 用 地 取 得 費 2,603,800 2,942 2,606,742 

 1 用 地 取 得 費 2,603,800 2,942 2,606,742 

2,603,800 2,942 2,606,742 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

（ 3 ）
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第 ２ 表  債務負担行為補正

追　加

事　　　　　　項 期　　　　　　間

千 里 丘 朝 日 が 丘 線 用 地 取 得
事 業 支 障 物 件 移 転 補 償 費 用

令和５年度

千里丘朝日が丘線用地取得事業用地購入費用 令和５年度

( 4 ）
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千円

限　　　　　　度　　　　　　額 備　　　　　　考

１３６，７８８

３９，６３３

( 5 ）
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歳入歳出補正予算事項別明細書
　　歳入

（款）  1 土地開発基金借入金

（項）  1 土地開発基金借入金

 1 532,500 2,942 535,442 

計 532,500 2,942 535,442 

2,603,800 2,942 2,606,742 

土 地 開 発 基 金 借 入 金

歳　　入　　合　　計

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（ 6 ）
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（単位 ： 千円）

 1 土地開発基金借入金 2,942 

節

説 明

区 分 金 額

（ 7 ）

（款） 1 土地開発基金借入金 （項） 1 土地開発基金借入金
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　　歳出

（款）  1 用地取得費

（項）  1 用地取得費

 1 532,500 2,942 535,442 2,942

計 2,603,800 2,942 2,606,742 2,942

2,603,800 2,942 2,606,742 2,942

千里丘朝日が

丘線用地取得

費

歳　出　合　計

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

（ 8 ）
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（単位 ： 千円）

16 公 有 財 産 購 入 費 △68,424 用地購入費

21 補償、補填及び賠 71,366 支障物件移転補償費

償金

説 明

一 般 財 源 区 分 金 額

節補 正 額 の 財 源 内 訳

（ 9 ）

（款） 1 用地取得費 （項） 1 用地取得費

 425 



 426 


